




序   文 

 

 

カザフスタン共和国政府は、1997 年に長期開発計画｢カザフスタン 2030｣を策定し、2030

年を目標年とし市場経済をベースに東アジアの中進国レベルの経済成長の達成及び、その

ための人材の開発に重点的に取り組む開発戦略を掲げている。また、「カザフスタン 2030」

をより具体化させた「カザフスタン国産業革新発展工業開発戦略プログラム」では、中小

企業振興の必要性に着目しており、製造業を中心に産業の多角化が目指されている。 

一方、我が国においては、市場経済移行国に対する人材育成支援の一環として「日本人

材開発センター」の設立が 1998 年に構想された。カザフスタン共和国政府より同国内にお

ける同構想実現に向けた強力な要請が示されたことを受け、独立行政法人国際協力機構（以

下「JICA」という。）が独立行政法人国際交流基金の協力を得て、カザフスタン日本人材開

発センタープロジェクトを 2000 年 10 月より開始した。 

2005 年 6 月に実施した終了時評価調査では、プロジェクトの協力実績及び成果について

カザフスタン共和国政府と検証を行い、カザフスタン日本人材開発センタープロジェクト

が高い成果を上げたことが確認された。このため、カザフスタン共和国政府は、カザフス

タン日本人材開発センタープロジェクトフェーズ 2 の実施を我が国に要請し、カザフスタ

ン共和国政府と日本側との協議の結果、2005 年 10 月より 5 年間の計画でフェーズ 2 を実施

することが合意され、現在、フェーズ 2 としての技術協力プロジェクトが実施されている。 

今般、プロジェクト開始から 3 年半が経過したため、2009 年 3 月 3 日から 3 月 21 日の

日程で、中間評価調査団を現地に派遣し、カザフスタン側と合同で、プロジェクトの中間

評価を実施した。本報告書は、同調査団の調査・協議結果をとりまとめたものであり、プ

ロジェクトの成果達成のために、広く活用されることを願うものである。 

終わりに、この調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上

げる。 

 

 

平成 21 年 5 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

公共政策部長 中川 寛章 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：カザフスタン 案件名：カザフスタン日本人材開発センター（フェーズ２）

プロジェクト  

分野：人的資源 協力形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：公共政策部 ガバナンスグループ

日本センター課 

協力金額（評価時点）：9.34 億円 

先方関係機関： 教育科学省、カザフ経済大学（アルマティ、

アスタナ）、カザフ人文法科大学（アスタナ） 

日本側協力機関：独立行政法人 国際交流基金 協力期間 

平成 17 年 10 月から 

平成 22 年 9 月まで  

5 年間 

他の関連協力：カザフスタン日本人材開発センタープロジェ

クト 

 

１－１ 協力の背景と概要 

カザフスタン国（以下「カ」国）は、1991 年 12 月に独立して以来、CIS 諸国の中でも急進的な改革路

線をとっており、プラスの経済成長を達成している。また、石油等の天然資源の輸出増等により、実質 GDP

成長率は近年 9～10%台を維持している。 

その一方、経済分野の人材に関しては、急速な経済成長に追いついておらず、企業活動従事者へのビジ

ネス知識・スキルの知的支援が必要とされている他、産業の多角化も進んでいない状況にある。 

こうした背景のもと、「カ」国政府は 1997 年、長期開発計画｢カザフスタン 2030｣を策定し、2030 年を

目標年に、市場経済をベースとしたアジアの中進国レベルまでの経済成長の達成と、そのための人材の開

発に重点的に取り組む開発戦略を掲げている。また、「カザフスタン 2030」をより具体化させた「カザフ

スタン国産業革新発展工業開発戦略プログラム（2003‐2015 年）」では、中小企業振興の必要性に着目し

ており、製造業を中心に産業の多角化を目指している。 

本プロジェクトは、「カザフスタン日本人材開発センター（以下、「KJC」）」プロジェクトの第２フェー

ズであり、2005 年 10 月より 2010 年 9 月までをプロジェクト期間として、第１フェーズで整備してきた

「KJC」の組織基盤を土台に、その成果をより発展させ、インパクトを拡大するため、「「カ」国における

市場経済化に対応する人材育成」及び「「カ」国・日本の相互理解促進」を行う拠点としての「KJC」の機

能強化を目的に、ビジネスコース、日本語教育、相互理解促進の活動をアルマティ市（主に「KJC」が設

置されているカザフスタン経済大学）及びアスタナ市を中心に行なっている。 

 

１－２ 協力内容 

（１）上位目標 

１． カザフスタンにおける市場経済化に資する人材が育成される。 

２． 日本とカザフスタン両国の相互理解が促進される。 

 

（２）プロジェクト目標 

「カザフスタンにおける市場経済化に対応する人材育成」及び「カザフスタン・日本の相互理解促進」

を行う拠点としてのカザフ日本センターの機能が強化される。 

 



（３）成果 

１． センター運営：カザフ日本センターが効率的に運営される体制とシステムが確立される。 

２． ビジネスコース運営事業：企業経営・中小企業振興等についての実践的ノウハウ・知識を民間・公

的セクターに効果的に提供すると共にそのシステムが構築される。 

３． 日本語コース運営事業：質の高い日本語教育を提供すると共にその機会を拡大するシステムが構築

される。 

４． 相互理解促進事業：さまざまな分野におけるカザフスタンと日本の情報が双方向に発信される機能

が強化される。 

５． 広報事業：カザフスタンにおけるカザフ日本センターの認知度が高まる。 

 

（４）投入（評価時点） 

日本側（JICA）：                    （1 カザフテンゲ＝0.62 円（09年 2月 12日レート））

長期専門家派遣   ９名      機材供与        8,118,526 テンゲ 

短期専門家派遣  ３８名      ローカルコスト負担  98,379,816 テンゲ 

研修員受入    ２８名 

カザフスタン側： 

カウンターパート配置 ５名     ローカルコスト負担   7,747,157 テンゲ 

施設・設備の提供          （光熱水道費など） 

２．評価調査団の概要 

調査者 

団長・総括： 村岡敬一 公共政策部 次長 

日本語評価分析：池津丈司 国際交流基金 

日本語評価企画：牧野美保 国際交流基金 

協力企画： 末田和也 公共政策部 日本センター課 調査役 

評価分析： 首藤久美子 アイ・シー・ネット（株）第一事業部 プログラムオフィサー 

調査期間 平成 21 年 3 月 3 日～3 月 21 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）センター運営 

長期的運営計画の策定や JCC により、プロジェクトの進捗管理がなされている。また、人材育成計画に基

づいてスタッフに対する研修が実施され、これまで延べ 19 名が本邦研修を受けた。財務面では、事業収

入が伸び悩む傾向が生じつつある一方、支出も年々増加しており、より効率的な事業運営が望まれる。 

 

（２）ビジネスコース運営事業 

これまでで総計 46 コースが開催され、フェーズ１よりも多様な講座が提供されている。これまでの延べ

受講者数は約 1,600 名である。受講生の講座に対する満足度は、ほとんどが 80％以上と回答しており、高

いと言えるが、一部の講座では定員割れが生じている。このことはコースの収益性に大きな影響を及ぼし

ており、改善が必要である。また、運営面では、センタースタッフの更なる能力向上による、安定したコ

ース運営体制の確立が必要である。 

 

（３）日本語コース運営事業 



これまで約 2,200 名が受講し、フェーズ１の 1,282 名を大きく超えている。受講者の満足度も非常に高い。

現在、9 レベルのコースが提供されており、日本語学習者の幅広いニーズに適応している。安定した集客

率が確保されており、財務的な自立発展性も高い。 上級者向けクラスを除いてローカル講師が問題なく

指導できているほか、運営面でもマニュアルが整備されているなど、ローカルスタッフ・講師のみで事業

実施がほぼ可能な状況である。自立的に新しい教師を養成する技術がまだ十分とはいえないため、教師会

の勉強会を通じて技術移転を進めていくことが必要である。 

 

（４）相互理解促進事業 

これまで計 41 のイベントが開催された。大規模イベントの他、毎週の小規模イベント等、様々な形態の

催し物がコンスタントに開催されている。KJC が位置するアルマティ市以外でも積極的に活動が展開され

ている。ただし、カザフスタンにおける日本の情報は十分に発信されているが、カザフスタン情報の日本

への発信は必ずしも十分ではない。 

 

（５）広報事業 

メーリングリストの購読者は 1,000 人を超え、電子メールの案内が、ビジネスコース受講のきっかけにな

っている例も数多く見受けられる。カ国で一般的な情報源となっているホームページの一層の充実が今後

の課題であるほか、C/P 機関であるカザフ経済大学とより緊密に連携した、より戦略的な広報・宣伝活動

への転換が急務である。 

 

３-２評価結果の要約 

（１）妥当性 

プロジェクトで行っている活動のほとんどが高い妥当性を示しているが、ビジネスコースに関しては、近

年の世界的な経済危機の状況を踏まえ、急速に変化するニーズに対応した講座の提供が必要である。 

 

（２）有効性 

フェーズ１に比べ、提供するサービスの質がより向上し、活動領域にも広がりを見せてきている。ビジネ

スコースの集客率の低さと、戦略的な企画立案能力を行えるスタッフの育成が今後の大きな課題ではある

が、プロジェクト目標の達成は一定程度見込まれる。PDM に則り、数値目標達成に向けた確実なモニタリ

ング体制の充実が今後望まれる。 

 

（３）効率性 

カザフスタン･日本両国側からの投入は計画通り行われており、期待される成果もほぼ確実に生み出され

ている。ただし、日本人専門家の派遣の遅れや派遣のタイミング、更に契約形態の変更が円滑な業務引継

ぎや業務遂行に負の影響を及ぼし、効率性を低下させた例があった。 

 

（４）インパクト 

プロジェクト目標が達成できた場合、事業を継続して実施していくことが出来れば上位目標の達成の可能

性は高いと判断できる。ただし、そのためには、プロジェクト終了後、特に財政面、組織・運営面での自

立発展性が確保できるかどうかが鍵となってくる。また、上位目標の達成度合いは、カザフスタンの経済

状況や日本企業の事業展開に大きく影響されると思われる。 



 

（５）自立発展性 

日本語コースは組織・運営面、技術面、財務面すべてにおいて高い自立発展性を示している。その他の事

業に関しては、スタッフの適正な人員数・質の確保が課題であり、特に戦略的な企画を行えるスタッフの

育成が急務である。また、財務面での自立性確保の一環として、センター収入のより効果的な活用方法の

検討が必要である。更に、ビジネスコースに関しては、集客数の増大による一層の財務改善が望まれる。

 

３-３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

フェーズ１で築いた運営基盤を基に、スケールメリットを活かしつつ活動領域をアスタナ等へ拡大する形

で事業がデザインされたため、投入規模を抑えつつ効率的な活動を展開している。また、カウンターパー

ト機関であるカザフ経済大学が、KJC を自らのプレゼンスを高める活動だと認識しており、オーナーシッ

プも高まりつつある。本案件に対する中央政府からの評価も高い。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

外部諸団体との協力関係が効果を高めるのに寄与している。例えば、カザフ人文法科大学は、アスタナ

における日本語コース実施のための教室を提供しており、EBRD は KJC のビジネスプログラムとの連携を

行っている。在カザフスタン日本大使館は、日本文化デーや日本語弁論大会等の相互理解講座を KJC と

共同で開催している。こうした良好な関係および実践的なパートナーシップは、プロジェクトが限られ

た人的・財政的リソースの中で効率的に成果を産出する一助となっている。 

更に、KJC が提供する多岐にわたるサービス、つまり相互理解促進活動、日本語コース、図書館、視聴

覚教材、インターネット等は、利用者が個別の活動を通じて他の活動にも興味を持つようになるといっ

た相乗効果を生み出しており、KJC 利用者に対して、日本に対する興味や理解を深めさせる効果をもた

らしている。プロジェクトにとって、正のインパクトを生み出す大きな要因である。 

 

３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）実施プロセスに関すること 

特に 2007 年度に KJC スタッフ（プロジェクト契約職員）の交替が相次いだ。総務で 4 名、ビジネスプロ

グラムで 1 名、日本語プログラムで 1 名が同年に離職している。スタッフの離職は、組織の脆弱化や業務

の非効率化を引き起こしていた可能性がある。スタッフに対する能力開発の機会の少なさや、人事考課制

度がないこと、更にはローカルスタッフの中に管理職ポストがないこと等が、主な要因であり改善が必要

である。現在、プロジェクトは、人事考課制度の導入や、能力開発機会の増大などの取り組みを実施中で

あり、状況は改善されつつある。 

 

３-５ 結論 

フェーズ１と比べ事業が拡大し、活動領域のほとんどで期待された成果が産出されつつあり、プロジェ

クト目標は、一定程度達成できる見込みである。プロジェクトの強みは、KJC が関連する様々なサービス

を提供しており、互いが相乗効果をもたらしていることにある。この相乗効果は、カザフスタンの人々

の間でたくさんの「日本ファン」を作り、将来的にかなりの正のインパクトをもたらすと期待できる。 

一方、案件開始当初に合意されるべきであった、個別の活動に関する具体的な数値目標がこれまで設定



されていなかったことなど、プロジェクトマネジメント体制に関してプロジェクトの円滑な進行を阻害

する要因も確認された。自立発展性の観点では、KJC の財務面、組織・運営面での弱さもプロジェクトの

弱みとして挙げられる。プロジェクトの妥当性を高めるためには、ビジネスコースや相互理解促進事業

に関して、ニーズにより合致した事業を企画・実施するため、スタッフの更なる育成が必要である。ま

た、中長期的には財務的に自立性の高いコース設計を行う必要がある。 

後に、カザフスタンの経済状況や、日本企業のカザフスタンにおけるビジネス動向について、今後、

プロジェクトは注視していく必要がある。プロジェクトのインパクト、つまり上位目標が達成できるか

どうかは、こうした外部条件に大きく影響を受ける可能性があるからである。この観点で、特にビジネ

スコースに関しては、カザフ側関係者との協議を踏まえつつ、短期的には財務的自立性の確保ではなく、

現下の経済危機に対応する、より公益性の高いコースの企画・実施を検討する必要もある。 

 

３-６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

 PDM の成果に対応した数値目標を設定し、両国側で継続的に進捗管理するなど、プロジェクトのモニ

タリング体制を整える必要がある。 

 KJC スタッフが自立的に戦略的な企画立案ができるよう、彼らに対して、包括的なマネジメントスキ

ルを技術移転する必要がある。マネジメントスキルを向上させることは、長期的に KJC の財務面、組

織・運営面での自立発展性を高めることになる。そのため、総務、ビジネスプログラム、日本語コー

スそれぞれに 1 名ずつ管理職を配置し、OJT や Off-JT により能力強化すること。 

 財務面での自立発展性を担保するため、内部留保しているセンター事業収入を適切な支出ルールを決

めた上で、有効活用すること。戦略的な財務計画も立案すること。 

 プロジェクトの成果を長期にわたって維持するためには、KJC は KazEU と協力し、部門ごとの事業拡

大あるいは縮小の要否を検討すること。カザフスタン・日本両国側からのプロジェクト関係者は、KJC

の将来像を固めるために議論を深めていくこと。 

 高付加価値をつけた個別企業相談や研修講師向けコースなどを盛り込んだビジネスコースの立て直

しについては、その実績を注意深くモニターすること。プロジェクトは、急速に変化するカザフスタ

ンの経済・ビジネス環境に適応していく必要がある。カザフスタンの社会・経済状況を考慮し、カザ

フスタン政府と継続的に相談の上、ビジネスコースの多様化について検討すること。 

 広報活動については、KazEU の関連部署との連携の強化、例えば KJC と KazEU のホームページの相互

リンクなどを行っていくこと。 

 

３-７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管理に参

考となる事柄） 

各国の日本センターは、カザフスタン日本センターと同様、ビジネス部門、日本語部門、相互理解部門と、

事業内容の大きく異なった複数の部門を同時に運営している。部門同士が相乗効果を生み出している部分

はあるものの、それぞれの部門を取り巻く社会環境の変化から、全ての部門がプロジェクト開始当時の妥

当性やインパクトを維持するのは困難な場合もある。外部条件に関しても、部門ごとに大きく異なってい

たり、将来、ある特定部門に新たな外部条件が加わってきたりすることも稀ではない。こうした状況から、

日本センターの自立発展性を考える際には、現在の事業内容・事業規模をそのまま維持することが必ずし

も得策でない場合もある。部門ごとに、異なる機関が、現在とは異なった規模・内容で事業を継続してい

くこともありえるだろう。プロジェクト終了後にどのような外部リソースが期待できるか、どの相手国機



 

関が日本センターのどの部門を引き継いでいくのがふさわしいのか、などの選択肢を十分考察し、各国の

実情に合わせた現実的な選択肢を選んでいく必要がある。 
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第1章 中間レビュー調査の概要 

1-1 プロジェクトの背景・概要 

カザフスタン国（以下「カ」国）は、1991 年 12 月に独立して以来、CIS 諸国の中でも急

進的な改革路線をとっており、プラスの経済成長を達成している。また、石油等の天然

資源の輸出増等により、実質 GDP 成長率は近年 9～10%台を維持している。 

その一方、経済分野の人材に関しては、急速な経済成長に追いついておらず、企業活動

従事者へのビジネス知識・スキルの知的支援が必要とされている他、産業の多角化も進

んでいない状態にある。 

こうした背景のもと、「カ」国政府は 1997 年、長期開発計画｢カザフスタン 2030｣を策定

し、2030 年を目標年に、市場経済をベースとしたアジアの中進国レベルまでの経済成長

の達成と、そのための人材の開発に重点的に取り組む開発戦略を掲げている。また、「カ

ザフスタン 2030」をより具体化させた「カザフスタン国産業革新発展工業開発戦略プロ

グラム（2003～2015 年）」では、中小企業振興の必要性に着目しており、製造業を中心に

産業の多角化を目指している。 

本プロジェクトは、「カザフスタン日本人材開発センター（以下「KJC」）」プロジェクト

の第２フェーズ（プロジェクト期間：2005 年 10 月から 2010 年 9月までを予定）であり、

第１フェーズで整備してきた「KJC」の組織基盤を土台に、その成果をより発展させ、イ

ンパクトを拡大するため、「「カ」国における市場経済化に対応する人材育成」及び「「カ」

国・日本の相互理解促進」を行う拠点としての「KJC」の機能強化を目的に、ビジネスコ

ース、日本語教育、相互理解促進の活動をアルマティ市（主に「KJC」が設置されている

カザフスタン経済大学）及びアスタナ市を中心に行なっている。現在、3名の専門家（業

務調整員、日本語コース運営指導（以上 2名が「KJC」に勤務）、事業計画策定・管理（ア

スタナで勤務））が派遣されている。ビジネスコースについては、事業計画策定・運営専

門家がコースの企画・立案及び実施を総括し、各講義を担当する短期専門家が派遣され

ている。 

 

1-2 調査団派遣の目的 

中間レビュー調査団は、以下の 5 つの目的を果たすために派遣された。 

（１）プロジェクト期間の３分の２を経過した現時点で、これまで実施してきた協力につ

いて、当初計画に照らし、投入実績、活動実績、管理運営状況、カウンターパート

への技術移転状況、外部条件等について確認を行う。 

（２）JICA 事業評価ガイドラインに基づき、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、イン

パクト、自立発展性）の観点から評価分析を行う。 

（３）上記（１）および（２）を踏まえ、プロジェクト残り期間に行うべき活動の計画に

ついて、カ側関係者と意見交換を行う。 

（４）協議の結果を議事録（Minutes of Meetings; M/M）としてカザフスタン側と署名す
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る。 

（５）さらに、プロジェクト終了後の KJC のあり方について、カザフスタン側関係者と意

見交換を行う。 

 

1-3 調査団の構成 

調査団は、以下の 5名により構成された。 

担当分野 氏 名 所 属 

団長・総括 村岡 敬一 JICA 公共政策部 次長 

日本語評価分析 池津 丈司 国際交流基金 

日本語評価企画 牧野 美保 国際交流基金 

評価分析 首藤 久美子 アイ・シー・ネット㈱ プログラムオフィサー 

協力企画 末田 和也 JICA 公共政策部 日本センター課 調査役 

 

1-4 調査日程 

現地調査は、2009 年 3 月 3 日から 21 日の 19 日間に亘り行われた。詳細については別添

1 の通り。 
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第2章 調査の方法 

2-1 評価手法 

プロジェクト開始から約 3 年半が経過し、これまで、期待される成果がどれだけ生み出

されているかを振り返る時期を迎えた。中間レビューの目的は、プロジェクトのこれま

での進捗状況や成果の達成状況を客観的に評価することである。プロジェクト終了時ま

でにどの程度プロジェクト目標を達成することができるかについても予測を行う。さら

に、評価の結果に従い、当初計画を見直す必要があるかどうか、あるいは運営体制をど

のように強化していくべきかなどについて提言を行う。 

中間レビューにおける評価では、JICA 事業評価ガイドライン（改訂版）」に従い、プロジ

ェクトの実績と実施プロセスを把握した後、妥当性、有効性、効率性、インパクト、自

立発展性について、以下の評価５項目の観点から分析を行った。 

 

① 妥当性（relevance）1 

プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者のニ

ーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政策

との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金である

政府開発援助（ODA） で実施する必要があるかなどといった「援助プロジェクトの

正当性・必要性」を問う視点。 

② 有効性（effectiveness） 

プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされてい

るのか（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 

③ 効率性（efficiency） 

主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているか

（あるいはされるか）を問う視点。 

④ インパクト（impact） 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を見る

視点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

⑤ 自立発展性（sustainability） 

援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持続

の見込みはあるか）を問う視点。 

 

本評価はプロジェクト実施中に行われる中間評価のため、④インパクト、⑤自立発展性

に関しては、評価時点での予測となっている。評価実施に際し、プロジェクト管理のた

めの要約表であるプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に基づき、計画の達成

状況や達成見込みを調べて、別添 5 の評価グリッドを作成し、具体的な評価設問を決め

                                                   
1 ここに抜粋した評価 5 項目の詳細は、「JICA 事業評価ガイドライン（改訂版）」（2004 年）を参照。 
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た。 

本プロジェクトでは、プロジェクト開始前に作成された PDM を現在も使用しており、改

定は一度も行われていない。また、合意議事録（R/D）記載の英文 PDM と事業事前評価表

記載の和文 PDM の内容に一部食い違いがあることが確認された。評価は、英文 PDM に従

って行われた。 

中間レビューの結果、PDM を改定する必要が認められたので、プロジェクト開始前に作成

された PDM バージョン 0を改定し、バージョン 1（別添 4）を完成した。変更点の詳細と

変更理由は本報告書の第 3 章に記載した。評価はプロジェクトがこれまで活動する際の

指針としてきたバージョン 0 を基に行ったが、バージョン 1 の内容も必要に応じて参照

し、プロジェクト目標や成果の達成見込みなど、今後の活動の成果に関する部分につい

ては、これからの指針となるバージョン 1 に則って評価するようにした。 

 

2-2 調査対象者とデータ収集方法 

調査では、評価グリッドに示しているように、様々な情報源から、複数のデータ収集手

法を用いて情報収集を行った。調査手法および情報源のトライアンギュレーションが可

能となり、調査の信頼性を高めることができるからである。今回の調査では、定量的な

データよりも定性的な情報の収集に注力している。なぜならば、定量的なデータは既存

の資料で既にある程度入手可能であるのに対し、定性的な情報、つまりプロジェクト実

施にあたっての貢献要因・阻害要因といった詳細な情報が不足しているからである。し

たがって、インタビュー、フォーカス・グループ・ディスカッション、観察、そして自

由記述欄を多く設けた質問票調査など、定性的な情報を引き出すための手法を中心に調

査がなされた。以下の表に、調査手法と情報源をまとめ、主要な面談者と面談メモにつ

いては、別添 3に掲げた。 

 

表 1 データ入手手段と情報源 

データ入手手段 情報源 

文献・資料調査 プロジェクト資料、専門家報告書、過去のサーベイ調査結果、

パンフレット、活字メディア掲載記事、等 

質問票調査 元・現日本人専門家、カウンターパート（CP）、現 KJC スタッ

フ 

インタビュー カザフスタン政府関係者、元・現日本人専門家、CP、元・現

KJC スタッフ、KJC 受講者・利用者、カザフスタンに関係する

日本企業、在カザフスタン日本大使館 

フォーカス･グルー

プ･ディスカッション 

KJC 受講者・利用者（ビジネスコース、日本語コース、相互理

解講座） 

観察 KJC の活動の様子 

ワークショップ 現日本人専門家、現 KJC スタッフ 

 

文献・資料調査は、現地調査前に国内で行い、プロジェクトの成果と実施プロセスを確
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認した。同時に質問票を KJC 関係者に対し電子メールで配布した。日本人専門家に対す

る質問票は 7 名に配布し、全員から回答を得た。CP や KJC スタッフ等のカザフスタン側

に対する質問票は、英語をロシア語に翻訳して配布され、回答はロシア語から英語に翻

訳された。調査団の現地入り前後に質問票が回収された。カザフ経済大学（KazEU）の CP

である 2 名のうち 1名と、KJC スタッフ 8 名全員から回答を得たので、カザフスタン側か

らは合計 9名となった2。なお、日本語コースに関する質問票は、別途日本語で作成し（別

添 7）、調査団が現地入りした後で回収した。 

資料・文献調査の結果は、仮説評価報告書として 2009 年 2 月 27 日に行われた対処方針

会議で配布され、外務省、JICA、国際交流基金、KJC 派遣専門家、JICA キルギス事務所

間で意見交換がなされた。 

フォーカス･グループ･ディスカッションは、アルマティにおいて①ビジネスコース受講

者、②相互理解講座参加者（全員日本語コース受講者）の 2 つのグループを、アスタナ

においては①ビジネスコース受講者、②日本語コース受講者（相互理解講座参加者を含

む）の 2 つのグループを集めて行った。1 グループは 4－6 名で構成され、なるべく参加

者の性別や年齢が偏らないように配慮した。ディスカッション参加者に対し、KJC での経

験や KJC に対する意見を自由に発言するよう促し、1グループにつき約 1 時間の意見交換

を行った。フォーカス･グループ･ディスカッションでの、主な質問項目は別添 6 のとお

り。 

評価者は KJC の活動の様子を観察するため、アルマティとアスタナにおけるビジネス講

座（マーケティング、企業戦略）と日本語講座にオブザーバーとして参加した。 

3 月 11 日には、情報収集の一環として、また同時にプロジェクトへの動機付けの一助と

して約 2 時間のワークショップを KJC スタッフ、日本人専門家の参加のもとに行った。

ワークショップ参加者は PDM 手法について学び、プロジェクトの PDM を見直し改訂案を

作成したほか、KJC が抱える問題についてブレインストーミングを行った。問題に関して

はプロジェクト・サイクル・マネジメント（PCM）の 1 手法である「問題分析」を行い、

問題の原因と結果の因果関係についてグループで討議を行った。こうした討議により、

プロジェクト実施の際の障害や問題の解決方法などについて、参加者間で意見交換を行

った。ワークショップで得られた情報は、他の収集データと同様、評価 5 項目に則った

評価結果に反映させた。 

 

2-3 データ分析方法 

上記のデータ収集により得られた情報は、評価 5 項目ごとに分析された。質問票によっ

て得られた定量データについては、別添 8 のように日本側、カザフスタン側に分けてデ

ータ数と平均値を表形式でまとめた。別添 8 には、自由記述欄に書かれたコメントもあ

                                                   
2 KJC スタッフ 1 名分の回答は、M/M 署名後に回収されたため、M/M の ANNEX ではカザフスタン側から

の回答数は 8 名となっている。本報告書に添付された集計結果には 9 名全員分の回答が反映されている。 
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わせて掲載した。 終的なデータの分析結果は、「第４章 評価結果」に示した。 

 

2-4 調査の制約・限界 

時間的・資源的な制約から、プロジェクトに深く携わったすべての元・現 KJC スタッフ

や元・現日本人専門家に対してインタビューを行うことは不可能だった。サンプルによ

る意見の偏りを低減するため、面会が不可能な専門家に対しては、可能な限り電子メー

ルによる質問票の送付を行い、情報の収集を行った。これにより、大多数のの長期専門

家、KJC スタッフ、および主要な短期専門家数名から現場の情報を得られたので、一定の

信頼性が確保できているといえる。 
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第3章 プロジェクトの実績 

3-1 KJC の組織と人員配置 

KJC はフェーズ１から継続して活動を行っており、プロジェクトが雇用する契約職員の

中には、フェーズ 1 から引き続いて勤務している者もいる。中間評価時点での人員配

置は図 1 の通りとなっている。フェーズ１とは異なり、アスタナにも活動拠点が置か

れたため、アスタナには日本人専門家、および契約職員が配置されている。 

 

図 1 KJC の人員配置図 

 

 

日本人長期専門家のポストとしては、所長（調査時点では空席）、業務調整員、日本語

コース運営指導専門家（以上、在アルマティ）および事業計画策定・管理（在アスタ

ナ）の４ポストがある。 

ビジネスコースについては、2008 年 7 月まで業務実施契約による専門家が配置されて

いたが、現在はコースの実施計画に従い、講師が短期専門家として公示される形とな

っている。それに伴い、2009 年 2 月からは、ビジネスコース運営を総括する日本人専

門家は事業計画策定・管理の専門家が兼任することとなっている。 

カザフスタン側 CP、つまり KazEU から派遣されている人員は、カザフ側コーディネー

ター（KazEU 国際関係副学長が非常勤で兼務）、経理担当、運転手、掃除人の 4 名であ

る。 

プロジェクトが雇用している契約職員は、ビジネスコースのプログラムオフィサー2名、

日本語コースのプログラムオフィサー3 名、総務主任、相互理解担当（総務を兼務）、

受付・ロビー担当、営繕・機材保守担当であり、庭師が 1 名長期パートとして雇用さ

れている。また、アスタナにおいて 1 名、日本語常勤講師が雇用されている。プロジ

所長

(日本人長期専門家）

ビジネスコース 
契約コンサルタント

(日本人短期専門家）

  

業務調整員

（総務･相互理解担当）

(日本人長期専門家）

  

日本語コース
運営指導専門家

(日本人長期専門家）

事業計画策定・管理
（在アスタナ）

(日本人長期専門家）

  

総務主任

（契約職員）

相互理解 
（契約職員） 

  

経理

（KazEU派遣）

  

プログラムオフィサー

（契約職員） 

営繕・機材保守

（契約職員）

 

受付・ロビー 
（契約職員） 

  

運転手

（KazEU派遣）

清掃員

（KazEU派遣）

庭師

（長期パート）

プログラムオフィサー

（契約職員）
プログラムオフィサー

（契約職員）
日本語

常勤講師

（在アスタナ）

（契約職員）

カザフ側コーディネーター
カザフ経済大学国際関係副学長 

（KazEU 派遣）

  

プログラムオフィサー 
（契約職員） プログラムオフィサー

（契約職員）
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ェクト契約職員にかかる人件費は、日本側負担の現地活動費予算で賄われている。 

3-2 投入実績 

プロジェクトへの投入に関する日本側およびカザフスタン側それぞれの責任範囲は、

2005 年 9月 30 日署名の R/D で合意されている。日本側、カザフスタン側それぞれのこ

れまでの投入についてまとめた。 

 

3-2-1 日本側の投入 

R/D では、日本側の投入として、日本人専門家の派遣、資機材供与、カザフスタン側プ

ロジェクト関係者の本邦研修受け入れを約束している。R/D で合意された日本側投入の

内容は下表の通り。 

 

表 2 R/D 記載の日本側投入計画 

投入分野 投入内容 

日本人専門家派遣 所長、業務調整員、ビジネスマネジメントプログラムアドバイザー、日本

語教育活動アドバイザー、ビジネスマネジメントプログラム講師／コンサ

ルタント、その他必要に応じた専門家 

供与資機材 コンピュータ、視聴覚機器、事務機、相互理解促進活動のための資機材、

家具、KJC に必要なその他資機材 

研修員受入 KJC 運営スタッフ、ビジネスコース・日本語コース講師、ビジネスコース参

加者等 

 

プロジェクト開始から約 3 年半が経過した中間レビュー調査の時点で、日本側の投入

実績は下表の通りである。 

 

表 3 日本側投入実績 

KZT＝カザフスタンテンゲ 1KZT 0.6211 円 （2009 年 2 月 12 日レート） 

 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 計 

専門家派遣 

（長期専門家） 
9 名 9 名

専門家派遣 

（短期専門家） 
4 名 10 名 17 名 7 名 38 名

研修員受入 6 名 9 名 9 名 4 名 28 名

供与機材 0 KZT3,928,450 KZT 4,190,076 0 KZT8,118,526

現地活動費 データなし KZT31,836,269 KZT36,459,480 KZT30,084,067* KZT98,379,816

*4 月～12 月の 9 ヶ月分の累計。 

 

（１）専門家派遣 

日本人長期専門家については、表 4 および図 2 の通りこれまで延べ 9名がアルマティ

およびアスタナに派遣された。 

 

表 4 長期専門家派遣実績 

  役職 派遣期間 
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1 所長*（アルマティ） 2004 年 08 月 25 日～2006 年 10 月 14 日 

2 所長（アルマティ） 2006 年 11 月 09 日～2008 年 11 月 08 日 

3 業務調整員（アルマティ） 2005 年 07 月 07 日～2006 年 10 月 07 日 

4 業務調整員（アルマティ） 2006 年 10 月 26 日～2008 年 10 月 25 日 

5 業務調整員（アルマティ） 2008 年 11 月 18 日～2010 年 11 月 17 日 

6 事業計画策定・管理**（アスタナ） 2006 年 02 月 15 日～2010 年 08 月 30 日 

7 ビジネスコース運営指導*（アルマティ） 2003 年 11 月 01 日～2006 年 03 月 31 日 

8 日本語運営指導（アルマティ） 2004 年 04 月 15 日～2007 年 04 月 14 日 

9 日本語コース運営指導（アルマティ） 2007 年 04 月 05 日～2009 年 04 月 04 日 

* フェーズ 1 から継続して派遣された専門家。 

**2008 年 11 月より所長代行・ビジネスコース運営総括も行っている 

 

図 2 長期専門家派遣時期 

 
05 年度

下半期 

06 年度

上半期 

06 年度

下半期 

07 年度

上半期 

07 年度

下半期 

08 年度

上半期 

08 年度

下半期 

所長 
 

 
     

業務調整員 
  

 
   

 

事 業 計 画 策

定・管理* 
  

 
    

ビジネスコー

ス運営指導 
       

日本語運営指

導／日本語コ

ース運営指導 

 

 

 

    

*「事業計画策定・管理」専門家のみアスタナに配属。その他の専門家はアルマティ配属。 

 

なお、これらの派遣実績は、R/D にて合意された派遣計画とほぼ合致するものであり、

長期専門家の投入は計画通りに行われたといえる。ただし、所長に関しては、2008 年

11 月に二代目の所長が任期を終了した後、後任が着任しておらず、中間レビュー調査

の時点では不在であった。これは後任所長の人選が難航したことによる。調査時点で

は、アスタナの事業計画策定・管理専門家が所長代行を務めていた。 

短期専門家については、ビジネスコースの運営管理および講師等として、表 5 の通り、

2005 年度に 4名、2006 年度に 10 名、2007 年度に 17 名、2008 年度（12 月までの実績）

に 7 名と、これまでで延べ 38名の派遣が行われた。プロジェクト期間中、講義の数に

応じた講師の派遣が適正に行われたと言える。 

 

表 5 短期専門家派遣実績 

 指導科目 派遣期間 

2005年度  
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1 人材管理、人材育成 2006年01月12日～2006年01月30日 

2 戦略的経営・経営哲学 2006年02月02日～2006年03月06日 

3 ビジネスプログラム計画 2006年03月04日～2006年03月28日 

4 生産・品質管理 2006年03月09日～2006年03月21日 

2006年度  

1 
ビジネスコース運営管理/総合的品質管理とバ

ランス・スコアカード 
2006年05月18日～2006年09月01日 

2 人事管理と人材育成管理 2006年05月25日～2006年06月02日 

3 プロジェクトマネジメント 2006年06月01日～2006年06月09日 

4 総括/研修計画 2006年11月25日～2006年12月24日 

5 ビジネスプログラム運営管理1 2006年11月26日～2006年12月29日 

6 ビジネスプログラム運営管理2/人材育成管理 2006年12月10日～2006年12月29日 

7 総括/研修計画 2007年01月13日～2007年02月16日 

8 総括/研修計画 2007年01月25日～2007年03月09日 

9 生産品質管理 2007年01月27日～2007年02月11日 

10 
ビジネスプログラム運営管理2/中小企業コンサ

ルタント育成・診断指導 
2007年02月09日～2007年02月26日 

2007年度  

1 総括/研修計画、ビジネスプログラム運営管理1 2007年06月07日～2007年07月25日 

2 ビジネスプログラム運営管理1/副総括 2007年06月07日～2007年08月20日 

3 環境マネジメント1 2007年06月15日～2007年07月01日 

4 人材育成管理 2007年07月02日～2007年07月29日 

5 総括/研修計画、ビジネスプログラム運営管理1 2007年08月10日～2007年09月03日 

6 ビジネスプログラム運営管理1/副総括 2007年08月31日～2007年12月19日 

7 マーケティング 2007年09月03日～2007年09月18日 

8 生産品質管理2 2007年09月20日～2007年10月01日 

9 
財務管理/中小企業コンサルタント育成/診断指

導2 
2007年09月28日～2007年10月27日 

10 中小企業コンサルタント育成/診断指導1 2007年10月04日～2007年10月27日 

11 プロジェクト管理 2007年10月29日～2007年11月12日 

12 戦略的経営 2007年11月19日～2007年12月03日 

13 総括/研修計画、ビジネスプログラム運営管理1 2008年01月07日～2008年03月18日 

14 品質マネジメント（ISO9001） 2008年01月21日～2008年02月04日 

15 ビジネスプログラム運営管理1 2008年02月22日～2008年03月06日 

16 中小企業コンサルタント育成/診断指導1 2008年02月28日～2008年03月08日 

17 生産品質管理1 2008年03月01日～2008年03月08日 

2008年度  

1 総括/研修計画 2008年05月04日～2008年06月14日 

2 ビジネスプログラム運営管理 2008年05月04日～2008年06月14日 

3 マーケティング 2008年05月10日～2008年05月24日 
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4 戦略的経営 2008年06月01日～2008年06月14日 

5 人材育成管理 2008年10月10日～2008年10月25日 

6 店舗経営・マーケティング 2008年11月4日～2008年11月29日 

7 金融・融資審査および金融政策・規制 2008年11月28日～2008年12月13日 

 

（２）研修員受入 

プロジェクト関係者に対する本邦研修実施は、表 6 のようにこれまで 28名に対して行

われた。 

表 6 研修員受入実績 

研修種類 所属等 人数

CP 研修 カザフ経済大学、経済予算計画省 4 名

センター運営管理、

相互理解促進事業 

KJC 総務スタッフ 2 名

ビジネスコース KJC ビジネスコース担当 2 名

日本語コース 該当なし 0 名

ビジネス実務コース 

カザフ経済大学、教育科学省、国際ビジネスアカデミー、

ZERE 社、アスタナ・インターホテル社、VIP パーケット社、

ダイレクト・リンク社、Karagandy Bread 社、リアルウェ

イ・カンパニー、wholesale trade 社 

11 名

中央アジア地域経済

団体強化研修 

産業貿易省、カザフスタンビジネスインキュベーター・イ

ノベーションセンター協会、カザフスタン観光協会、カザ

フスタン国家貨物取扱業協会、アスタナ商工会議所、カザ

フスタン経済会議所、ベッカー＆C 株式会社 

9 名

合計 28 名

 

なお、日本語コース関係者の研修員受入は JICA では行っておらず、国際交流基金が日

本語教師の本邦研修を担当している。国際交流基金の「海外日本語教師研修」に参加

した KJC 日本語講座の非常勤講師は 7 名であり、詳細は表 7 のとおり。 

 

表 7 海外日本語教師研修参加者 

 研修派遣当時の所属／役職 現在の所属／役職 

1 カザフ民族大講師 日本企業職員 

2 カザフ民族教育大講師 日本企業職員 

3 カザフ民族大講師 日本企業職員 

4 カザフ民族大講師 同左 

5 カザフ民族大講師 カザフ民族大大学院生 

6 カザフ民族大講師 同左 

7 KJC 非常勤講師 同左 

 

（３）供与機材 

フェーズ１で供与されたコンピュータ、プリンタ、プロジェクター、携帯電話、カメ

ラ、家電用品、家具等の機材は現在も引き続き使用されている。加えて、フェーズ２

では JICA-NET 用テレビ等の機材や、コピー機、ソフトウエア、デジタルカメラ、DVD

レコーダー等を購入するため、表 3 に記載した通り、これまで約 8 百万テンゲが支出
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された。 

 

（４）現地活動費 

JICA が負担する現地活動費には、契約職員の給与、旅費交通費、借料損料、施設維持

管理費、通信運搬費、消耗品費等（支出額の多い順から）が含まれる。表 3 に示した

ように、これまで合計約 9 千 8百万テンゲが支出されている。 

 

3-2-2 カザフスタン側の投入 

R/D で合意されたカザフスタン側、すなわち KazEU の投入は下表の通り。 

 

表 8 R/D 記載のカザフスタン側投入計画 

投入分野 投入内容 

人員 
管理スタッフ（KJC スーパーバイザーとしての KazEU 学長の配置、KJC

コーディネーターとしての KazEU 副学長の配置）、運転手、清掃員等 

土地・建物・設備 
プロジェクトに必要なスペース・設備、日本人専門家のための執務室、

その他 KJC 活動に必要な設備 

資機材の購入と維持管理 
JICA からの供与機材を除く資機材、車輌、スペアパーツ等、プロジェ

クトに必要な物品の購入・維持管理費 

光熱水道費 プロジェクト実施に必要な光熱水道費 

 

中間レビュー調査の時点で、カザフスタン側の投入は以下の通り行われていた。 

 

（１）人員配置 

図 1に示したように、KazEU からの派遣のフルタイムスタッフは、経理担当、運転手、

清掃員の 3名である。その他、KazEU の国際事業担当副学長がプロジェクトのコーディ

ネーターを兼務し、毎週のミーティングに参加しプロジェクトの進捗管理等の実務を

担っている。更に、KazEU の学長がスーパーバイザーとして合同調整委員会（JCC: Joint 

Coordination Committee）等、主要なミーティングに参加し、プロジェクトに対し助

言を行っている。3名のスタッフに対する KazEU の費用負担は下表の通りある。 

 

表 9 カザフスタン側人件費負担額 

（単位：カザフスタンテンゲ） 

 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度* 計 

人件費 － 1,105,962 1,133,373 766,710 3,006,045 

*4 月～12 月の 9 ヶ月分の累計 

 

（２）土地・建物・設備 

R/D で合意されたとおり、フェーズ１から引き続き、プロジェクトは KazEU から土地・

建物・設備の提供を受けている。KJC が設置されているのは、アルマティ市内に位置す

る KazEU のメインキャンパスである。 
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アスタナには KJC のオフィスはなく、プロジェクトの協力機関であるカザフ人文法科

大学の一室が、日本語講師が授業の準備をするスペースになっている。この準備室で

は、日本に関係する図書・雑誌・DVD が置かれ、受講生に対する貸し出し等が行われて

いる。日本語講座は同大学の複数の教室を使用して行われている。アスタナでのビジ

ネスコース運営は、在アスタナの JICA 連絡事務所に勤務するローカルスタッフが行っ

ており、講義はアスタナにある KazEU の姉妹校等で行われている。 

 

（３）資機材の購入と維持管理 

R/D には資機材の購入とその維持管理についてもカザフスタン側の負担事項として挙

げられているが、これまで支出実績はない。 

 

（４）光熱水道費 

表 10 に示す通り、光熱水道費および通信費などの施設維持費は、これまで滞りなくカ

ザフスタン側により負担されている。 

 

表 10 カザフスタン側施設維持費負担額 

（単位：カザフスタンテンゲ） 

 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度* 計 

光熱水道費 － 578,579 714,774 913,068 2,206,421

通信費 － 602,226 890,868 630,328 2,123,422

その他（建物減

価償却を含む） 
－ 123,282 144,224 143,763 411,269

計 － 1,304,087 1,749,866 1,687,159 4,741,112

*4 月～12 月の 9 ヶ月分の累計 

 

3-3 プロジェクト収支 

（１）センターの事業収入 

毎年、KJC が行う各種事業から収入が得られている。表 11 にあるように、収入源は主

に 4 分野ある。 

 

表 11 センターの事業収入 

（単位：カザフスタンテンゲ） 

 2006 年度 2007 年度 2008 年度* 計 

日本語コース 6,376,000

(54.2%)

10,341,832

(60.8%)

5,458,100

(64.7%)

22,175,932

(59.6%)

ビジネスマネジ

メントコース 

3,674,300

(31.3%)

5,731,600

(33.7%)

2,402,200

(28.5%)

11,808,100

(31.8%)

会費 1,495,560

(12.7%)

910,614

(5.4%)

571,665

(6.8%)

2,977,839

(8.0%)

その他（会場貸出

による収入等） 

210,550

(1.8%)

17,200

(0.1%)

0

(0.0%)

227,750

(0.6%)

計 11,756,410 17,001,246 8,431,965 37,189,621

*4 月～12 月の 9 ヶ月分の累計。 
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受講者数の多さを反映し、毎年日本語コースからの収入割合が も高く、全体の約 6

割を占め、ビジネスコースからの収入額のほぼ倍となっている。2006 年度から 2007 年

度にかけては、ビジネスコース、日本語コースとも大きな伸びを見せたものの、2008

年度に入り、日本語コースはほぼ横ばい、ビジネスマネジメントコースに関しては前

年度実績を下回る見込みとなっている。後に詳述するが、これは、期中にビジネスコ

ース運営のためのコンサルタント契約に変更があったため、その間コース開催が行わ

れなかったことなどが主な要因である。 

さらに、センター会費（1 人年間 3,000 テンゲ。KJC 図書館、視聴覚機器、インターネ

ット等の利用が可能になる）は、年々減少傾向にある。市中にインターネットカフェ

等が増えたことにより、図書館に設置されているパソコンおよびインターネット接続

の魅力が失われたことが大きな原因と見られている。 

 

（２）収支バランス 

表 12 は、これまで説明した各支出と、センター事業収入を年度ごとにまとめたもので

ある。 

表 12 収支バランス表 

（単位：カザフスタンテンゲ） 

 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度* 合計 

歳出の部 

日本側投入からの支出 － 
31,836,269

（75.8%）

36,459,480

（82.9%）

30,084,067

（65.9%）

98,379,816

（74.8%）

カザフスタン側投入か

らの支出 
－ 

2,410,049

（5.7%） 

2,883,239

（6.6%）

2,453,869

（5.4%）

7,747,157

（5.9%）

センター事業収入から

の支出 
－ 

7,765,531

（18.5%）

4,621,060

（10.5%）

13,092,187

（28.7%）

25,478,778

（19.4%）

歳出計(A) － 42,011,849 43,963,779 45,630,123 131,605,751

歳入の部 

事業収入 － 11,756,410 17,001,246 8,431,965 37,189,621

歳入計(B) － 11,756,410 17,001,246 8,431,965 37,189,621

総歳入（事業収入）の

総歳出に占める割合 

(B)／(A) 

－ 28.0% 38.7% 18.5% 28.3%

*4 月～12 月の 9 ヶ月分の累計。 

 

日本側投入、つまり JICA が負担する現地業務費が総支出の 74.8％（3 年間の計）を占

めている。「センター事業収入からの支出」には、契約社員への給与、ビル警備費、消

費税、日本語テキスト作成費、通信費、広告宣伝費、保険料、関税保管費、ウェブ維

持費、日用品費、銀行手数料、保険、その他（支出額の高い順から）が含まれる。な

お、2008 年度のセンター事業収入からの支出は、他の年度と比べ大きく増額している。

KJC アルマティの改修工事（トイレのパイプ交換、天井塗替、教室拡大、玄関改築等）

の 3,210,415 テンゲ支出が含まれるためである。センター事業収入からの支出は、こ
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れまでの計で 19.4％弱である。仮に、センター事業収入の全額を毎年支出に充当し、

その分、JICA 負担を減らした場合、各財源からの支出内訳は以下の表 13 のようにな

る（利子等は勘案していない）。 

 

表 13 財源ごとの支出内訳試算 

（センター事業収入を全額支出に充てた場合） 

（単位：カザフスタンテンゲ） 

 
2006 年度から 

2008 年度*の合計 

日本側投入からの支出 
83,543,272 

(63.5%) 

カザフスタン側投入からの支出 
7,747,157 

（5.9%） 

センター事業収入からの支出 
40,315,322**

(30.6%) 

支出計 131,605,751 

*4 月～12 月の 9 ヶ月分の累計。 

**37,189,621 テンゲ（2006 年度～2008 年度の事業収入の合計額）と 3,125,701 テンゲ（2005 年度末

内部留保額）の計 

 

表 12 と表 13 を比較すると、JICA 負担額が総支出に占める割合が 74.8％から 63.8％

に10％以上低下し、逆にセンター事業収入からの支出が19.4％から30.6％に増加した。

つまり、センターが行う事業が生み出す収入で、総支出の約 3 割をカバーすることが

できるということになる。これは、プロジェクト目標達成の指標である「センター収

入による現地活動費カバー率が 30％以上」を満たすものである。 

 

3-4 活動とアウトプットの実績 

PDM では、①センター運営②ビジネスコース運営事業③日本語コース運営事業④相互理

解促進事業⑤広報事業の 5 つの事業について、各々成果、指標を定めて活動を行って

いる。このセクションでは、事業ごとにこれまでの活動とアウトプットの実績を確認

する。 

 

3-4-1 センター運営に係る実績と成果 

要約：長期的運営計画の策定や JCC により、プロジェクトの進捗管理がなされている。

また、人材育成計画に基づいてスタッフに対する研修が実施され、これまで延べ 19名

が何らかの形で研修を受けた。しかし、センターの財務諸表を見ると、事業収入が伸

び悩む傾向が生じてきている。また、支出も年々増加しているので、効率的な事業運

営が望まれる。 

 

センター運営活動として実施されているのは以下の 4 つの活動である。 
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1-1 長期的運営計画（運営方針、財務計画、活動計画、人材育成計画）を策定する 

1-2 合同調整委員会（JCC）を年 1 回開催し、運営計画の承認およびモニタリングを行う 

1-3 人材育成計画に基づいたスタッフ研修を実施する 

1-4 中央アジア域内の各日本センターとの間で専門家、スタッフの相互交流・情報交換を行い、共通

課題に関するノウハウを蓄積する 

 

これらの活動は、プロジェクト開始以来、全項目にわたり継続的に行われていること

が確認された。 

なお、今般、調査にあわせて PDM の内容を再検討したところ、センター事業の活動に

ついて、以下のように改定することが望ましいという合意に至った。 

 

改定後（PDM バージョン 1）の活動 

1-1 長期的運営計画（運営方針、財務計画、活動計画、人材育成計画）を策定する 

1-2 合同調整委員会（JCC）を年 1 回開催し、運営計画の承認及びモニタリングを行う 

1-3 人材育成計画に基づいたスタッフ研修を実施する 

1-4 中央アジア域内の各日本センターとの間で専門家、スタッフの相互交流・情報交換を行い、共通

課題に関するノウハウを蓄積する 

1-5 事業部間の連携を強化する（新規追加） 

1-6 業務マニュアルを整備する（新規追加） 

 

改定によって、1-5 および 1-6 が新規追加された。PDM バージョン 0では、相互理解促

進事業の活動として「4-5 ビジネスコース、日本語コース、相互理解プログラム間の

連携を強化する」がある。しかし、連携強化という課題は、相互理解促進事業という

よりも、センター全体の取組みと位置付けることがふさわしいので、「1-5 事業部間の

連携を強化する」センター運営事業に係わる活動として新たに設ることとした。 

「1-6 業務マニュアルを整備する」については、組織の自立発展性を強化するための

活動として新規に追加した。日常のオペレーションを個々人の能力・経験に過度に依

存するのではなく、各事業のマニュアルを整備することで、組織として情報・ノウハ

ウを蓄積していくことを目指している。 

 

センター運営に係る成果として PDM で設定されているのは、「カザフ日本センターが効

率的に運営される体制とシステムが確立される」という項目である。成果達成状況を

判断するための指標は、以下の 2 つが設定されている。 

 

1. 人材育成計画に基づき実施されたスタッフ研修の数 

2. センターの財務諸表 

 

これまでの活動で達成された成果を表にまとめると以下のようになる。 
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表 14 センター運営に係る成果達成状況 

指標 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度* 計／達成状況

1.人材育成計

画に基づき実

施されたスタ

ッフ研修の数 

3 名 3 名 9 名 4 名

各年度目標の

達成状況 

達成 一部未達成の

項目を次年度

に延期 

達成 達成 

これまで 19

名に対し研修

が実施され

た。 

スタッフ研修

はほぼ計画道

理行われた 

2.センターの

財務諸表 

ビジネスコー

ス、日本語コー

スおよびロビ

ー収入で必要

な支出の一部

（傭人費・通信

費）をカバーし

た 

ビジネスコー

ス、日本語コー

スおよびロビ

ー収入で必要

な支出の一部

（傭人費・通信

費）をカバーし

た 

ビジネスコー

ス、日本語コー

ス等の受講料

を見直し、イン

フレ等の自然

増コストの吸

収を図った 

ビジネスコー

ス、日本語コー

ス等の受講料

を見直し、イン

フレ等の自然

増コストの吸

収を図った 

各年度目標の

達成状況 

達成 達成 達成 達成 

各年度の目標

は達成されて

いるが、全体

的な収支のト

レンドは改善

されていない

*2008 年 9月までのデータに基づく 

 

なお、これらの指標についても、PDM 改定の一環として以下のように更新された。具体

的な数値目標を設定し、また、活動内容により対応した指標を盛り込むことが主な変

更理由である。 

 

改定後（PDM バージョン 1）の指標 

1. 1 年間に実施されたスタッフ研修の数が 5 以上 

2. センター収入が2005 年と比較し 10％増 

3. 作成され、改定されたビジネスプログラム、日本語プログラム、相互理解、広報事

業の業務マニュアル（新規追加） 

 

以下に、各々の指標について解説する。 

 

（１）人材育成計画に基づき実施されたスタッフ研修の数 

これまでスタッフ研修の数については数値目標が設定されていなかった。今回の PDM

改定により、1 年間の実施数が 5回以上とされた。これまでの指標の管理の仕方は、半

年後ごとの研修受講者数を見ていくやり方であり、また、この受講者数は基本的に JICA

本邦研修に派遣したスタッフの数だった。これまで半年ごとに設定された研修受講者

数目標はほぼ達成されている。今後は、本邦研修以外にも、KJC 独自に off-the-job ト

レーニングを実施することが計画されており、こうした研修が年に 5 回以上実施され

る予定である。スタッフにとって、より多くの能力開発機会が提供されることになる。 

 

（２）センターの財務諸表、センター収入 

これまでの指標では、財務諸表を作成したのち、何を管理するべきか明確に定まって
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いなかった。半年ごとにその時々に合わせた目標を立てていたものの、明確な数値目

標は設定されてこなかった。今回、「センター収入が 2005 年と比較し 10％増」と目標

値を設定し、財務諸表記載の数字のうち、収入増大を目指すことが合意された。セン

ター事業収入の約 9 割を占めるビジネスコース・日本語コース受講料収入の向上に取

り組み、受講者数増大に向けた努力がなされることになる。同時に、業務効率化への

努力も、センターの財務状況を強化するために必要である。 

 

（３）業務マニュアルの整備 

これまで活動に含まれていなかったマニュアル整備について、今般新たに追加し、指

標にも追加された。現時点では、日本語コース運営業務を除いてマニュアル改定が必

要であり、機材・設備の維持管理に関しては新規マニュアルの作成が必要である。日

本語コース運営については、これまで通り、常に 新情報が掲載されたマニュアルを

維持することが期待される。 

 

 

3-4-2 ビジネスコース運営事業に係る実績と成果 

要約：これまでで総計 46コースが開催され、フェーズ１よりも多様な講座が提供され

ている。これまでの延べ受講者数約 1,600 名であるが、定員割れ講座が半数近くを占

めている。このことはコースの収益性に大きな影響を及ぼしており、改善が必要である。

受講生の講座に対する満足度は、ほとんどが 80％以上と回答しており、高いと言える。 

 

ビジネスコース運営事業では、以下の活動が行われている。 

2-1 ニーズ調査に基づいたビジネスコース実施計画（活動計画・コースカリキュラム含む）を策定、

実施する 

2-2 日本の経験・知識を広く普及するための商工会議所、経済団体とのネットワークを構築する 

2-3 質の高い現地講師の安定確保を図るための、人材リストを作成する 

2-4 中央・地方政府と連携をとり、公務員を対象に、中小企業振興等にかかるさまざまな行政施策・

措置・制度を紹介する 

2-5 コースの実績をモニタリング・評価し、必要に応じて、ビジネスコース実施計画を修正する 

2-6 修了者同窓会を組織し、その活動を支援する 

 

これらの活動の中で、一部現状に即さない部分があったため、以下の通り PDM の改定

が行われた。 

 

改定後（PDM バージョン 1）の活動 

2-1 ニーズ調査に基づいたビジネスコース実施計画（活動計画・コースカリキュラム含む）を策定、

実施、監理、評価する（下線部追加） 

2-2 日本の経験・知識を広く普及するための商工会議所、経済団体とのネットワークを構築する 

2-3 ビジネスサービス提供者（コンサルタントなど）を対象にした研修を実施し、参加者リストを

作成する （内容改定） 

2-4 中央・地方政府と連携をとり、公務員を対象に、中小企業振興等にかかるさまざまな行政施策・
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措置・制度を紹介する 

（旧 2－5は 2－1 の活動と重複しているので削除） 

2-5 修了者同窓会を組織し、その活動を支援する 

 

まず、PDM バージョン 0の 2-1 と 2-5 は、内容的に計画管理に関する一連の活動である

ため、統合し、PDM バージョン 1の 2-1 とした。 

「2－3 質の高い現地講師の安定確保を図るための、人材リストを作成する」につい

ては、ビジネスコース講師のローカル化はプロジェクトとして取り組むことは適当で

はないと判断されたため、活動から削除した。代わりに顧客ターゲットをより絞り、「ビ

ジネスサービス提供者」（経営コンサルタントなどを想定）に対する講座を提供するこ

とを新たな活動として加え、参加者情報についてはリストを作って管理することにし

た。この特定の講座の参加者情報は、より戦略的な広報活動に有効活用できる。 

以上の様々な活動のうち、2-6 の修了者同窓会に関しては、様々な課題があり、同窓会

規約は作成されたものの、活動はほとんど行われていない状況にある。例えば、KJC で

把握している修了者の個人情報が職場を中心としたものになっており、数多くの修了

者が転職により連絡先不明の状態になっている。KJC が法人格を持たないことなどから、

種々の手続きが煩雑になる状況も生じており、現在は同窓会役員だけが加入している

状況になっている。 

その他の活動については、いずれも計画通り実施されているが、後に指標の分析で詳

述する通り、ビジネスコース受講者数の伸び悩みという大きな課題を抱えている。 

 

ビジネスコース運営事業の達成目標には、「企業経営・中小企業振興等についての実践

的ノウハウ・知識を民間・公的セクターに効果的に提示すると共にそのシステムが構

築される」が設定されている。成果を判断するための指標は、以下の 4 つが設定され

ている。 

 

1. ビジネスコース活動の数と種類 

2. 受講者の数・満足度・経営能力向上レベル 

3. 現地講師の数と質 

4. 商工会議所等経済団体・行政組織との連携事業数 

 

これまでの活動で達成された成果を表にまとめると以下のようになる。 

 

表 15 ビジネスコース運営事業に係る成果達成状況 

指標 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度* 計／達成状況

1.ビジネスコ

ース活動の数

と種類 

1 週間コース：

4 回 

2 週間コース：

6 回 

マスターコー

1 週間コース：

3 回 

2 週間コース：

2 回（上半期）、

4 回（下半期）

8 週間コース：

1 回 

アスタナビジ

ネスコース：2

回 

戦略的経営ほ

か標準コー

ス：4 回 

生産管理のマ

スターコー

フェーズ１よ

りも多様なコ

ースが提供さ

れているほ

か、アルマテ
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ス：13 回 8 週間コース：

1 回 

アルマティ 2

週間コース：2

回 

アルマティ 1

週間特定コー

ス：1回 

標準コース：9

回 

特定コース：4

回 

マスターコー

ス：13 回 

ス：アスタナ、

アルマティで

各 1 回 

各年度目標の

達成状況 

達成 達成 達成 達成 

ィ以外の都市

でも実施され

た。 

2. 受 講 者 の

数・満足度・

経営能力向上

レベル 

定員に達した

講座数： 40 講

座中 26（延べ

受講者数 720

名） 

満足度：不明 

経営能力向上

レベル：データ

なし 

定員に達した

講座数： 13 講

座中 7（延べ受

講者数 213 名）

満足度：不明 

経営能力向上

レベル：データ

なし 

定員に達した

講座数： 49 講

座中 18（延べ

受講者数約600

名） 

満足度：80％以

上 

経営能力向上

レベル：データ

なし 

定員に達した

講座数： 6 講

座中 0（延べ受

講者数 83 名）

満足度：80％以

上 

経営能力向上

レベル：データ

なし 

各年度目標の

達成状況 

受講者数：未達

成 

満足度：データ

なし 

経営能力向上

レベル：目標未

設定 

受講者数：未達

成 

満足度：データ

なし 

経営能力向上

レベル：目標未

設定 

受講者数：未達

成 

満足度：達成 

経営能力向上

レベル：目標未

設定 

受講者数：未達

成 

満足度：達成 

経営能力向上

レベル：目標未

設定 

これまでの延

べ受講者数約

1,600 名。比

較的高い満足

度が得られて

いる。経営能

力レベルが向

上しているか

どうかは年度

ごとのデータ

なし。2007 年

度のデータあ

り 

3.現地講師の

数と質 

16 名。受講生

による講師評

価全て 5 段階

中 4 以上 

17 名（前期）8

名（後期）。受

講生による講

師評価全て 5

段階中 4 以上 

21 名。受講生

による講師評

価全て 5 段階

中 4 以上、一部

90％超 

3 名。受講生に

よる講師評価

高く、一部90％

超 

各年度目標の

達成状況 

講師の数：達成 

講師の質：目標

未設定 

講師の数：達成

講師の質：目標

未設定 

講師の数：達成

講師の質：目標

未設定 

講師の数：達成

講師の質：目標

未設定 

各年度目標値

以上に現地講

師が活用され

ており、質も

一部を除いて

高い 

4.商工会議所

等経済団体・

行政組織との

連携事業数 

マスタークラ

スで大学・団

体・民間企業で

のセミナー開

催 

産業省・標準化

委員会と共済

で品質・環境に

ついてのフォ

ーラム開催。 

関連団体の情

報収集をニー

ズ調査で実施 

小中企業連合、

CMAR（公営シン

クタンク）等関

連 団 体 の 調

査・訪問を実施

し、情報収集を

行った。 

大学との連携

による講演開

催。 

ATAMEKEN との

事業連携強化

実施。 

アルマティ国

際品質フォー

ラムで関連団

体に連携し、大

学機関と連携

した講演開催 

各年度目標の

達成状況 

達成 達成 達成 達成 

毎半期に設定

された連携に

関する目標を

確実に達成し

ている 

*2008 年 9 月までのデータに基づく 
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これらの指標の達成状況についての詳細は後述する。その前に、今回の PDM 改訂で行

われた、ビジネスコースに関する指標の変更について触れる。 

「センター運営」活動と同様、今回の改訂で具体的な数値目標が設定された。加えて、

指標の適切性を再検討したところ、指標 2 のビジネスコース受講者の「経営能力向上

レベル」については、定義があいまいでデータの取得が困難なことから、「KJC コース

が役立つと感じた受講者」の比率に変更した。また、「「現地講師の数と質」に関して

は、ビジネスコースの講師ローカル化は目指さないことがプロジェクト関係者で合意

され、この指標は削除することとなった。 

改定後の指標の一覧は以下の通り。 

 

改定後（PDM バージョン 1）の指標 

1. 1 年間に行われるビジネスコースの数がアルマティで 15 以上、その他の都市で10以上

2. 1 年間のビジネスコース受講者が 500 名以上、受講者の満足度が平均 80％以上、KJC コ

ースが役立つと感じた受講者が 80％以上（「経営能力向上レベル」から「KJC コースが役

立つと感じた受講者」に変更） 

（3.「現地講師の数と質」は削除） 

3. 商工会議所等経済団体や行政組織との連携事業数が年間 5 件以上 

 

 

（１）ビジネスコース活動の数と種類 

ビジネスコースは、フェーズ１よりも多様な講座が提供され、更にアルマティだけで

はなく、アスタナやその他都市でも講座が開講されるようになった。大学院との連携

MBA 講座や、政府職員向けの無料講座等も開催された。これまで開催された各種講座は

計 46となった。 

 

（２）受講者の数・満足度・経営能力向上レベル 

受講者数はすべての年において、半期ごとに設定された目標値を下回る結果となった。

定員は各回 25-30 名程度に設定されていたが、定員に達した講座数は、108 講座中 51

講座に留まった。受講者数の低迷は、ビジネスプログラムの収益性に負の影響を与え

ており、KJC 事業全体から見ても大きな課題となっている。これに対し、プロジェクト

では 2008 年 10 月に運営指導調査団を派遣し、原因の特定と対応策を検討した。具体

的には、より現地のニーズに合致したコースカリキュラムの再編、受講生の募集方法

の改善、ビジネスコース事務局の運営体制の改善、などである。これらの対応策の結

果は調査時点では明らかになっていなかったが、2009 年 2 月に入ってカザフスタンに

おける経済危機がより一層深刻になっており、直近のビジネスコース受講者数も改善

していない。 

他方、受講生のコースに対する満足度は、データを収集した 2007 年度、2008 年度に関
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しては 80％以上の満足度であり、目標を達成した。受講者の経営能力向上レベルにつ

いてはデータがないため、指標管理が不可能であった。この指標は、今般の PDM 改定

で、「KJC コースが役立つと感じた受講者」の比率に改定された。今後は受講後の参加

者へのアンケート調査等で指標の管理が容易に可能になる。 

なお、2007 年度および 2008 年度の受講者に対する分析の結果、新規受講者の比率は以

下の通りとなった。 

 

表 16 ビジネスコース受講者既存・新規比率 

 既存受講者 新規受講者 

アルマティ 

個人参加 
11 

(35.5%) 

20 

(64.5%) 

企業派遣 
86 

(14.7%) 

501 

(85.3%) 

アルマティ計 
97 

(15.7%) 

521 

(84.3%) 

アスタナ 

個人参加 
3 

(21.4%) 

11 

(78.6%) 

企業派遣 
16 

(9.2%) 

158 

(90.8%) 

アスタナ計 
19 

(10.1%) 

169 

(89.9%) 

総計 
116 

(14.4%) 

690 

(85.6%) 

 

このように、新規受講者がアルマティ、アスタナ共に 8 割以上を占めている。これら

新規受講者が KJC ビジネスコースを知った経緯を聞いたところ、電子メールと回答し

た受講者が、2007 年は 32.9％、2008 年は 39.7％と も多かった。無料ビジネスセミ

ナーや文化交流イベントで行ったビジネスコースの宣伝が奏功していることが分かる。 

また、個人で参加している受講者よりも、所属企業から派遣されて参加する受講者が

圧倒的に多い。こうしたことから、受講者数増大のためには、企業に対しての新規顧

客開拓マーケティングが有効であることが予想される。 

 

（３）現地講師の数と質 

前述の理由からこの指標は今回の PDM 改訂で削除されたが、これまでの実績を概観す

ると、講師の数について、半年ごとに設置された目標値を上回る実績を上げていた。

講師の質に関しても、受講者からの評価は概ね高かった。 

 

（４）商工会議所等経済団体・行政組織との連携事業数 

今回新たに連携事業数が年間 5 件以上と目標設定された。これまでも、国際品質フォ

ーラムや、大学機関等と継続的に連携事業が行われている。（２）で述べたように、こ
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うした連携事業によって広がったネットワークが、ビジネスコースの新規受講者獲得

に結びついている。 

 

 

3-4-3 日本語コース運営事業に係る実績と成果 

要約：これまで約 2,200 名が受講し、フェーズ１の 1,282 名を大きく超えている。受

講者の満足度も非常に高い。現在、９レベルのコースが提供されており、日本語学習

者の幅広いニーズに適応している。安定した集客率が確保されているため、財務的な

自立発展性が高い。 上級者向けクラスを除いてローカル講師が問題なく指導できて

いるほか、運営面でもマニュアルが整備されているなど、ローカルスタッフ・講師の

みで事業実施がほぼ可能な状況である。自立的に新しい教師を養成する技術がまだ十

分とはいえないため、教師会の勉強会を通じて技術移転を進めていくことが必要であ

る。 

 

日本語コース運営に関しては、以下の活動が行われている。PDM 見直しを行った際、日

本語コース運営に関する活動に関しては改定されなかった。今後も継続して以下の 4

項目の活動が行われる。 

 

3-1 日本語コース実施計画（方針・コースカリキュラム含む）を策定・実施する 

3-2 コースの実績をモニタリング・評価し、必要に応じて、日本語コース実施計画を修正、改善する

3-3 日本語教師および日露通訳を育成するための特別コースが開催される 

3-4 「カ」国内で日本語を教えている大学に対して、技術的指導を行うとともに、カザフスタン日本

語教師連盟に対して、運営指導を行う 

 

日本語コース運営事業に係る成果として「質の高い日本語教育を提供すると共にその

機会を拡大するシステムが構築される」が設定されており、成果達成状況を判断する

ための指標は、以下の 3つが設定されている。 

 

1. 日本語コースの活動の数と種類 

2. 受講者の数・満足度・日本語向上レベル 

3. 日本語を教えるカザフスタンの大学・日本語連盟への指導回数 

 

これまでの活動で達成された成果を表にまとめると以下のようになる。 

 

表 17 日本語コース運営事業に係る成果達成状況 

指標 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度* 計／達成状況

1.日本語コー

スの活動の数

と種類 

アルマティ（全

7 レベル）、ア

スタナ（パイロ

ットコース）で

秋コースを実

アルマティ（全

9 レベル）、ア

スタナ（全 3 レ

ベル）で春・秋

コースを実施 

アルマティ

（8-9レベル）、

アスタナ（全 4

レベル）で春・

秋コースを実

アルマティ（全

9 レベル）、ア

スタナ（全 5 レ

ベル）で春・秋

コースを実施。

コースは軌道

に乗っている

ほか、レベル

に合わせた幅

広いコースが
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施。日本大使館

向けコース、ユ

ーラシア大学

補講（アスタ

ナ）実施 

施。夏季入門コ

ース（2 週間。

アルマティ、ア

スタナ）実施。

能力試験対策

講座（検定 1～

3 級対策）実

施。 

実務日本語講

座実施。 

能力試験対策

講座（検定 1～

3 級対策。アル

マティ）実施。

実務日本語講

座（アルマテ

ィ）実施 

各年度目標の

達成状況 

達成 達成 達成 達成 

設定された。

能力試験対策

講座・実務日

本語講座等の

新しい講座も

充実しつつあ

る 

2. 受 講 者 の

数・満足度・

日本語向上レ

ベル 

アルマティ186

名、アスタナ

88 名。受講生

による評価全

項目5段階中4

以上。日本語向

上レベル：デー

タなし 

アルマティ373

名、アスタナ

143 名。受講生

による評価全

項目5段階中4

以上。平均90％

前後。日本語向

上レベル：デー

タなし 

アルマティ525

名、アスタナ

203 名。受講生

による評価平

均 90％前後。

日本語向上レ

ベル：データな

し 

アルマティ194

名（年度末には

446 名の見込

み）、アスタナ

221 名、カラガ

ンダ 24 名。受

講生による評

価平均 90％前

後。日本語向上

レベル：データ

なし 

各年度目標の

達成状況 

受講者数：達成 

満足度：達成 

日本語向上レ

ベル：目標未設

定 

受講者数：達成

満足度：達成 

日本語向上レ

ベル：目標未設

定 

受講者数：達成

満足度：達成 

日本語向上レ

ベル：目標未設

定 

受講者数：達成

満足度：達成 

日本語向上レ

ベル：目標未設

定 

これまでで約

1,957 名が受

講。フェーズ

１の 1,282 名

を大きく超え

ている。満足

度も非常に高

い。日本語向

上レベルにつ

いてのデータ

は 未 収 集 だ

が、中間評価

のインタビュ

ー時には受講

者はレベルが

向上したと回

答している。

3.日本語を教

えるカザフス

タンの大学・

日本語連盟へ

の指導回数 

日本語教師会2

回。日本語教授

法講座（アスタ

ナ）1 回実施。

日本語能力試

験実施支援 

日本語教師会

毎月 1 回。日本

語教授法講座

（アスタナ）・

個別指導 2 回

実施 

日本語教師会

毎月 1 回。日本

語教授法トレ

ーニング（アル

マティ、アスタ

ナ）実施。 

非常勤講師指

導は随時開催 

日本語教師会

毎月 1 回。日本

語教授法講座

開催。日本語教

授法トレーニ

ング実施 

各年度目標の

達成状況 

一部未達成 達成 達成 達成 

プロジェクト

開始時より定

期的に指導を

行っている 

*2008 年 9 月までのデータに基づく 

 

これらの指標に関しては、以下の通り変更が行われた。それぞれについて具体的な数

値目標が設定されたほか、2 の「日本語向上レベル」という指標に関しては、レベル診

断が困難かつ煩雑であることから、「受講者のコース終了率」に変更された。 

 

改定後（PDM バージョン 1）の指標 

1. 1 年間の日本語コースの数が 25 以上 

2. 1 年間の日本語コース受講者の数が 500 名以上、受講者の満足度が平均 80％以上、

受講者のコース終了率が 80％以上（「日本語向上レベル」から「受講者のコース終

了率」に変更） 

3. 日本語を教えるカザフスタンの大学・日本語連盟への指導回数が年間 6 以上 
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（１）日本語コースの活動の数と種類 

これまで半期ごとに設定されたコース数に関する目標は、毎回達成されている。 

日本語コースの活動に関し、フェーズ１から大きく進展したのは、日本語能力試験対

策講座や実務日本語講座等の新規講座が開講されたことと、アスタナでも定期的に 5

レベルに及ぶコースが開講されたことである。カザフスタンでは、日本語講座を開設

している学校教育機関および大学等の高等教育機関はあるものの、一般市民が日本語

を学べる機関は KJC を除いて存在しない。現在、KJC では、夜間のみならず午後も講座

を開講しており、中高校生から大人まで、幅広い年齢層に日本語を学習する機会を提

供している。 

 

（２）受講者の数・満足度・日本語向上レベル 

2007 年度から 2008 年度にかけては、これまで順調に増加してきた受講者数が伸び悩む

傾向にあるが、日本語コースは一貫して安定した受講者数を確保してきている。フェ

ーズ１の総受講者数 1,282 名と比較しても、大きく数字を伸ばしており、現時点で既

に 1,957 名の受講者数を数えている。こうした日本語コースの高い集客率は、KJC の財

務的自立発展性に大きく寄与している。 

受講生による評価は 5 段階評価中 4 以上、あるいは 90％前後と高いレベルを保ってい

おり、これは半期ごとに設定された目標を達成している。インタビューによると、日

本語講座そのものだけでなく、日本語コース運営全般に関しても受講者は満足してい

る。KJC スタッフが、整備された業務マニュアルを活用しながら、日々、円滑な運営を

行っていることが分かる。 

日本語向上レベルについては、指標の管理をしておらず、目標も未設定のままであっ

た。PDM バージョン 1 では、この指標に代えて、「受講者のコース終了率が 80％以上」

を新たな指標として設定した。 

 

（３）日本語を教えるカザフスタンの大学・日本語連盟への指導回数 

2005 年度に関しては、半期ごとの目標値が一部未達成であったが、その後確実に指導

を行っている。本活動はフェーズ２より本格的に始動したが、活動は軌道に乗ったと

いえよう。ただし、関係者へのインタビューによると、自立的に新しい教師を養成す

る技術は、まだ十分にローカルスタッフに移転されているとはいえないことが明らか

になった。今後、教師会の勉強会を通じて技術移転を進めていくことが必要である。 

 

 

3-4-4 相互理解促進事業に係る実績と成果 
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要約：これまで計 41 のイベントが開催された。大規模イベントの他、毎週の小規模イ

ベント等、様々な形態の催し物がコンスタントに開催されている。KJC が位置するアル

マティ市以外でも積極的に活動が展開されている。ただし、日本の情報は十分に発信

されているが、カザフスタン情報の日本への発信が弱い。 

 

相互理解促進事業としては、以下の活動が実施されている。 

 

4-1 双方向の情報発信を基本として、相互理解促進事業に関する年度計画を策定する 

4-2 両国における社会、経済、文化に関する情報を収集する 

4-3 日本への留学情報を提供する 

4-4 必要に応じて日本への留学生及び研修生に対して、事前オリエンテーションを実施する 

4-5 ビジネスコース、日本語コース、相互理解プログラム間の連携を強化する 

 

これらの活動は、日本人専門家の指導のもと、総務部門および日本語コース運営部門

のローカルスタッフが実施している。新企画の立案やプログラムに関する広報・宣伝

戦略等は現在でも日本人専門家がイニシアチブを取って行っているが、種々の文化プ

ログラムや事前オリエンテーションの実施等の定型業務に関しては、ローカルスタッ

フが中心となり実施している。 

なお、PDM 見直しを行ったところ、「センター運営」の活動の欄で説明したように、「4-5

ビジネスコース、日本語コース、相互理解プログラム間の連携を強化する」について

は、センター全体の取組み事項なので、活動 1－5に統合し、相互理解促進事業の活動

からは削除した。改定後の活動は以下の通り。 

 

改定後（PDM バージョン 1）の活動 

4-1 双方向の情報発信を基本として、相互理解促進事業に関する年度計画を策定する 

4-2 両国における社会、経済、文化に関する情報を収集する 

4-3 日本への留学情報を提供する 

4-4 必要に応じて日本への留学生及び研修生に対して、事前オリエンテーションを実施する 

（旧 4－5は 1－5 に統合するため、削除） 

 

相互理解促進事業に係る成果として「さまざまな分野におけるカザフスタンと日本の

情報が双方向に発信させる機能が強化される」が設定されている。成果達成状況を判

断するための指標は、以下の 3つが設定されている。 

 

1. 相互理解促進のための各種活動の開催数 

2. 相互理解促進のための各種活動の参加者数、および参加者の満足度 

3. 両国それぞれに関する紹介資料（内容・種類） 

 

これまでの活動で達成された成果を表にまとめると以下のようになる。 
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表 18 相互理解促進事業に係る成果達成状況 

指標 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度* 計／達成状況

1.相互理解促

進のための各

種活動の開催

数 

計 5 回 

日本文化祭、運

動会、映画上映

会、着物教室、

カラオケ大会

等 5 回 

計 10 回 

アルマティ日

本祭り、以後教

室、アルマテ

ィ・アスタナン

本文化デー、ド

ンブラコンサ

ート、折り紙教

室 

計 22 回 

アルマティ・ア

スタナ日本文

化デー（計 3

回）、アティラ

ウ・アルマティ

折り紙紹介、シ

ルクロードプ

ロジェクト参

加、留学フェア

参加 

JICA-NET によ

るロシアとの

TV セミナー実

施 

計 4 回 

アクタウ・セメ

イ日本文化紹

介 

各年度目標の

達成状況 

ほぼ達成 達成 ほぼ達成 達成 

これまで計

41 のイベン

トが開催され

た。大規模イ

ベントの他、

毎週の小規模

イベント等、

様々な形態の

催し物がコン

スタントに開

催されてい

る。 

2.相互理解促

進のための各

種活動の参加

者数、および

参加者の満足

度 

1,000 人以上 

満足度：データ

なし 

2,500 人以上 

満足度：データ

なし 

6,000 人程度 

満足度：データ

なし 

5,000 人程度 

満足度：データ

なし 

各年度目標の

達成状況 

参加者数：達成 

満足度：目標未

設定 

参加者数：達成

満足度：目標未

設定 

参加者数：達成

満足度：目標未

設定 

参加者数：達成

満足度：目標未

設定 

毎年多くの参

加者を集めた

イベントが開

催され、地方

都市展開も積

極的に行われ

ている。 

満足度に関す

るデータは未

収集 

3.両国それぞ

れに関する紹

介 資 料 （ 内

容・種類） 

KJCニュースレ

ター2 回発行 

KJCニュースレ

ター3 回発行。

日本語コース

機関紙「シャヌ

ラク」（日本人

向け）への両国

の情報掲載 

KJC 季刊報（カ

ザフ人向け）4

回発行。「シャ

ヌラク」4 回発

行 

KJC 季刊報（カ

ザフ人向け）2

回発行。「シャ

ヌラク」2 回発

行 

各年度目標の

達成状況 

達成 達成 達成 達成 

開始時は、カ

ザフ向けに日

本の情報を発

信するのみだ

ったが、日本

人向けのカザ

フ情報発信も

徐々に行われ

るようになっ

てきた 

*2008 年 9 月までのデータに基づく 

 

PDM 改定に伴い、それぞれの指標について以下のように目標値が設定された。 

 

改定後（PDM バージョン 1）の指標 

1. 1 年間の相互理解促進のための各種活動の開催数が 10回以上 

2. 1 年間の相互理解促進のための各種活動への参加者数が 2 千名以上、参加者の満足

度が 80％以上 

3. 1 年間の両国それぞれに関する紹介資料が 2 回以上発行される 

 

（１）相互理解促進のための各種活動の開催数 
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KJC を開催場所とした定期的な各種文化講座のほか、大使館と共催のアルマティ、アス

タナにおける日本文化デーの開催、学校での折り紙紹介、留学フェア等、多都市・多

分野にわたって様々なイベントが開催された。これまでのイベント数は 41 にのぼり、

KJC の認知度アップに大きく寄与している。 

 

（２）相互理解促進のための各種活動の参加者数、および参加者の満足度 

半期ごとに設定された参加者数の目標値はこれまで毎期達成されてきた。満足度につ

いては、不定期に参加者へのアンケートが実施されているが、継続して満足度に関す

るデータを収集する体制にはなっていない。今回の PDM 改訂で、アンケート調査を確

実に実施すること、満足度の目標値を 80％以上にすることが合意された。 

なお、現在は日本人専門家が主要なイベントに参加し、参加者やメディアからの日本

に関する質問等に対応しているが、プロジェクト後の自立発展性の観点から、今後専

門家の関与を徐々に減らしていくことが必要である。一方、参加者の満足度を向上さ

せる目的、およびメディア対応の観点から、日本人のイベントへの参加を強く望む声

も多い。カザフスタンに在住する日本人からボランティアを募るなど、工夫していく

必要があるだろう。 

 

（３）両国それぞれに関する紹介資料（内容・種類） 

KJCが定期的に発行するニュースレターで、日本に関する情報が年に2～4回紹介され、

日本人向け機関紙「シャヌラク」で両国の情報が盛り込まれていることが確認された。

フェーズ 2 開始当初は日本の情報をカザフスタン人向けに発信されるのみだったが、

徐々に日本人向けのカザフスタン情報も発信されるようになってきた。半期ごとの目

標値は達成しているものの、日本人向けのカザフスタン紹介情報は量的にはまだ少な

いため、より一層の充実が求められる。 

 

3-4-5 広報事業に係る実績と成果 

要約：メーリングリストの購読者は千人を超え、電子メールの案内が、ビジネスコー

ス受講のきっかけになっている例も数多く見受けられる。ホームページの充実が今後

の課題であるほか、より戦略的な広報活動への転換が急務である。 

 

KJC の広報活動は以下の通り。 

 

5-1 広報戦略を策定し、年度計画を作成する 

5-2 カザフ日本センターのホームページの内容を改善し、リンク先を拡大する 

5-3 ニュースレター／メーリングリストの定期的な発行を継続する 

5-4 ホームページ、メーリングリスト、新聞、ラジオ、雑誌等さまざまなメディアを活用して、広報

事業を実施する 
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PDM 改定で、内容に関する大幅な変更は行われなかったが、5-2 に関し、「リンク先を

拡大する」の表現は、既に「ホームページの内容を改善し」の中に含まれていると考

え削除した。代わりに「利用者にとってより魅力的なものにする」の文言を加えた。

つまり、 新の講座情報やイベント情報を掲載し、利用者にとって利便性が高いコン

テンツを提供する活動に変更した。 

 

改定後（PDM バージョン 1）の活動 

5-1 広報戦略を策定し、年度計画を作成する 

5-2 カザフ日本センターのホームページの内容を改善し、利用者にとってより魅力的なものにする

（表現を改定） 

5-3 ニュースレター／メーリングリストの定期的な発行を継続する 

5-4 ホームページ、メーリングリスト、新聞、ラジオ、雑誌等さまざまなメディアを活用して、広報

事業を実施する 

 

広報事業に係る成果として「カザフスタンにおけるカザフ日本センターの認知度が高

まる」が設定されている。成果達成状況を判断するための指標は、以下の 6 つが設定

されている。 

1. ホームページの更新頻度 

2. ホームページのアクセス数 

3. ML メンバー数 

4. ML 送信数 

5. ニュースレターの発行回数 

6. 新聞、雑誌等各種メディアに取り上げられた数 

 

これまでの活動で達成された成果を表にまとめると以下のようになる。 

 

表 19 広報事業に係る成果達成状況 

指標 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度* 計／達成状況

1.ホームペー

ジの更新頻度 

タイムリーな

更新できず 

タイムリーな

更新できず 

（前期）プロバ

イダとの契約

交渉不調のた

め更新中断 

（後期）全面刷

新 

随時更新実施 

各年度目標の

達成状況 

未達成 未達成 達成 達成 

2007 年度後

期にリニュー

アルし、コン

テンツの充実

が図られた

が、それ以前

は更新がほと

んど出来てい

なかった 

2.ホームペー

ジのアクセス

数 

算出できず 算出できず 算出できず アクセス･カウ

ンター未設置 

各年度目標の

達成状況 

未達成 未達成 未達成 未達成 

1 日当たりア

ク セ ス 数

1,000 を目標

に し て い る

が、算出でき

ていない 

3.ML メンバー

数 

約 900 名 約 900 名 約 900 名 約 1,000 名 

各年度目標の

達成状況 

未達成 未達成 未達成 達成 

目標の 1,000

名を 2008 年

度に達成 
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4. ML 送信数 7 回 15 回 24 回 6 回 

各年度目標の

達成状況 

達成 達成 達成 一部達成 

コンスタント

に送信してい

る 

5.ニュースレ

ターの発行回

数 

2 回 3 回 4 回（季刊報お

よびシャヌラ

ク） 

2 回（KJC ニュ

ースおよびシ

ャヌラク） 

各年度目標の

達成状況 

達成 未達成 達成 達成 

コンスタント

に発行してい

る 

6.新聞、雑誌

等各種メディ

アに取り上げ

られた数 

アスタナ日本

祭り記事新聞

掲載 

アルマティ日

本祭り、アルマ

ティ日本文化

デー、アスタナ

日本祭り、ドン

ブラコンサー

ト記事新聞掲

載 

アティラウ、セ

ミパラチンス

ク日本文化デ

ー、シルクロー

ド・プロジェク

トの日本文化

紹介等大型イ

ベント、ビジネ

スコース数セ

ミナーTV 局取

材。 

JICA-NET 開設

記念セミナー

TV 局および新

聞社数社取材 

アクタウ、セメ

イの日本文化

紹介 TV 取材、

アルマティ国

際品質フォー

ラム TV 取材、

日本社会事情

雑誌取材 

各年度目標の

達成状況 

達成 達成 達成 達成 

主要なイベン

ト時には活字

メディアある

いは TV の取

材をコンスタ

ントに受けて

いる 

*2008 年 9 月までのデータに基づく 

 

他の活動に対する指標と同様、広報活動に関する指標に関しても、数値目標が以下の

ように設定された。 

 

改定後（PDM バージョン 1）の指標 

1. 新しい講座やイベントが予定された時にホームページが更新される 

2. ホームページのアクセス数が 1 日 50 ヒット以上、MLメンバー数が 1,500 以上 

3. ML 送信数がひと月１回以上 

4. ニュースレターの発行回数が半年に 1 回以上発行される、メディアに取り上げられ

た回数が年間 10 回以上 

 

（１）ホームページの更新頻度 

インタビューによると、ホームページを検索して日本語コース、ビジネスコース、相

互理解講座等の情報を入手しようとした KJC利用者が多かった。ところが、KJC ホーム

ページには利用者にとって満足のいく情報は掲載されておらず、利用者の多くは、結

局電話で問い合わせるなどの手段を取っていた。ホームページに 新の情報が掲載さ

れていないことで、潜在的な受講者を逃している可能性も考えられるため、ホームペ

ージの充実は急務である。2007 年度後期にようやく全面刷新が実現したが、現在でも、

各種講座情報がタイムリーに掲載されているとはいえず、また、利用者にとって使い

勝手が良いとはいえないため、更なる改善が必要である。 
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（２）ホームページのアクセス数 

カウンターが未設置のため、現在、どの程度のアクセス数があるか把握できていない。

類似ホームページのアクセス数を参考に現実的な数値である「1 日 50 ヒット」を今回

新たに目標設定した。KazEU のホームページとリンクさせるなど工夫し、アクセス数を

増やす努力が必要である。 

 

（３）MLメンバー数 

これまで 1,000 を半年ごとの目標に設定していたが、この目標を 2008 年度に達成した。

今般、目標値を更に増やして 1,500 とした。今後、過去の受講者やイベント参加者等

からの電子アドレス情報収集を積極的に展開し、残りの 1 年半で 500 名以上増やすこ

とが期待される。 

 

（４）ML送信数 

年度によりばらつきがあるが、これまでコンスタントに講座・イベント情報を ML に送

信している。KJC 受講者のうち、特にビジネスコース受講者は ML により講座情報を受

信し、受講を決めたというケースが多い。これまで半期ごとの目標値はほぼ達成して

いるものの、今後、より一層 ML を活用した広報活動を展開していくことが望まれる。 

 

（５）ニュースレターの発行回数 

ニュースレターの発行回数はこれまで年 2～4 回行われている。これからもこの頻度で

定期的に発行していくことが期待される。前セクションで触れたように、カザフスタ

ン情報を日本人向けにより多く発信するよう、発行回数のみならず、内容についても

工夫が求められる。 

 

（６）新聞、雑誌等各種メディアに取り上げられた数 

大きな文化交流イベントを中心に、メディアの取材を毎年コンスタントに受けている。

ただし、インタビューによると、メディアを通じた KJC の広告・宣伝は、現在のとこ

ろ ad hoc に行われている状況とのこと。「メディアに取り上げられた回数が年間 10 回

以上」という数値目標が今回設定された。数値目標の達成はもちろんのこと、今後は、

より訴求効果の高い広報手段、宣伝内容を検討し、KJC 会員増加、日本語・ビジネスコ

ース受講者増加につながるような戦略的広報を進めていく必要がある。 

 

3-5 プロジェクト目標の達成状況 

「『カザフスタンにおける市場経済化に対応する人材育成』および『カザフスタン・日本

の相互理解促進』を行う拠点としてのカザフスタン日本センターの機能が強化される」
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が今フェーズのプロジェクト目標である。目標の達成状況を判断する指標として、以下

の 4 つが設定されている。 

 

1.  KJC スタッフの事業運営能力 

2.  KJC 利用者数 

3.  センター収入による現地活動費カバー率 

4.  カザフスタン国内における KJC 認知度 

 

これらの指標データを収集する活動は、2、3 を除いてプロジェクトでは行っていない。1、

4 に関しては、2008 年 7 月まで業務実施契約コンサルタントがビジネスプログラムに関

してのみ、データ収集（ベースライン値 1 回、中間値 2 回の計 2 回分）を行っていた。

以下に収集が行われたデータに関して年度ごとの実績を記す。 

 

表 20 プロジェクト目標の達成状況 

指標 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度* 計／達成状況

1.KJC スタッ

フの事業運営

能力 

データなし データなし データなし データなし 

各年度目標の

達成状況 

目標未設定 目標未設定 目標未設定 目標未設定 

ビジネスプロ

グラムスタッ

フの職務執行

能力に関する

データあり 

2. KJC 利用者

数 

ビジネスコー

ス：720 名 

日 本 語 コ ー

ス：274 名 

相互理解：約

1,000 名 

その他：17,132

名 

ビジネスコー

ス：213 名 

日本語コー

ス：516 名 

相互理解：約

2,500 名 

その他：13,849

名 

ビジネスコー

ス：約 600 名 

日 本 語 コ ー

ス：728 名 

相互理解：約

6,000 名 

その他：6,671

名 

ビジネスコー

ス：83 名 

日本語コー

ス：439 名 

相互理解：約

5,000 名 

その他：3,592

名** 

各年度目標の

達成状況 

目標未設定 目標未設定 目標未設定 目標未設定 

ビジネスコー

ス：約 1,600

名 

日 本 語 コ ー

ス：1,957 名

相互理解：約

14,500 名 

その他：

41,244 名 

3.センター収

入による現地

活動費カバー

率 

データなし 28.0% 38.7% 18.5%

各年度目標の

達成状況 

目標未設定 目標未設定 目標未設定 目標未設定 

28.3%

4.カザフスタ

ン国内におけ

る KJC 認知度 

データなし データなし データなし データなし 

各年度目標の

達成状況 

目標未設定 目標未設定 目標未設定 目標未設定 

2006 年度に

実施された企

業向けアンケ

ート調査に、

ビジネスコー

スの認知度デ

ータあり 

*2008 年 9 月までのデータに基づく 

**2008 年 12 月までのデータ 

 

改定後（PDM バージョン 1）の指標 

1.  KJC スタッフの事業運営能力（自己評価および管理職による評価）が 80%以上 

2.  1 年間の KJC 利用者数：ビジネスコース 500 名以上、日本語コース 500 名以上、文化講座 2 千
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名以上、その他 1 万名以上 

3.  センター収入による現地活動費カバー率が 30％以上 

（旧 4.の「カザフスタン国内における KJC 認知度」は削除） 

 

（１）KJC スタッフの事業運営能力 

KJC スタッフの事業運営能力は、KJC の技術的な自立発展性を予測するのに重要な指標で

ある。KJC の機能強化のためには、日本側からの技術支援がなくても、相手国実施機関の

みでスムーズに運営が出来る体制作り、能力強化が必須である。そうした観点から、ス

タッフの日常的な運営能力の向上は、プロジェクト目標の達成に密接なつながりを持つ。 

プロジェクトでは、スタッフの事業運営能力を測る活動はしていない。したがって、こ

の指標について経年変化を知ることや、プロジェクト前と現在とで定量的な比較を行う

ことは難しい。本調査で、プロジェクト関係者に対するインタビューをすることにより、

この指標について定性的な情報を得た。事業によってスタッフの運営能力に差があるが、

も顕著な差として確認されたのは、日本語コース運営とその他部門の運営能力の差で

ある。日本語コース運営に関しては、一定程度であれば、コースカリキュラムの改定に

至るまで、ほぼ KJC スタッフのみで運営を行うことが可能である。業務マニュアルも非

常に良く整備されているので、人員交代の際にも効率性を阻害することなく対応可能で

ある。一方、その他部門では、業務マニュアルの整備が十分ではない部分もある。定型

業務は問題なくこなすことができるが、企画立案を行う能力はまだ備わっていない。特

にビジネスコースに関しては、企画立案能力に加え、受講生獲得のためのマーケティン

グ能力が必要であるが、担当スタッフの能力は、まだ定型業務をこなすレベルにとどま

っている。 

なお、2005 年より 2008 年 7 月まで業務実施契約コンサルタントが行った「ビジネスプロ

グラム運営業務」では、その活動の中で「自立的運営管理に向けた KJC スタッフへの技

術移転」を成果の一つとして定めていた。具体的な技術移転活動としては、①ガントチ

ャート作成指導による効果的ロジスティックスの実施、②受講者アンケートによる評価

調査票作成と評価法の指導、③アンケート調査票集計、データベース検索等のアプリケ

ーション操作方法の指導、④ニーズ調査を基にした簡易カリキュラム選定、を行った。

技術移転先のスタッフは、ビジネスプログラム運営のために雇用されている契約職員 2

名（プログラムオフィサー）であった。2名のうち 1 名は現在休職中であるため、残り 1

名の職務執行能力評価（自己評価および管理者による評価）を見ると、2007 年 2 月末で

3.64（満点は 5）だったものが、2008 年 6 月末で 4.56 となり、目標値の 4.0 を上回った。

プロジェクト開始時と比較し、KJC スタッフのみで定型的な業務に関しては自立運営管理

が行える状況になりつつある。ただし、いかに産業界のニーズを的確にキャッチするか、

集客率をどう高めるか、といった点については、ビジネスコース運営部門の大きな課題

として残っている。 
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（２）KJC 利用者数 

KJC 利用者数は、KJC がどの程度カザフスタンおよび在カザフ日本人に受け入れられ、そ

の社会的価値を認められているかを反映している指標だと言えるだろう。「市場経済化に

対応する人材育成」や「カザフスタン・日本の相互理解促進」という目的を持った KJC

機能の強化を目指す場合、この指標は、 も基本的かつ重要なデータの一つである。 

ビジネスコース、日本語コース、相互理解促進イベント参加者の数は表 20「2. KJC 利用

者数」にある通り。KJC 利用目的として多いのは、相互理解イベント、日本語、ビジネス

コースの順である。コースやイベントの開催数の違いにより、年ごとの変動はあるもの

の、毎年 3千人以上の市民が KJC 主催の催しに参加している。 

こうしたコース、イベント参加のほかにも、図書館、ビデオ、コンピュータ使用のため

KJC を訪れた利用者も数多くいる。表 20 中に「その他」として記載したが、その内訳は

以下の通り。コンピュータ、ビデオ、図書館の順に利用者が多く、フェーズ 2 開始後か

ら 2008 年 12 月までで延べ 4 万人を超える利用者がある。ただし、利用者は年々減少傾

向にある。これは、KJC に設置されているコンピュータ（供与機材）が陳腐化している、

ネット閲覧にフィルターが掛けられている、セキュリティー対策として USB の接続を禁

止している等の理由によるものと思われる。 

 

表 21 KJC 利用者数（「その他」の内訳） 

 2005 年度 2006 年度 2007 年度 
2008年度 

(12月まで）
計 

図書館 2,516 2,210 1,775 1,696 10,018

ビデオ 886 679 290 280 2,902

コンピュータ 13,730 10,960 4,606 1,616 30,912

計 17,132 13,849 6,671 3,592 41,244

 

（３）センター収入による現地活動費カバー率 

この指標は、プロジェクト終了後、すなわち日本側からの投入がなくなった後、KJC の事

業収入のみでどの程度財政的に自立できるか、という観点から重要である。つまり、KJC

の財政的な機能強化状況を測る指標となる。 

フェーズ 2が開始された 2005 年度のデータは入手が困難だったが、その後 3 年間につい

ては、センター収入がどれだけ現地活動費をカバーしているかを算出することができた

（ただし、2008 年度については 12月までの 9 ヶ月のデータ）。 

センター収入は、表 11 で示したように、日本語コース授業料、ビジネスマネジメントコ

ース授業料、会費、その他（会場貸出等による収入）で構成されている。一方、支出に

関しては、センタースタッフ（契約職員）給与と講師謝金等の人件費が全体の約半分を

占めており、これらの支出の約 8 割は日本側負担で賄われている（2007 年度）。総支出に

占める事業収入は、2007 年に 38.7％と比較的高い値を示したものの、2008 年度は 18.5％

と落ち込んでいる。 
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（４）カザフスタン国内における KJC 認知度 

KJC の認知度は、プロジェクトで行っている広報活動だけでなく、ビジネス、日本語、相

互理解、の全ての活動の結果として現れてくるものだと言える。フェーズ 2 は、フェー

ズ 1 のインパクト拡大のために KJC の組織基盤を強化・発展させることを目的にしてい

る。インパクト拡大を目指すには、より多くの市民に KJC の事業内容を知ってもらうこ

とが必要なので、KJC の認知度が上がれば KJC 事業の発展にも繋がるだろう。 

しかし、プロジェクトでは、定期的な認知度調査を行っておらず、ベースラインデータ

もない。従って、プロジェクト期間を通しての KJC 認知度の向上率を測定することは不

可能である。なお、今後 1 年半での認知度向上レベルを見るために、中間時点で認知度

サーベイを行い、終了時に再び調査をすることは技術的に可能である。しかし、①労力

がかかりすぎる②残り 1 年半という短い期間で数値に表れるだけの認知度向上が実現す

るか疑問、の 2 つの理由から、この指標に関しては、PDM から削除するのが適当だと判断

し、PDM の改定を行った。ただし、ビジネスプログラムに関する KJC 認知度に関しては、

業務実施契約コンサルタントが 2007 年度と 2008 年度に行ったベースライン値および中

間値の認知度データがあるので、参考情報として記載する3。 

2007 年 2月末のベースライン調査時では、無作為抽出された 200 社のうち、6.8％が KJC

ビジネスプログラムを知っていた。2008 年 9 月末の目標値として 7％を目指し、認知度

向上のための活動を行ってきたが、2008 年 6 月時点での認知度は前回と同様 6.8％で向

上していないことが明らかになった。一方、ビジネスコースの短期専門家経験者で EBRD

の TAM（Turn Around Management プログラム）のアドバイザーからは「ビジネスマンと

話す際に KJC を話題にすると、かなりの確率で知っていることから、知名度は高いので

はないか」という意見も聞かれた。TAM プロジェクトの支援を受けている業界セクター主

に重工業、食品・飲料、アパレル・繊維、エレクトロニクス等の製造業であることから4、

こうした集団の間では認知度が高く、サービスセクター等では認知度は向上していない

と予想される。ビジネスプログラムに関しては、広報・宣伝の手法・内容を見直す必要

があると思われる。 

 

以上、（１）～（４）の 4つの指標の分析結果を総合的に判断すると、中間レビュー調査

時点でのプロジェクト目標の達成は概ね期待できるが、KJC の財政面の機能強化に関して

不安が残る結果となった。また、日本語を除く KJC スタッフの能力面についても、現時

点では完全に自立して円滑な運営できる状況になっているとは言いがたく、プロジェク

トの残りの期間で、更なる技術移転、指導が必要である。 

 

                                                   
3 ユニコインターナショナル株式会社「カザフスタン国カザフスタン日本人材開発センターフェーズ２ビ

ジネスプログラム運営業務 業務完了総合報告書」2008 年 7 月発行 
4 EBRD「日本と EBRD ターンアラウンド･マネジメント（TAM）／ビジネス・アドバイザリー・サービ

ス（BAS）プログラム－経営環境に適応した力強いビジネスの創造」8 ページ参照 
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3-6 上位目標の達成見込み 

プロジェクトの上位目標は、１）カザフスタンにおける市場経済化に資する人材が育成

される２）日本とカザフスタン両国の相互理解が促進される、の 2 点である。これら上

位目標はプロジェクト終了後 3～5年で達成することが期待されている。上位目標達成状

況を判断する指標として、以下の 3指標が設定されている。 

 

1. KJC ビジネスコース受講生の企業のうち収益および効率性が向上した企業数 

2. 両国間でビジネスマッチングにつながった事例およびその数 

3. 両国の市民間連携・交流につながった事例およびその数 

 

現時点では、1～3 いずれの指標もデータ収集は行われておらず、上位目標の達成見込み

を判断するのは難しい。ただし、本プロジェクトは、プロジェクト目標と上位目標が内

容的に非常に近い関係にあるため、プロジェクト目標が達成でき、その後、活動がこれ

まで通り継続されれば、上位目標の達成にはそれほどの困難は予想されない。上位目標

達成のためには、むろん、自立発展性の確保が必要条件となるため、プロジェクトはこ

の点に注力すべきだろう。 

なお、上の 3 つの指標のうち、「KJC ビジネスコース受講生の企業のうち収益および効率

性が向上した企業数」については、指標の改定を行った。なぜならば、この指標は、「収

益および効率性が向上した企業数」を把握するという設計になっているため、上位目標

である「市場経済化に資する人材が育成される」を判断する指標として適当でないから

である。人材育成に主眼を置いた指標として、「KJC ビジネスコース受講生のうち、所属

企業の収益および効率性向上に寄与した受講生の事例およびその数」を代わりに指標と

して設置し、PDM の改定を行った。 

次に、「両国間でビジネスマッチングにつながった事例およびその数」の指標であるが、

KJC では、これだけを独立して指標として設定するほどビジネスマッチング活動を行って

いない。したがって、今般、指標から削除することとした。 

また、3 の「両国の市民間連携・交流につながった事例およびその数」であるが、KJC で

行っているのは、ビジネスにおける日本企業との取引・交流を念頭においた日本語教育

およびビジネストレーニングである。従って、「市民間連携・交流」から、「市民・企業

間連携・交流」と指標を変更するのがより実態に即していると判断し、PDM の改定を行っ

た。 

指標の改定についてまとめると、以下の通りとなる。 

 

改定後（PDM バージョン 1）の指標 

1.  KJC ビジネスコース受講生のうち、所属企業の収益及び効率性向上に寄与した受講生の事例及

びその数 

（旧 2.の「両国間でビジネスマッチングにつながった事例およびその数」は削除） 

2. 両国の市民・企業間連携・交流につながった事例およびその数（「企業間」を追加） 

 



37 

3-7 外部条件の追加 

改定前 PDM における活動・指標について、種々の改定がなされたが、外部条件について

も 1 点修正が加わった。上位目標達成のための外部条件として、「カザフスタンの日本に

対する興味（経済面、文化面）が持続する」が追加された。2008 年後半に急激に世界を

襲った経済危機の影響で、カザフスタンにおける日本企業の活動が停滞しており、カザ

フスタン全体のビジネス環境も悪化している。こうした環境下、今後、カザフスタンに

おける日本のプレゼンスが低下することも考えられる。KJC が提供するビジネスコースや

日本語コースの受講者数は、こうした外部条件に大きく左右されることが予想されるた

め、この外部条件を PDM に追加した。 
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第4章 評価結果 

4-1 評価 5 項目ごとの評価 

4-1-1 妥当性 

評価要旨：プロジェクトで行っている活動のほとんどが高い妥当性を示しているが、

ビジネスコースに関しては、近年の世界的な経済危機の状況を踏まえ、急速に変化す

るニーズに対応した講座の提供が必要である。 

 

（１）カザフスタン開発政策との整合性 

カザフスタンの長期的な開発政策の方針である「2030 年までの長期発展戦略」では、優

先課題として「市場経済に基づく経済成長」を掲げている。2006 年に発表された「2006

～2008 年政府プログラム」では、「国家経済発展の質的転換を基礎とする世界経済への効

果的な参入」を目指している。 

カザフスタンの GDP は、1991 年の独立以降大きな伸びをみせており、特に 2000 年以降は

毎年 10％前後の成長率を維持している。2007 年の一人当たり GNI は 5,060US ドル5で、世

界銀行による高位中所得国（Upper-middle-income economies）の 6,987UD ドルに迫る勢

いである。一方、カザフスタン経済の発展は、エネルギーや鉱物資源に過度に依存する

産業構造の上で成り立っており、産業の多角化が進んでいない現状がある。特に中小企

業育成の分野では多くの課題を抱えている。 

KJC が行う活動のうち、ビジネスプログラムは、市場経済政策のもとで競争力のある人材

の育成を目的としている。起業家や中小企業経営者・従業員をターゲットグループとし

て、基礎的な経営手法やビジネスノウハウ、さらに日本が得意とする品質管理や環境管

理について指導するプログラム構成となっており、カザフスタン政府が目指す開発政策

と方向性が合致しているといえる。 

 

（２）日本の援助政策との整合性 

外務省の「対カザフスタン国別援助計画」では、開発の課題として、天然資源に過度に

依存する経済からの脱却が重要と考え、「長期経済の安定的発展を実現するためには、実

体経済を重視し、既存産品に付加価値を付ける産業の高度化や中小企業の振興を通じた

製造業の育成等による産業構造の多角化を図る必要がある」6としている。市場経済化の

さらなる推進、中小企業振興のための政策策定を支援することが、カザフスタンの経済

発展を促進するには重要との認識を持っており、この分野での支援方針を打ち出してい

る。 

2006 年 6月の「中央アジア＋日本」対話第 2回外相会合において採択された「行動計画」

                                                   
5 世界銀行ホームページ 
http://web.worldbank.org/WBSITE/EXTERNAL/DATASTATISTICS/0,,contentMDK:20535285~menuPK:1192694~
pagePK:64133150~piPK:64133175~theSitePK:239419,00.html 
6 外務省「対カザフスタン国別援助計画」（2006 年 9 月）5 ページ 
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では、カザフスタンを含む中央アジアにおける企業人材育成、企業間交流促進、相互理

解促進、文化交流などの分野を援助の柱とすることが合意された。こうした日本の援助

政策は、KJC の活動内容とまさに一致するものであり、整合性が非常に高い。 

さらに、2009 年 3 月 5日に行われた、第 20 回海外経済協力会議において、政府は中央ア

ジア及びコーカサスに対する海外経済協力の方針について議論したが、その中で、当該

地域に対する海外経済協力を積極的に行っていくことを提言するとともに、その効果的

な展開の一環として、「日本人材開発センターの活用等、人材育成や制度構築等への支援

の重点的実施」について提言している7。 

 

（３）ニーズへの合致 

カザフスタンの民間セクターの構成割合は、小規模企業8が全体の約 50％、中規模企業9が

約 48％、大規模企業10が残りの 2％と、中小企業の占める割合が圧倒的に高い11。これら

中小企業経営者、従業員、起業家、コンサルタントのビジネスコースに対するニーズは

非常に強い。ただし、プロジェクト開始当時に想定していた製造業をターゲットとした

経営知識ニーズに加え、教育、観光、運輸、レストラン・ホテルといったサービス業に

関する経営ノウハウへのニーズもあることが、受講者へのフォローアップ調査12で明らか

になっている。さらに、アルマティとアスタナでは、それぞれ地域性があり、アルマテ

ィでは中小企業を対象とした基礎的なマーケティングや財務管理の講座へニーズが高い

が、官庁や国営企業を抱えるアスタナでは税務や政府規制に関する話題など、特定知識

を求める声が大きい。事業の妥当性をより一層向上するためには、こうしたニーズや地

域性にきめ細かに対応したカリキュラム構成を進めていく必要がある。 

日本語事業については、フェーズ１より一層活動範囲を拡大し、レベル設定を充実させ

ることにより、幅広いニーズに対応したコースの提供が実現している。アルマティ、ア

スタナ両拠点での日本語学習ニーズを満たしているほか、日本語能力試験対策講座、ビ

ジネスの場の日本語を教える実践的な実務日本語講座も開催されている。さらに、カザ

フスタン人の日本語講師への指導も行われており、日本語学習ニーズとの合致度は非常

に高い。 

2008年11月にアルマティで行われた日本文化デーの参加者へのアンケート調査によると、

カザフスタン人は、日本のアニメ・漫画、書道、映画、武道、生け花、歌舞伎、折り紙、

着物といった文化に対する興味が高いことが分かった。相互理解促進事業として、KJC は

                                                   
7 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kaigai/dai20/20kekka.html 
8 従業員数 50 人未満 
9 従業員数 51～249 人 
10 従業員数 250 人以上 
11 ユニコインターナショナル株式会社「カザフスタン国カザフスタン日本人材開発センターフェーズ２ビ

ジネスプログラム運営業務ニーズ調査・ベースライン報告書」（2007 年 2 月） 
12 ユニコインターナショナル株式会社「カザフスタン国カザフスタン日本人材開発センターフェーズ２ビ

ジネスプログラム運営業務第２年次業務完了報告書」（2008 年 3 月） 
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日本文化紹介イベントを数多く開催していることから、カザフスタン人の日本文化・社

会理解へのニーズに合致しているといえる。一方、カザフスタンの文化・社会を日本に

知らせるという観点からいえば、在カザフスタン日本人、日本の自治体、商工会などが

どのようなニーズを持っているのか、という情報はあまり収集されていない。現在でも

手探り状態で情報を発信している状況が続いている。ニーズへの合致という点では、不

確実な要素が多いので、ニーズ調査に基づくアプローチが必要だと思われる。 

 

（４）日本の技術の優位性 

ビジネスコースのうち、日本が得意とする製造業の経営戦略･ノウハウ・効率性向上手法

を提供する講義については、日本の技術の優位性は高い。一方、財務、税務、一般的な

マーケティングなどの講義は、日本のノウハウは特殊なものではなく、優位性があると

は言いがたい。一般的な講座を開く際には、日本企業の事例等をふんだんに盛り込み、

日本の経験を生かした講座設計にしなければ、日本の援助で行う妥当性は低くなってし

まう。この観点で、KJC のビジネスコースにおいては、2009 年 10 月の運営指導調査の結

果を踏まえ、日本の技術優位性の高い講座に特化したカリキュラム編成とした。 

また、日本語コースや文化紹介イベントなどは、日本固有の語学、文化のサービスを提

供しているので、優位性が高い。 

 

4-1-2 有効性 

評価要旨：フェーズ１に比べ、提供するサービスの質がより向上し、活動領域にも広

がりをみせてきている。ビジネスコースの集客率の低さと、戦略的な企画立案能力を

行えるスタッフの育成が今後の大きな課題ではあるが、プロジェクト目標の達成は一

定程度見込まれる。今後は PDM に則り、数値目標達成に向けたモニタリング体制の充

実が望まれる。 

 

（１）プロジェクトのマネジメント体制 

プロジェクトでは、活動の進捗を確認するために週 1 回のミーティングを実施し、事業

部間で情報を共有して、プロジェクト全体のモニタリング活動を行っている。KazEU のカ

ウンターパートも毎回出席し、問題解決等に実質的な役割を担っている。また、プロジ

ェクト関係者間のコミュニケーションも円滑である。モニタリングの頻度、手法とも適

切で、実行力のある進捗管理が行われている。 

一方、プロジェクトマネジメントに関して、2 点だけ改善の余地が認められた。1 つは、

目標管理についてである。フェーズ１では「達成度を測る定量的な指標が未設定のまま

プロジェクト運営がなされたため、目指す成果に対して適切なモニタリングが行われて

きたとは言いがたく、結果として PDM に沿ったプロジェクト運営が徹底されず、KJC スタ
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ッフやカウンターパートの能力向上を重視しないという点につながった」13との評価がな

された。フェーズ２でも、定量的な指標について、目標値が未設定のものが多く見受け

られた。これらは、ビジネスコース、日本語コースの受講者の能力向上、KJC スタッフの

能力向上に関するものや、相互理解講座の参加者数など、多岐にわたっており、フェー

ズ１で発生した問題が繰り返されている。 

その他の指標に関しても、半期ごとの目標値は設定されているが、プロジェクト全体と

して 5 年後の到達目標値が設定されていないため、プロジェクト終了時の出来姿がイメ

ージしづらい状況を招いている。プロジェクト全体の枠組みの中で、現在どの程度目標

を達成しつつあるのかを把握する際にもこうした目標値の未設定が障害となっている。 

さらに、年に 1 回開催される JCC の場においては、これまで指標管理のための議論はあ

まり行われてこなかった。これは、長期的な目標値が未設定だったことに関連すると思

われる。JCC はもっぱらプロジェクトにとって直近の話題・問題について情報共有する場

として利用されてきており、目標値の管理や、中・長期的なプロジェクトの展望につい

て議論さる場として認識はされていなかった。 

このように、指標・目標値の未整備は、プロジェクトのモニタリングにも甚大な影響を

及ぼしかねない。今般、PDM を改定することにより、プロジェクト終了時の目標値設定を

行った。指標データの収集に関しても、アンケートを実施するなどして情報収集活動を

徹底することをプロジェクト側と確認した。 

プロジェクトマネジメントに関するもう1つの改善点は、PDMの活用に関することである。

PDM は、プロジェクトにとって、 も基本的なマネジメントツールであり、プロジェクト

関係者が、プロジェクトの全過程を一貫して計画・管理するために設定されている。と

ころが、ビジネスコース運営事業では、実施された活動が PDM に記載されたものと 2 カ

所異なっており、さらに年度ごとに活動内容が変化するという事態が生じた。同様に、

日本語コース運営事業では、2006 年度は PDM の活動に則った進捗管理が行われていなか

った。 

ビジネスコースと日本語コースのどちらも、実際に行われた活動の内容は、PDM の活動か

ら大筋で外れることはなかった。しかし、結果として、活動内容が日本・カザフスタン

両国で合意されたマスタープランから逸脱してしまうこととなり、プロジェクト目標の

達成に影響を与えかねない。この点に関しては、調査期間中、ワークショップや個別面

談を通じて、プロジェクト側と話し合い PDM に則った活動管理の重要性について認識が

共有された。 

1 つ目の目標管理体制の改善と併せ、今後、プロジェクトマネジメント体制が、より実効

力のあるものに整備されていくことが期待できる。 

 

                                                   
13 JICA「カザフスタン共和国カザフスタン日本人材開発センタープロジェクトフェーズ１終了時評価調査

報告書フェーズ２事前評価・実施協議調査報告書」（2005 年 9 月） 
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（２）プロジェクト目標の達成見込み 

現時点での成果の達成状況や指標データを考えると、KJC の機能強化というプロジェクト

目標は、一定程度達成されると見込まれる。特にフェーズ１からの教訓を生かし、ニー

ズ調査の結果に従ったカリキュラムが導入されたビジネスプログラムや、上級レベル・

講師養成レベルにまで対応した日本語講座を提供している日本語コース運営事業、さら

に、地方展開を積極的に行っている相互理解促進事業は、それぞれ中程度な課題は残さ

れているが、プロジェクト開始から 3.5 年で意義深い進展が実現した。特に、アルマテ

ィのみで活動が展開されたフェーズ１とは異なり、首都アスタナにも拠点を置いて活動

が実施されているフェーズ２は、カザフスタン国内の主要 2 都市のニーズに広く対応し

つつあり、KJC の機能強化は確実に実現されつつある。 

他方、ビジネスコースに関しては、定員割れの講座もあり、集客力と収益性の面から課

題を抱えているため、現在、様々な事業改善による集客率と事業収入の向上を試行中で

ある。2009 年 3 月から改善策が反映された講座が本格的に展開されているが、受講料収

入は依然として少ない状況が続いている。2月以降、カザフスタン全体の経済状況は急速

に悪化していると言われているため、ビジネスコースの運営は財政的に今後も厳しい状

況が続くと予想される。 

相互理解事業に関しても、フェーズ１の教訓である「双方向の情報発信」が未だ十分で

ない。カザフタンに関する情報を日本に向けて発信する機能が弱く、具体的にどういっ

たニーズがあるのかも把握できていない状況である。日本の地方自治体、市民団体との

連携プロジェクトを実施することがフェーズ２の目標であるが、実現には至っていない。

今後、具体的に誰をターゲットにして、どのような情報を発信していくのが望ましいの

か詳しい調査が必要であろう。 

KJC 全体の問題としては、センターの財政面、スタッフの運営能力面で、より一層の努力

が必要であることが明らかになった。事業収入の支出に対する割合は以前低いレベルに

とどまっており、授業料改定の検討が引き続き必要であるほか、戦略的な広報・宣伝活

動の実施、経費節減や業務効率化の努力が求められている。 

日常的な運営業務に関しては、KJC スタッフによるある程度自立した業務遂行が実現して

いる。しかし、業務マニュアルが整備されていない部門もあり、組織としての業務効率

化のノウハウは蓄積されておらず、部門によっては、人員が入れ替わった場合には混乱

が生じる可能性が高い。全部門を通じて、コースのカリキュラム作成、ニーズ調査・分

析、経営的な視点での計画立案、財務管理など、KJC の経営戦略にかかわる部分で運営能

力が十分でないことも明らかになった、現地職員だけで完全に自立して運営できる状況

には至っていない。 

ハロルド･カーズナーは表 22 の 5 レベルから成るプロジェクトマネジメント成熟度モデ

ルを提示しているが、現在の KJC を分析すると、レベル 2 から 3 程度に位置していると

思われる。 
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表 22 ハロルド・カーズナーの組織成熟度モデル14 

高い 
レベル 5 適化 

プロジェクトのほとんどが成功する。戦略的プロ

ジェクトが効果的に運営される。 

 
レベル 4 統合的 

複数のプロジェクトが組織の中で整然と実施さ

れ、混乱がなくなる。 

成熟度 
レベル 3 科学的 

科学的なマネジメントが行われる。関係者は可視

化されたデータ分析に基づき行動する。 

 

レベル 2 計画的 

プロジェクトの成否は個人よりもチームの能力に

依存する。類似のプロジェクトはマネジメントで

きるが、経験のない新規プロジェクトでは混乱し

やすい。 

低い 

レベル 1 場当た

り的 

場当たり的なプロジェクトマネジメントが実施さ

れている。多大な労力が問題解決のための活動に

費やされる。プロジェクトの成否は個人の能力に

依存する。 

 

つまり、組織としての責任や役割分担などが明確になってはいるが、非定型的な活動や

問題に対しては円滑に対応できるまでの組織力が備わっていない。運営計画など、プロ

ジェクトマネジメントのツールを利用してはいるが、スケジュール的なものが主体で、

資源やコストまでの可視化はできていない。 

プロジェクト目標達成の指標として「KJC スタッフの事業運営能力」という項目があるも

のの、スタッフへの技術移転にはあまり重きが置かれていないことが、組織の成熟化が

進まない理由の一つに挙げられよう。ローカルスタッフの中に組織の意思決定に深くか

かわる管理職がいないことも、技術移転を難しくさせている。センター運営に関する活

動を見直し、実地研修（OJT）の徹底や管理職の育成などスタッフへの技術移転を優先課

題として取り組むための軌道修正が必要である。CP 機関である KazEU からも、さらなる

コミットメントが必要であり、KazEU 内での KJC の位置づけや人員配置戦略などを明らか

にしていく必要がある。 

 

（３）プロジェクト目標達成の促進・阻害要因 

カザフ人文法科大学、EBRD（欧州復興開発銀行）、国際品質管理フォーラム、在カザフス

タン日本大使館などの団体との協力関係が、プロジェクトの効果を高めるのに寄与して

いる。カザフ人文法科大学は、アスタナにおける日本語コース実施のための教室を提供

しており、EBRD は KJC のビジネスプログラムと連携を取っている。国際品質管理フォー

ラムは、様々な業界の潜在的顧客に対して、KJC のビジネスコースを宣伝する機会を提供

してくれている。在カザフスタン日本大使館は、日本文化デーや日本語弁論大会などの

相互理解講座を KJC と共同で開催している。こうした良好な関係や実践的なパートナー

シップは、プロジェクトが限られた人的・財政的リソースの中で効率的に成果を生み出

                                                   
14日本プロジェクトマネジメント協会「新版 P2M プロジェクト＆プログラムマネジメント標準ガイドブッ

ク」（2007 年）を参考にして筆者が作成。 
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す一助となっている。 

さらに、KJC が提供する多岐にわたるサービス、つまり相互理解促進事業、日本語コース、

図書館、視聴覚教材、インターネットなどは、互いに相乗効果を生んでおり、KJC 利用者

に対して、日本に対する興味や理解を深めさせる効果をもたらしている。プロジェクト

にとって、正の波及効果を生む大きな要因だといえる。 

 

 

4-1-3 効率性 

評価要旨：カザフスタン･日本両国側からの投入はほぼ計画通り行われており、期待され

る成果もほぼ確実に生み出されている。ただし、日本人専門家の派遣の遅れや派遣のタイミ

ング、更に契約形態の変更が円滑な業務引継ぎや業務遂行に負の影響を及ぼし、効率性を低

下させた例があった。 

 

（１）投入と成果 

日本側からの投入は、これまでほぼ計画通りに行われている。量的にも質的に必要十分

な資機材が提供され、長期専門家、短期専門家ともおおむね予定通りに派遣されている。

ただし、所長ポストが 2008 年 11 月より空席になっているほか、供与時点では適切だっ

た資機材も陳腐化が進んでおり、特にパソコン等の情報機器に関するものについては、

機器の更新を含めた改善の必要がある。研修員の日本への受け入れに関しては、計画通

り行われており、参加者の研修内容に対する評価は高い。「担当業務に直接役立つ研修だ

った」との声が多く、実務に直結した研修が業務効率化に寄与しているといえる。日本

での研修に参加することは、KJC スタッフにとって強い動機付けになっていることもイン

タビューにより確認された。研修員受け入れ制度は、プロジェクトにとって、組織の求

心力を高める効果をもたらしているといえる。 

カザフスタン側からの投入については、R/D に約束された通り行われており、CP の配置

や設備の提供、光熱水道費の負担などは KazEU により問題なく行われている。KazEU は、

アルマティの中心地から若干外れたところにあるため、KJC スタッフの間からは通勤の不

便を訴える者が少なからずあるが、受講者へのインタビューによると、利用者にとって

は KJC の設置場所は大きな障害にはなっていないという。KazEU のメインキャンパスに設

置された KJC は正門からすぐの位置にあり、目立つので関心を引きやすい。今後、相互

理解講座等で、一度に大人数の集客が見込める場合、既存の教室・スペースでは手狭に

なることが考えられるが、日常的な講座運営に関しては、十分な設備であるといえる。 

フェーズ２より新規に行われているアスタナにおける事業展開について、日本側からの

投入は長期専門家が 1 名のみである。必要 小限の設備が確保されているだけだが、ロ

ーカルスタッフや在アスタナ KazEU 姉妹校、カザフ人文法科大学などを有効に活用して

効率的に成果を生み出している。 
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（２）効率性の促進・阻害要因 

前述のように、2008 年 11 月より KJC 所長が不在の状態が続いている。このことは、迅速

な意思決定や問題解決を困難にしている可能性がある。ただし、所長代行の尽力によっ

て、その影響は 小限にとどめられていることが確認されている。 

効率性の阻害要因としては、専門家派遣時期の問題がある。これまで、日本人長期専門

家が交代する場面が何度かあったが、現地での引き継ぎが十分でない例があった。また、

日本語コース運営指導専門家の派遣に際し、日本語講座のスケジュールを考慮せず派遣

が行われたため、着任直後の業務を効率的に行うことができない、といった問題が生じ

た。 

2008 年度前期までは、業務実施契約を締結した法人コンサルタントがビジネスプログラ

ム運営業務を一括して行っていた。しかし運営効率等の面から契約形態が再考され、後

期より業務実施簡易型契約による短期専門家の派遣に切り替わった。そのため、プロジ

ェクトでは、年初に 2008 年度の年間講座スケジュールを立案することができなかった。

KJC ビジネスコースのシラバスがアナウンスされないことにより、従業員の講座への派遣

を考えていた企業が年度の研修予算を KJC 研修へ配分することができなかった。結果と

して、2008 年度の受講者減につながったと考えられる。 

一方で、こうした契約形態の変更は、正の効果ももたらしている。業務実施契約でプロ

グラム運営がなされていた際には、契約コンサルタントが自分たちで調達できる講師に

合わせて講座を開講する傾向にあった。業務実施簡易型により、その都度講師を公示で

募集する形式に変えた後は、受講者のニーズに合わせてまず講座の内容を決め、その講

座に対して講師を募集する形になった。つまり、供給者サイドの都合で講座を決める形

から、必要とする講座を吟味して講師を募集するやり方に変わったのである。より受講

者のニーズに合致したコース運営が可能になったといえる。 

効率性を阻害した要因としてさらに挙げられるのは、特に 2007 年において、KJC スタッ

フの離職率が高かったことである。その年だけで、総務部門で 4 名、ビジネスコースで 1

名、日本語コースで 1 名が退職した。退職者には、本邦研修を受講した者も含んでいた。

こうした高い離職率は組織の脆弱化や業務の非効率化を引き起こしていた。退職者に対

するインタビューを実施したところ、主な離職理由は給与などの待遇面ではないことが

明らかになった。日本人専門家との摩擦、スタッフに対する能力開発機会の少なさや、

人事考課制度がないこと、さらにはローカルスタッフの中に管理職ポストがないことな

どが、離職者が KJC に不満を抱いた主な要因だった。プロジェクトは現在、賞与額に反

映させる人事考課制度の導入をしているところである。また、スタッフに対して能力開

発機会をより多く提供するように工夫もしつつある。高い離職率につながった状況は、

今後こうした人材開発分野の努力により改善されることが予想される。 
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4-1-4 インパクト 

評価要旨：プロジェクト目標が達成できた場合、事業を継続して実施していくことがで

きれば上位目標の達成の可能性は高いと判断できる。ただし、それには、プロジェクト

終了後、特に財政面、組織・運営面での自立発展性が確保できるかどうかが鍵となって

くる。上位目標の達成度合いは、カザフスタンの経済状況や日本企業の事業展開に大き

く影響されると思われる。 

 

（１）上位目標の達成見込み 

3-6 で述べたとおり、上位目標達成のための 3つの指標のいずれに関してもデータの収集

は行われていないため、上位目標の達成見込みを判断するのは難しい。しかし、プロジ

ェクト目標が達成できた場合、事業を継続して実施していくことができれば上位目標の

達成の可能性は高いと判断できる。それには、プロジェクト終了後、特に財政面での自

立発展性が確保できるかどうかが鍵になってくる。事業収入の向上には明らかに限界が

あるため、KazEU が KJC を自立的に運営していくためには、現在 JICA が負担している投

入部分をある程度カザフ側が負担するといった措置が必要となる。どういった機関が、

どの分野を、どの程度、財政的・組織的にコミットメントをすることが可能かは現時点

では不確実であり、今後、引き続き関係者間での協議が必要である。 

 

（２）上位目標の達成の促進・阻害要因、波及効果、その他のインパクト 

促進要因としては、KJC が提供する様々なサービスの相乗効果が挙げられる。相互理解講

座の参加者が日本文化に興味を持ち、日本語を学習するようになったといった声や、ビ

ジネスコース受講者が知人に KJC の生け花教室を紹介したというような声が、数例聞く

ことができた。KJC は、カザフスタンの人々に日本文化や社会に対して興味を持たせるき

っかけを提供しており、そうした人々に対し、実際に日本語を学習するなどの行動を起

こす手伝いもしているといえる。KJC が提供するビジネス・日本語講座、相互理解促進活

動、図書館、視聴覚教材、インターネットなど、多様なサービスは、互いに相乗効果を

生み、KJC 利用者が日本に対する興味や理解を深める一助になっている。実際、日本語コ

ース受講者に対するフォーカス･グループ･ディスカッションでは、「KJC がもし、日本語

講座だけを運営し、相互理解促進事業を開催していなかったとしたら魅力が半減する」

といった発言があった。こうした声が示すように、様々なサービスを同時に提供するこ

とが、プロジェクトにとって正のインパクトを生み出す源泉となっているといえる。 

阻害要因として、日カザフの経済関係の停滞が考えられる。日本企業に対するインタビ

ューによると、カザフスタンに進出する日本企業は、プロジェクト開始当時よりも減少

傾向にあるという。2009 年 2 月の経済危機以降は特に厳しい状況にある。現在、現地の
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日系企業数は、商社、自動車、家電、ロジスティックを中心に 20 社弱である15。日本語

学習者の就職口、あるいはビジネス提携先として日本企業が現実のものとなる確率は低

くなっている。こうしたビジネス環境の悪化により、日本への興味が薄れたり、日本語

学習欲が低下したり、あるいは日本の経営ノウハウを学ぶ意欲が喪失したりして、KJC の

活動が魅力的でなくなっていく可能性がある。こうした変化が現実のものとなった場合、

いくら KJC の事業が継続しても、カザフスタン･日本の相互理解に関するインパクトは予

想を下回ってしまうだろう。上位目標達成の阻害要因になりかねない。 

 

 

（３）上位目標の達成のための外部条件 

「カザフスタンの日本に対する興味（経済面、文化面）が持続する」という外部条件は、

今般、PDM バージョン 1 で上位目標達成のための外部条件として追加された。2008 年度

後半、とりわけ 2009 年 2月以降、世界経済と同様、カザフスタンにおいても経済が急速

に冷え込んでいる。 

2009 年 3 月 6 日のナザルバエフ大統領の議会演説では、経済危機を乗り越えるために、

大規模な雇用戦略を実践することが表明された。各種学校、職業訓練校、高等教育機関

などの教育機関すべてが一丸となってスペシャリストの再訓練に取り組むべきだとし、

政府は 1400 億テンゲ（約 93 億 US ドル）の資金を使い、35万人の雇用創出を実現すると

の方針を打ち立てた16。 

こうした雇用戦略の立案から見て取れるように、この経済危機が短期間で解消される可

能性は低く、中・長期間にわたってカザフスタン経済に暗い影を落とす可能性が高い。

カザフスタンの日本に対する興味、つまり日本型経営手法への興味や、日本文化に対す

る憧れなどが薄れていく可能性も否定できない。そうした状況は、日本語コース、ビジ

ネスコースの集客率低下につながり、上位目標達成に負の影響を与えることが予想され

る。  

したがって、「日本に対する興味が持続する」という外部条件をプロジェクト終了後も注

意深く見ていく必要がある。 

 

 

4-1-5 自立発展性 

評価要旨：日本語コースは組織・運営面、技術面、財務面すべてにおいて高い自立発展

性を示している。その他の事業に関しては、スタッフの適正な人員数・質の確保が課題

であり、戦略的な企画を行えるスタッフの育成が急務である。また、財務面での自立性確

                                                   
15 品川透「知られざる中央アジアの大国カザフスタン現状と展望」（2009 年 3 月）Global Angle 
16 カザフスタン政府ホームページ 
http://www.akorda.kz/www/www_akorda_kz.nsf/news-open?OpenForm&idn=2&idno=E45F12170E40F7E5062575
710070E6EA&lang=en 
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保の一環として、センター収入のより効果的な活用方法の検討が必要である。更に、ビジネ

スコースに関しては、集客数の増大による一層の財務改善が望まれる。 

 

（１）事業ごとの自立発展性評価 

KJC の活動は、ビジネス、日本語、相互理解と多分野にわたっており、運営形態も事業ご

とに異なっている。プロジェクトの自立発展性を考察する際には、事業ごとに異なる特

色を理解し分析したうえで総合判断を行う必要がある。以下に事業ごとの自立発展性の

評価結果を記載する。下表は、プロジェクトが行っている主な 5 分野での活動に関する

自立発展性についてまとめたものである。 

 

表 23 事業分野別自立発展性評価 

総合判定 組織・運営面 技術面 財務面 

センター運営 

△ 

定型業務をこなす

ことは可能だが、カ

ザフ人管理職が不

在のため自立的に

企画・実施・監理す

る体制は整ってい

ない。 

× 

カザフ側の人員投

入は 15 名中 4 名。

うち事業担当は経

理担当の 1 名のみ。

定型業務の遂行は

問題ないが、ローカ

ルスタッフの間で

意思決定を行う管

理職がいないため、

自立的な運営は困

難。機械･備品メン

テナンスのための

マニュアルは整備

されていない。 

△ 

2007 年までは離職

率が高く、技術移転

相手が定着しない

問題があった。現

在、人事考課制度導

入等の工夫により

スタッフの定着率

が向上し、問題が解

決しつつある。 

△ 

現地支出に対する

センター収入の割

合は 19.4%だが、内

部留保額もあるた

め、これらをセンタ

ー運営費に支出す

れば、30%前後まで

改善し、JICA の負担

も軽減（現状の約 3

分の 2）される。 

ビジネスコース運営事業 

△ 

運営面・財務面では

改善されつつある

が、依然として集客

率の低さ、マーケテ

ィングの弱さが問

題。 

△ 

アルマティ以外で

本格的にコースが

開始された場合、現

在の人員では不足

する。業務マニュア

ルはある程度整備

されており、人員交

代時には、円滑な対

応が一定程度可能。

△ 

定型的な講座運営

は可能だが、戦略的

なマーケティング

や企画立案を行う

までには至ってい

ない。 

× 

現在試行中のコー

スカリキュラムや

受講料設定では、ス

タッフ給与も含め

た現地支出をコー

ス収入でカバー可

能だが、集客率の少

なさが依然として

問題。 

日本語コース運営事業 

◎ 

現地化可能と想定。

ただし、日本語のネ

イティブスピーカ

ーを講師として数

名配置しないと客

離れが起こる可能

性が高い。現地の日

本人講師の活用が

◎ 

十分な人員が確保

できている。マニュ

アルや様式が非常

によく整備・維持さ

れており、人員交代

時の引き継ぎも円

滑に行うことがで

きる。 

◎ 

現 地 講 師 化 率

90.0％（講義時間ベ

ース）。一部の上級

コースを除いて現

地講師（現地雇用の

日本人講師を含む）

が対応できる。講座

運営も企画部分を

○ 

現地支出をコース

収入でカバーして

いる。日々のコスト

削減努力は今後も

必要。 
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必須。 除いてローカルス

タッフで対応が十

分に可能。 

相互理解促進事業 

○ 

現在は財務面での

自立を想定してい

ない。大使館等の協

力機関から資金入

手を拡大すること

を検討する。参加費

無料の単発の講座

だけでなく、シリー

ズ化された有料の

講座の開設も検討

する。 

○ 

専従 1 名、兼務 1 名

の人員はほぼ十分。

現地在住の日本人

ボランティアの募

集が望まれる。基本

的な業務マニュア

ルは作成されてい

る。 

◎ 

定型的なイベント

（折り紙、料理、着

付け教室など）はセ

ンタースタッフが

対応でき、企画立案

もある程度可能。催

しによっては、アド

バイザーとしての

日本人の参加が必

要。 

× 

現在は、収入を得る

ことを前提として

いない。将来的に参

加費を徴収するこ

とを検討する。 

広報事業 

○ 

基本的な広報業務

は行われている。

KazEU と連携しなが

ら戦略的な広報活

動を実施すること

が望まれる。 

△ 

よ り 効 果 的 な 広

報・宣伝活動のため

には、IT・広報を担

当する専従スタッ

フが必要。 

○ 

定型的は広報活動、

メディア対応など

は円滑に行われて

いるが、戦略性に欠

ける。ホームページ

の充実が必要。 

△ 

収入を得ることを

前提としていない。

自立可能かどうか

は費用対効果を検

証する必要がある。

 

（ａ）センター運営 

センター運営事業は、組織が持つ一般的な総務機能を分析することにとどまらず、KJC で

行っている事業全体を概括している。そのため、後に記載する各事業の評価と重複する

部分があることに留意する必要がある。 

組織･運営面では、現在配置されている人員による定型業務の遂行はほぼ問題ないが、新

規企画や戦略的な広報・マーケティングを行う人員が、数・質ともに不足している。KazEU

から派遣されている職員のうち、センター運営に携わっているのは経理担当の 1 名であ

る。調査団派遣時点での経理担当者は、定型業務を遂行する能力でさえも必ずしも十分

とはいえない状況であり、ましてや経営戦略立案のための財務分析を行うまでのレベル

は望めない17。スタッフはほとんどが 20 歳代で、他組織での業務経験も限られている。

彼らの中には管理職はおらず、組織としての意思決定を行う立場にある者がいない。マ

ニュアル整備状況は後の事業部門ごとの評価結果で詳述するが、総務部門業務の一つで

ある機械・備品の維持管理のためのマニュアルは整備されておらず、スタッフ交代の際

には混乱が起こる可能性がある。 

技術面では、2007 年まではプロジェクト契約雇用者の離職率が高く、効率性を阻害して

いたが、現在は人事考課制度の導入や能力開発（研修の実施など）の機会の増大などの

工夫によりスタッフ定着率は高くなりつつある。そのため、技術移転は安定して行われ

る状況に改善してきている。 

                                                   
17 その後、同職員は自己都合により退職し、新たな経理担当者が KazEU より派遣されている。 
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財務面では、現地支出（つまり、ビジネスコース講師の日本人短期専門家の派遣費用は

含まれない）に対するセンター収入は 30％程度が見込まれているが、今後ビジネスコー

スからの収入が安定して確保できるかが 大の懸念である。また、センター収入の有効

活用（留保額の有効活用を含む）についても検討を急ぐ必要がある。 

 

（ｂ）ビジネスコース運営事業 

ビジネスコースは KJC 事業で も改善事項の多い部門といえる。2008 年秋より、コンサ

ルタント会社への業務実施契約から、JICA 直営の形に運営形態を変更し、集客率の向上

や顧客ターゲットを絞った講座展開を行っているが、集客率は依然として低い傾向にあ

る。これは、既述のとおり、2009 年 2 月の経済危機の影響によるところが大きいと思わ

れる。直営の形に変更になり、新たな枠組みで運営が始まってから日が浅いため、結論

を出すには時期尚早であるが、集客率の大幅な向上がないかぎり、財政的な自立発展性

は低いままにとどまる可能性が高い。他方で、現下の経済状況下において収益性の追求

に優先順位を置いたコース運営を行うべきかどうか、慎重な検討が必要である。調査団

は、アスタナでの教育省との協議等の場において、政府が実施予定の緊急経済対策への

協力を打診された。当面の経済危機が沈静化するまでは、政府等からの要望も踏まえた、

より公益性の高いコースを提供し、カザフ経済の産業と雇用の安定に寄与することも重

要と思われる。 

組織・運営面では、人員不足が 大の懸念である。特に 2009 年 3 月以降、アルマティ、

アスタナ以外の地方都市での講座展開が計画されており、スケジュールどおりに運営し

ていくためには、アスタナに拠点を置く運営スタッフが 1 名必要である。マーケティン

グに強い管理職の配置も必要である。 

技術面での自立発展性は、運営に関する定型業務を行う限りでは問題ないが、スタッフ

の運営技術は、マーケティングや企画を行うまでに至っておらず、OJT 等による能力向上

が必要である。 

 

（ｃ）日本語コース運営事業 

日本語コース運営は、KJC の他のどの事業よりも自立発展性が高い。日本語コース運営に

かかる費用については、一部詳細なデータが得られないため、はっきりとした収益率を

算出することはできない。しかし、事業収入は毎年安定しており、事業収入によって運

営コストをかなりの比率でカバーすることができていると推察される。 

組織・運営面での自立発展性についても、業務マニュアルが非常によく整備されており、

ローカルスタッフで自立的に運営可能なレベルにあるといえる。 

ローカル講師による授業は、講義時間ベースで現在でも 90％を占めており、技術的にも

自立発展性は高い。ただ、自立的に新しい教師を養成する技術はまだ十分とはいえない。

これについては、カザフスタンにはプロジェクト終了後も大学に日本語教育専門家が派
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遣されるので、教師会の勉強会を通じて技術移転を進めることができるだろう。インタ

ビューでは、アルマティに専門家が派遣されなくなってから勉強会を自主的に開催する

ことは難しいのではないかという意見が大勢を占めているので、勉強会の自立開催・運

営を達成することが急務である。 

さらに、KJC の受講者の多くが、ネイティブ・スピーカーの講師がいることが KJC の魅力

と回答していることからわかるように、受講者を確保するため、またカザフスタン人講

師にとってもネイティブ講師の存在は自己の日本語能力向上に必要であるため、プロジ

ェクト終了後は、直接雇用などでネイティブ講師の雇用方法を検討する必要がある。し

かし他の中央アジアの日本センター所在国に比べ、物価が高いこと、滞在手続きが煩雑

なことから、受け入れ体制の整備が必須である。 

 

（ｄ）相互理解促進事業 

相互理解促進事業は、現在総務スタッフと日本語コース運営スタッフが兼務という形で

行っているが、人員数はほぼ十分である。ただし、現在課題となっている、カザフスタ

ン情報の日本への発信に今後力を入れていくならば、増員の手当てを行うか、あるいは

現地在住の日本人ボランティアを募集し、イベントの際に協力を得るなど工夫して事業

を拡大していく必要がある。 

日本人ボランティアの存在は、技術的自立発展性の観点からも重要である。現在、ロー

カルスタッフのみで文化行事等の開催は十分行えるが、日本の文化・社会についての一

歩踏み込んだ質問への回答や、メディア対応などが行えるレベルではない。現地在住の

日本人ボランティアがそういった部分で協力をしてくれれば、日本人専門家なしでも対

応可能になるだろう。調査団は、現地在留邦人と面談する機会があったが、その際には、

日本のビジネスマナーの紹介セミナーといった具体的な協力の提案がなされた。企業数

は決して多くはないが、そのために現地での関係は良好であり、協力の可能性は大きい

と期待できる。 

財務面での自立発展性については、現在のところ、材料費等が高額になる料理教室や生

け花教室で実費分を徴収するほかは、参加費を課していない。有料化を検討することも

必要だが、有料であるがために参加者の裾野を広げることができなくなる可能性が高い。

こうしたバランスを考慮して参加費徴収の要否を決めなければならない。相互理解講座

参加者のフォーカス･グループ･ディスカッションによると、現在行われているような単

発の講座だけではなく、日本の「カルチャーセンター」のような、数カ月のシリーズの

講座が欲しいとのことだった。体験講座よりもレベルの高い内容で、 終日に修了書が

発行されるコースであれば、有料でも是非参加したいという。KJC にとっては目新しい事

業であり、試みる価値はあるだろう。 

財務面からの自立発展性で 後に 1 点追加するならば、大使館、現地の日本人会、ある

いは民間企業、日本の大学などとの連携による外部リソースの活用を検討するべきであ
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る。現在でも一部、こうした機関との連携は行われているが、文化行事だけに限らず、

留学フェアや企業の技術展のようなイベントを開催し、事業の多角化を目指すことも重

要だろう。KJC は、行事の主催者としてだけではなく、ファシリテータとしてイベントを

開催するなど、様々な役回りで両国の相互理解促進に寄与していくことができると思わ

れる。 

 

（ｅ）広報事業 

質問表調査では、日本人専門家、カザフスタン人 KJC スタッフともに、広報事業につい

ての評価が厳しい傾向があった。一番の課題は、場当たり的な広報しか行われていない

ことである。KJC のホームページも充実しているとは言いがたく、潜在的な利用者が KJC

に関する情報を得るのに苦労している状況である。これは、広報の専従者がいないとい

う、組織・運営面での自立発展性が低いことにも関連している。 

他方、KazEU では、KJC を KazEU の特色を出すための一つの「売り」と考えており、KazEU

が発行する印刷物に KJC が紹介されていたり、大学関係者がマスコミインタビューに答

えるときには KJC の宣伝を行ったり、といった広報活動が小規模ではあるが行われてい

る。今後の KJC の広報戦略を考えていくとき、KazEU との連携を通じた広報・宣伝活動の

充実が、より大きな波及効果を得るために重要になってくるだろう。 

 

以上のように、主な 5 分野での活動を比較すると、活動分野によって自立発展性の高低

は大きく異なっていることが分かる。日本語プログラムは、組織・運営面、技術面、財

務面のすべてにおいて高い自立発展性を示している。他方、センター運営全般について

見てみると、管理職が必要なこと、マニュアル整備の必要性、収支バランスの改善余地

など、様々な課題が存在している。2010 年以降の KJC の将来像を描く際、活動分野ごと

の強み、弱みを見極め、それぞれの分野についての持続可能性を検証していくことが重

要であろう。  

 

（２）組織・運営面での自立発展性 

組織・運営面での自立発展性に関し、 も根本的な問題は、KJC 運営にかかわっているス

タッフが、KJC の将来像に関して明確なビジョンを描けていないことであろう。現時点で

は、プロジェクト終了後に、KJC がどのような形態で運営されていくのかは決定していな

い。そのため、スタッフが自ら率先して KJC 改善のための経営戦略を企画立案するよう

な状況には至っていない。 

業務マニュアルは、組織としての知識・ノウハウの蓄積であり、人員交代を円滑にする

ためにも必須のツールである。しかし、部門によっては内容が不十分であったり、マニ

ュアル自体が作成されていなかったり、という状況が散見される。そうした部門は、定

型業務に関して、今以上の業務効率化がなかなか進まない。ローカルスタッフへの運営・
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管理業務スキルの技術移転を一層進める必要があるだろう。 

自立発展性を阻害している要因として、総務部門スタッフの人員不足とローカルスタッ

フの間で管理職ポストがないことがあげられる。現在、総務部門スタッフは、2 部門を兼

務しているケースがあり、広報業務や相互理解促進事業で新たな企画が立てにくい状況

にある。また、KJC スタッフはほとんどが 20 歳代と若く、他組織での業務経験に乏しい

人員がほとんどである。ローカルスタッフの間で管理職はおらず、企画立案を自立的に

行う状況にはない。 

現在、プロジェクトでは、総務、ビジネスプログラム、日本語プログラムにそれぞれ 1

名ずつ管理職を配置（基本的には現在のスタッフから管理職クラスへの登用を行い、そ

のために必要なマネジメントスキルを OJT 及び Off-JT の機会を通じて提供することを想

定している）することを検討中である。今後、ローカルスタッフの間でプロジェクトの

オーナーシップが高まり、組織としての自立発展性が向上することが期待される。 

 

（３）技術面での自立発展性 

これまでの 3 年半で、日本人専門家からの OJT により、ほとんどの部門のスタッフが業

務に必要なレベルの技術を習得している。日本語コースに関しては、現地において質の

高い講師を雇用する努力が続けられており、現在講義時間の 9 割以上がローカル講師に

よって実施されている。つまり、 上級クラスを除いては、ローカル講師の技術力で KJC

の日本語プログラムは既に確実に運営することができている。 

ビジネスコースについては、ローカル講師による講義時間は全体の 32.5％にとどまって

いる。しかし、日本語コースとは異なり、ローカル講師が日本の経験に基づくビジネス

を講義するのは、技術的に不可能であるし、戦略的にも不適切であろう。受講者の声を

聞いてみると「日本人講師が日本の経験を語るという点に魅力を感じて受講することに

した」「生産管理などの日本が得意とするトピックに大変興味がある」「日本の省エネル

ギー技術などは高く評価されており、中小企業の学習ニーズは強い」「日本人講師は現地

人講師よりも実践的なノウハウを提供してくれる」といった意見が多い。従って、日本

人講師がいないビジネスプログラムでは、他の研修機関との差別化は難しく、受講者に

とって魅力的なものではなくなる可能性が高い。KJC のブランドイメージを低下させるこ

とにもなろう。将来、KJC のビジネスプログラムは、KazEU において近年開講した国際ビ

ジネススクールが引き継ぐことも考えられるため、今後もビジネス講座のあり方につい

て、関係者間で協議を続けていく必要がある。 

 

（４）財務面での自立発展性 

表 12 で示したように、KJC 運営費の JICA 側の負担比率は、「センター収入はフェーズ２

後の立ち上げ費用のためにできる限り留保しておく」というこれまでの KJC の運営方針

もあり 74.8％と高い（2007 年度と 08 年度 12 月末までの実績）。日本側投入はこのほか
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に、日本人専門家派遣、研修員受け入れ、供与機材などがあるため、実質的な日本側負

担割合はさらに大きくなっているのが現状である。KazEU からは人員の派遣と、毎年一定

程度の費用負担が行われているが、フェーズ２終了後の持続性の高いセンター運営を考

えると、カザフ側からのさらなるインプットが必要である。 

KJC の事業収入は必ずしも上向きとはいえないにもかかわらず、支出は毎年増加傾向にあ

る。プロジェクトでは年間財務計画を立てているが、コスト効率化を主目的とした収支

把握や経費削減の取り組みは特に行われていない。KJC の財務力を強化するためには、今

後コスト削減努力が必要であろう。 

KJCの事業収入の内訳は、ビジネスコース受講料が約3割、日本語コース受講料が約6割、

会費が約 1～0.5 割程度となっている。フェーズ２に入り、コース種類が充実したことか

ら、フェーズ１と比較すると受講料からの収入は増えている。しかし、ビジネスプログ

ラムにおいて定員割れの講座が多いことや、活動費も同時に増加していることを考える

と、収益率が向上しているとはいえない。事業収入を増やすためには、まず第一に受講

者をより多く確保する必要があるだろう。そのためには、より戦略的な広報活動を強化

することが求められる。 

さらに、外部リソースの有効活用も今後の課題であろう。相互理解促進事業は、大使館、

現地日本人会、民間企業、大学などのスポンサーを得て運営することも十分可能である。

単独でなく、他団体とのパートナーシップを形成することにより、KJC はよりダイナミッ

クで、経済効率のよい事業運営が可能になるはずである。 

 

 

4-2 結論 

フェーズ１と比べ事業が拡大し、活動領域のほとんどで期待された成果が産出されつ

つあり、プロジェクト目標は、一定程度達成できる見込みである。プロジェクトの強

みは、KJC が関連する様々なサービスを提供しており、互いが相乗効果をもたらしてい

ることにある。この相乗効果は、カザフスタンの人々の間でたくさんの「日本ファン」

を作り、将来的にかなりの正のインパクトをもたらすと期待できる。 

一方、プロジェクトの円滑な進行を阻害する要因も存在する。具体的な数値目標がこ

れまで設定されていなかったことなど、プロジェクトマネジメント体制に係ることで

ある。更に、専門家の派遣時期の遅れなど、日本側の投入がプロジェクトの円滑な遂

行の阻害要因となった可能性があり改善が必要である。また、自立発展性の観点では、

KJC の財務面、組織・運営面での弱さもプロジェクトの弱みとして挙げられる。プロジ

ェクトの妥当性を高めるためには、ビジネスコースや相互理解促進事業に関して、ニ

ーズにより合致し、かつ、中長期的には財務的に自立性の高いコース設計を行う必要

があるだろう。 
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後に、カザフスタンの経済状況や、日本企業のカザフスタンにおけるビジネス動向

について、今後、プロジェクトは注視していく必要がある。プロジェクトのインパク

ト、つまり上位目標が達成できるかどうかは、こうした外部条件に大きく影響を受け

る可能性があるからである。この観点では、ビジネスコースに関しては、カザフ側関

係者との協議を踏まえつつ、短期的には財務的自立性の確保ではなく、現下の経済危

機に対応する、より公益性の高いコースの企画・実施を検討する必要もある。 
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第5章 提言と教訓 

5-1 提言 

 PDM の成果に対応した数値目標を設定し、両国側で継続的に進捗管理をするなど、プ

ロジェクトのモニタリング体制を整える必要がある。 

 KJC スタッフが自立的に戦略的な企画立案ができるよう、彼らに対して、包括的なマ

ネジメントスキルを技術移転する必要がある。マネジメントスキルを向上させるこ

とは、長期的に KJC の財務面、組織・運営面での自立発展性を高めることになる。

そのため、総務、ビジネスプログラム、日本語コースそれぞれに 1 名ずつ管理職を

配置し、OJT や Off-JT により能力強化することを提案する。 

 財務面での自立発展性を担保するため、内部留保しているセンター事業収入を適切

な支出ルールを決めたうえで有効活用する。戦略的な財務計画も立案する。 

 プロジェクトの成果を長期にわたって維持するためには、KJC は KazEU と協力し、部

門ごとの事業拡大あるいは縮小の要否を検討する。カザフスタン・日本両国側から

のプロジェクト関係者は、KJC の将来像を固めるために議論を深めていくことが必要

である。 

 高付加価値をつけた個別企業相談や研修講師向けコースなどを盛り込んだビジネス

コースの立て直しについては、その実績を注意深くモニターする。プロジェクトは、

急速に変化するカザフスタンの経済・ビジネス環境に適応していく必要がある。カ

ザフスタンの社会・経済状況を考慮し、カザフスタン政府と継続的に相談のうえ、

ビジネスコースの多様化について検討する。 

 広報活動については、KazEU の関連部署との連携の強化、例えば KJC と KazEU のホー

ムページの相互リンクなどを行っていく。 

 

5-2 教訓 

各国の日本センターは、カザフスタン日本センターと同様、ビジネス部門、日本語部門、

相互理解部門と、事業内容の大きく異なった複数の部門を同時に運営している。部門同

士が相乗効果を生み出しているところはあるが、それぞれの部門を取り巻く社会環境の

変化から、すべての部門がプロジェクト開始当時の妥当性やインパクトを維持するのは

困難な場合もある。外部条件に関しても、部門ごとに大きく異なっていたり、将来、あ

る特定部門に新たな外部条件が加わってきたりすることもまれではない。 

こうした状況から、日本センターの自立発展性を考える際には、現在の事業内容・事業

規模をそのまま維持することが必ずしも得策でない場合もある。部門ごとに、異なる機

関が、現在とは異なった規模・内容で事業を継続していくこともありえるだろう。プロ

ジェクト終了後にどのような外部リソースが期待できるか、どの相手国機関が日本セン

ターのどの部門を引き継いでいくのがふさわしいのか、などの選択肢を十分考察し、各

国の実情に合わせた現実的な選択肢を選んでいく必要がある。 
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第6章 総括/団長所感 

6-1 カザフスタン日本センターを取り巻く経済状況 

2000 年以降、毎年 10％前後の経済成長率を維持してきたカザフスタンは、2007 年のサブ

プライム問題の発生を契機に外資の調達が厳しくなり、昨年の経済成長率は 3.9％に留ま

った。更に、昨年 9 月のリーマンショック後の金融危機の一層の深刻化と原油価格の下

落は、あたかも津波の第二波の如く影響をカザフスタン経済に打撃を与えている。 

今年 2月には、5大商業銀行のうちの 2 行が事実上国有化され、通貨（テンゲ）の対ドル

比率 25％が切り下げられた結果、中央アジアのドバイと称される首都アスタナの新市街

や国際金融センター設立を目指したアルマティの建設不況をもたらしており、2009 年の

経済成長率は 3％に下落（EIU レポート）するものと予想されている。 

 

深刻な経済危機の影響はカザフスタン日本センター（以下、「KJC」）のビジネスコースへ

の企業派遣参加者数の激減に如実に現れており、この傾向は民間のビジネス研修機関で

も同様の状況のようである。こうした状況の下、ビジネスコースの集客増と収益向上を

狙って昨秋から開始したコースプログラムの改善はその成果の発現には至っていない。 

 

 

6-2 カザフスタン政府の取り組みと日本センターの貢献 

他方、急激な景気の冷え込みと雇用状況の悪化に直面したカザフスタン政府は、経済危

機克服のための「ロードマップ」の作成に乗り出しており、こうした政府の動きに呼応

してビジネスコースの新たな展開を図ることは KJC にとってのチャンスでもある。 

実際、今回調査団が訪問した教育科学省のクァンガノフ次官からは、建設業、公共事業、

中小企業人材の技術者再訓練のための短期（3 ヶ月）プログラムへの KJC の協力を求めら

れた。また、昨年 10月に中小企業セミナーの実施において協力したアクベルディン産業

貿易省企業振興局長からは、SME 振興を念頭に置いた業界団体の設立方策、ライセンシン

グ分野への研修希望と共に、90 年代の経済危機を乗り越えた日本の経験、特に不動産不

況への対応策を学びたいとの要望が寄せられている。 

 

KJC の第 2フェーズは 1年半後に満期を迎えるが、ビジネスコースをはじめ、日本語コー

ス、相互理解コースそれぞれに対するカザフスタン政府関係者、大使館をはじめとする

在カザフスタン邦人関係者の評価は一様に高い。 

 

 

6-3 二国間関係の視点から 

二国間の経済関係に目を向けると、設立から 10 年を迎える日カザフ経済合同会議の今後

の動きからも目が離せない。日本側の、官のより深い関与を求めるカザフスタンの要請
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に応え、現在の日本側民間主体の経済合同会議を発展的に解消し、新たに「官民合同会

議（仮称）」を設立する動きがあるからである。 

カザフスタン側は新たな「官民合同会議」の正式メンバーに JICA や JETRO 等政府機関の

参加を求めており、中小企業育成等に関する情報提供への希望が表明されている。 

今後は、こうした経済界を巻き込んだ all Japan の枠組みの中で積極的に日本センター

が果たすべき役割を検討する局面が生まれてくる可能性もある。 

 

今回の中間レビューにおいては、日本語事業、相互理解促進事業の運営は概ね軌道に乗

っていることが確認された。両事業間のリンケージが相互補完効果をもたらし、集客の

向上につながっていることも確認できたが、今後は更に両事業とビジネスコースとのリ

ンケージの強化を進めることで市場経済化に関連した人材育成と日・カザフスタンの相

互理解の促進をめざす本プロジェクトの特徴が更に活かされることになろう。この点で

本邦進出企業の CSR との連携を進めているウクライナ日本センターの試行は特にアルマ

ティにおいては参考になろう。 

在アルマティの日本商工会（木曜会）は日本センター及びこれに関連した活動に好意的

である。例えば、調査団派遣期間中に行われた日本語弁論大会にも来賓として参加いた

だいていた。今後は、ビジネスセミナー等への講師としての参画も期待できる。調査団

は商工会メンバーのうち、物流、貿易、金融関係者との懇談の機会を持ったが、早速連

携が具体化しつつあることは大変喜ばしい。これまで日本商工会および日本人会と良好

な関係を築いてきた阿部所長代行の尽力に敬意を表したい。 

なお、調査団滞在中にも在留邦人から KJC の活動予定が HPで見られないのか、との問い

合わせがあったが、ビジネスコースの公募者も HPで研修コースの情報を入手するのが一

般的であることがインタビューで明らかになっている。C/P 機関であるカザフスタン経済

大学（以下、「KazEU」）側も大学の HP と KJC の HP のリンクを提案しており、効率的・効

果的な広報・情報発信に向けた更なる改善努力を期待したい。 

 

 

6-4 フェーズ２以降の協力について 

今回の中間レビュー調査とあわせて、調査団は 2010 年 9 月の本プロジェクト終了後の

協力のあり方について、在カザフスタン関係者の意見を聴取した。 

KJC の活動継続に期待することは、KazEU はもとより、所管の教育科学省、協力関係の

ある産業貿易省、援助窓口の経済予算計画省から異口同音に聞かれた。これは、フェー

ズ１から通算し 8 年半の活動を展開してきた KJC の「ブランド」がカザフスタン関係者

の間に定着し、評価されている証左であり、JICA 側としてもカザフ側の期待を真摯に受

け止め、プロジェクト終了後の協力の方向性を検討すべきものと思われる。 

ただし、短期的には現下の経済危機に伴う KazEU 側の授業料収入難（注：直接情報を入
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手したわけではないが、複数の情報を総合して推察すると問題が深刻化しつつあるとの

印象を受けた。）、KJC 自体の財政的独立の難しさといった問題があり、一方で経済予算

計画省傘下の経済研究所（在アスタナ）への「日本センター」誘致提案もあり、まずは

早急に日本側の足場を固めた上で、カザフスタン関係者との協議に臨む必要があろう。 

この観点で、夏井在カザフスタン大使への表敬の折、他用にてアスタナ訪問中の平井無

技課事務官から指摘いただいたとおり、わが国の対カザフスタン協力全体の中で本 KJC

の諸活動をどのように発展させていくかについての整理を、省内の関係局課（国協局、

広文部、地域局）を交えて早急に開始する必要があると思われる。また、その際には、

3 月 5 日に開催された第 20 回海外経済協力会議で確認された、「民主化・市場経済化や

地域協力を促進していくことの重要性」を念頭に「日本人材開発センターの活用等、人

材育成や制度構築等への支援の重点的実施」の方針に則った KJC へのフェーズ２終了後

の具体的な協力のあり方を JICA としても提案すべきと思われる。 

以上 
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Date JICA団員（村岡・末田）
日本語評価分析

（池津）
日本語評価企画

（牧野）
評価分析（首藤：役務）

-7 2/24 Tue

-6 2/25 Wed

-5 2/26 Thu

-4 2/27 Fri 18:30-20:00（日本時間） 対処方針会議（TV会議）

-3 2/28 Sat

-2 3/1 Sun

-1 3/2 Mon

1 3/3 Tue
Departure from Narita
Arrival at Almaty
Hotel Check-in

Departure from Narita
Arrival at Almaty
Hotel Check-in

2 3/4 Wed
日本語評価調査 日本語評価調査

3 3/5 Thu
日本語評価調査 日本語評価調査

4 3/6 Fri
Departure from
Almaty to Narita via
Seoul

日本語評価調査

5 3/7 Sat
資料整理

6 3/8 Sun 資料整理

7 3/9 Mon
Departure from
Almaty to Bishkek

Departure from Narita
Arrival at Almaty
Hotel Check-in

8 3/10 Tue
中間レビューに関するKJC関係者への説明
専門家・スタッフ・C/P等への個別面談

9 3/11 Wed
専門家・スタッフ・C/P等への個別面談（KazEU関係者を含
む）
（KJCでのワークショップ）

10 3/12 Thu
外部関係者との面談（ビジネス受講生、相互理解参加者、
EBRDなど）

11 3/13 Fri
外部関係者との面談（ビジネス受講生、相互理解参加者、
EBRDなど）

12 3/14 Sat
Departure from Narita
Arrival at Almaty
Hotel Check-in

資料整理

13 3/15 Sun
団内打合せ 団内打合せ

14 3/16 Mon
プロジェクト専門家との打合せ
中間レビューに関するKazEUとの協議（評価結果ドラフ
トの共有）

プロジェクト専門家との打合せ
中間レビューに関するKazEUとの協議（評価結果ドラフトの
共有）

15 3/17 Tue
KazEUとの協議（評価and/orフェーズ２後の体制につ
いて）

KazEUとの協議（評価and/orフェーズ２後の体制について）
もしくは
インタビュー調査

16 3/18 Wed

午前　（予備）
午後　アスタナへ移動／大使館との打合せ（中間レ
ビュー結果の説明とフェーズ２後に関する意見交換）

午前　（予備）
午後　アスタナへ移動／大使館との打合せ（中間レビュー
結果の説明とフェーズ２後に関する意見交換）

17 3/19 Thu

経済予算計画省との協議・署名（中間レビュー結果説
明とフェーズ２後に関する意見交換）

経済予算計画省との協議・署名（中間レビュー結果説明と
フェーズ２後に関する意見交換）

18 3/20 Fri
午前　アルマティへ移動
午後　中間レビュー調査に関するKazEUとの署名

午前　アルマティへ移動
午後　中間レビュー調査に関するKazEUとの署名

19 3/21 Sat
成田着（ソウル経由） 成田着（ソウル経由）

カザフスタン中間レビュー調査日程
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主要面談者リスト（敬称略） 
 

日本人専門家 阿部直美（所長代行） 

  渡邊倫子（業務調整） 

  久野元 （日本語教育） 

  中村欣功（元 KJC 所長） 

  福山哲郎（元ビジネスコース短期専門家） 

  西田純 （ビジネスコース短期専門家） 

 

カザフ経済大学 Prof. Abishev Ali Azhimovich（学長）  

  Prof. Alexey A. Shvydko（副学長）  

 

KJC スタッフ Ms. Meruert Kerim（総務） 

Ms. Asel Ismailova (総務・相互理解講座担当) 

Mr. Bakhitzhan Aimbetov (営繕・機材保守) 

Ms. Zhanar Orazgaliyeva（ビジネスコース運営） 

  Ms. Cholpon Kanbalaeva (日本語コース運営) 

 

KJC 日本語講師 Ms. Zhanar Klibak 

 

元 KJC スタッフ Mr. Niyaz Aimbekov, IT Consultant, Pricewaterhouse Coopers 

Ms. Botagoz Kausheva, Human Capital Department, Pricewaterhouse Coopers 

 

教育科学省 Mr. Farkhad S. KUANGANOV, Executive Secretary 

 

経済予算計画省 Mr. Serik N. Nugerbekov, President, First Deputy Chairman of the Coordinating 

Board of EECSA, candidate of economic sciences, Economic Research Institute 

 

産業省 Mr. Rustam Akberdin, Director, Entrepreneurship Development Department 

 

在カザフタン大使館 夏井重雄特命全権大使 

 
ジュニア専門員 玉垣謙一（運営指導調査として JICA 本部公共政策部より出張中） 
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面談メモ 
 

日時： 2009 年 2 月 25 日（水）16：30-17：30 
場所： JICA 研究所 

（先方） 福山哲郎 元ビジネスコース短期専門家（戦略的経営、生産管理）参加者： 
（調査団） 末田、首藤 

協議内容： 【フェーズ１とフェーズ２の違い】 
フェーズ１の時はビジネスコースの調整員が長期滞在していたので、活動の核と

なっていた。フェーズ２になり、短期での派遣となったため、ビジネスコース講

師にとって拠り所となる人がいなくなった。コンサルタントに一括委託するので

はなく、JICA の若手職員が調整員として派遣されるのが望ましいと思う。 
【KJC スタッフの離職】 
KJC の将来像が分からない不安が大きいのではないか。本邦研修は良いインセン

ティブだが、研修が終わると離職してしまう。KJC スタッフは基本的には優秀な

人材が多い。 
【講師の現地化】 
日本式経営を現地化することはできない。一方、ISO9000 などは、そもそも認証

機関がカザフにあるので、現地化の方が望ましい。カザフには一流のコンサルタ

ント会社があるので、彼らを講師として養成すれば、質の高い講義をすることが

可能。 
【KazEU の教師】 
定員割れした講義を穴埋めするために、KazEU の教師が７－８名程度呼ばれて受

講料無料で参加をするケースがたびたびあった。彼らはアカデミックな分野での

興味が強いので、他の受講者と異なった質問を何度もして、講義の邪魔に感じら

れた。 
【KJC の認知度】 
BERD の TAM で１２－１３社（製造業、コンサルタント、IT など）と話した際

に、KJC のビジネスコースや日本語コースの認知度が高かった。 
【PDM】 
事前にプロジェクトの PDM が資料として送られてきたと思うが、プロジェクト

から特に説明等はなかった。 
【課題】 
KJC としての明確な戦略がないのが問題。どういった価値を KJC 利用者に提示し

たいのか、しっかりとしたビジョンに欠ける。 
【日本企業のカザフスタンでの営業】 
東芝、パナソニックなどはカザフでの事業を拡大させているようだ。一方、その

他の企業についてはカザフに進出しているという話は聞かない。 
収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 2 月 27 日（金）17：30-18：30 
場所： JICA 公共事業部 

（先方） 中村欣功 前 KJC 所長 参加者： 
（調査団） 末田、首藤 

協議内容： 【KJC スタッフの離職率の高さ】 
他ドナーによる援助プロジェクトと比較すると KJC スタッフの待遇は見劣りす

るものではないが、外資系企業と比較すると半額程度。給与の低さが原因で離職
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する者も多いが、期間限定のプロジェクト雇用であることに対する不安も大きな

理由だと思う。 
【ビジネスコース】 
公的セクター（アルマティでは市などを対象、アスタナでは中央省庁などを対象）

に対する政策支援のためのビジネスコースを展開したかったが、リソースが限ら

れ実現しなかった。KazEU は大学組織のため、どうしてもアカデミックな内容に

興味が行ってしまう。政策支援等の分野には興味がないようで、KJC としてもそ

うした分野での戦略を KazEU と打ち立てていくのは困難。ローカルスタッフは

戦略を考えるほどの能力はない。 
【日本語コース】 
カザフスタンの場合、日本語が活用できる就職口はゼロに近い。レベル８以上の

上級者（日本語検定２級レベル）が、今後どのように日本語学習意欲を維持して

いけるか疑問。 
【相互理解】 
「相互」と言っても、実際は日本人はカザフに対して興味を持っていないので、

ニーズもない。文化イベントなどはローカルスタッフでも技術的に十分対応可

能。既に自立的に運営している。 
【センター運営】 
定型的な業務に関しては簡単な手引書があるが、業務マニュアルというきちんと

した形では整備されていない。手引書があっても、現実的には手取り足取り教え

なくては出来ない状況だ。 
【センター会員】 
KJC のパソコンは、市中のネットカフェなどで設置されているパソコンと比べて

かなり見劣りする。会費収入が減ったのも、KJC のインターネット使用に魅力を

感じなくなったせいだろう。閲覧できるサイトをフィルターを掛けて制限を設け

たり、セキュリティーのために USB スティックを使えなくしたりしたのも会員

が少なくなった原因の一つ。 
【KJC のステイタス】 
フェーズ１時代と同様、法人格が取れていないので、口座が開設できない。KazEU
の口座を借りて事業を行っているが、同窓会の組織化は口座が開設できないこと

がネックになり、事業が進んでいない。 
【KazEU の期待・考え方】 
ビジネススクールで KJC のビジネスコースを引き継いで行きたいと考えている

ようだ。日本語講座や相互理解講座に対しては特別興味を持っているわけではな

いだろう。しかし、カザフスタンの人々にとって、日本というブランドイメージ

は非常に良いので、その日本文化の象徴である日本語や文化的な講座はインパク

トが強く、好ましい事業だと考えているはず。 
収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 3 月 10 日（火）11：00-12：00 
場所： KJC 

（先方） 阿部専門家（所長代行／ビジネスコース運営管理総括） 参加者： 
（調査団） 首藤 

協議内容： 【投入・人員】 
ビジネスコースをアスタナにも計画通り展開していくとなると、現在の体制では

労働力が足りなくなる恐れがある。フルタイムでコース運営を担当するスタッフ

が必要であり、単なる講座の準備だけでなく、積極的な広報活動も行っていく人
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材が必要。 
【投入・KazEU の予算負担】 
R/D には、施設の維持管理費の負担は KazEU となっているはずだが、日本庭園

の管理やトイレ周りの管理費は KazEU が負担してくれず、プロジェクトの現地

活動費から捻出しなければならなかった。 
【阻害要因・言葉の問題】 
ロシア語が出来ない専門家の場合、通訳を手配し、事前に打ち合わせの場をセッ

ティングするというように、どうしてもフォーマルな雰囲気になってしまう。気

軽にミーティングを開催することが難しいため、効率的に業務が行えない傾向が

強くなる。 
【阻害要因・現地社会への精通】 
業務実施契約コンサルタントの中にはカザフ事情に通じている人がいなかった

ため、業界団体への広報活動やフォローアップをきちんと行うことができなかっ

た。また、ベースライン調査も、実社会に出て行かずに（フォーカスグループ等

は行われなかった。メールでのアンケート回答を待つのみ。結果としてサンプル

数が非常に少ない）机上で全て行った感が否めず、正確なデータが得られている

とは考えづらい。 
【阻害要因・契約の変更の影響】 
業務実施契約でビジネスコースが運営されていた際、契約交渉のタイミングの問

題で、年間で集客率の も高い 3－5 月に講座を開くことができなかった(2007 年

度および 2008 年度)。また、2008 年度は業務実施契約から業務実施簡易型契約に

移行したことにより、5 月以降の年間スケジュールを立てることができなかった。

企業からの派遣の受講者場合、企業が前もって年間講座スケジュールを確認し、

それにあわせて予算を配分して受講者を送る。年間スケジュールを KJC が出せな

かったことにより、企業が受講生派遣を見送るケースが生じてしまった。おそら

く２割くらいの受講生をみすみす逃してしまったのではないか。 
【阻害要因・業務実施契約】 
業務実施契約により一括で１社のコンサルタント会社に発注すると、その会社が

調達できる講師に合わせて講義を行う傾向にある。カザフのニーズよりも、会社

が調達できるかどうかに講座内容が左右されるのではないか。例えば環境マネジ

メント ISO14001 の講義などはカザフ企業にとっては時期尚早の感が否めず、実

際受講者数は非常に少なかった。 
【阻害要因・人員の交代】 
業務実施契約で入ったコンサルタントに関し、総括が途中で交代したことや、総

括と副総括の間で摩擦があったりしたことが、円滑な業務遂行をかなり阻害し

た。 
【阻害要因・所長不在】 
所長代行をしていて、アスタナではあまり問題を感じないが、KazEU は、ある程

度年齢が上の男性を所長として好む傾向があるのではないかと感じる。所長代行

業務を始めて担当業務の絶対量が増えたため、もっと力を入れたいビジネスプロ

グラムの運営がなかなか出来ないというジレンマが生じている。これまで大きく

効率性を損なう状況は生じていないと思うが、意思決定や問題解決がどうしても

遅くなってしまう、という日常的な支障はある。 
【阻害要因・協力団体】 
ユーラシア国立大学は数少ない国立大学としての誇りがあるせいか、R/D の中で

KazEU の下として位置付けられることに対して大きな抵抗感を持った様子。プロ

ジェクトに対して協力的ではなく、2006 年 5 月に連携が終了した。 
【促進要因・協力団体】 
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アスタナのカザフ人文法科大学は、名古屋大学との提携実績があるためか、日本

に対して好意的で、KJC に対して協力をオファーしてきた。現在、日本語コース

運営に積極的に協力してくれており、教室の提供を受けている。立地条件も良く

プロジェクトにとって有難い。 
【プロジェクトマネジメント体制】 
PDM の日本語と英語で食い違いがあることは以前から認識しており、統一する

べきと提言してきたが、JCC などでは PDM に則ったモニタリングは行われてお

らずこれまで特に手を加えないまま来てしまった。プロジェクトでは、日常的に

PDM を意識して活動を行っているとは言いがたい。 
【技術移転】 
KazEU から派遣されている職員に対して技術移転をするのが本来あるべき姿だ

と思うが、現在派遣されているのは、経理担当、運転手、清掃人のみで、事業の

運営に直接かかわっている人はいない。技術移転する先がない状況である。 
【スタッフの離職】 
2007 年に多くが離職したが、その後離職したスタッフはいない。その当時の日本

人専門家との人間関係が原因で辞めた人が多いようだ。現在、スタッフは落ち着

いているので、PDM の人材育成計画を削除することは必要ないかもしれない。 
収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 3 月 10 日（火）12：30-14：00 
場所： ハイアットホテル 

（先方） Mr. Niyaz Aimbekov, IT Consultant, Pricewaterhouse Coopers 
(元 KJC IT オフィサー 2005 年 5 月～2007 年 6 月) 
Ms. Botagoz Kausheva, Human Capital Department, Pricewaterhouse 
Coopers 
（元 KJC 総務、日本語講師 2003 年 9 月～2007 年 9 月） 

参加者： 

（調査団） 首藤 
協議内容： 【給与水準】 

KJC の給与は民間企業と比べると、2007 年までは見劣りした。ただし、経済危機

以降、給与水準を下げている企業が多いので、現在では逆に KJC の安定した給与

は魅力的なのではないか。ちなみに、現在の勤務先である Pricewaterhouse Coopers
では、KJC の時の給与の約倍額を得ている。 
KazEU の給与は KJC の半分程度だと聞いている。プロジェクト終了後、KJC ス

タッフが KazEU に雇用されるということになったとしても、給与が KazEU の水

準に合わせられてしまうのであれば、スタッフにとっては魅力的ではないと思

う。 も、KJC では給与のみで年金や保険などの福利厚生は一切ない。KazEU の

職員の場合、そういった面では優遇されているので、福利厚生にに関しては

KazEU の方が良い。 
【退職理由】 
(Niyaz）KJC で仕事を続けていても、上に上ることができず、キャリアの限界が

見えていたのが一番の理由。また、日本人専門家は、ローカルスタッフと密な人

間関係を持とうとせず、ドライな感じであまり親しめなかった。さらに、ローカ

ルスタッフの能力向上のための施策はほとんどなく、ないがしろにされているよ

うに感じた。年度末に予算が余っているからといってあまり必要でない物品を大

量に買って予算を消化していた。そのように金銭的な余裕があるのならば、スタ

ッフを大事にして給与を上げるなど考えてくれても良かったのではないか。企業

と異なり、営利を 終目的にしていない KJC だが、だからといって営利に代わる
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はっきりとした目的・ビジョンがあるわけではない。プロジェクト終了時に何を

達成したいか、明確なものは何もない。はっきりとした数値目標を設定してそれ

に取り組むべき。こうした KJC の組織としての取組み姿勢が好きになれなかっ

た。プロジェクト後には雇用がなくなるという不安はあまり感じず退職の理由で

はない。給与も大きな理由ではない。 
(Botagoz)給与面でよいオファーをもらい、ちょうど新しいことにチャレンジした

かったので、現在の職場に転職した。KJC では、仕事はしてもしなくても給与が

変わらないので、制度的に良くないと思う。きちんと人事考課をして、業績が給

与に反映されるような仕組みが必要。週一回のミーティングで事業の進捗をモニ

タリングしていたが、個人の活動のモニタリングはなかった。もっと個人に焦点

を当てた能力開発の取組みが必要。定型業務をこなしていればそれでよいという

風潮がある。プロジェクトが終わってしまうということへの雇用の不安は確かに

あったが、それは退職の大きな原因ではない。また、KJC での仕事は面白く、仕

事内容に不満はなかった。自分が日本語を話すことが大きな要因だと思うが、日

本人専門家との人間関係で問題を感じたことはなかった。 
【日本人専門家との関係】 
前に派遣されていた専門家は、ローカルスタッフを叱ることしかせず、ほめるこ

とや助けることをせず、非常に働きにくかった。ミスが許されない雰囲気で、厳

しすぎた。皆怖がっていて、その専門家との確執に悩むスタッフが多かった。離

職の原因の一つになったスタッフも多いと思う。 
収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 3 月 10 日（火）16：00-16：30 
場所： KJC 

（先方） 渡邊専門家（業務調整） 参加者： 
（調査団） 首藤 

協議内容： 【広報戦略】 
現在の広報は、場当たり的な宣伝・広報を行っているにすぎず、戦略的ではない。

ローカルスタッフには戦略的な広報を行う能力はまだない。KJC を既に知ってい

る人に対しては様々な情報を発信できているが、新規顧客を獲得するための広

告・広報活動が不十分。ローカルスタッフの中に広報の専従者がいないので、技

術移転も難しい。KJC の講座情報を、習い事を扱う雑誌に掲載する場合、かなり

時間的に余裕を持って広告を出さなくてはならない。ビジネスコースは直前まで

スケジュールが決まらないことが多いので、雑誌掲載が非常に難しい。こうした

状況も戦略的な広告活動をしづらくしている。 
【経理担当者の能力】 
KazEU からの派遣の経理担当者は処理データにミスが多く、どれが正しい数字な

のか分からないような状況になってしまっている。KazEU にこのことを伝え、対

策を考えてもらっている。また、データを入力・処理することだけで、データの

分析を行う能力はない。経営判断を下すためのデータを作成・分析する、という

ような技術もない。 
【阻害要因・所長不在】 
所長が不在となり、特にローカルスタッフの間では不安を抱いている人が多いの

ではないか。所長代行は多くの業務を抱えており、アルマティを不在にすること

も多い。判断に苦しむときに所長代行がいないという状況もあり、意思決定を遅

くしている。文化催事などで所長が出席すべき時が多く、不在というのはまずい。

所長はシニアの男性という固定観念を持っているカザフ人が、特に KazEU には
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多いと思う。 

収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 3 月 11 日（水）9：45-10：25 
場所： KJC 

（先方） Ms. Zhanar Orazgaliyeva (ビジネスコース運営プログラムオフィサ

ー) 2007 年 2 月から KJC に勤務 
参加者： 

（調査団） 首藤 
協議内容： 【仕事への満足度】 

前職は民間企業で KJC よりも高い給与をもらっていた。国際的な仕事ができるの

で、KJC に転職を決めた。給与は下がったが仕事が面白く、コンピュータスキル、

英語、コミュニケーションスキル、顧客マネジメント能力を向上させることがで

きるので満足している。 
【CP 研修】 
2008 年 8 月に日本での研修に参加した。仕事に直結した有意義な研修だったの

で、全ての KJC スタッフが受けられるようにするべき。 
【ビジネスコース運営】 
ビジネスコースに対する顧客の要望は常に変化している。定型的な業務というの

はあまりなく、常に変化する環境に対応していかなければならない。1 年半前に

ユニコインターナショナルが作成した業務マニュアル(全 21 ページ)があるが、ご

く基本的なものが網羅されているだけ。現在、玉垣ジュニア専門員が改定作業を

している。 
【近年の経済危機の影響】 
経済危機以来、受講生が減った。特に企業派遣の受講生の数の落ち込みが顕著。

一方、この危機をチャンスとして生かすこともできるのではないだろうか。日本

はバブル経済の崩壊を経験しているので、その経験から学ぶことがあると思う。

KJC でもそういった日本の経験をシェアする講座を開いたらどうだろうか。 
【コンサルタント向け講座】 
3 月 10 日からマーケティングの講座がコンサルタント企業を対象にして開始し

た。受講申し込みは 13 人(うち 3 名は KazEU から無料で参加の聴講者)と少なく、

実際に授業に参加しているのも 10 名と更に少ない。これは、経済危機の影響だ

と思う。 
【コスト削減】 
特にコスト削減には取り組んでいない。コストを削減すると提供するサービスの

質が低下すると思う。 
【プロジェクト終了後】 
プロジェクト終了後も、今のように KazEU から独立して運営するのが望ましい

と思う。なぜなら、KJC として既に一定の評価を得ているからであり、「KJC＝日

本」という図式が KJC 利用者の中にあるからだ。KazEU の中に組み込まれると、

こうした KJC らしさが失われることになる。また、KazEU がビジネスコースを

引き継ぐと、おそらくローカル講師のみとなり、受講生にとって魅力的ではなく

なる。日本人講師がいないと、他のビジネスコースを提供している企業と同じプ

ログラムになってしまい、差別化ができなくなる。 
収集資料：  なし 
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日時： 2009 年 3 月 11 日（水）10：30-11：00 
場所： KJC 

（先方） 久野専門家 参加者： 
（調査団） 首藤 

協議内容： 【効率性・阻害要因】 
派遣のタイミングが悪く（4 月の学期の途中に派遣だったため、着任後すぐに授

業を行わなければならなかった）、効率的な授業実施が難しかった。 
【日本語事業の地域的拡大】 
アスタナでコースを始めるだけでも 3.5 年これまで時間を要している。アルマテ

ィ、アスタナ以外の場所にも事業を拡大するとなると、プロジェクトの残りの 1
年半では無理。講師・運営スタッフの調達、場所の確保、協力団体との関係構築

などには時間を要する。 
【組織面の自立発展性・日本語コースの運営】 
現在の運営スタッフだけではイレギュラーな要望等に対して適切な対応をする

ことは難しい。日本人専門家が去った後は、ローカルスタッフの間で管理職の立

場の者が必要。KazEU から管理職が着任するとなると、KJC の日本的な組織文化

とは馴染めない可能性が高い。現在のスタッフの中から管理職が生まれるのが理

想。 
【技術面の自立発展性】 
計画立案の際には、将来的なビジョンなしで、また持続可能性について熟考せず

に思いつきで様々な企画を立ち上げることが往々にして起こる。新しい活動を実

施することは確かにインパクトが大きいが、持続的に実施できなくなり活動を停

止するとなると、そのことによる負のインパクトの方が大きい。実際、日本語コ

ースでは、カラオケ大会が中止になったり、ビジターセッションが１学期に２回

から１回に減ったりした。こういった活動の縮小は、受講生の不満の声につなが

る。 
収集資料：  なし 

 
 

日時： 2009 年 3 月 11 日（水）17：00-18：00 
場所： KJC 

（先方） Prof. Alexey A. Shvydko （Vice-rector for International Affairs） 参加者： 
（調査団） 首藤、（通訳：Elena Ulikhina） 

協議内容： 【所長不在について】 
所長がいれば問題解決は迅速に進むだろうが、所長不在のために大きな問題が生

じているということは、これまでの 3 ヶ月では起こっていない。 
【CP としてのコミットメント】 
週 1 回のミーティングには出来る限り参加し、事業の進捗を把握するようにして

いる。定期ミーティングのほかにも必要があればいつでも問題解決のために尽力

するようにしている。 
【KazEU 派遣のスタッフ】 
経理担当者に関しては、数字が合わないといった問題があると聞いた。KazEU の

ルールに従い、内部監査的なことを行って原因を究明するつもり。 
【KJC の強み】 
日本式のマネジメントを基盤として運営していること。JICA から供与された機

材の質が良い。スタッフの能力が高く、チームとしてのまとまりも良い。ビジネ

スコースでは、 新の話題について講話が聞ける。日本文化に対する憧れがカザ
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フスタン人は強いので、文化イベントや日本語に対する興味が高い。KJC は一般

に開放されていて、誰でも参加できるオープンな雰囲気になっている。KJC に足

を一歩踏み入れると日本風な環境に浸れるので、子供達にも人気が高い。カザフ

スタンと日本の政府の関与により KJC が運営され、公共的な目的を持つことも

KJC の強みだと思う。 
収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 3 月 12 日（木）10：00-10：45 
場所： KJC 

（先方） Ms. Meruert Kerim（総務主任） 
2002 年 6 月から KJC に勤務。受付、図書館の仕事を経て 2008 年

2 月から現職 

参加者： 

（調査団） 首藤 
協議内容： 【仕事内容】 

物品調達、施設・設備の営繕手配、KazEU 副学長との連絡業務、JICA 研修に参

加する在アルマティのカザフスタン人に対するオリエンテーション実施（2008
年度は 6，7 名に対して 2 時間のオリエンテーションを実施） 
【仕事の満足度】 
大学で日本語を専攻し、新卒で KJC の職員になった。日本語を使える職場は他に

はなかった。給与は民間企業より低いが、仕事が面白いので転職は考えていない。

以前の図書館の業務には飽きてしまっていたので、総務に移って仕事が面白くな

った。プロジェクトは 2010 年に終了するが、その後どうするかはまだ考えてい

ない。カザフスタンでは教師は同じ職場で長年勤務するが、民間企業の場合、自

分の能力を伸ばせる職場を探して転職をするのは珍しくない。自分の前任者も、

KJC では成長の機会がないからという理由で離職した。人事考課制度が導入され

ていると聞いているが、個人のやりがいにつながるので良いことだと思う。 
【所長不在について】 
所長が不在でも、阿部専門家、渡邊専門家に相談して業務を行っているので問題

は生じていない。 
【CP のコミットメント】 
KazEU 副学長は週 1 回のミーティングに参加するので、その際に問題を報告し解

決してもらっている。副学長はプロジェクトの企画や提案は行わず、問題の処理

をするのが主な仕事。例えばトイレの水周りの修繕要請を KazEU の総務部門に

しても一向に動いてくれなかった際に、副学長に相談したところすぐに解決し

た。他にも、日本語教材を印刷するために良い印刷会社を紹介してくれたり、IT
担当職員が欠員の時に人を探したり、といった所で尽力してくれている。カザフ

スタン国内の人脈は日本人専門家や KJC スタッフは持っていないので、副学長が

カザフスタン国内のネットワークを紹介する役割を担っている。 
【CP 研修】 
2006 年 8 月に 2 週間 CP 研修に参加。当時は図書館業務を担当していたので、日

本でも図書館の見学をして分類の仕方等を学んだ。業務に直結する研修なので役

に立った。 
【組織面の自立発展性】 
・KJC はカザフスタンにありながら、日本の文化や日本式のマネジメント習慣の

上で成り立っているので働きやすい。時間をきちんと守るなど、カザフスタンの

企業ではなかなか徹底されていないことが KJC では行われている。プロジェクト

終了後、日本人専門家がいなくなると、この日本式マネジメントが消滅してしま
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うかもしれないので良くない。今いるスタッフは日本式マネジメントに慣れてい

るので、この良い習慣を継続していけると思うが、例えば管理職が KazEU など

他のカザフスタンの組織から着任した場合、組織の文化が悪い方に変わるだろ

う。 
・前任者から業務を引き継いだ際、１日口頭で業務手順の説明を受けたのみでマ

ニュアルはなかった。現在も業務マニュアルは作成していない。仕事に慣れるま

でに約 1 ヶ月かかり、ファイルを探したりするのに手間がかかった。 
・日本語コースは自立できる。ただ、ローカル講師は難しい質問には答えられな

いので、ネイティブのアドバイザーが必要。ビジネスコースはコース企画などを

ローカルスタッフのみで行うのは難しい。文化事業、広報とも定型業務はローカ

ルスタッフのみでできるが、日本文化に詳しい日本人がいた方が質問に答えられ

るので望ましい。マスコミも日本人を写真に取りたい、といったリクエストをす

る。ウズベキスタン日本センターでは、日本人ボランティアが茶道や書道を教え

ていると聞いたが、カザフスタンではボランティアはいない。ボランティアの募

集も行っていない。 
【供与機材】 
図書館に設置されているコンピュータは古く、USB が使えないので不評。カラオ

ケの歌の DVD も新しいものが入ってこないために、カラオケ大会が中止になっ

てしまった。 
収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 3 月 12 日（木）11：45-12：15 
場所： KJC 

（先方） Mr. Bakhitzhan Aimbetov (営繕・機材保守) 
2007 年 6 月から KJC に勤務 

参加者： 

（調査団） 首藤 
協議内容： 【仕事内容】 

機械、家具、電気のメンテナンス 
【仕事の満足度】 
カザフ民族大学で日本語を専攻した後、新卒で KJC に勤務開始。ドル高になりイ

ンフレも進んでいるので、給与はもう少し欲しいが、仕事が面白いし、日本語を

使える職場なので満足している。日本語を使える職場は他にないので転職も考え

ていない。パナソニックなどの日本企業に就職した日本語専攻の友人がいるが、

職場では日本語ではなく、英語を使っていると聞いている。プロジェクト終了後

に職を失ったら、日本に留学するか、日本語専攻で大学院に進学したい。人事考

課が実施され、査定結果がボーナスに反映されると聞いているが、やる気につな

がるので良い制度だと思う。 
【他のスタッフの離職の原因】 
2007 年に同時期に多くのスタッフが離職したが、皆その当時に赴任していた専門

家との確執が原因だった。細かいことまで欠点を見つけて叱るので、皆働きづら

いと言っていた。 
【コスト削減】 
物品を新規購入する際には合見積を取って安い方を購入するようにしている。そ

れ以外には特にコスト削減の取組みはしていない。 
【機材の維持管理】 
プロジェクト開始当初は本邦購送の機材がほとんどだったが、今はほとんどカザ

フスタン国内で購入している。日本から送られた機材についても、スペアパーツ
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の入手や修理に問題は生じていない。ただし、機材はかなり古くなりつつあるの

で、店で保管している部品の数が少なく、今後スペアパーツが入手できるかどう

か不安。コンピュータやコピー機はかなり老朽化している。 
【組織面での自立発展性】 
前任者はマニュアル等を残さないで離職していた。全て自分で調べて業務を覚え

た。現在もマニュアルはない。分からないときには KazEU の技術者や業者に聞

くなりして問題を解決している。 
収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 3 月 12 日（木）12：30-13：10 
場所： KJC 

（先方） 玉垣謙一ジュニア専門員 
2009 年 1 月から KJC ビジネスコース運営に従事 

参加者： 

（調査団） 首藤 
協議内容： 【組織面の自立発展性】 

ローカルスタッフは定型業務は円滑に行えるが、マーケティングが弱く、自立で

きる状況ではない。例えば電話対応に関しても、問い合わせに対する情報提供だ

けで終わってしまっていた。問い合わせをしてきた人の記録を取っておらず、コ

ースの宣伝をしたり、割引をオファーするなどの柔軟な対応もできていなかっ

た。現時点では、日本人専門家が常に管理していないと顧客の開拓が出来ない状

況。定型業務をこなすだけでなく、提案や企画を積極的にするように常にスタッ

フに働きかけている。 
【新体制による講座】 
現在開講しているマーケティングの講座は、当初コンサルタントを受講者として

想定していたが、実際に申し込みをしてきたコンサルタントは 2 名だけだった。

急遽他の分野の受講者も募った。 終的に 10 名が参加した。アスタナで開講し

た際には定員 20 名のところ、8 名程度。この講座から受講料をこれまでの 1 万 5
千テンゲから 3 万 5 千テンゲに引き上げ、同時通訳も導入しコンテンツの充実を

図っている。同時通訳の場合、1 日の通訳料は 14 万テンゲ。逐次通訳の場合は 5
万テンゲ。授業料値上がりは定員減とは直接関係はない様子。授業料は載せない

でコース宣伝のダイレクトメール（電子メールによる）を 700 ヶ所に送ったが、

問い合わせがあったのは 15 件のみ。昨今の経済の冷え込みの影響だと思われる。

【スタッフの離職】 
ビジネスコース運営を行っていたスタッフ 1名が給与が低いという理由から昨年

11 月に退職。3 月にまた同じポジションに再就職した。給与を倍額にしたので、

給与に対する不満は今はないようだが、今後、他から良いオファーがくれば再度

退職する可能性は高い。給与を倍額にしたことで、他の部門の彼女よりも年上の

スタッフよりも待遇が良くなってしまっている。 
（首藤コメント：「日本語が使える職場だから」という理由で KJC に勤務してい

る他の部門のスタッフと違い、ビジネスコース運営スタッフの場合、KJC に対す

るこだわり・愛着心はあまりないように感じられた。彼女たちは日本語は話せず、

英語でコミュニケーションを取っている。KJC 以外にも英語を使って仕事が出来

る職場は数多くあるので、給与面の見劣りから、ビジネスコース運営部門での職

員の定着は難しいのかもしれない） 
収集資料：  なし 
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日時： 2009 年 3 月 12 日（木）13：10-13：15 
場所： KJC 

（先方） 西田純短期専門家（マーケティング講師） 参加者： 
（調査団） 首藤 

協議内容： 【受講生について】 
アスタナでは中小企業に勤務する受講生が多く、質問等も素朴なものだった。講

義に対する満足度はとても高かったようだ。アルマティでは、講義の内容をある

程度既に知っている人が多く、具体的な事例に興味があるようだ。マーケティン

グに実際に従事している人も多い。受講生のバックグラウンドは様々で、中小企

業、流通、銀行、コンサルタントなど多岐に渡っている。関心分野も様々。 
収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 3 月 12 日（木）13：30-14：15 
場所： KJC 

（先方） Ms. Cholpon Kanbalaeva (日本語コース運営) 
2007 年 1 月から KJC に勤務 

参加者： 

（調査団） 首藤 
協議内容： 【仕事の満足度】 

カザフ民族大学で日本語を専攻した後、JICA アスタナ連絡事務所でのアルバイ

ト、KJC でのアルバイトを経て KJC で勤務開始。人と接するのが好きで、日本語

を使ったり教えたりすることが出来る職場なので、基本的には満足している。し

かし給与面はやや不満。民間と比べると半額くらい。日本語を使いたいので、給

与に関しては妥協している。今後昇給があれば良いと期待している。日本語コー

ス運営は定型的な業務がほとんどで、一度慣れてしまうと、それ以上自分の能力

を向上させる機会が皆無に近いので、これから不満が出てくるかもしれない。 
【組織面での自立発展性】 
前任者が業務マニュアルを作成し、活用している。改定も必要に応じて都度行っ

ている。様式なども整っている。生徒募集も様々なメディアを用いて既に行って

折り、常に一定数の確保が可能。（首藤コメント：業務マニュアルを実際に見せ

てもらったところ、非常に良く整備されていると感じた。情報も 新のものに更

新されていた） 
プロジェクト終了後、日本人の専門家がいなくなったら、 初は大変かもしれな

いが自分たちで運営していけると思う。ただし、ネイティブの日本語教師が１名

は必要。レベルが一番上の実務日本語講座はネイティブの教師が指導しないと受

講生は不満を持つし、運営面でも難しい日本語関係の質問に答えられるネイティ

ブの存在が必要。また、新たに管理職を迎えるとしたら、KJC のことを良く知っ

ている人が望ましい。 
【日本語の学習人口】 
日本文化やハイテクへの憧れから日本語を学び始める人が多い。ただし、どの言

語を学ぶか選択をする際に中国語を選ぶ人の方が多い。中国は近くて行きやす

く、中国との貿易も盛ん。中国語関係の仕事も見つけやすいため。カザフ民族大

学のクラスメート 15 名のうち、日本語を使う職場で働いているのは自分を入れ

て 4 名のみ。残り 3 名は大学や KJC の日本語講師をしている。 
【コスト削減】 
コスト削減の取組みは常に行っている。テキストの印刷業者を安い所に変更する

など（ただし、質がかなり悪くなったので、また元の業者に戻した）。努力をし

ていても、インフレが激しいので、コストは年々増大している。 
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【相互理解講座】 
大きなイベント（文化デー）は、1 都市で年に 1 度だけ。日本語コース受講者か

ら、なぜもっと頻繁にイベントを行わないのか、と電話が来ることが多い。もっ

と頻繁にイベントをするべき。 
【所長不在】 
所長がいないことで特に大きな問題が発生したことはない。 
【仕事へのインセンティブ】 
査定結果がボーナスに反映されることで、良い動機付けになると思う。日本語コ

ース運営スタッフの中で CP 研修を受けたことがある人はいない。日々日本に関

する質問を受ける立場なので、是非日本で研修を受けて多くを学びたい。 
収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 3 月 12 日（木）16：00-17：00 
場所： KJC 

（先方） ビジネスコース受講者 Ms. Elena Shamyakina, Director of Human 
Resource Department, Laton Firm Ltd. (2008 年 10 月 20 日～24 日

Human Resource Management コース受講) 

参加者： 

（調査団） 首藤（通訳：Elena Ulikhina） 
協議内容： 【所属先企業、研修ニーズ】 

Laton Firm 社はカザフスタンの民間企業で従業員数約 400 名。カープレートなど

の金属加工業。人材育成を担当する部のダイレクターをしており、研修コースを

社員に紹介する立場にある。研修予算は 2009 年度年間 3 百 50 万テンゲ。昨年は

社員 47 名を研修に参加させた（注：単純に割ると一人当たり約 7 万 5 千テンゲ）。

経済危機の影響で、2009 年度予算は前年比 25％減。 
研修ニーズがあるのは、戦略的経営、プロジェクトマネジメント、人材開発、品

質管理など。省エネ、財務管理のニーズがあるかどうかは分からない。環境管理

のニーズはない。 
【受講のきっかけ】 
どこで自分の E-mail アドレスを渡したか覚えていないが、2 年前くらいから KJC
からビジネスコースの案内メールが定期的に届くようになった。2009 年度の研修

予算を請求する 10 月頃に、ちょうど人材管理のコースがあると案内が届いたの

で、良い講座かどうか知るために自分で参加してみた。 
【受講の感想、他の研修機関との比較】 
受講してみて非常に満足した。受講料（1 万 5 千テンゲ）以上に質が高い講義だ

った。仮に 3 万～4 万テンゲだったとしてもリーズナブルな受講料だと思う。会

社が受講料を支払ったが、自費で参加しても良いと思った。KJC は他の研修と異

なり、教材、視聴覚教材、講義の進め方、全てにおいてシステマティックで大変

感心させられた。日本の経験を紹介してくれるのも良かったし、カザフスタンの

実情に合わせて話を進めていたのも良かった。他の民間企業で 5 万～6 万テンゲ

（8 時間×3 日）を支払って金融のコース（講師はカザフスタン人）を受けたこ

とがあるが、KJC のようにシステマティックでなく、質が良くなかった。KJC は

逐次通訳だったが、それでも特に問題は感じなかった。ローカル講師だから悪く、

外国人講師だから良い、というのではない。あくまでも講師の質による。ただ、

KJCに対しては第一印象がとても良かったので、KJCが開催するコースであれば、

日本人講師だとしてもローカル講師だとしても、自信を持って他の社員に薦めら

れる。 
【受講生募集の方法】 



別添 3 

 
 

コース情報は、新聞掲載の広告を見るほか、送られてくるダイレクトメール（郵

便）、E-mail で入手している。直接電話がかかってくることも多い。研修関係の

イベント(Human Resource Exhibition)に参加すると、冊子やパンフレット、ニュー

スレターをもらったりするし、その際名刺交換した相手からダイレクトメールや

E-mail が送られてきたりする。ホームページはロシアと違ってカザフスタンでは

あまり発達していないので、掲載情報が少なかったり、情報が古かったりするの

であまりあてにならず、結局自分で探さなくてはならない。KJC のホームページ

は見たことがあるが、必要な情報が掲載されていなかったので、それ以降見てい

ない。現在ホームページがどうなっているか良く分からない。昨年 10 月の予算

請求の時期に KJC ホームページを見たが、年間シラバスが掲載されていなかった

ので、具体的に社員にコースを紹介することができなかった。 
【KJC の他の事業について】 
日本語コースを取ったり、相互理解講座に参加したりしたことはない。ただ、同

僚に生け花に興味を持っている人がいたので、KJC を紹介した。 
収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 3 月 13 日（金）13：30-14：15 
場所： KJC 

（先方） Ms. Asel Ismailova (総務・相互理解講座担当) 
2008 年 4 月から KJC に勤務（学生時代にアルバイトで KJC に勤

務） 

参加者： 

（調査団） 首藤 
協議内容： 【仕事の満足度】 

カザフ民族大学で日本語を専攻した後、KJC でのアルバイトを経て KJC で勤務開

始。学生時代から日本文化が好きだったので、日本語を使え、人と接することが

でき、さらに単なるデスクワークだけでなく、色々なイベントを企画運営するこ

とができる今の仕事がとても気に入っている。同級生で丸紅、住友の関連会社、

伊藤忠に就職した人がいるが、職場では日本語ではなく英語を使っていると聞い

ている。彼らの方が給与は良いようだが、KJC の仕事の方が面白いので不満はな

い。2010 年にプロジェクトが終了するのは知っているが、その後も KJC 事業が

継続することを願っている。KJC でずっと働き続けたい。 
【仕事へのインセンティブ】 
人事考課の結果がボーナスに反映される制度は、カザフスタンでは普通に行われ

ていることなのでよい制度だと思う。CP 研修には是非行きたい。文化講座を担

当しているので、実際に日本に行って、文化や行事を見て来たい。 
【組織面での自立発展性】 
文化講座開催手順については、前の日本人業務調整専門家がエクセルシート 1 枚

の業務マニュアルを作成した。現在はマニュアルを見なくても運営できる。（首

藤コメント：業務マニュアルを実際に見せてもらったところ、３週間前にするべ

きこと、２週間前にするべきこと、といった簡単な業務のチェックリストだった。

必要 低限の事が書かれているだけという印象を受けた） 
年１回の大使館との共催による日本文化デーは、日本人専門家が企画するが、そ

の他の KJC で行う小さなイベントは、ローカルスタッフのみで自立して企画運営

できている。一月に 4 回、生け花、書道、折り紙、着付け、料理、囲碁講座など

を開催している。講師はローカルスタッフ、日本人専門家、アルマティ在住のカ

ザフスタン人であり、日本人ボランティアはいない。ボランティアが講師をして

くれると良いとは思うが、カザフスタン在住の日本人は仕事や勉強で忙しいので
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ボランティアをする暇はないと思うので、ボランティアの募集は特に行っていな

い。講座への参加は基本的には無料だが、生け花は 500 テンゲ、料理は 400 テン

ゲ徴収した。無料の講座を有料にしても人は集まると思うが、KJC はグラントで

運営されているので、参加費を取るのは恥ずかしい気がする。小さな講座は毎回

14－18 名くらいの参加者を得ている。先日行われたひな祭りイベントは 100 名く

らい参加したため、座る場所が足りず、全員ずっと立った状態でイベントを行っ

た。もっと広い場所があれば良いと思う。イベントでは、アンケートを毎回実施

し、要望をきいている。例えば、現在企画されている切り絵教室は、アンケート

で記載された要望を反映したものである。 
プロジェクト終了後、日本人の専門家がいなくなるのは問題だと思う。イベント

参加者は日本人と話したい、日本人に様々な質問をしたい、と思って参加するた

め。 
【所長不在】 
所長がいないことで特に大きな問題が発生したことはないが、外部からジャーナ

リストが所長との面会を求めてきた時などに困った。 
収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 3 月 13 日（金）11：00-12：00 
場所： カザフ経済大学 

（先方） Prof. Abishev Ali Azhimovich カザフ経済大学学長 参加者： 
（調査団） 首藤、（通訳：Elena Ulikhina） 

協議内容： 【プロジェクトとのかかわり】 
4 年前からプロジェクトに係っている。フェーズ１の終了時期に学長として着任

し、フェーズ２開始のための協議にも直接携わった。現在はプロジェクトについ

ては副学長から月１回報告を受け、進捗を把握している。 
【経済危機の影響と妥当性】 
KazEU でも、授業料の未払い、滞納等の問題が生じてきている。入学者数にも影

響を及ぼすかもしれない。 
こうした危機の際には、企業はコンサルタントに経営の建て直しの相談をするだ

ろうから、コンサルタントのスキルアップのニーズは返って高まっているのでは

ないか。KJC がコンサルタント向けの研修を開始したことは、時期を得ている。

カザフスタン国内のコンサルティング会社は決して多くないので、この分野の成

長が必要。こうした観点からも KJC はニーズに合致した事業を展開していると言

える。 
経済危機下では、一般的なマネジメントのコースよりも、リスクマネジメントや

危機管理といったコースのニーズがあるのではないか。KJC も外部環境に合わせ

たコース展開が必要。 
日本語コース、文化講座は非常に良い取組みだ。カザフスタン人は日本の文化、

社会に強い興味を持っているので、KJC はその興味を満たしてくれている。 
【KazEU の国際ビジネススクールとの関係】 
KJC は現在は単発のコースを提供しているのみだが、KazEU の国際ビジネススク

ールと提携し、生涯学習としてより長期的なプログラムの一環として講座開設を

していくというやり方もある。 
【インパクト】 
アルマティでの日本のプレゼンスが KJC によって高まったと思う。大使館と提携

した文化イベントなどのインパクトは大きい。このような事業を展開している他

国の事例は知らない。KJC は定期的に広報をしているので、一般の認知度は高い
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と思う。 
【KazEU の中での KJC】 
KazEU の中に KJC があることで、KazEU のイメージが高まっていると思う。

KazEU に訪問者がある時には、必ず KJC を案内するようにしているし、自分が

メディア取材を受ける時にも KJC について宣伝するようにしている。KazEU が

発行する冊子類にも KJC に関する記事を掲載している。KJC を見学した訪問者

は、KJC の雰囲気、コースの内容、設備、スタッフの親切さに大変感心して帰っ

て行く。また、KJC があることにより、KazEU の教師が日本的マネジメントを学

ぶことができるので、自分たちのマネジメント能力の向上にも寄与している。 
【JICA への要望】 
今回の調査団との協議では、フェーズ２後も KJC 事業を継続するように要請した

い。KazEU としては、KJC に対し協力を惜しまない。アスタナでの展開に関して

も、施設の提供など全面的に協力するつもり。 
収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 3 月 13 日（金）15：30-16：30 
場所： KJC 

（先方） 相互理解講座参加者 6 名によるフォーカス・グループ・ディスカ

ッション 
Mr. Bazarbaitegi Enmuhamed (Erik)高校生 
Ms. Baikussinova Sule 大学生 
Ms. Abakumova Ekaterina 大学生 
Ms. Golvkova Nelly 大学生 
Ms. Samadova Tahmina 高校生 
Ms. Orazova Jamilya 大学生 

参加者： 

（調査団） 首藤、（通訳：Elena Ulikhina） 
協議内容： 【参加経験のある相互理解講座】 

書道、折り紙、生け花、着付け、節分、ひな祭りなど、ほとんどの毎月の講座に

参加している。全員日本語コースの受講者でもある。 
【日本文化への興味のきっかけ】 
アニメや漫画がきっかけ。 
【KJC を知った経緯】 
友人・知人の紹介。日本に興味を持ち、日本語を学ぼうと思い、電話帳で調べた、

あるいは電話番号案内で調べたところ KJC を知った。インターネットで「日本語」

「アルマティ」をキーワードにして検索したところ KJC がヒットした。KJC のホ

ームページは情報が 新でなく落胆した。 
【相互理解講座に対する評価】 
日本語コースだけでなく、文化理解講座があるのは受講生にとって「ボーナス」

だと思う。文化講座がなかったら物足りなかったと思う。講座には全て満足して

いるが、改善点を挙げるとしたら、①月１回の開催は少なすぎる。毎週開催して

欲しい②もっと参加者が多い方が楽しい③もっと広いスペースが必要。先日のひ

な祭りでは 100 人近くが参加し、座る場所がなかった④もっと情報を口頭及び印

刷物で配布して欲しい⑤日本に行く機会が提供されたら良い。日本に個人で行く

のはビザと料金の面から非常に難しいので、交換留学や研修などに参加できる制

度があればよい⑥日本への留学情報については、KJC のスタッフに個人的に聞い

ている程度なので、KJC として十分な情報を提供して欲しい。 
各講座のインストラクターは日本人でもカザフ人でも構わない。日本人の場合、
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日本語会話を練習する良い機会になるし、カザフ人ならロシア語でたくさん説明

してもらえるから良い。理想を言えば、日本人ボランティアとカザフ人インスト

ラクターの組み合わせが も望ましい。 
【今後開催を希望するイベント】 
花火、月見、剣道、映画祭など。広いスペースで、大規模に、街の中心部で開催

して欲しい。企業のスポンサーをつけて宣伝すると良い。 
ネイティブの日本人と気軽に日本語で話せるクラブのようなものがあれば有料

でも参加したい。日本語の先生とではかしこまってしまうので、日本人のボラン

ティアと話す機会が欲しい。 
【KJC の認知度】 
大使館共催の日本文化デーなどは、市内のほとんどの人に知れ渡っているのでは

ないか。一方、毎月 KJC で開催されている講座は宣伝もあまり行われておらず、

口コミで広まっている程度なので、もっとターゲットを絞った宣伝をするべき。

【講座参加の有料化】 
生け花や料理教室は現在でも有料だが、こうした講座は有料でも参加したい。そ

の他の講座に関しては無料の方が良い。有料でも 400～500 テンゲ程度ならば参

加するかもしれないが、今のように毎回毎回参加するということは出来なくなっ

てしまう。学生なので金銭的に厳しい。有料化すると、本当に好きな人しか参加

しなくなる。これから新たに興味を持つであろう人が気軽に参加することを阻む

ことになる。生け花や茶道、料理教室など、3 ヶ月や半年くらいの長さできちん

とした訓練を受け、 後に終了証がもらえるようなコースであれば、受講料を払

ってでも参加したい。 
【KJC の設備】 
コンピュータは古く、ネット接続も遅い。図書館はよく利用する。特にビデオを

利用する。 
収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 3 月 16 日（月）16：00 -16：40 
場所： KazEU アスタナ校 

（先方） ビジネスコース「企業戦略」参加中の受講者 4 名によるフォーカ

ス・グループ・ディスカッション 
Mr. Kirill Goncharov, Chief Specialist of Project Development 
Department, Mobil Realty Ltd.（不動産業、従業員数約 100 名、無料

受講） 
Mr. Olzhas, Astana Trust Ltd.（コンサルティング業、従業員数 12
名、会社からの派遣による受講） 
Ms. Yelena Kim, Director of branch, Nur Air Co. Ltd. （旅行代理店、

従業員数約 50 名、会社からの派遣による受講） 
Ms. Akbalyk Saruarovna, First Pro-rector, IIQ International 
Professional Academy “Turan-Profi”（教育サービス業、従業員数約

50 名、会社からの派遣による受講） 

参加者： 

（調査団） 首藤、（通訳：Shynar Khassenova, Assistant to Project Formulation 
Advisor, JICA Kazakhstan Liaison Office） 

協議内容： （首藤注：3 月 16 日から開催の「企業戦略」コース受講者は 5 名。16 日には 1
名が欠席したため、4 名に対してインタビューを行った。全員が企業からの派遣

で、KJC のコースへは今回初めて参加。Mobil Realty から参加の 2 名―うち 1 名

は 16 日は欠席－は無料受講生。KJC のコースをこの会社で宣伝させてもらった
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代わりに無料で受講を受け入れたとのこと） 
【KJC を知った経緯】 
所属会社（会社代表者が KJC ビジネスコースを何度も受講している）からの紹介、

知り合いからの紹介、KJC が契約している（ローカル）マーケティングコンサル

タントからの紹介、等。 
【KJC コースを受講しようと思った理由】 
カザフスタンと日本は関係が薄く、日本のことをあまりよく知らないので、この

講座で知識を深めたいと思った。自分の会社でもビジネスコースの研修を提供し

ているので、日本式の講義の仕方を学びたいと思った。自分の会社で今後色々な

外国語を教えるコースを開設するべく企画しているので、KJC を参考にしようと

思った。日本式ビジネスに関しては特に事前にイメージはなく、単に会社から勧

められたので受講した、等。 
【講座に対する評価】 
3 名が満足していると回答。そのうち 2 名が、他の人にも勧めたいと回答。1 名

が、まだ講義が始まったばかりなので分からないと回答。具体的には、新しい知

識を得られる。講義で紹介される事例がアディダスやソニーなど実際の企業の話

なので、興味が持てる。理論だけではなく、事例が豊富なので良い。講師が企業

の現場の経験に基づいて語っているのが良い。一方的に話すだけではなく、生徒

に質問して意見を促すなど、生徒に考えさせる講義スタイルなので良い、等。 
【講師ローカル化に関連する意見】 
自分の会社でも同様の研修を提供しているので、ローカル講師であれば参加しな

かった。ロシア人とカザフ人であれば参加しなかったが、外国人なので面白そう

だと思い参加した。カザフ人講師であれば、他にも色々な研修があるが、この研

修は日本人が講師で目新しい知識が得られると思い参加した。（首藤注：以上 3
名の意見。残り 1 名に関しては「特に意見はない」とのこと） 
【今後開催を希望する講座とコースに対する要望】 
日本式マーケティング、リスクマネジメント、危機管理の講座を希望。実際に企

業を分析する演習を取り入れた講座があれば良い。講義の中で、日本企業とカザ

フスタン企業との比較を行って欲しい。 
【受講料】 
3 万 5 千テンゲは平均的な料金だと思う。この料金であれば、企業派遣だけでな

く、個人でも支払える額。ただし、月 8 万テンゲの収入があるサラリーマンであ

れば参加可能だが、5 万テンゲ程度の収入の教師の場合、個人参加は難しい。 
【立地】 
ロケーションは特に問題ない。 
（注：のちに福山専門家から聞いた話では、Ms. Akbalyk Saruarovna は、Turan-Profi
という企業で、ビジネス研修コースを運営しているが、経済危機の影響で、受講

者数が少なくなったとのこと） 
収集資料：  なし 

 
 

日時： 2009 年 3 月 16 日（月）17：30 -18：30 
場所： カザフスタン人文法科大学（アスタナ） 
参加者： （先方） 日本語コース参加中の受講者 4 名によるフォーカス・グループ・

ディスカッション 
Mr. Abraev Aidar, カザフスタン議会の調達担当（レベル６で学習。

学習歴 3 年） 
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Ms. Baigazieva Zhansaya, 高校生（レベル３で学習。学習歴半年。）

Mr. Sergazir Baurzhan, カザフスタン国立技術大学生（レベル４で

学習。学習歴 2 年） 
Mr. バイケンジン・ナリマン、高校生（レベル２で学習。学習歴

不明） 
（調査団） 首藤、（通訳：必要に応じて日本語コース講師が担当） 

協議内容： 【日本語学習のきっかけ】 
柔道・空手に興味を持ったから。相撲、歌舞伎、日本の音楽に興味を持ったから。

母親に勧められ、その後日本のハイテクに興味を持ったから。村上龍の本をロシ

ア語で読んだから。 
【KJC を知った経緯】 
2 週間の体験コースの案内を通う大学に掲示されていたポスターで見た。 
【日本語を学習する目的】 
文部科学省のプログラムで留学したい（全員）。留学し、帰国後今の職場を続け

るか、もし職があれば今の職場を辞めて日本企業で働きたい。日本でデザインや

漫画の勉強をして、カザフスタンに帰ってから漫画家になりたい。日本でハイテ

ク技術を学んでカザフスタンに帰ってきてから技術者になりたい。 
【講座に対する評価】 
授業の教え方が良い。クラスメートと楽しみながら学習できるから良い。 
【KJC の日本語コース終了後の日本語学習の見込み】 
KJC 以外に日本語を教えてくれる所はアスタナではなく、自分では学習は続けら

れない（全員）。家庭教師を見つけて学ぶかもしれない（1 名）。復習を自分です

ることは可能だが、新しい文法は難しいので独学では難しい。漢字が難しく独学

では無理。日本語はすべての面で難しいのでどうしても教えてくれる先生が必

要。 
【コース設定】 
18:30 開始という時間は、仕事後に通えるので都合が良い。 
【相互理解講座への参加】 
アスタナの日本文化デーに参加したことがある（1 名）。年 1 回では少なすぎる。

月に 1 回、欲を言えば週に 1 回イベントがあると良い。映画鑑賞会なども開いて

欲しい。受講料が必要でも参加したい。 
収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 3 月 17 日（火）9：00 -9：30、10:00-10:15 
場所： 電話によるインタビュー 

（先方） Ms. Zhanar Klibak 日本語コース講師 参加者： 
（調査団） 首藤 

協議内容： 【デパートでの折り紙教室】 
自分の知り合いと息子がデパートで折り紙教室のインストラクターを 2009 年 1
月までしていた。折り紙は KJC の予算で購入し、場所とインストラクターへの謝

金は開催場所のデパートが提供してくれていた。経済危機の影響で、デパートが

謝金を出すことができなくなったため、1 月以降折り紙教室は中止になった。こ

の折り紙教室は、デパートの宣伝の一環として位置付けられていたため、KJC が

謝金を出すという選択肢はなかった。従って、デパートで予算がつかない限りは

折り紙教室は開催されない。 
折り紙教室は毎週土日の 13:00-19:00 に開催され、一日約 100 名の 12 歳以下の児

童が参加していた。子供が折り紙教室に参加している間、保護者は買い物をして
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いた。大変好評で、1 月以降も「いつ開催されるのか」という問い合わせの電話

が保護者から頻繁にかかってくる。 
日本人ボランティアの参加はなし。アスタナに在住の日本人が少ないこともあ

り、特にボランティアの募集は行わなかった。 
【小中学校での折り紙教室の開催】 
自分は中学校でも日本語を教えている。以前は小学校でも教えていた。授業の一

環で、10－15 分くらい折り紙を教えることがあり、好評である。 
【カザフ人文法科大学での文化講座の開催】 
1 年前まで、日本語の授業開始 30 分前の 18:00 から「日本語サロン」を開催して

いた。日本語会話を練習するほか、折り紙やビデオ鑑賞も行った。しかし、日本

語コース受講者は、大学に通う学生や社会人が多いため、18:00 開始のサロンに

は間に合わない人がほとんどだったため、継続を断念した。土日であれば参加で

きる人が多いだろうが、先生の都合がつかないため、開催は不可能。 
【インターナショナルスクールでの文化紹介】 
2008 年にアスタナのインターナショナルスクールで、各国の文化紹介の催しがあ

り、KJC は中学 1 から 3 年生を対象に折り紙を指導した（1 回のみ）。自分と夫（日

本人の現地雇用 KJC 日本語講師）が指導をした。 
【中･高等学校での文化紹介】 
自分が日本語を教えている学校で、日本文化を紹介して欲しいと頼まれた。阿部

専門家と共に折り紙を指導したり、着物を見せたりした。一回限りだったが、今

度は日本の歌を教えて欲しいと言われており、来月行う予定。 
収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 3 月 18 日（水）18：45 -19：30 
場所： 教育科学省(MES, Ministry of Education and Science) 

（先方） Mr. Farkhad S. KUANGANOV, Executive Secretary, MES 
Mr. Nurgali ARSHABEKOV, Deputy Director of Strategy Development 
Department, MES 
Mr. Seitzhan MUKAYEV, Head of International Cooperation Unit of 
Strategy Development, MES 
Ms. Serik OMIRBAYEV, Director of Higher and Postgraduate 
Education Department, MES 

参加者： 

（調査団） 村岡、末田、首藤、阿部専門家、（通訳：Assel Karatayeva, Assistant 
to Project Formulation Advisor, JICA Kazakhstan Liaison Office） 

協議内容： 【教育科学省における近年の動き】 
3 年前より、科学技術開発に力を入れている。特に①情報科学②宇宙科学③エネ

ルギー（特に再生可能エネルギー）④鉱業⑤ガス・石油の５分野を優先分野と位

置付けている。科学技術開発を行い、将来、商業ベースで発展していくよう、民

間からの参加を積極的に促している。 
また、外国の学術機関との連携を増やして行きたいと考えている。日本とカザフ

の大学連携も今後模索していきたい。 
（注：調査団より、科学技術開発について、「日本の大学を紹介するなど、KJC
はファシリテーターとしての役割を果たすことも出来る」ということを伝えた）

更に、近年の経済危機を受け、スペシャリストの再訓練が重要だという認識に立

ち、150 名に対して、2－3 ヶ月の訓練を行うことを予定している。一人に対して

200 ドル／月の予算がつく予定。対象は建設業、製造業、中小企業等を考えてい

る。この研修で KJC のビジネスコースを受講するということも考えられる。（注：
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翌日の産業貿易省との面談で、この研修プログラムは USAID から教育相への支

援として行われていることが分かった） 
【M/M】 
M/M に witness として署名することは問題ない。政府内の関連部局と協議して金

曜までに署名できるようにする。評価レポートで記載された提言が、プロジェク

トによって活用されることを望んでいる。具体的な署名の手続きに関しては、

Mr. Nurgali Arshabekov が担当する。 
収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 3 月 18 日（水）20：30 -22：00 
場所： 市内レストラン 

（先方） 在カザフスタン日本大使館 山田三等書記官 参加者： 
（調査団） 村岡、末田、首藤、阿部専門家 

協議内容： 【文化イベント予算】 
大使館が文化行事に使える予算は年間 60 万円だけで、年に 1 度の映画祭と日本

語弁論大会を開催するのが精一杯。ただし、来年度から予算配分が変わるかもし

れないので、今後はどうなるか分からない。 
【日本語教育】 
カザフ民族大学へ派遣されている国際交流基金のジュニア専門家によると、同大

学の運営システムはひどい状況で、質の高い日本語教育ができる状況ではないと

のこと。このような大学に日本人の専門家が派遣されても、日本語指導がまとも

にできる状況ではないので、派遣する意味がないのではないか。 
【日本への興味】 
日本文化デーに参加するカザフ人は、様々な年齢層の人がいる。しかし、日本に

対して深い興味を持っているとは思えない。一過性の興味で、イベントが終わる

と興味が失われてしまうような印象を受ける。 
一方、武道、特に空手を行っているサークルは、アスタナだけで会員が 300 名ほ

どいて、大使館の力を借りず、自分たちで積極的にカザフスタンでの活動、日本

との交流等を展開している。他の文化サークルで、このような自立的な活動展開

を行っている例は知らない。皆、大使館にイニシアチブを取って欲しいという態

度であり、自立的に動こうとはしない傾向にある。 
収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 3 月 19 日（木）12：30 -13：30 
場所： 大使公邸 

（先方） 在カザフタン大使館 夏井重雄特命全権大使、小川久典一等書記

官 
外務省国際協力局無償資金・技術協力課 平井健二外務事務官 

参加者： 

（調査団） 村岡、末田、首藤、阿部専門家 
協議内容： 【フェーズ２後のカザフ側の意向】 

先日、教育大臣と面会した際、フェーズ２後も全面的に支援すると言っていた。

【プロジェクトサイト】 
現在、アスタナの人口は 60－70 万人程度だが、100 万人程度まで増やすことをカ

ザフ政府は目指している。実際に徐々にアスタナに中心が移りつつあるので、ア

スタナでは、政府、国営系企業、中小企業（特にサービス業）をターゲットにし

たサービス提供を行うのが良い。大統領はアスタナを文教都市にする計画を立て
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ている。アルマティでの活動を止める必要はないが、アスタナで活動を行えば、

政府が支援してくれるので、徐々にアスタナに拠点を移すのが良いかもしれな

い。 
【カザフスタンでの手続き】 
カザフスタンでは、小さなことでも思うようにことが進まず、1 年近く時間を要

することもまれではない。経協手続きも予想以上に時間がかかる可能性があるの

で注意が必要。手紙だけでなく、直接交渉しないと動かない。大使館も、様々な

機会をとらえて相手にリマインドするなどして協力するつもり。 
【カザフスタンと日本の関係】 
アフガニスタンを睨み、中央アジアの位置付けが今以上に重要視されるべき。日

本は中央アジア諸国にとって「特別な存在感」があり、非常に信頼されているの

で、この信頼関係を強化していきたいと考えている。 
カザフスタンは天然資源の面から重要な国であるが、それだけでなく、今後は人

材育成、民間技術支援の分野で力を入れていきたい。企業研修などを通じて相互

理解を深めることは重要。経済予算計画大臣の話によると、企業研修に人を送る

予算はあるとのこと。ただ、ドイツ以外には受け入れ先がなかなか見つからない

状況。 
カザフスタンはまだまだ官の国なので、相互理解といった場合、官の交流を念頭

に置いたほうがカザフスタンに受けが良いだろう。 
近年、多くの日本の大学の関係者がカザフスタンを訪れるようになった。カザフ

スタンは、国費で多くの留学生を海外に送っている。日本の大学もカザフスタン

からの留学生を受け入れたい様子。KJC は、日本の大学のためのファシリテータ

ーとしての機能を担うこともできるだろう。 
収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 3 月 19 日（木）16：00 -17：15 
場所： 経済予算計画省(MEBP, Ministry of Economy and Budget Planning) 

（先方） Mr. Serik N. Nugerbekov, President, First Deputy Chairman of the 
Coordinating Board of EECSA, candidate of economic sciences, 
Economic Research Institute, MEBP 
Ms. Bakytgul Sarina, Head of Professional Development and Editorial- 
Publishing Affairs Department, Economic Research Institute, MEBP 
Ms. Bibigul Maserbayeva, Head of Division Department of Investment 
Policy and Planning, MEBP 
Ms. Shaharbanu Zhakupova, Deputy Director of Foreign Economic 
Affairs and Professional Development Centre Candidate in Economics, 
Associated Professor, Economic Research Institute, MEBP 
Mr. Kadyrov Marat, Economic Research Institute, MEBP 
Ms. Rabayeva Saparul, Senior Expert, Economic Research Institute, 
MEBP 

参加者： 

（調査団） 村岡、末田、首藤、阿部専門家、（通訳：Assel Karatayeva, Assistant 
to Project Formulation Advisor, JICA Kazakhstan Liaison Office） 

協議内容： 【経済研究所について】 
経済研究所（Economic Research Institute）は、6 年前に設立し、1 年半前にアルマ

ティからアスタナに移った。経済予算計画省は、プロジェクトを高く評価し、今

後も長く続いて欲しいと言っている。ただし、今後はアスタナにサイトを移動し

て欲しい。経済予算計画省より経済研究所がプロジェクトの CP として推奨され

た。理由は、民間・政府両方に対しての研修経験があること、様々な社会経済情
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報等をモニタリングする専門知識があること、などである。 
【フェーズ２後】 
経済予算計画省は経済研究所を CP として、フェーズ３の実施を希望している。

アスタナで、プロジェクトのために新たにビルを購入するための予算を経済予算

計画省が取り付け済であり、アルマティにあるプロジェクトの資機材等は、アス

タナに運搬しようと考えている。KJC がアスタナに移転したら、大統領にも見て

もらいたいと考えている。 
（調査団より、「KJC の具体的にどの部門を引き継ぎたいのか」「KazEU に今ある

KJC の施設を今後も有効活用したいと考えているが、どう思うか」「今年 8 月ま

でに今後の方向性を決めて手続きを進める必要があるが、どうしたいか」等を今

後の検討事項として先方に伝えたところ、先方の反応は以下の通り） 
自分たちはそういったことを決める立場にないが、検討する。 終的には日本側

の意向次第だと思っている。 
収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 3 月 19 日（木）17：30 -18：30 
場所： 産業貿易省 Ministry of Industry and Trade 

（先方） Mr. Rustam Akberdin, Director, Entrepreneurship Development 
Department, Ministry of Industry and Trade 
Mr. Rossybaev Daniyar, Senior Expert, Ministry of Industry and Trade 
Ms. Zhargasteva Botagoz, Senior Expert, Ministry of Industry and 
Trade 
Ms. Abdugalimova Assel, Trade Expert, Ministry of Industry and Trade
Ms. Kassenova Gulnar, Senior Expert, Ministry of Industry and Trade 
Mr. Sedykov Aitzhan, Ministry of Industry and Trade 
Ms. Yezzhanova Sebiza, Ministry of Industry and Trade 
（全員 CP 研修参加者） 

参加者： 

（調査団） 村岡、末田、首藤、阿部専門家、（通訳：Assel Karatayeva, Assistant 
to Project Formulation Advisor, JICA Kazakhstan Liaison Office） 

協議内容： 【CP 研修】 
本日参集した職員は、全員日本で CP 研修を受講した。省内の規則で、研修を受

講した職員は必ず他の部署の職員を集めて報告をしなければならないことにな

っている。日本で学んだことを広く省内でシェアしたい。 
【KJC とジョイントで開催したセミナー】 
昨年、日本から 4 人講師を招き、アスタナとアルマティで KJC と共にセミナーを

行った。政府からの参加者のほか、USAID も参加し盛況だった。 
【プロジェクトに対する要望】 
プロジェクトが終了してしまうのは残念だ。延長を望む。産業貿易商では、場所

の提供など、ロジ面でのサポートを惜しまない。 
【ビジネスコースに対する希望】 
中小企業の分野だけでなく、税金、寡占問題、競争力強化、政府規制、ライセン

スなどの分野でも日本の経験について講義を行って欲しい。現在のカザフスタン

の状況を鑑み、バブル経済の崩壊後、日本がどんな経験をしたのかも聞きたい。

収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 3 月 20 日（金）14：15-15：15 
場所： KJC 
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（先方） Prof. Alexey A. Shvydko カザフ経済大学副学長（Vice-rector for 
International Affairs） 

参加者： 

（調査団） 村岡、末田、首藤、阿部専門家（通訳：Zhanar Orazgaliyeva） 
協議内容： 【MM「提言」への文言追加に関する提案】 

2009 年 3 月 6 日のナザルバエフ大統領の議会演説で、経済危機を乗り越えるため

に、雇用戦略を実践することが表明された。具体的には、①国民、特にスペシャ

リストを再訓練することにより、地域に雇用を創出する②ソーシャルワーク等の

社会的な雇用を新たに創出する、の二点が提示された。再訓練にはカザフスタン

の教育システムの中にある各種学校、職業訓練校、高等教育機関等の教育機関全

てが一丸となって取り組むべきとされた。政府は 1400 億テンゲ（約 93 億 US ド

ル）の資金を使い、35 万人の雇用創出を実現するとの方針を打ち立てた1。これ

を受け、KazEU は KJC と共に、今般の経済危機を乗り切り、更にチャンスとし

て生かすためにはどうしたらよいかといった事をテーマにした講座を提供した

いと考えている。日本企業の経験に基づいた経済危機対策講座や、日本のソーシ

ャルワークについて情報提供する講座を開くことにより、新規受講生を獲得でき

るのではないか。また、こうした講座の提供は、大統領スピーチにも呼応する事

になるほか、KJC の受講料収入として、今般新たに打ち出された政府の雇用促進

資金が見込める。 
以上の事柄を、M/M の「提言」欄に追加して欲しい。 
（これを受け、調査団は以下の文言を追加することにした。Possibility of 
diversification of the business courses, taking into consideration socio-economic 
situations in Kazakhstan, should be discussed in continuous consultation with the 
Kazakhstani government.） 

収集資料：  なし 

 
日時： 2009 年 3 月 20 日（金）16：00-17：00 
場所： KazEU 

（先方） Prof. Abishev Ali Azhimovich カザフ経済大学学長 
Prof. Alexey A. Shvydko カザフ経済大学副学長（Vice-rector for 
International Affairs） 

参加者： 

（調査団） 村岡、末田、首藤、阿部専門家（通訳：Aida Suleimenova） 
協議内容： 【フェーズ２後】 

経済危機の状況下では活動内容を変更することは必要かもしれないが、危機はい

ずれ過ぎるので、あまり悲観的に考えるべきではないと思う。このようなプロジ

ェクトへの支援は、日本が行っているのみで、他ドナーは行っていない。KazEU
はカウンターパートとして光栄に思う。 
プロジェクトは今後、拡大が必要で、KazEU やアルマティに限定するのは適切で

はない。他の都市にも積極的に展開していくべき。KazEU は、カザフスタン国内

の様々な大学と連携関係があるので、地方展開をするにあたって KazEU の大学

間ネットワークを生かしていきたい。一方、KJC の拠点はこれまで通りアルマテ

ィに置き続けるべきである。フェーズ２後は、これまでよりも KazEU からのイ

ンプットを増やさなければならないと認識しているが、次のステージにおいても

JICA は是非協力を続けて欲しい。JICA のサポートなしでは、現在と同レベルの

                                                   
1 カザフスタン政府ホームページ参照 
http://www.akorda.kz/www/www_akorda_kz.nsf/news-open?OpenForm&idn=2&idno=E45F12170E40F7E5062575
710070E6EA&lang=en 
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活動を継続していくことは困難だからだ。具体的に次のステージの計画を立案し

ていくにあたり、KazEU の財務部、法務部と協議を行う必要がある。 
フェーズ２後は、KazEU の中の国際ビジネススクールが、KJC と共にビジネスコ

ース・日本語コース両方の活動を展開していきたい。国際ビジネススクールは現

在、英語、ドイツ語、中国語、アラビア語、トルコ語の語学コースを提供してい

る。日本語コースを提供することも可能である。なお、中国語に関しては、孔子

学院は直接関与していない。孔子学院はアルマティのカザフ民族大学で中国語コ

ースを開始した。KazEU は、中国の大学のいくつかと交流があるので、KazEU
で中国語を学んだ学生が中国で語学力をブラッシュアップする機会がある。 
（調査団より、今後のスケジュールを説明した。その後 M/M に署名が行われた）

収集資料：  なし 
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日
本
語
連
盟
へ
の
指
導
回
数
が
年
間
6
以
上
 

  4
-
1.
1
年
間
の
相
互
理
解
促
進
の
た
め
の
各
種
活

動
の
開
催
数
が
1
0
回
以
上
 

4
-
2.
1
年
間
の
相
互
理
解
促
進
の
た
め
の
各
種
活

動
へ
の
参
加
者
数
が
2
千
名
以
上
、
参
加
者
の
満

足
度
が
8
0
％
以
上
 

4
-
3.
1
年
間
の
両
国
そ
れ
ぞ
れ
に
関
す
る
紹
介
資

料
が
2
回
以
上
発
行
さ
れ
る
 

  5
-
1.
し
い
講
座
や
イ
ベ
ン
ト
が
予
定
さ
れ
た
時
に

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
が
更
新
さ
れ
る
 

5
-
2.
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
ア
ク
セ
ス
数
が
1
日
5
0
ヒ

ッ
ト
以
上
、
M
L
メ
ン
バ
ー
数
が
1,
50
0
以
上
 

5
-
3.
ML
送
信
数
が
ひ
と
月
１
回
以
上
 

5
-
4.
ニ
ュ
ー
ス
レ
タ
ー
の
発
行
回
数
が
半
年
に
1

回
以
上
発
行
さ
れ
る
、
メ
デ
ィ
ア
に
取
り
上
げ
ら

れ
た
回
数
が
年
間
1
0
回
以
上
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活
動
 

 １
．
セ
ン
タ
ー
運
営
 

1
-
1.
 
長
期
的
運
営
計
画
（
運
営
方
針
、
財
務
計
画
、
活
動
計
画
、

人
材
育
成
計
画
）
を
策
定
す
る
 

1
-
2.
 
合
同
調
整
委
員
会
（
J
CC
）
を
年
1
回
開
催
し
、
運
営
計
画
の

承
認
及
び
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
行
う
 

1
-
3.
人
材
育
成
計
画
に
基
づ
い
た
ス
タ
ッ
フ
研
修
を
実
施
す
る
 

1
-
4.
 
中
央
ア
ジ
ア
域
内
の
各
日
本
セ
ン
タ
ー
と
の
間
で
専
門
家
、

ス
タ
ッ
フ
の
相
互
交
流
・
情
報
交
換
を
行
い
、
共
通
課
題
に
関
す
る

ノ
ウ
ハ
ウ
を
蓄
積
す
る
 

1
-
5.
 
事
業
部
間
の
連
携
を
強
化
す
る
 

1
-
6.
 
業
務
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
整
備
す
る
 

 ２
．
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
運
営
事
業
 

2
-
1 
ニ
ー
ズ
調
査
に
基
づ
い
た
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
実
施
計
画
（
活
動

計
画
・
コ
ー
ス
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
含
む
）
を
策
定
、
実
施
、
監
理
、
評

価
す
る
 

2
-
2 
日
本
の
経
験
・
知
識
を
広
く
普
及
す
る
た
め
の
商
工
会
議
所
、

経
済
団
体
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
構
築
す
る
 

2
-
3 
ビ
ジ
ネ
ス
サ
ー
ビ
ス
提
供
者
（
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
な
ど
）
を
対

象
に
し
た
研
修
を
実
施
し
、
参
加
者
リ
ス
ト
を
作
成
す
る
 

2
-
4 
中
央
・
地
方
政
府
と
連
携
を
と
り
、
公
務
員
を
対
象
に
、
中
小

企
業
振
興
等
に
か
か
る
さ
ま
ざ
ま
な
行
政
施
策
・
措
置
・
制
度
を
紹

介
す
る
 

2
-
5 
修
了
者
同
窓
会
を
組
織
し
、
そ
の
活
動
を
支
援
す
る
 

 ３
．
日
本
語
コ
ー
ス
運
営
事
業
 

3
-
1 
日
本
語
コ
ー
ス
実
施
計
画
（
方
針
・
コ
ー
ス
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
含

む
）
を
策
定
・
実
施
す
る
 

3
-
2 
コ
ー
ス
の
実
績
を
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価
し
、
必
要
に
応
じ
て
、

日
本
語
コ
ー
ス
実
施
計
画
を
修
正
、
改
善
す
る
 

3
-
3 
日
本
語
教
師
お
よ
び
日
露
通
訳
を
育
成
す
る
た
め
の
特
別
コ

ー
ス
が
開
催
さ
れ
る
 

3
-
4 
「
カ
」
国
内
で
日
本
語
を
教
え
て
い
る
大
学
に
対
し
て
、
技
術

的
指
導
を
行
う
と
と
も
に
、
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
日
本
語
教
師
連
盟
に
対

投
入
 
:
 

 （
日
本
側
）
 

 -
 
専
門
家
 

1
)
 
長
期
専
門
家
 

2
)
 
短
期
専
門
家
 

 -
 
研
修
員
受
入
 

 -
 
資
機
材
：
パ
ソ
コ
ン
、
AV
、
コ
ピ
ー
機
、
プ
リ

ン
タ
、
フ
ァ
ッ
ク
ス
等
 

 -
そ
の
他
：
書
籍
、
雑
誌
、
イ
ン
タ

ー
ネ
ッ
ト
接
続

料
、
コ
ー
ス
運
営
に
か
か
る
費
用
等
 

投
入
 
:
 

 （
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
）
 

 -
 
セ
ン
タ
ー
設
備
の
提
供
 

-
 
セ
ン
タ
ー
ス
タ
ッ
フ
の
配
置
 

-
 
総
務
に
係
る
費
用
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し
て
、
運
営
指
導
を
行
う
 

  ４
．
相
互
理
解
促
進
事
業
 

4
-
1
双
方
向
の
情
報
発
信
を
基
本
と
し
て
、
相
互
理
解
促
進
事
業
に

関
す
る
年
度
計
画
を
策
定
す
る
 

4
-
2
両
国
に
お
け
る
社
会
、
経
済
、
文
化
に
関
す
る
情
報
を
収
集
す

る
 

4
-
3
日
本
へ
の
留
学
情
報
を
提
供
す
る
 

4
-
4
必
要
に
応
じ
て
日
本
へ
の
留
学
生
及
び
研
修
生
に
対
し
て
、
事

前
オ
リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
を
実
施
す
る
 

 ５
．
広
報
事
業
 

5
-
1
広
報
戦
略
を
策
定
し
、
年
度
計
画
を
作
成
す
る
 

5
-
2 
カ
ザ
フ
日
本
セ
ン
タ
ー
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
内
容
を
改
善
し
、

利
用
者
に
と
っ
て
よ
り
魅
力
的
な
も
の
に
す
る
 

5
-
3 
ニ
ュ
ー
ス
レ
タ
ー
／
メ
ー
リ
ン
グ
リ
ス
ト
の
定
期
的
な
発
行

を
継
続
す
る
 

5
-
4 
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、
メ
ー
リ
ン
グ
リ
ス
ト
、
新
聞
、
ラ
ジ
オ
、
雑

誌
等
さ
ま
ざ
ま
な
メ
デ
ィ
ア
を
活
用
し
て
、
広
報
事
業
を
実
施
す
る
 

                            前
提
条
件
 

 両
国
が
責
任
を
持
っ
て
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
を
行
う
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tis
fa

ct
io

n 
ra

te
 m

or
e 

th
an

 8
0%

 
4-

3.
 A

nn
ua

l n
um

be
r o

f m
at

er
ia

ls
 fo

r 
in

tro
du

ci
ng

 e
ac

h 
co

un
try

 is
 m

or
e 

th
an

 2
. 

  

- A
nn

ua
l r

ep
or

t 
  

  
  

  
  

  
- Q

ue
st

io
nn

ai
re

 o
f 

pa
rti

ci
pa

nt
s 

 -A
nn

ua
l r

ep
or

t 
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   5.
 T

he
 v

is
ib

ili
ty

 o
f K

JC
 a

m
on

g 
th

e 
K

az
ak

hs
ta

ni
 p

eo
pl

e 
w

ill
 

be
 ra

is
ed

. 

5-
1.

 K
JC

 w
eb

pa
ge

 u
pd

at
ed

 w
he

n 
ne

w
 

co
ur

se
s 

an
d 

ev
en

ts
 a

re
 s

ch
ed

ul
ed

 
5-

2.
 N

um
be

r o
f A

cc
es

s 
to

 K
JC

 w
eb

pa
ge

 is
 

m
or

e 
th

an
 5

0 
pe

r d
ay

, N
um

be
r o

f M
L 

m
em

be
rs

 m
or

e 
th

an
 1

,5
00

. 
5-

3.
 N

um
be

r o
f M

L 
se

nt
 m

or
e 

th
an

 o
nc

e 
a 

m
on

th
. 

5-
4.

 N
um

be
r o

f N
ew

sl
et

te
rs

 is
su

ed
 m

or
e 

th
an

 o
ne

 in
 s

ix
 m

on
th

s,
 A

nn
ua

l n
um

be
r o

f 
ap

pe
ar

an
ce

 in
 th

e 
m

ed
ia

 m
or

e 
th

an
 1

0.
 

A
ct

iv
iti

es
: 

 1.
 A

dm
in

is
tra

tio
n 

of
 K

JC
 

 1-
1.

 T
o 

de
si

gn
 a

nd
 im

pl
em

en
t a

 lo
ng

 te
rm

 m
an

ag
em

en
t 

pl
an

 (m
an

ag
em

en
t p

ol
ic

y,
 fi

na
nc

ia
l p

la
n,

 a
nd

 a
nn

ua
l 

op
er

at
io

n 
pl

an
, h

um
an

 re
so

ur
ce

 d
ev

el
op

m
en

t p
la

n)
 o

f 
K

JC
 

1-
2.

 T
o 

ho
ld

 th
e 

Jo
in

t C
oo

rd
in

at
io

n 
C

om
m

itt
ee

 a
nn

ua
lly

 to
 

ap
pr

ov
e 

an
d 

to
 m

on
ito

r t
he

 m
an

ag
em

en
t p

la
n 

of
 K

JC
. 

1-
3.

 T
o 

tra
in

 th
e 

st
af

f a
cc

or
di

ng
 to

 th
e 

hu
m

an
 re

so
ur

ce
 

de
ve

lo
pm

en
t p

la
n.

 
1-

4.
 T

o 
ex

ch
an

ge
 p

er
so

nn
el

 a
nd

 in
fo

rm
at

io
n 

w
ith

in
 J

ap
an

 
C

en
te

rs
 o

f C
en

tra
l A

si
a 

an
d 

to
 a

cc
um

ul
at

e 
kn

ow
-h

ow
 a

nd
 

ex
pe

rti
se

 in
 m

an
ag

em
en

t o
f t

he
 C

en
te

r. 
1-

5.
 T

o 
st

re
ng

th
en

 c
ol

la
bo

ra
tio

n 
am

on
g 

di
ffe

re
nt

 K
JC

 
pr

og
ra

m
s.

 
1-

6.
 T

o 
pr

od
uc

e 
an

d 
pr

op
er

ly
 m

ai
nt

ai
n 

op
er

at
io

n 
m

an
ua

ls
. 

 2.
 B

us
in

es
s 

m
an

ag
em

en
t p

ro
gr

am
 

 2-
1.

 T
o 

de
si

gn
, i

m
pl

em
en

t, 
m

on
ito

r a
nd

 e
va

lu
at

e 
th

e 
B

us
in

es
s 

M
an

ag
em

en
t P

ro
gr

am
 P

la
n 

(in
cl

ud
in

g 
op

er
at

io
n 

pl
an

 a
nd

 c
ou

rs
e 

cu
rri

cu
lu

m
), 

ba
se

d 
on

 th
e 

re
su

lts
 o

f t
he

 
ne

ed
 s

ur
ve

y.
 

2-
2.

 T
o 

im
pl

em
en

t t
he

 B
us

in
es

s 
M

an
ag

em
en

t P
ro

gr
am

 
co

lla
bo

ra
tin

g 
w

ith
 o

th
er

 o
rg

an
iz

at
io

ns
 s

uc
h 

as
 C

ha
m

be
r 

an
d 

C
om

m
er

ce
, a

nd
 o

th
er

 in
du

st
ria

l a
ss

oc
ia

tio
ns

 a
nd

 to
 

di
ss

em
in

at
e 

th
e 

kn
ow

le
dg

e 
an

d 
ex

pe
rie

nc
e 

of
 J

ap
an

 
w

id
el

y.
 

In
pu

t :
 

   
( J

ap
an

es
e 

si
de

 ) 
 - E

xp
er

ts
 

1)
 L

on
g-

te
rm

 E
xp

er
ts

 
2)

 S
ho

rt-
te

rm
 E

xp
er

ts
 

 - S
el

ec
te

d 
pe

rs
on

ne
l o

f K
az

ak
hs

ta
n 

w
ill

 b
e 

tra
in

ed
 in

 J
ap

an
 a

cc
or

di
ng

 to
 th

e 
an

nu
al

 
w

or
k 

pl
an

 o
f t

he
 P

ro
je

ct
 w

ith
in

 th
e 

al
lo

ca
te

d 
bu

dg
et

 o
f J

FY
. 

 - E
qu

ip
m

en
t: 

co
m

pu
te

rs
, A

V
, c

op
y 

m
ac

hi
ne

s,
 p

rin
tin

g 
m

ac
hi

ne
s,

 fa
x 

an
d 

et
c.

 
 -O

th
er

s:
 b

oo
ks

, m
ag

az
in

es
, c

os
ts

 fo
r 

in
te

rn
et

 s
er

vi
ce

s,
 e

xp
en

se
 fo

r t
he

 c
ou

rs
es

 
an

d 
et

c.
 

In
pu

t :
 

   
( K

az
ak

hs
ta

n 
 s

id
e 

) 
 - S

pa
ce

 a
nd

 fa
ci

lit
ie

s 
fo

r t
he

 
Ja

pa
n 

C
en

te
r 

- S
ta

ff 
of

 th
e 

C
en

te
r 

- G
en

er
al

 a
dm

in
is

tra
tiv

e 
ex

pe
ns

es
 fo

r t
he

 C
en

te
r 
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2-
3.

 T
o 

co
nd

uc
t t

ra
in

in
g 

fo
r b

us
in

es
s 

se
rv

ic
e 

pr
ov

id
er

s 
an

d 
to

 m
ak

e 
a 

lis
t o

f p
ar

tic
ip

an
ts

. 
2-

4.
 T

o 
in

tro
du

ce
 to

 g
ov

er
nm

en
t o

ffi
ci

al
s 

a 
va

rie
ty

 o
f 

pu
bl

ic
 p

ol
ic

ie
s 

an
d 

in
st

itu
tio

na
l f

ra
m

ew
or

ks
 c

on
ce

rn
in

g 
S

M
E

 p
ro

m
ot

io
n 

th
ro

ug
h 

co
lla

bo
ra

tio
n 

w
ith

 c
en

tra
l a

nd
 

lo
ca

l g
ov

er
nm

en
ts

. 
2-

5.
 T

o 
or

ga
ni

ze
 a

 re
un

io
n 

of
 th

e 
pa

rti
ci

pa
nt

s 
an

d 
su

pp
or

ts
 it

s 
ac

tiv
iti

es
. 

 3.
 J

ap
an

es
e 

la
ng

ua
ge

 e
du

ca
tio

n 
ac

tiv
ity

 
 3-

1.
 T

o 
de

si
gn

 a
nd

 im
pl

em
en

t t
he

 J
ap

an
es

e 
la

ng
ua

ge
 

ed
uc

at
io

n 
ac

tiv
ity

 p
la

n 
(in

cl
ud

in
g 

po
lic

y,
 a

nd
 c

ou
rs

e 
cu

rr
ic

ul
um

). 
3-

2.
 T

o 
m

on
ito

r a
nd

 e
va

lu
at

e 
ac

hi
ev

em
en

ts
 o

f J
ap

an
es

e 
la

ng
ua

ge
 e

du
ca

tio
n 

ac
tiv

ity
, a

nd
 to

 re
de

si
gn

 a
nd

 im
pr

ov
e 

th
e 

ac
tiv

ity
 w

he
re

 n
ec

es
sa

ry
 

3-
3.

 T
o 

pr
ov

id
e 

sp
ec

ia
l c

ou
rs

es
 to

 tr
ai

n 
th

e 
Ja

pa
ne

se
 

la
ng

ua
ge

 te
ac

he
rs

 a
nd

 th
e 

Ja
pa

ne
se

-R
us

si
an

 
in

te
rp

re
te

rs
. 

3-
4.

 T
o 

pr
ov

id
e 

te
ch

ni
ca

l a
dv

ic
e 

to
 J

ap
an

es
e 

la
ng

ua
ge

 
co

ur
se

s 
in

 u
ni

ve
rs

iti
es

 a
nd

 o
pe

ra
tio

na
l a

dv
ic

e 
to

 th
e 

Ja
pa

ne
se

 L
an

gu
ag

e 
Te

ac
he

rs
 A

ss
oc

ia
tio

n 
in

 
K

az
ak

hs
ta

n.
 

 4.
 P

ro
gr

am
 fo

r f
ac

ili
ta

tin
g 

m
ut

ua
l u

nd
er

st
an

di
ng

 
 4-

1.
 T

o 
de

si
gn

 a
nd

 im
pl

em
en

t a
n 

an
nu

al
 im

pl
em

en
ta

tio
n 

pl
an

 o
n 

ac
tiv

iti
es

 fo
r m

ut
ua

l u
nd

er
st

an
di

ng
 a

cc
or

di
ng

 to
 

th
e 

pr
in

ci
pl

e 
'p

ro
vi

di
ng

 in
fo

rm
at

io
n 

in
 tw

o 
w

ay
s'

. 
4-

2.
 T

o 
co

lle
ct

 in
fo

rm
at

io
n 

on
 s

oc
ie

ty
, e

co
no

m
y,

 c
ul

tu
re

 
et

c.
 o

f b
ot

h 
co

un
tri

es
 a

nd
 p

ro
du

ce
 m

at
er

ia
ls

 fo
r 

in
tro

du
ci

ng
 b

ot
h 

co
un

tri
es

. 
4-

3.
 T

o 
pr

ov
id

e 
in

fo
rm

at
io

n 
on

 s
tu

dy
 in

 J
ap

an
. 

4-
4.

 T
o 

co
nd

uc
t p

re
-o

rie
nt

at
io

n 
fo

r t
he

 p
eo

pl
e 

to
 

st
ud

y/
ta

ke
 tr

ai
ni

ng
 c

ou
rs

es
 in

 J
ap

an
 w

he
re

 n
ec

es
sa

ry
. 

 
4-

5.
 T

o 
en

ha
nc

e 
an

 o
rg

an
ic

 li
nk

ag
e 

am
on

g 
th

e 
bu

si
ne

ss
 

pr
og

ra
m

, J
ap

an
es

e 
la

ng
ua

ge
 e

du
ca

tio
n 

ac
tiv

ity
, a

nd
 

pr
og

ra
m

 fo
r m

ut
ua

l u
nd

er
st

an
di

ng
 to

 ra
is

e 
sy

ne
rg

y 
ef

fe
ct

. 
 

                                   P
re

co
nd

iti
on

s:
 

 Th
e 

re
sp

on
si

bi
lit

ie
s 

of
 

ea
ch

 s
id

e 
ar

e 
en

su
re

d 
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5.
 P

ub
lic

 re
la

tio
ns

 a
ct

iv
iti

es
 

 5-
1.

 T
o 

es
ta

bl
is

h 
pu

bl
ic

ity
 s

tra
te

gy
 a

nd
 d

es
ig

n 
an

 a
nn

ua
l 

im
pl

em
en

ta
tio

n 
pl

an
. 

5-
2.

 T
o 

im
pr

ov
e 

th
e 

w
eb

pa
ge

 o
f K

JC
 s

o 
as

 to
 m

ak
e 

it 
m

or
e 

ap
pe

al
in

g 
to

 th
e 

us
er

s.
 

5-
3.

 T
o 

co
nt

in
uo

us
ly

 is
su

e 
th

e 
ne

w
s 

le
tte

rs
 a

nd
 m

ai
lin

g 
lis

t 
of

 K
JC

. 
5-

4.
 T

o 
im

pl
em

en
t t

he
 p

la
n 

th
ro

ug
h 

va
rio

us
 m

ed
ia

, s
uc

h 
as

 th
e 

w
eb

pa
ge

, t
he

 m
ai

lin
g 

lis
t, 

ne
w

sp
ap

er
s,

 ra
di

o 
pr

og
ra

m
s 

an
d 

m
ag

az
in

es
. 
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資
料

○
：

評
価

グ
リ

ッ
ド

 
 

評
価
設
問

 
 

 
評
価

項
目

 
調
査
大
項
目

 
調
査
小
項
目

 
判
断
基
準
・
方
法

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集

方
法

 

相
手
国
開
発
政
策
と
の

整
合
性

 

「
カ
ザ
フ
ス
タ
ン

20
30
」
「
カ
ザ
フ

ス
タ
ン
国
産
業
革
新
発
展
工
業
開
発

戦
略
プ
ロ
グ
ラ
ム
（

20
03

-2
01

5
年
）
」

等
の
開
発
政
策
と
上
位
目
標
・
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
目
標
が
合
致
し
て
い
る
か
、
セ

ク
タ
ー
の
優
先
度
は
高
い
か

 

開
発
計
画
の
内
容
・
優
先
度
の
確

認
 

カ
ザ
フ
ス
タ
ン
開
発
政
策

 
国
家
開
発
計
画
資
料

 
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
政
府
機
関
（
経
済
予
算
計
画

省
・
大
学
長
他
）
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

日
本
の
援
助
政
策
と
の

整
合
性

 
日
本
お
よ
び

JI
C

A
の
援
助
方
針
に
合

致
し
て
い
る
か

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
時
お
よ
び

近
の
援
助
方
針

 
日
本
の
対
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
援
助
政
策

 

外
務
省
国
別
援
助
計
画
、
「
中
央
ア
ジ
ア
＋

日
本
」
対
話

 
行
動
計
画
、
二
国
間
政
策
協
議
等

 
大
使
館
、
専
門
家

 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ

選
定
の
妥
当
性
 
 
 
 
 

K
JC

利
用
者
（
中
小
企
業
経
営
者
・

従
業
員
、
企
業
家
、
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
、

N
G

O
、
大
学
関
係
者
、
学
生
、
行
政

官
、
一
般
市
民
）
、

C
P・

K
JC

ス
タ

ッ
フ
の
選
定
は
適
切
か

 

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
の
規
模
、

性
質
が
活
動
内
容
に
見
合
っ
た

も
の
か
ど
う
か

 

JC
C
で
の
協
議
内
容
、
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P、

他
ド
ナ
ー
の
意
見

 

ニ
ー
ズ
調
査
報
告
書
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種

報
告
書
、
専
門
家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ

 

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ

の
ニ
ー
ズ
へ
の
合
致

 

K
JC

利
用
者
（
中
小
企
業
経
営
者
・

従
業
員
、
企
業
家
、
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
、

N
G

O
、
大
学
関
係
者
、
学
生
、
行
政

官
、
一
般
市
民
）
、

C
P・

K
JC

ス
タ

ッ
フ
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て
い
る
か

 

ニ
ー
ズ
と
の
合
致
度

 
ニ
ー
ズ
調
査
結
果
、
ニ
ー
ズ
（
受
講
生
か
ら
の

要
望
）
対
応
状
況
、
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P、

他
ド
ナ
ー
の
意
見

 

ニ
ー
ズ
調
査
報
告
書
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種

報
告
書
、
専
門
家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ

 

妥 当 性 

日
本
の
技
術
の
優
位
性

 
K

JC
で
提
供
さ
れ
る
サ
ー
ビ
ス
は
、

日
本
の
技
術
の
優
位
性
を
生
か
し
た

も
の
か

 

カ
ザ
フ
ス
タ
ン
国
内
に
お
け
る

類
似
サ
ー
ビ
ス
と
の
比
較

 

市
場
調
査
情
報
、
講
義
資
料
、
利
用
者
ア
ン
ケ

ー
ト
回
答

 
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P、

他
ド
ナ
ー
の
意
見

 

運
営
指
導
調
査
報
告
書
、
市
場
調
査
報
告

書
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門
家

報
告
書
、

JC
C
議
事
録

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ

 

有 効 性 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
、
指

標
、
目
標
値
、
指
標
デ
ー

タ
入
手
手
段
の
適
切
性

 

『
「
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
に
お
け
る
市
場
経

済
化
に
対
応
す
る
人
材
育
成
」
お
よ
び

「
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
・
日
本
の
相
互
理
解

促
進
」
を
行
う
拠
点
と
し
て
の
カ
ザ
フ

日
本
セ
ン
タ
ー
の
機
能
が
強
化
さ
れ

る
』
と
い
う
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
、
指

標
、
目
標
値
、
指
標
デ
ー
タ
入
手
手
段

は
適
切
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
、
成
果
と
の

論
理
的
整
合
性
、
入
手
さ
れ
た
指

標
デ
ー
タ
の
質

 

PD
M
、

PO
、
指
標
デ
ー
タ
、
専
門
家
、

C
P
の

意
見

 
PD

M
、

PO
、
指
標
デ
ー
タ

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 



別
添

4 

評
価
設
問

 
 

 
評
価

項
目

 
調
査
大
項
目

 
調
査
小
項
目

 
判
断
基
準
・
方
法

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集

方
法

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の

達
成

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
の
見
込
み

は
高
い
か

 
PO

と
活
動
、
成
果
、
目
標
値
の

確
認

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
状
況
に
関
す
る
デ
ー
タ
、

指
標
デ
ー
タ
（

1.
K

JC
ス
タ
ッ
フ
の
事
業
運
営
能

力
、

2.
K

JC
利
用
者
数
、

3.
K

JC
収
入
に
よ
る
現

地
活
動
費
カ
バ
ー
率
、

4.
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
国
内
に

お
け
る

K
JC

認
知
度
）
、
専
門
家
、

C
P 

の
意

見
 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
指
標
デ
ー
タ
等

の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
体
制

 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
仕
組
み
、
意
思
決
定

過
程
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
内
の
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
は
適
切
で
あ
っ
た
か

 
進
捗
管
理
状
況

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
状
況
に
関
す
る
デ
ー
タ
、

JC
C
開
催
記
録

 
専
門
家
、

C
P 

の
意
見

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門
家
報
告

書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

目
標
達
成
に
か
か
る
促
進
要
因
は
何

か
 

促
進
要
因
が
目
標
達
成
に
与
え

る
影
響
度

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
に
関
す
る
デ
ー
タ
（

C
P
の

動
向
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
運
営
状
況
、
意
思
決

定
シ
ス
テ
ム
の
確
認
等
）
、
専
門
家
、

C
P
の
意

見
 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ

 
目
標
達
成
の
促
進
・
阻
害

要
因

 

目
標
達
成
に
か
か
る
阻
害
要
因
は
何

か
 

 
阻
害
要
因
が
目
標
達
成
に
与
え

る
影
響
度

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
に
関
す
る
デ
ー
タ
（

C
P
の

動
向
、
ス
タ
ッ
フ
離
職
率
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
財

務
状
況
等
）
、
専
門
家
、

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
に

至
る
ま
で
の
外
部
条
件

の
影
響

 

外
部
条
件
は
満
た
さ
れ
た
か
、
変
化
し

た
か
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
ど
の
よ
う
に

影
響
し
た
か
、
対
応
は
適
切
で
あ
っ
た

か
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

外
部
環
境
変
化
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
と
の
関
係
性

 

外
部
条
件
に
関
す
る
情
報
（
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
の

市
場
経
済
化
動
向
、
両
政
府
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

へ
の
支
援
）
、
専
門
家
、

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ

 

日
本
側
投
入
：
長
期
、
短
期
専
門
家

 
投
入
の
量
、
内
容
、
時
期
、
計
画

と
の
比
較

 
分
野
、
人
数
､派

遣
期
間
、
能
力

 
R

/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
投
入
実
績
表
等

の
資
料

K
JC

利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ

 

日
本
側
投
入
：
機
材
供
与

 
投
入
の
量
、
内
容
、
時
期
、
計
画

と
の
比
較

 
投
入
機
材
の
種
類
、
数
量
、
金
額
、
目
的

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
投
入
実
績
表
等

の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
観

察
 

効 率 性 

投
入
の
適
切
性
（
全
般
）

 

日
本
側
投
入
：
研
修
員
受
入

 
投
入
の
量
、
内
容
、
時
期
、
計
画

と
の
比
較

 
研
修
員
所
属
機
関
、
研
修
受
入
人
数
、
期
間
、

研
修
内
容

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
投
入
実
績
表
等

の
資
料

 
元
研
修
員
、

K
JC

利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 



別
添

4 

評
価
設
問

 
 

 
評
価

項
目

 
調
査
大
項
目

 
調
査
小
項
目

 
判
断
基
準
・
方
法

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集

方
法

 

日
本
側
投
入
：
現
地
活
動
費

 
投
入
の
量
、
内
容
、
時
期
、
計
画

と
の
比
較

 
活
動
予
算
額
、
支
出
額
、
支
出
内
容

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
投
入
実
績
表
等

の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
投
入
：

C
P
配
置

 
投
入
の
量
、
内
容
、
時
期
、
計
画

と
の
比
較

 
C

P
配
置
状
況
、
人
数
、
能
力

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
投
入
実
績
表
等

の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
投
入
：
施
設
･
設
備

 
投
入
の
量
、
内
容
、
時
期
、
計
画

と
の
比
較

 
施
設
・
設
備
の
利
便
性
、

K
JC

利
用
者
・
専
門

家
・

C
P
の
認
識

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
投
入
実
績
表
等

の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
観

察
、
フ
ォ
ー

カ
ス
グ
ル
ー

プ
 

カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
投
入
：
光
熱
水
道
費

等
 

投
入
の
量
、
内
容
、
時
期
、
計
画

と
の
比
較

 
光
熱
水
道
費
支
出
状
況

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
投
入
実
績
表
等

の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

投
入
に
見
合
っ
た
成
果

の
産
出
（
セ
ン
タ
ー
運

営
）

 

セ
ン
タ
ー
運
営
の
た
め
の
投
入
に
見

合
っ
た
成
果
が
得
ら
れ
て
い
る
か

 
投
入
と
成
果
の
確
認

 

成
果
目
標
値
の
達
成
状
況
（
セ
ン
タ
ー
の
財
務

諸
表
、
人
材
育
成
計
画
に
基
づ
き
実
施
さ
れ
た

ス
タ
ッ
フ
研
修
の
数
）

 
専
門
家
・

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
そ
の
他
指
標
に

関
す
る
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
観

察
、
フ
ォ
ー

カ
ス
グ
ル
ー

プ
 

投
入
に
見
合
っ
た
成
果

の
産
出
（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー

ス
運
営
事
業
）

 

ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
運
営
事
業
の
た
め

の
投
入
に
見
合
っ
た
成
果
が
得
ら
れ

て
い
る
か

 
投
入
と
成
果
の
確
認

 

成
果
目
標
値
の
達
成
状
況
（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス

の
活
動
の
数
と
種
類
、
受
講
者
の
数
・
満
足

度
・

経
営
能
力
向
上
レ
ベ
ル
、
現
地
講
師
の
数
と
質
、

商
工
会
議
所
等
経
済
団
体
・
行
政
組
織
と
の
連

携
事
業
数
）

 
専
門
家
・

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
そ
の
他
指
標
に

関
す
る
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
観

察
、
フ
ォ
ー

カ
ス
グ
ル
ー

プ
 

投
入
に
見
合
っ
た
成
果

の
産
出
（
日
本
語
コ
ー
ス

運
営
事
業
）

 

日
本
語
コ
ー
ス
運
営
事
業
の
た
め
の

投
入
に
見
合
っ
た
成
果
が
得
ら
れ
て

い
る
か

 
投
入
と
成
果
の
確
認

 

成
果
目
標
値
の
達
成
状
況
（
日
本
語
コ
ー
ス
の

活
動
の
数
と
種
類
、
受
講
者
の
数
・
満
足
度
・

日
本
語
向
上
レ
ベ
ル
、
日
本
語
を
教
え
る
カ
ザ

フ
ス
タ
ン
大
学
・
日
本
語
教
師
連
盟
へ
の
指
導

回
数
）

 
専
門
家
・

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
そ
の
他
指
標
に

関
す
る
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
観

察
、
フ
ォ
ー

カ
ス
グ
ル
ー

プ
 



別
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4 

評
価
設
問

 
 

 
評
価

項
目

 
調
査
大
項
目

 
調
査
小
項
目

 
判
断
基
準
・
方
法

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集

方
法

 

投
入
に
見
合
っ
た
成
果

の
産
出
（
相
互
理
解
促
進

事
業
）

 

相
互
理
解
促
進
事
業
の
た
め
の
投
入

に
見
合
っ
た
成
果
が
得
ら
れ
て
い
る

か
 

投
入
と
成
果
の
確
認

 

成
果
目
標
値
の
達
成
状
況
（
相
互
理
解
促
進
の

た
め
の
各
種
活
動
の
開
催
数
、
参
加
者
数
お
よ

び
参
加
者
の
満
足
度
、
両
国
そ
れ
ぞ
れ
に
関
す

る
紹
介
資
料
（
内
容
／
種
類
）
）

 
専
門
家
・

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
そ
の
他
指
標
に

関
す
る
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
観

察
、
フ
ォ
ー

カ
ス
グ
ル
ー

プ
 

投
入
に
見
合
っ
た
成
果

の
産
出
（
広
報
事
業
）

 
広
報
事
業
の
た
め
の
投
入
に
見
合
っ

た
成
果
が
得
ら
れ
て
い
る
か

 
投
入
と
成
果
の
確
認

 

成
果
目
標
値
の
達
成
状
況
（
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の

更
新
頻
度
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
ア
ク
セ
ス
数
、

M
L
メ
ン
バ
ー
数
、

M
L
送
信
数
、
ニ
ュ
ー
ス
レ

タ
ー
の
発
行
回
数
、
新
聞
・
雑
誌
等
各
種
メ
デ

ィ
ア
に
取
り
上
げ
ら
れ
た
数
）

 
専
門
家
・

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
そ
の
他
指
標
に

関
す
る
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
観

察
、
フ
ォ
ー

カ
ス
グ
ル
ー

プ
 

他
の

O
D

A
事
業
と
の
連

携
 

関
連
す
る

JI
C

A
事
業
、
日
本
の
他
の

支
援
、
他
ド
ナ
ー
と
の
協
力
、
連
携
は

あ
っ
た
か

 

事
実
確
認
に
よ
る
有
無
と
必
要

性
の
検
証

 
関
連
事
業
情
報

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門
家
報
告

書
、

JC
C
議
事
録
等
に
関
す
る
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ

 

効
率
性
を
向
上
さ
せ
た
要
因
は
何
か

 
要
因
が
効
率
性
を
向
上
さ
せ
る

影
響
度

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
に
関
す
る
デ
ー
タ
、
専
門

家
、

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 
効
率
性
を
向
上
ま
た
は

阻
害
し
た
要
因

 

効
率
性
を
阻
害
し
た
要
因
は
何
か

 
要
因
が
効
率
性
を
阻
害
す
る
影

響
度

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
に
関
す
る
デ
ー
タ
、
専
門

家
、

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

K
JC

受
講
生
の
企
業
の
う
ち
収
益
お

よ
び
効
率
性
が
向
上
し
た
企
業
数

 
指
標
と
の
比
較

 
指
標
に
示
さ
れ
て
い
る
企
業
数
代
替
指
標

(p
ro

xy
 in

di
ca

to
r)と

し
て
事
例
（
定
性
情
報
）

K
JC

利
用
者
・
専
門
家
・

C
P
の
認
識

 

ア
ン
ケ
ー
ト
・
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
結
果

K
JC

利
用
者

 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ

 

両
国
間
で
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
に

つ
な
が
っ
た
事
例
お
よ
び
そ
の
数

 
指
標
と
の
比
較

 
指
標
に
示
さ
れ
て
い
る
事
例
と
数

 
K

JC
利
用
者
・
専
門
家
・

C
P
の
認
識

 
ア
ン
ケ
ー
ト
・
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
結
果

 
K

JC
利
用
者

 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ

 

イ
ン

パ
ク

ト
 

上
位
目
標
の
達
成
見
込

み
「
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
に
お

け
る
市
場
経
済
化
に
資

す
る
人
材
が
育
成
さ
れ

る
」
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終

了
後

3－
5
年
に
達
成
さ

れ
る
か

 

両
国
の
市
民
連
携
・
交
流
に
つ
な
が
っ

た
事
例
お
よ
び
そ
の
数

 
指
標
と
の
比
較

 
指
標
に
示
さ
れ
て
い
る
事
例
と
数

 
K

JC
利
用
者
・
専
門
家
・

C
P
の
認
識

 
ア
ン
ケ
ー
ト
・
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
結
果

 
K

JC
利
用
者

 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ

 



別
添

4 

評
価
設
問

 
 

 
評
価

項
目

 
調
査
大
項
目

 
調
査
小
項
目

 
判
断
基
準
・
方
法

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集

方
法

 

波
及
効
果

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
も
た
ら
し
た
正
負

の
影
響
は
何
か

 
影
響
の
確
認

 
K

JC
利
用
者
・
専
門
家
・

C
P
の
認
識

 
R

/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
観

察
、
フ
ォ
ー

カ
ス
グ
ル
ー

プ
 

上
位
目
標
に
至
る
ま
で

の
外
部
条
件
の
影
響

 

外
部
条
件
は
満
た
さ
れ
た
か
、
変
化
し

た
か
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
ど
の
よ
う
に

影
響
し
た
か
、
対
応
は
適
切
で
あ
っ
た

か
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

外
部
環
境
変
化
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
と
の
関
係
性

 
外
部
条
件
に
関
す
る
情
報
（
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
政

治
状
況
）
、
専
門
家
、

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ

 

K
JC

の
法
的
位
置
付
け

 
法
的
位
置
付
け
に
関
す
る
事
実

確
認

 
専
門
家
、

C
P
の
意
見

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門
家
報
告

書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

K
JC

の
経
営
シ
ス
テ
ム

 
経
営
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
事
実

確
認

 
専
門
家
、

C
P
の
意
見

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門
家
報
告

書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

K
JC

の
今
後
の
方
向
性

 
今
後
の
方
向
性
に
関
す
る
事
実

確
認

 
JI

C
A
、
大
使
館
、
専
門
家
、

C
P
の
意
見

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門
家
報
告

書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

人
員
（

C
P
配
置
）
の
適
切
性

 
C

P
の
人
数
、
能
力
、
モ
テ
ィ
ベ

ー
シ
ョ
ン
、
定
着
率
等
の
確
認

 
専
門
家
、

C
P、

利
用
者
の
意
見

 
R

/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

組
織
・
運
営
面

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理
の
現
状

 
運
営
管
理
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
等
の

仕
組
み
に
関
す
る
事
実
確
認

 
専
門
家
、

C
P、

利
用
者
の
意
見

 
R

/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

C
P
機
関
の
予
算
手
当
て
状
況

 
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
負
担
割
合
の

確
認

 
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
の
投
入
実
績
、
財
務
デ
ー
タ
、

専
門
家
、

C
P
の
意
見
専
門
家
、

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

K
JC

事
業
収
入
の
支
出
に
占
め
る
割

合
 

収
支
状
況
確
認

 
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
の
投
入
実
績
、
財
務
デ
ー
タ
、

専
門
家
、

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

自
 

立
 

発
 

展
 

性
 

財
政
面

 

財
政
の
透
明
性

 
財
務
デ
ー
タ
確
認

 
財
務
デ
ー
タ
、
専
門
家
、

C
P
の
意
見

 
R

/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 



別
添

4 

評
価
設
問

 
 

 
評
価

項
目

 
調
査
大
項
目

 
調
査
小
項
目

 
判
断
基
準
・
方
法

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集

方
法

 

技
術
移
転
し
た

C
P
の
業
務
習
得
状
況

 
C

P
の
業
務
習
熟
状
況

 
C

P
の
業
務
に
関
す
る
情
報
、
専
門
家
、

C
P
の

意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
状
況

 
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
質
と
利
用
状
況

 
運
営
等
に
関
す
る
マ
ニ
ュ
ア
ル
、
専
門
家
、

C
P

の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

機
材
の
維
持
管
理
手
順
の
定
着

 
機
材
管
理
手
順
の
確
認

 
機
材
維
持
管
理
に
関
す
る
情
報
、
専
門
家
、

C
P

の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

技
術
面

 

情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

 
情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
状
況
の
確

認
 

情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
関
す
る
情
報
、
専
門
家
、

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

 



別
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5 

評
価

グ
リ

ッ
ド

 
 

評
価
設
問

 
 

 
評
価

項
目

 
調
査
大
項
目

 
調
査
小
項
目

 
判
断
基
準
・
方
法

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集

方
法

 

相
手
国
開
発
政
策
と
の

整
合
性

 

「
カ
ザ
フ
ス
タ
ン

20
30
」
「
カ
ザ
フ

ス
タ
ン
国
産
業
革
新
発
展
工
業
開
発

戦
略
プ
ロ
グ
ラ
ム
（

20
03

-2
01

5
年
）
」

等
の
開
発
政
策
と
上
位
目
標
・
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
目
標
が
合
致
し
て
い
る
か
、
セ

ク
タ
ー
の
優
先
度
は
高
い
か

 

開
発
計
画
の
内
容
・
優
先
度
の
確

認
 

カ
ザ
フ
ス
タ
ン
開
発
政
策

 
国
家
開
発
計
画
資
料

 
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
政
府
機
関
（
経
済
予
算
計
画

省
・
大
学
長
他
）
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

日
本
の
援
助
政
策
と
の

整
合
性

 
日
本
お
よ
び

JI
C

A
の
援
助
方
針
に
合

致
し
て
い
る
か

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
時
お
よ
び

近
の
援
助
方
針

 
日
本
の
対
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
援
助
政
策

 

外
務
省
国
別
援
助
計
画
、
「
中
央
ア
ジ
ア
＋

日
本
」
対
話

 
行
動
計
画
、
二
国
間
政
策
協
議
等

 
大
使
館
、
専
門
家

 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ

選
定
の
妥
当
性
 
 
 
 
 

K
JC

利
用
者
（
中
小
企
業
経
営
者
・

従
業
員
、
企
業
家
、
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
、

N
G

O
、
大
学
関
係
者
、
学
生
、
行
政

官
、
一
般
市
民
）
、

C
P・

K
JC

ス
タ

ッ
フ
の
選
定
は
適
切
か

 

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
の
規
模
、

性
質
が
活
動
内
容
に
見
合
っ
た

も
の
か
ど
う
か

 

JC
C
で
の
協
議
内
容
、
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P、

他
ド
ナ
ー
の
意
見

 

ニ
ー
ズ
調
査
報
告
書
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種

報
告
書
、
専
門
家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ

 

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ

の
ニ
ー
ズ
へ
の
合
致

 

K
JC

利
用
者
（
中
小
企
業
経
営
者
・

従
業
員
、
企
業
家
、
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
、

N
G

O
、
大
学
関
係
者
、
学
生
、
行
政

官
、
一
般
市
民
）
、

C
P・

K
JC

ス
タ

ッ
フ
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て
い
る
か

 

ニ
ー
ズ
と
の
合
致
度

 
ニ
ー
ズ
調
査
結
果
、
ニ
ー
ズ
（
受
講
生
か
ら
の

要
望
）
対
応
状
況
、
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P、

他
ド
ナ
ー
の
意
見

 

ニ
ー
ズ
調
査
報
告
書
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種

報
告
書
、
専
門
家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ

 

妥 当 性 

日
本
の
技
術
の
優
位
性

 
K

JC
で
提
供
さ
れ
る
サ
ー
ビ
ス
は
、

日
本
の
技
術
の
優
位
性
を
生
か
し
た

も
の
か

 

カ
ザ
フ
ス
タ
ン
国
内
に
お
け
る

類
似
サ
ー
ビ
ス
と
の
比
較

 

市
場
調
査
情
報
、
講
義
資
料
、
利
用
者
ア
ン
ケ

ー
ト
回
答

 
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P、

他
ド
ナ
ー
の
意
見

 

運
営
指
導
調
査
報
告
書
、
市
場
調
査
報
告

書
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門
家

報
告
書
、

JC
C
議
事
録

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ

 

有 効 性 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
、
指

標
、
目
標
値
、
指
標
デ
ー

タ
入
手
手
段
の
適
切
性

 

『
「
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
に
お
け
る
市
場
経

済
化
に
対
応
す
る
人
材
育
成
」
お
よ
び

「
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
・
日
本
の
相
互
理
解

促
進
」
を
行
う
拠
点
と
し
て
の
カ
ザ
フ

日
本
セ
ン
タ
ー
の
機
能
が
強
化
さ
れ

る
』
と
い
う
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
、
指

標
、
目
標
値
、
指
標
デ
ー
タ
入
手
手
段

は
適
切
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
、
成
果
と
の

論
理
的
整
合
性
、
入
手
さ
れ
た
指

標
デ
ー
タ
の
質

 

PD
M
、

PO
、
指
標
デ
ー
タ
、
専
門
家
、

C
P
の

意
見

 
PD

M
、

PO
、
指
標
デ
ー
タ

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 



別
添
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評
価
設
問

 
 

 
評
価

項
目

 
調
査
大
項
目

 
調
査
小
項
目

 
判
断
基
準
・
方
法

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集

方
法

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の

達
成

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
の
見
込
み

は
高
い
か

 
PO

と
活
動
、
成
果
、
目
標
値
の

確
認

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
状
況
に
関
す
る
デ
ー
タ
、

指
標
デ
ー
タ
（

1.
K

JC
ス
タ
ッ
フ
の
事
業
運
営
能

力
、

2.
K

JC
利
用
者
数
、

3.
K

JC
収
入
に
よ
る
現

地
活
動
費
カ
バ
ー
率
、

4.
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
国
内
に

お
け
る

K
JC

認
知
度
）
、
専
門
家
、

C
P 

の
意

見
 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
指
標
デ
ー
タ
等

の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
体
制

 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
仕
組
み
、
意
思
決
定

過
程
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
内
の
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
は
適
切
で
あ
っ
た
か

 
進
捗
管
理
状
況

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
状
況
に
関
す
る
デ
ー
タ
、

JC
C
開
催
記
録

 
専
門
家
、

C
P 

の
意
見

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門
家
報
告

書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

目
標
達
成
に
か
か
る
促
進
要
因
は
何

か
 

促
進
要
因
が
目
標
達
成
に
与
え

る
影
響
度

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
に
関
す
る
デ
ー
タ
（

C
P
の

動
向
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
運
営
状
況
、
意
思
決

定
シ
ス
テ
ム
の
確
認
等
）
、
専
門
家
、

C
P
の
意

見
 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ

 
目
標
達
成
の
促
進
・
阻
害

要
因

 

目
標
達
成
に
か
か
る
阻
害
要
因
は
何

か
 

 
阻
害
要
因
が
目
標
達
成
に
与
え

る
影
響
度

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
に
関
す
る
デ
ー
タ
（

C
P
の

動
向
、
ス
タ
ッ
フ
離
職
率
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
財

務
状
況
等
）
、
専
門
家
、

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
に

至
る
ま
で
の
外
部
条
件

の
影
響

 

外
部
条
件
は
満
た
さ
れ
た
か
、
変
化
し

た
か
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
ど
の
よ
う
に

影
響
し
た
か
、
対
応
は
適
切
で
あ
っ
た

か
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

外
部
環
境
変
化
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
と
の
関
係
性

 

外
部
条
件
に
関
す
る
情
報
（
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
の

市
場
経
済
化
動
向
、
両
政
府
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

へ
の
支
援
）
、
専
門
家
、

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ

 

日
本
側
投
入
：
長
期
、
短
期
専
門
家

 
投
入
の
量
、
内
容
、
時
期
、
計
画

と
の
比
較

 
分
野
、
人
数
､派

遣
期
間
、
能
力

 
R

/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
投
入
実
績
表
等

の
資
料

K
JC

利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ

 

日
本
側
投
入
：
機
材
供
与

 
投
入
の
量
、
内
容
、
時
期
、
計
画

と
の
比
較

 
投
入
機
材
の
種
類
、
数
量
、
金
額
、
目
的

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
投
入
実
績
表
等

の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
観

察
 

効 率 性 

投
入
の
適
切
性
（
全
般
）

 

日
本
側
投
入
：
研
修
員
受
入

 
投
入
の
量
、
内
容
、
時
期
、
計
画

と
の
比
較

 
研
修
員
所
属
機
関
、
研
修
受
入
人
数
、
期
間
、

研
修
内
容

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
投
入
実
績
表
等

の
資
料

 
元
研
修
員
、

K
JC

利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
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評
価
設
問

 
 

 
評
価

項
目

 
調
査
大
項
目

 
調
査
小
項
目

 
判
断
基
準
・
方
法

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集

方
法

 

日
本
側
投
入
：
現
地
活
動
費

 
投
入
の
量
、
内
容
、
時
期
、
計
画

と
の
比
較

 
活
動
予
算
額
、
支
出
額
、
支
出
内
容

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
投
入
実
績
表
等

の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
投
入
：

C
P
配
置

 
投
入
の
量
、
内
容
、
時
期
、
計
画

と
の
比
較

 
C

P
配
置
状
況
、
人
数
、
能
力

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
投
入
実
績
表
等

の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
投
入
：
施
設
･
設
備

 
投
入
の
量
、
内
容
、
時
期
、
計
画

と
の
比
較

 
施
設
・
設
備
の
利
便
性
、

K
JC

利
用
者
・
専
門

家
・

C
P
の
認
識

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
投
入
実
績
表
等

の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
観

察
、
フ
ォ
ー

カ
ス
グ
ル
ー

プ
 

カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
投
入
：
光
熱
水
道
費

等
 

投
入
の
量
、
内
容
、
時
期
、
計
画

と
の
比
較

 
光
熱
水
道
費
支
出
状
況

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
投
入
実
績
表
等

の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

投
入
に
見
合
っ
た
成
果

の
産
出
（
セ
ン
タ
ー
運

営
）

 

セ
ン
タ
ー
運
営
の
た
め
の
投
入
に
見

合
っ
た
成
果
が
得
ら
れ
て
い
る
か

 
投
入
と
成
果
の
確
認

 

成
果
目
標
値
の
達
成
状
況
（
セ
ン
タ
ー
の
財
務

諸
表
、
人
材
育
成
計
画
に
基
づ
き
実
施
さ
れ
た

ス
タ
ッ
フ
研
修
の
数
）

 
専
門
家
・

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
そ
の
他
指
標
に

関
す
る
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
観

察
、
フ
ォ
ー

カ
ス
グ
ル
ー

プ
 

投
入
に
見
合
っ
た
成
果

の
産
出
（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー

ス
運
営
事
業
）

 

ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
運
営
事
業
の
た
め

の
投
入
に
見
合
っ
た
成
果
が
得
ら
れ

て
い
る
か

 
投
入
と
成
果
の
確
認

 

成
果
目
標
値
の
達
成
状
況
（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス

の
活
動
の
数
と
種
類
、
受
講
者
の
数
・
満
足

度
・

経
営
能
力
向
上
レ
ベ
ル
、
現
地
講
師
の
数
と
質
、

商
工
会
議
所
等
経
済
団
体
・
行
政
組
織
と
の
連

携
事
業
数
）

 
専
門
家
・

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
そ
の
他
指
標
に

関
す
る
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
観

察
、
フ
ォ
ー

カ
ス
グ
ル
ー

プ
 

投
入
に
見
合
っ
た
成
果

の
産
出
（
日
本
語
コ
ー
ス

運
営
事
業
）

 

日
本
語
コ
ー
ス
運
営
事
業
の
た
め
の

投
入
に
見
合
っ
た
成
果
が
得
ら
れ
て

い
る
か

 
投
入
と
成
果
の
確
認

 

成
果
目
標
値
の
達
成
状
況
（
日
本
語
コ
ー
ス
の

活
動
の
数
と
種
類
、
受
講
者
の
数
・
満
足
度
・

日
本
語
向
上
レ
ベ
ル
、
日
本
語
を
教
え
る
カ
ザ

フ
ス
タ
ン
大
学
・
日
本
語
教
師
連
盟
へ
の
指
導

回
数
）

 
専
門
家
・

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
そ
の
他
指
標
に

関
す
る
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
観

察
、
フ
ォ
ー

カ
ス
グ
ル
ー

プ
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評
価
設
問

 
 

 
評
価

項
目

 
調
査
大
項
目

 
調
査
小
項
目

 
判
断
基
準
・
方
法

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集

方
法

 

投
入
に
見
合
っ
た
成
果

の
産
出
（
相
互
理
解
促
進

事
業
）

 

相
互
理
解
促
進
事
業
の
た
め
の
投
入

に
見
合
っ
た
成
果
が
得
ら
れ
て
い
る

か
 

投
入
と
成
果
の
確
認

 

成
果
目
標
値
の
達
成
状
況
（
相
互
理
解
促
進
の

た
め
の
各
種
活
動
の
開
催
数
、
参
加
者
数
お
よ

び
参
加
者
の
満
足
度
、
両
国
そ
れ
ぞ
れ
に
関
す

る
紹
介
資
料
（
内
容
／
種
類
）
）

 
専
門
家
・

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
そ
の
他
指
標
に

関
す
る
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
観

察
、
フ
ォ
ー

カ
ス
グ
ル
ー

プ
 

投
入
に
見
合
っ
た
成
果

の
産
出
（
広
報
事
業
）

 
広
報
事
業
の
た
め
の
投
入
に
見
合
っ

た
成
果
が
得
ら
れ
て
い
る
か

 
投
入
と
成
果
の
確
認

 

成
果
目
標
値
の
達
成
状
況
（
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の

更
新
頻
度
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
ア
ク
セ
ス
数
、

M
L
メ
ン
バ
ー
数
、

M
L
送
信
数
、
ニ
ュ
ー
ス
レ

タ
ー
の
発
行
回
数
、
新
聞
・
雑
誌
等
各
種
メ
デ

ィ
ア
に
取
り
上
げ
ら
れ
た
数
）

 
専
門
家
・

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
、
そ
の
他
指
標
に

関
す
る
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
観

察
、
フ
ォ
ー

カ
ス
グ
ル
ー

プ
 

他
の

O
D

A
事
業
と
の
連

携
 

関
連
す
る

JI
C

A
事
業
、
日
本
の
他
の

支
援
、
他
ド
ナ
ー
と
の
協
力
、
連
携
は

あ
っ
た
か

 

事
実
確
認
に
よ
る
有
無
と
必
要

性
の
検
証

 
関
連
事
業
情
報

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門
家
報
告

書
、

JC
C
議
事
録
等
に
関
す
る
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ

 

効
率
性
を
向
上
さ
せ
た
要
因
は
何
か

 
要
因
が
効
率
性
を
向
上
さ
せ
る

影
響
度

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
に
関
す
る
デ
ー
タ
、
専
門

家
、

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 
効
率
性
を
向
上
ま
た
は

阻
害
し
た
要
因

 

効
率
性
を
阻
害
し
た
要
因
は
何
か

 
要
因
が
効
率
性
を
阻
害
す
る
影

響
度

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
に
関
す
る
デ
ー
タ
、
専
門

家
、

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

K
JC

受
講
生
の
企
業
の
う
ち
収
益
お

よ
び
効
率
性
が
向
上
し
た
企
業
数

 
指
標
と
の
比
較

 
指
標
に
示
さ
れ
て
い
る
企
業
数
代
替
指
標

(p
ro

xy
 in

di
ca

to
r)と

し
て
事
例
（
定
性
情
報
）

K
JC

利
用
者
・
専
門
家
・

C
P
の
認
識

 

ア
ン
ケ
ー
ト
・
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
結
果

K
JC

利
用
者

 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ

 

両
国
間
で
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
に

つ
な
が
っ
た
事
例
お
よ
び
そ
の
数

 
指
標
と
の
比
較

 
指
標
に
示
さ
れ
て
い
る
事
例
と
数

 
K

JC
利
用
者
・
専
門
家
・

C
P
の
認
識

 
ア
ン
ケ
ー
ト
・
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
結
果

 
K

JC
利
用
者

 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ

 

イ
ン

パ
ク

ト
 

上
位
目
標
の
達
成
見
込

み
「
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
に
お

け
る
市
場
経
済
化
に
資

す
る
人
材
が
育
成
さ
れ

る
」
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終

了
後

3－
5
年
に
達
成
さ

れ
る
か

 

両
国
の
市
民
連
携
・
交
流
に
つ
な
が
っ

た
事
例
お
よ
び
そ
の
数

 
指
標
と
の
比
較

 
指
標
に
示
さ
れ
て
い
る
事
例
と
数

 
K

JC
利
用
者
・
専
門
家
・

C
P
の
認
識

 
ア
ン
ケ
ー
ト
・
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
結
果

 
K

JC
利
用
者

 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ
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評
価
設
問

 
 

 
評
価

項
目

 
調
査
大
項
目

 
調
査
小
項
目

 
判
断
基
準
・
方
法

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集

方
法

 

波
及
効
果

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
も
た
ら
し
た
正
負

の
影
響
は
何
か

 
影
響
の
確
認

 
K

JC
利
用
者
・
専
門
家
・

C
P
の
認
識

 
R

/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
観

察
、
フ
ォ
ー

カ
ス
グ
ル
ー

プ
 

上
位
目
標
に
至
る
ま
で

の
外
部
条
件
の
影
響

 

外
部
条
件
は
満
た
さ
れ
た
か
、
変
化
し

た
か
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
ど
の
よ
う
に

影
響
し
た
か
、
対
応
は
適
切
で
あ
っ
た

か
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

外
部
環
境
変
化
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
と
の
関
係
性

 
外
部
条
件
に
関
す
る
情
報
（
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
政

治
状
況
）
、
専
門
家
、

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
K

JC
利
用
者
、
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
フ

ォ
ー
カ
ス
グ

ル
ー
プ

 

K
JC

の
法
的
位
置
付
け

 
法
的
位
置
付
け
に
関
す
る
事
実

確
認

 
専
門
家
、

C
P
の
意
見

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門
家
報
告

書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

K
JC

の
経
営
シ
ス
テ
ム

 
経
営
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
事
実

確
認

 
専
門
家
、

C
P
の
意
見

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門
家
報
告

書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

K
JC

の
今
後
の
方
向
性

 
今
後
の
方
向
性
に
関
す
る
事
実

確
認

 
JI

C
A
、
大
使
館
、
専
門
家
、

C
P
の
意
見

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門
家
報
告

書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

人
員
（

C
P
配
置
）
の
適
切
性

 
C

P
の
人
数
、
能
力
、
モ
テ
ィ
ベ

ー
シ
ョ
ン
、
定
着
率
等
の
確
認

 
専
門
家
、

C
P、

利
用
者
の
意
見

 
R

/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

組
織
・
運
営
面

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理
の
現
状

 
運
営
管
理
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
等
の

仕
組
み
に
関
す
る
事
実
確
認

 
専
門
家
、

C
P、

利
用
者
の
意
見

 
R

/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

C
P
機
関
の
予
算
手
当
て
状
況

 
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
負
担
割
合
の

確
認

 
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
の
投
入
実
績
、
財
務
デ
ー
タ
、

専
門
家
、

C
P
の
意
見
専
門
家
、

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

K
JC

事
業
収
入
の
支
出
に
占
め
る
割

合
 

収
支
状
況
確
認

 
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
の
投
入
実
績
、
財
務
デ
ー
タ
、

専
門
家
、

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

自
 

立
 

発
 

展
 

性
 

財
政
面

 

財
政
の
透
明
性

 
財
務
デ
ー
タ
確
認

 
財
務
デ
ー
タ
、
専
門
家
、

C
P
の
意
見

 
R

/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
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評
価
設
問

 
 

 
評
価

項
目

 
調
査
大
項
目

 
調
査
小
項
目

 
判
断
基
準
・
方
法

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集

方
法

 

技
術
移
転
し
た

C
P
の
業
務
習
得
状
況

 
C

P
の
業
務
習
熟
状
況

 
C

P
の
業
務
に
関
す
る
情
報
、
専
門
家
、

C
P
の

意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
状
況

 
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
質
と
利
用
状
況

 
運
営
等
に
関
す
る
マ
ニ
ュ
ア
ル
、
専
門
家
、

C
P

の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

機
材
の
維
持
管
理
手
順
の
定
着

 
機
材
管
理
手
順
の
確
認

 
機
材
維
持
管
理
に
関
す
る
情
報
、
専
門
家
、

C
P

の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

技
術
面

 

情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

 
情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
状
況
の
確

認
 

情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
関
す
る
情
報
、
専
門
家
、

C
P
の
意
見

 

R
/D
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
各
種
報
告
書
、
専
門

家
報
告
書
、

JC
C
議
事
録
等
の
資
料

 
専
門
家
、

C
P 

資
料
レ
ビ
ュ

ー
、
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
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フォーカス･グループ･ディスカッションの主な質問事項 
 
ビジネスコース受講経験者 

1. How did you get to know about KJC? 

2. What are your motives to study business management? 

3. What are the main reasons/ motives for you to choose KJC as opposed to other institutions? 

4. What aspect of KJC business management courses did you enjoy/ value the most? 

5. What aspect of KJC business management courses should be improved? 

6. What do you think is the strength of KJC business management courses? 

7. Have you ever taken part of KJC Japanese language courses and events for mutual understanding? 

How did you like them? 

8. Have you visited KJC website? What did you think about it? How could it be improved? 

 

日本語コース受講経験者 

1. How did you get to know about KJC? 

2. What are your motives to study Japanese language? 

3. What other foreign languages do you study or do you want to study? Why? 

4. What are the main reasons/ motives for you to choose KJC as opposed to other institutions? 

5. What aspect of KJC Japanese language courses did you enjoy/ value the most? 

6. What aspect of KJC Japanese language courses should be improved? 

7. What do you think is the strength of KJC Japanese language courses? 

8. Have you ever taken part of KJC business management courses and events for mutual understanding? 

How did you like them? 

9. Have you visited KJC website? What did you think about it? How could it be improved? 

 

相互理解講座参加経験者 

1. How did you get to know about KJC? 

2. What are your motives to participate in the event? 

3. How did you enjoy the event? 

4. Have your impression on Japan changed after taking part in the event? How should it be changed? 

5. What kind of events would you like KJC to organize? 

6. Have you ever attended events on economy, culture, and society organized by other foreign 

countries? How did you like them? 

7. Have you visited KJC website? What did you think about it? How could it be improved? 

8. Would you be you willing to pay an admission fee for the event you participated? How much would 

you pay?  
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カザフスタン日本人材開発センター日本語コース受講生アンケート 

         カザフスタン日本
に ほ ん

人材
じんざい

開発
かいはつ

センター（KJC） 

国際
こくさい

交流
こうりゅう

基金
き き ん

(ジャパン・ファウンデーション） 

 
                 クラス名[                           ] 
 このアンケートは、カザフスタン日本人材開発センター（KJC)の今後の改善・向上のために

活用させていただきます。 カザフスタン語、ロシア語、日本語のどの言語で書いてもかまいません。 

 

１．受講生についての情報 

 (1)性別  □男性    □女性 

 (2)年齢  □10～ □20～ □30～ □40～ □50～ 

 (3)国籍  □カザフスタン   □その他（           ） 

 (4)職業  □大学生 □高校生 □日本語教師 □自営 □公務員 □会社員 □主婦 

         □その他（          ）  

 （所属機関名および職種・学生は専攻：                   ） 

 (5)最終学歴、専攻（                            ） 

 (6)KJC にくる前に日本語を勉強したことがありますか 

     □はい（機関名：            学習期間：      ） 

     □いいえ 

 (7)学習目的 □現在の仕事に必要だから  □いい仕事につくため 

        □日本へ留学したいから  □日本の文化、芸術に興味 

        □日本人と交流したい  □親、友人、知人にすすめられて 

        □その他
た

（                        ） 

 

２．日本語コースについて   

  (8)あなたは日本語コースの授業に満足していますか？  

   □非常にしている □している □ふつう □していない □まったくしていない 

   （理由：                                   ）   

 (9)授業の難しさはどうですか？ 

   □難しすぎる □少し難しい □ちょうどよい □少しやさしい □やさしすぎる 

 (10-1)教材・資料は授業に適していると思いますか。 

   □非常に適している □概ね適している □よくわからない □あまり適していない  

  □まったく適していない 

   （理由：                                   ） 

 (10-2)主教材や配布資料は自宅での学習に向いていると思いますか。 



別添 7 

   □非常に向いている □概ね向いている □よくわからない □あまり向いていない  

  □まったく向いていない 

   （理由：                                   ） 

 (11)教師の教え方はわかりやすいですか。 

   □とてもわかりやすい □わかりやすい □ふつう □わかりにくい □とてもわかりに

くい 

  (12)コースの内容はあなたの希望と合っていますか。 

    □合っている  □どちらでもない □合っていない  

  (13)期間、授業時間数は適当ですか。 

    □長い    □ちょうどよい  □短い 

  (14)授業時間帯は適当ですか。 

    □早い    □ちょうどよい  □遅い 

  (15)クラスの人数は適当ですか。 

    □多い    □ちょうどよい  □少ない 

 (16)授業料は適当ですか。    

   □高い    □ふつう     □安い 

  （希望額：                            ） 

 

3. あなた自身の授業に対する取り組みについて 

  (17)授業時間以外に、うちで予習・復習をしていますか。 

   □十分している（1 時間以上）   □している （30 分～1 時間）  

 □あまりしていない（30 分以下） □全くしていない 

  (18)受講する前に比べて、あなたの日本語は上達していますか。 

 □上達している □少し上達している □どちらともいえない 

   □あまり上達していない   □まったく上達していない 

   （理由：                                   ） 

  (19)KJC 以外の場で日本語を使うことがありますか。 

   □はい（場所：         ） 

   □いいえ 

 

４．その他 

  (20)KJC で日本語コースが実施されていることをどのようにして知りましたか。 

①チラシ 

②友人・知人 

③インターネット 

④その他（どのように知ったか書いてください： 
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（                                ） 

 (21)日本語コースを受講してから、KJC のビジネスコースや相互理解のイベントなどに参

加するようになりましたか。 

 □はい   □いいえ 

 参加された場合、そのコース名やイベント名をお答えください。 

 （                   ） 

  (22)日本語コースに関するコメント、改良のご希望をご自由にお書きください。 

 

 

(23)受講前あなたの日本に対するイメージはどうでしたか。 

   □とてもよかった □よかった □ふつう □よくなかった □まったくよくなかった 

（理由：                           ） 

(24)日本語コースを受講してあなたの日本に対するイメージはどうなりましたか。 

   □とてもよくなった □よくなった □変わらない □悪くなった □大変悪くなった 

（理由：                           ） 

 

＊ご協力ありがとうございました＊ 
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カザフスタン日本
に ほ ん

人材
じんざい

開発
かいはつ

センター（KJC）で日本語
に ほ ん ご

を教
おし

えている方
かた

へのアンケート 

         カザフスタン日本
に ほ ん

人材
じんざい

開発
かいはつ

センター（KJC） 

国際
こくさい

交流
こうりゅう

基金
き き ん

(ジャパン・ファウンデーション） 

 

 

このアンケートは、カザフスタン日本
に ほ ん

人材
じんざい

開発
かいはつ

センター（KJC)の今後
こ ん ご

の改善
かいぜん

・向上
こうじょう

のため

に活用
かつよう

させていただきます。可能
か の う

な限
かぎ

り、日本語
に ほ ん ご

でお答
こた

えください。 

(1) 氏名
し め い

（任意
に ん い

） （                             ） 

(2) 性別
せいべつ

  □男性
だんせい

    □女性
じょせい

 

(3) 年齢
ねんれい

  □20～ □30～ □40～ □50～ □60～  

(4) 国籍
こくせき

  □カザフスタン  □日本
に ほ ん

  □その他
た

（           ） 

(5) 終
さいしゅう

学歴
がくれき

、専攻
せんこう

（                          ） 

(6) 日本
に ほ ん

センター以外
い が い

でも日本語
に ほ ん ご

を教
おし

えていますか。 

   □ はい  □ いいえ 

(7) (6)で「はい」と答えた方へ： 

   現在
げんざい

日本語
に ほ ん ご

を教
おし

えている機関名
き か んめ い

 

    （＊ふたつ以上
いじょう

ある方は、すべてご記入
きにゅう

ください） 

□大学
だいがく

  □中学校
ちゅうがっこう

・高校
こうこう

 □日本語
に ほ ん ご

学校
がっこう

 □その他
た

（            ） 

(8) 日本語
に ほ ん ご

を教
おし

える以外
い が い

に仕事
し ご と

をしていますか。 

   □ はい  （職 業
しょくぎょう

：                   ）□ いいえ 

(9) 日本語
に ほ ん ご

教師歴
きょうしれき

 （   ）年
ねん

 

(10) 日本語
に ほ ん ご

学習歴
がくしゅうれき

 （   ）年
ねん

 

(11) 日本語
に ほ ん ご

能力
のうりょく

試験
しけん 

          年
ねん

       級
きゅう

 合格
ごうかく

 

(12) 日本
に ほ ん

滞在
たいざい

経験
けいけん 

 （＊ふたつ以上
いじょう

ある方
かた

は、すべてご記入
きにゅう

ください） 

  □ 文部
も ん ぶ

科学省
かがくしょう

  留学生
りゅうがくせい

 

                  大学
だいがく

       年
ねん

  月
がつ

 ～   年
ねん

  月
がつ

 

   □ 国際交流基金 日本語研修 

                  研修       年
ねん

  月
がつ

 ～   年
ねん

  月
がつ

 

  □ その他 

                         年
ねん

  月
がつ

 ～   年
ねん

  月
がつ

 

                       年
ねん

  月
がつ

 ～   年
ねん

   月
がつ

 

 

＜KJC について＞ 

(13) 現在
げんざい

の KJC でのカリキュラムや教材
きょうざい

など、指導
し ど う

環境
かんきょう

に満足
まんぞく

していますか。 

   □ はい      
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   □ いいえ 

       （具体的
ぐ た いて き

に：                       ） 

(14) KJC の日本語
に ほ ん ご

コース（教師
きょうし

研修
けんしゅう

を含
ふく

む）に通
かよ

った（ている）ことはありますか。 

   □ はい  （コース名
めい

：              ） 

   □ いいえ 

(15) (14)で「はい」と答
こた

えた方
かた

： 

   そのコースは、現在日本語
げ ん ざ い に ほ ん ご

を教
おし

える上
うえ

で役
やく

に立
た

ちましたか。 

   □ はい  （具体的
ぐ た いて き

に：                       ）    

   □ いいえ 

(16) KJC で実施
じ っ し

している日本語
に ほ ん ご

コースについて、どのような課題
か だ い

・問題
もんだい

がありますか。またそ

の課題
か だ い

・問題
もんだい

をどのように改善
かいぜん

すべきですか。 

①課題
か だ い

・問題
もんだい

：  

 

 

②改善
かいぜん

方法
ほうほう

： 

 

 

(17) アルマティ以外
い が い

の地方
ち ほ う

に住
す

んでいる人
ひと

たちに対
たい

して、日本語
に ほ ん ご

を普及
ふきゅう

するために KJC はどの

ようなことができると思
おも

いますか。 

 

(18) KJC派遣
は け ん

の国際
こくさい

交流
こうりゅう

基金
き き ん

 日本語教育専門家
にほんごきょういくせんもんか

に期待
き た い

することをお書
か

きください。 

 

 

(19) KJC の日本語
に ほ ん ご

コースが自立
じ り つ

してやっていくことは可能
か の う

だと思
おも

いますか。 

   □ はい      

   □ いいえ 

    （具体的
ぐ た いて き

に：                       ） 

 

(20) KJC から支給
しきゅう

される報酬
ほうしゅう

は適切
てきせつ

と考
かんが

えますか？ 

   □ はい      

   □ いいえ 

    （理由
り ゆ う

：                       ） 

 

(21)KJC で日本語
に ほ ん ご

を教
おし

えていく上
うえ

で障害
しょうがい

となっていることがありましたらお書
か

きください。 

 

 



別添 7 

(22)その他
た

、KJC に対
たい

する要望
ようぼう

がありましたらお書
か

きください。 

 

 

＜日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

全般
ぜんぱん

・日本語教師会
に ほ んご きょ うし かい

について＞ 

(23) 日本語
に ほ ん ご

教師
きょうし

以外
い が い

で、日本語
に ほ ん ご

を使
つか

うことを職 業
しょくぎょう

としている人
ひと

をご存知
ぞ ん じ

でしたらあげてくだ

さい（例
れい

：通訳
つうやく

、翻訳家
ほ ん やく か

、日系
にっけい

企業
きぎょう

社員
しゃいん

等
とう

）。 

 

 

(24) あなたは、日本語教師会
に ほ んご きょ うし かい

の会員
かいいん

ですか。 

   □ はい   □ いいえ （理由
り ゆ う

：                   ） 

 

(25) (22)ではいと答えた方、日本語教師会
に ほ んご きょ うし かい

に参加
さ ん か

することによって、日本語教師
に ほ ん ご き ょ う し

として自分
じ ぶ ん

の

スキルや資質
し し つ

の向上
こうじょう

に役立
や く だ

っていますか。 

   □ はい   □ いいえ （理由
り ゆ う

：                   ） 

 

(26) 日本語教師会
に ほ んご きょ うし かい

の活動
かつどう

で改善
かいぜん

した方
ほう

が良
よ

い点
てん

をあげてください。 

 

 

(27) 日本語教師会
に ほ んご きょ うし かい

の組織
そ し き

の自立化
じ り つ か

は可能
か の う

だと思
おも

いますか。 

   □ はい   □ いいえ （理由
り ゆ う

：                   ） 

 

(28) カザフスタン在住
ざいじゅう

の他機関所属
た き か ん し ょ ぞ く

の日本語教師
に ほ ん ご き ょ う し

と意見
い け ん

交換
こうかん

をしたり、協 力
きょうりょく

することは     

  ありますか？ 

   □ はい   □ いいえ （理由
り ゆ う

：                   ） 

 

(29) カザフスタンの現地人
げ ん ちじ ん

教師
きょうし

・日本人教師
にほんじんきょうし

にどのようなことを期待
き た い

していますか。 

 

 

(30) 日本語
に ほ ん ご

教師
きょうし

（同
おな

じ機関
き か ん

に所属
しょぞく

している教師
きょうし

、KJCの派遣
は け ん

専門家
せ ん もん か

等
とう

）、現地
げ ん ち

日系
にっけい

社会
しゃかい

、在外
ざいがい

公館
こうかん

、

JICA、KJC との理想的
り そ うて き

な連携
れんけい

とはどのようなものだと思
おも

いますか。 

 

 

 

 

ご協 力
きょうりょく

どうもありがとうございました。 
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カザフスタンで日本語
に ほ ん ご

を教
おし

えている方
かた

へのアンケート 

                       カザフスタン日本人材開発
に ほ ん じ ん ざ い か い は つ

センター（KJC） 
国際
こ く さ い

交流
こうりゅう

基金
き き ん

（ジャパン・ファウンデーション） 
                     

このアンケートは、カザフスタン日本人材開発
に ほ ん じ ん ざ い か い は つ

センター（KJC)の今後
こ ん ご

の改善
かいぜん

・向上
こうじょう

のために

活用
かつよう

させていただきます。可能
か の う

な限
かぎ

り、日本語
に ほ ん ご

でお答
こた

えください。 

（1）氏名
し め い

（任意
に ん い

）  （                             ） 
（2）性別

せいべつ

  □男性
だんせい

    □女性
じょせい

 
（3）年齢

ねんれい

  □20～ □30～ □40～ □50～ □60～  
（4）国籍

こくせき

  □カザフスタン  □日本
に ほ ん

  □その他
た

（           ） 
（5）最終

さいしゅう

学歴
がくれき

、専攻
せんこう

（                          ） 
（6）現在

げんざい

日本語
に ほ ん ご

を教
おし

えている機関名
き か んめ い

 
（＊ふたつ以上

いじょう

ある方
かた

は、すべてご記入
きにゅう

ください） 
□大学

だいがく

  □中学校
ちゅうがっこう

・高校
こうこう

 □日本語
に ほ ん ご

学校
がっこう

 □その他
た

（            ） 
（7）日本語

に ほ ん ご

を教
おし

える以外
い が い

に仕事
し ご と

をしていますか。 
   □ はい  （職 業

しょくぎょう

：                   ）□ いいえ 
（8）日本語

に ほ ん ご

教師歴
きょうしれき

 （   ）年
ねん

 
（9）日本語

に ほ ん ご

学習歴
がくしゅうれき

 （   ）年
ねん

 
(10)日本語

に ほ ん ご

能力
のうりょく

試験
し け ん

          年
ねん

       級
きゅう

 合格
ごうかく

 
(11)日本

に ほ ん

滞在
たいざい

経験
けいけん

 （＊ふたつ以上
いじょう

ある方
かた

は、すべてご記入
きにゅう

ください） 
  □ 文部

も ん ぶ

科学省
かがくしょう

  留学生
りゅうがくせい

 

                  大学
だいがく

       年
ねん

  月
がつ

 ～   年
ねん

  月
がつ

 

   □ 国際交流基金 日本語研修 

                  研修       年
ねん

  月
がつ

 ～   年
ねん

  月
がつ

 

  □ その他 

                         年
ねん

  月
がつ

 ～   年
ねん

  月
がつ

 

                       年
ねん

  月
がつ

 ～   年
ねん

   月
がつ
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【 カザフスタン日本人材開発
に ほ ん じ ん ざ い か い は つ

センター（KJC）について 】 

(12)あなたは、KJC を利用
り よ う

したことがありますか。 

 □ はい  

 □ いいえ（理由
り ゆ う

：                                        ） 

 (13)(12)で「はい」と答えた方  あてはまるものに○をつけてください。（複数
ふ く す う

回答可
か い と う か

） 

 □ 日本語講座
に ほ ん ご こ う ざ

を受講
じ ゅ こ う

している（していた）。 

 □ 日本語講座
に ほ ん ご こ う ざ

の講師
こ う し

をしている（していた）。 

 □ KJC の会員
かいいん

である（であった）。 

 □ その他
た

 

 (14)その利用
り よ う

目的
も く て き

に○をつけてください。（複数
ふ く す う

回答可
か い と う か

） 

 □ 仕事
し ご と

に役立
や く だ

つから   

 □ 日本語能力
に ほ ん ご の う り ょ く

を高
たか

めたいから  

  □ 日本
に ほ ん

に関
かん

する書籍
し ょ せ き

などを借
か

りるため   

   □ 日本文化関連
に ほ ん ぶ ん か か ん れ ん

のイベントに参加
さ ん か

したため 

 □ その他
た

（                            ） 

 (15)カザフスタンの日本語
に ほ ん ご

普及
ふ き ゅ う

のために、KJC にどのようなことを期待
き た い

しますか。 

 □ 図書
と し ょ

などを増
ふ

やす   

 □ 一般
いっぱん

講座
こ う ざ

を増
ふ

やす、改善
かいぜん

する  

 □ 日本語
に ほ ん ご

教師
き ょ う し

向
む

け講座
こ う ざ

（教師
き ょ う し

研修
けんしゅう

）を増
ふ

やす（開催
かいさい

する） 

 □ 機材
き ざ い

（PC、ビデオ、CD ラジカセ、コピー機
き

） 

 □ 日本語
に ほ ん ご

教材
きょうざい

 

 □ 日本
に ほ ん

に関
かん

する一般
いっぱん

情報
じょうほう

（雑誌
ざ っ し

、ビデオ等
など

） 

 □ その他
た

（            ） 

 

＜日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

全般
ぜんぱん

・日本語教師会
に ほ んご きょ うし かい

について＞ 

(16)日本語
に ほ ん ご

教師
きょうし

以外
い が い

で、日本語
に ほ ん ご

を使
つか

うことを職 業
しょくぎょう

としている人
ひと

をご存知
ぞ ん じ

でしたらあげてくだ

さい（例
れい

：通訳
つうやく

、翻訳家
ほ ん やく か

、日系
にっけい

企業
きぎょう

社員
しゃいん

等
とう

）。 

 

 

(17)あなたは、日本語教師会
に ほ んご きょ うし かい

の会員
かいいん

ですか。 

   □ はい   □ いいえ （理由
り ゆ う

：                   ） 

 

(18)－①（はいと答
こた

えた方
かた

）日本語教師会
に ほ んご きょ うし かい

に参加
さ ん か

することによって、日本語教師
に ほ ん ご き ょ う し

として自分
じ ぶ ん

の

スキルや資質
し し つ

の向上
こうじょう

に役立
や く だ

っていますか。 

   □ はい   □ いいえ （理由
り ゆ う

：                   ） 
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(19) 日本語教師会
に ほ んご きょ うし かい

の活動
かつどう

で改善
かいぜん

した方
かた

が良
よ

い点
てん

をあげてください。 
 

 

(20)日本語教師会
に ほ んご きょ うし かい

の組織
そ し き

の自立化
じ り つ か

は可能
か の う

だと思
おも

いますか。 

   □ はい   □ いいえ （理由
り ゆ う

：                   ） 
 

(21)カザフスタン在住
ざいじゅう

の他機関所属
た き か ん し ょ ぞ く

の日本語教師
に ほ ん ご き ょ う し

と意見
い け ん

交換
こうかん

をしたり、協 力
きょうりょく

することは     

  ありますか？ 

   □ はい   □ いいえ （理由
り ゆ う

：                   ） 
 

 (22)カザフスタンの現地人
げ ん ちじ ん

教師
きょうし

・日本人教師
にほんじんきょうし

にどのようなことを期待
き た い

していますか。 

 

 

(23)日本語
に ほ ん ご

教師
きょうし

（同
おな

じ機関
き か ん

に所属
しょぞく

している教師
きょうし

、KJC の派遣
は け ん

専門家
せ ん もん か

等
など

）、現地
げ ん ち

日系
にっけい

社会
しゃかい

、在外
ざいがい

公館
こうかん

、

JICA、KJC との理想的
り そ うて き

な連携
れんけい

とはどのようなものだと思
おも

いますか。 

 

 

 

 

ご協 力
きょうりょく

どうもありがとうございました。 
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日
本

人
専

門
家

（
計

7
名

）
に

対
す

る
質

問
票

お
よ

び
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
調

査
の

回
答

集
計

結
果

 
*ス

コ
ア
は
、
３
が

も
評
価
が
高

く
（
あ
る
い
は
程
度
が

も
高
い
）
、
０
が

も
評
価
が
低
い
（
あ
る
い
は
程
度
が

も
低
い
）
こ
と
を
示
す
。

 

回
答
者
数

* 
質
問

 
3 

2 
1 

0 
不 明

 

平
均

ス
コ

ア
 

理
由
・
コ
メ
ン
ト

 

実
績
の
確
認

 
1-

1.
 成

果
の
達
成
度
合

い
：
セ
ン
タ
ー
運
営

 
－

 
1 

2 
1 

1 
1.

00
 

ナ
シ
ョ
ナ
ル
ス
タ
ッ
フ
定
着
化
向
上
の
た
め
の
さ
ら
な
る
処
遇
改
善
が
必
要
。

 
 ス
タ
ッ
フ
は
異
な
る
業
務
、
例
え
ば
総
務
と
相
互
理
解
、
相
互
理
解
と
日
本
語
教
育
を
兼
任
し
て
お
り
、
人
手
が
不
足

し
て
い
る
。
ま
た
、
業
務
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
も
作
成
さ
れ
て
い
な
い
。

 
 改
善
さ
れ
る
べ
き
点
は
い
く
つ
か
あ
る
も
の
の
、
改
善
の
た
め
の
活
動
が
確
実
に
進
行
中
で
あ
り
、
終
了
時
ま
で
に
は

基
準
が
満
た
さ
れ
る
と
思
わ
れ
る
。

 
1-

2.
 成

果
の
達
成
度
合

い
：
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
運

営
事
業

 

－
 

2 
1 

2 
2 

1.
00

 
ビ
ジ
ネ
ス
業
界
・
中
小
企
業
等
か
ら
の
需
要
を
拾
い
上
げ
る
シ
ス
テ
ム
は
構
築
さ
れ
つ
つ
あ
っ
た
。
し
か
し
、

K
JC

の

運
営
費
に
貢
献
す
べ
く
大
企
業
に
も
門
戸
を
広
げ
る
こ
と
や
、

K
JC

存
続
に
協
力
し
た
様
々
な
大
学
と
の
の
し
が
ら
み

へ
付
き
合
わ
さ
れ
た
り
、
当
初
設
定
し
た
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
の
運
営
方
針
を

10
0%

踏
襲
で
き
た
と
は
思
え
ま
せ
ん
。

 
 第
２
フ
ェ
ー
ズ
の
ビ
ジ
ネ
ス
・
コ
ー
ス
事
業
（
研
修
、
お
よ
び

EB
R

D
と
の
合
同
企
業
コ
ン
サ
ル
テ
イ
ン
グ
）
に
よ

り
、
企
業
経
営
の
要
で
あ
る
企
業
業
績
と
生
産
性
向
上
に
寄
与
す
る
実
践
的
ノ
ウ
ハ
ウ
・
知
識
を
提
供
す
る
と
同
時
に

そ
の
シ
ス
テ
ム
構
築
を
サ
ポ
ー
ト
し
た
。

EB
R

D
と

JI
C

A
と
の
共
同

事
業
は

EB
R

D
本
部
（
英
国
）
で
も
高
く
評
価

さ
れ
て
お
り
、
今
後
の
更
な
る
協
力
体
制
が
期
待
さ
れ
る
。

  
 公
的
セ
ク
タ
ー
へ
の
支
援
は
こ
れ
ま
で
手
薄
。
た
だ
し
、
両
セ
ク
タ
ー
へ
の
支
援
は
同
一
専
門
家
で
は
経
験
的
に
は
対

応
困
難
で
も
あ
る
た
め
、
公
的
セ
ク
タ
ー
へ
の
支
援
は
短
期
・
集
中
的
に
実
施
す
る
こ
と
が
要
検
討
。

 
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
に
関
す
る
こ
と
の
み
で
す
が
、
現
地
で

Ta
ke

ov
er

で
き
る
状
態
で
は
な
い
と
思
い
ま
す
。

 
 改
善
さ
れ
る
べ
き
点
は
い
く
つ
か
あ
る
も
の
の
、
改
善
の
た
め
の
活
動
が
確
実
に
進
行
中
で
あ
り
、
終
了
時
ま
で
に
は

基
準
が
満
た
さ
れ
る
と
思
わ
れ
る
。

 
1-

3.
 成

果
の
達
成
度
合

い
：
日
本
語
コ
ー
ス
運
営

事
業

 

－
 

2 
1 

1 
1 

1.
25

 
ア
ル
マ
テ
ィ
で
は
安
定
し
た
事
業
運
営
が
続
き
、
ア
ス
タ
ナ
で
も
着
実
に
事
業
が
拡
大
し
て
き
た
。
ま
た
、
国
内
の
日

本
語
教
師
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
に
も
貢
献
し
て
き
た
。
し
か
し
今
後
、
日
本
語
学
習
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
考
え
る
必
要
が
あ

る
。

 
 拡
大
し
て
い
く
シ
ス
テ
ム
は
ま
だ
構
築
さ
れ
て
い
な
い
。

 
 改
善
さ
れ
る
べ
き
点
は
い
く
つ
か
あ
る
も
の
の
、
改
善
の
た
め
の
活
動
が
確
実
に
進
行
中
で
あ
り
、
終
了
時
ま
で
に
は

基
準
が
満
た
さ
れ
る
と
思
わ
れ
る
。

 
1-

4.
 成

果
の
達
成
度
合

－
 

0 
4 

1 
0 

0.
80

 
在
住
日
本
人
関
係
者
等
と
の
連
携
と
も
円
滑
に
な
り
、
日
本
の
情
報
発
信
は
大
き
く
改
善
さ
れ
た
が
、
カ
ザ
フ
情
報
の
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回
答
者
数

* 
質
問

 
3 

2 
1 

0 
不 明

 

平
均

ス
コ

ア
 

理
由
・
コ
メ
ン
ト

 

い
：
相
互
理
解
促
進
事
業

 
発
信
方
法
に
つ
い
て
は
今
後
、
工
夫
を
要
す
る
。

 
 日
本
の
情
報
は
あ
る
程
度
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
に
発
信
さ
れ
て
い
る
が
、
十
分
な
レ
ベ
ル
で
は
な
い
。
ま
た
、
カ
ザ
フ
の
情

報
が
ほ
と
ん
ど
日
本
に
発
信
さ
れ
て
い
な
い
。

 
 双
方
向
で
は
な
い
。

 
 日
本

 
カ

ザ
フ
は

ほ
ぼ
達

成
可

能
と
思
わ

れ
る
が

、
カ
ザ

フ
 

日
本
は
機

会
を
捉

え
る
努

力
は

し
て
い
る

も
の
の
、

具
体
的

な
機
能

構
築

に
は
ま
だ

至
っ
て

い
な
い

。
 

1-
5.

 成
果
の
達
成
度
合

い
：
広
報
事
業

 
－

 
1 

1 
3 

0 
0.

60
 

従
来
の
年
間
１
～

2
回
開
催
の
「
日
本
デ
ー
」
や
ウ
エ
ブ
・
サ
イ
ト
を
介
し
て
の
広
報
で
は
不
十
分
。
今
後
、
可
能
な

限
り
関
連
大
学
や
団
体
で
の
出
前
講
義
、
小
・
中
・
高
校
で
日
本
文
化
紹
介
等
を
地
道
に
展
開
す
る
必
要
が
あ
る

) 
 広
報
事
業
が
計
画
的
に
行
わ
れ
て
い
な
い
た
め
、
日
本
セ
ン
タ
ー
へ
の
頻
繁
な
来
訪
者
は
活
発
な
日
本
語
コ
ー
ス
受
講

生
な
ど
の
一
部
に
限
ら
れ
、
名
前
は
知
っ
て
い
て
も
何
を
や
っ
て
い
る
所
な
の
か
よ
く
知
ら
な
い
人
も
多
い
。

 
 戦
略
的
な
広
報
事
業
が
行
わ
れ
て
い
な
い
。

 
 各
種
行
事

実
施
な

ど
に
よ

っ
て

メ
デ
ィ
ア

へ
の
露

出
数
も

増
え

、
認
知
度

は
高
ま

っ
て
い

る
。

 
2-

1.
 現

在
の

K
JC

に
お
け

る
人
員
数
お
よ
び
配
属
ス

タ
ッ
フ
の
能
力
・
ス
キ
ル

は
適
切
か

:セ
ン
タ
ー
運
営

 

－
 

0 
1 

3 
0 

0.
25

 
総
務
部
門
ス
タ
ッ
フ
は
比
較
的
新
人
が
多
く
、
能
力
・
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
が
当
分
の
期
間
必
要
で
あ
る
。

 
 人
員
不
足
。
セ
ン
タ
ー
運
営
、
相

互
理
解
促
進
事
業
、
広
報
事
業
な
ど
は
主
に
日
本
語
コ
ー
ス
運
営
お
よ
び
総
務
ス
タ

ッ
フ
が
兼
任
し
て
い
る
。
ま
た
職
員
の
ほ
と
ん
ど
が

20
代
で

K
JC

以
外
で
の
就
業
経
験
が
な
い
者
も
多
く
、
起
案
能

力
・
常
識
的
な
知
識
に
欠
け
る
。

 
 ス
タ
ッ
フ
は
異
な
る
業
務
、
例
え
ば
総
務
と
相
互
理
解
、
相
互
理
解
と
日
本
語
教
育
を
兼
任
し
て
お
り
、
人
手
が
不
足

し
て
い
る
。
ま
た
、
業
務
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
も
作
成
さ
れ
て
い
な
い
。

 
 IT

お
よ

び
広
報

担
当

の
職
員

が
い

な
い
。
職

務
経

験
が
な

い
ス
タ

ッ
フ
が
ほ
と

ん
ど

で
あ
る

た
め
、

事
務
処
理
能
力

な
ど
に
ま
だ
改
善
点
が
み
ら
れ
る
。

 
2-

2.
 現

在
の

K
JC

に
お
け

る
人
員
数
お
よ
び
配
属
ス

タ
ッ
フ
の
能
力
・
ス
キ
ル

は
適
切
か

:ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー

ス
運
営
事
業

 

－
 

3 
0 

1 
3 

1.
50

 
過
去
２
年
間
の
Ｏ
Ｊ
Ｔ
に
よ
り
、
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
運
営
管
理
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
の
ロ
ー
カ
ル
ス
タ
ッ

フ
に
技
術
移
転
し
て
い
る
。
研
修
マ
ー
ケ
ッ
ト
の
開
拓
分
野
を
除
い
て
、
定
型
業
務
は
ロ
ー
カ
ル
ス
タ
ッ
フ
が
ほ
ぼ
問

題
無
く
対
応
可
能
な
レ
ベ
ル
に
達
し
て
い
る
。

 
退
職
率
が
高
い
。

 
 既
に
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
を
離
れ
て
９
カ
月
が
経
過
し
た
。
そ
の
間
コ
ー
ス
は
縮
小
し
、
２
名
の
ス
タ
ッ
フ
の
内
１
名
も
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退
職
し
た
よ
う
に
聞
い
て
い
ま
す
。
で
す
か
ら
、
妥
当
な
人
数
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

 
現
状
は
人
員
数
で
不
安
が
あ
る
が
、
育
児
休
暇
中
の
ス
タ
ッ
フ
が
復
帰
す
れ
ば
円
滑
な
運
営
が
期
待
で
き
る
。

 
 公
示
が
予
定
通
り
に
す
す
ん
だ
場
合
、
少
な
く
と
も

3
都
市
の
コ
ー
ス
実
施
を
運
営
管
理
す
る
に
は
、

1
名
増
が
適
当

と
思
わ
れ
る
。

 
2-

3.
 現

在
の

K
JC

に
お
け

る
人
員
数
お
よ
び
配
属
ス

タ
ッ
フ
の
能
力
・
ス
キ
ル

は
適
切
か

: 
日
本
語
コ
ー

ス
運
営
事
業

 

－
 

2 
0 

1 
2 

1.
33

 
ア
ル
マ
テ
ィ
で
は
人
員
数
、
能
力
と
も
に
適
切
と
い
え
る
が
、
ア
ス
タ
ナ
に
つ
い
て
は
今
後
、
事
業
拡
大
に
応
じ
た
人

員
増
の
対
応
が
必
要
。

 
 日
本
語
能
力
、
運
営
能
力
と
も
に
適
切
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。

 

2-
4.

 現
在
の

K
JC

に
お
け

る
人
員
数
お
よ
び
配
属
ス

タ
ッ
フ
の
能
力
・
ス
キ
ル

は
適
切
か

: 
相
互
理
解
促

進
事
業

 

－
 

1 
1 

1 
2 

1.
00

 
セ
ン
タ
ー
運
営
ス
タ
ッ
フ
が
兼
務
し
て
お
り
、
当
該
事
業
に
つ
い
て
も
一
部
新
人
ス
タ
ッ
フ
の
能
力
ア
ッ
プ
の
必
要
性

が
あ
る
。
人
員
数
に
つ
い
て
は
、
大
規
模
事
業
開
催
時
に
は
他
部
門
の
ス
タ
ッ
フ
か
ら
の
支
援
も
あ
る
た
め
、
深
刻
な

支
障
は
な
い
。

 
 K

JC
以
外
で
の
就
業
経
験
が
あ
る
人
材
が
少
な
い
た
め
、
起
案
力
に
欠
け
る
。

 
 他
セ
ン
タ
ー
と
違
っ
て
日
本
人
専
門
家
が
い
な
い
の
が
ネ
ッ
ク
だ
が
現
地
ス
タ
ッ
フ
の
ス
キ
ル
、
数
と
も
適
切
な
レ
ベ

ル
と
思
わ
れ
る
。

 
2-

5.
 現

在
の

K
JC

に
お
け

る
人
員
数
お
よ
び
配
属
ス

タ
ッ
フ
の
能
力
・
ス
キ
ル

は
適
切
か

: 
広
報
事
業

 

－
 

0 
1 

2 
2 

0.
33

 
専
任
と
し
て
は
、
セ
ン
タ
ー
運
営
ス
タ
ッ
フ
が
担
当
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
ビ
ジ
ネ
ス
部
門
お
よ
び
日
本
語
部
門
で
も

各
事
業
に
応
じ
て
広
報
活
動
を
展
開
し
て
い
る
。

 
 K

JC
以
外
で
の
就
業
経
験
が
あ
る
人
材
が
少
な
い
た
め
、
起
案
力
に
欠
け
る
。

 
 専
属
ス
タ
ッ
フ
が
い
な
い
。

 
3.

 現
在
の
機
材
の
整
備
状

況
は
適
切
か

 
－

 
2 

3 
2 

0 
1.

00
 

(ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス

)O
H

P
の
不
備
を
再
三
レ
ポ
ー
ト
し
て
も
全
く
改
善
は
さ
れ
な
か
っ
た
。

 
 ( ビ

ジ
ネ
ス
コ
ー
ス

)研
修
に
必
須
の
マ
ル
チ
・
メ
デ
イ
ア
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
タ
ー
等
は
十
分
に
確
保
さ
れ
て
お
り
、
研
修

実
施
に
際
し
て
は
機
材
の
整
備
状
態
に
問
題
は
無
い
。

 
 AV

機
材
、
パ
ソ
コ
ン
等
の
一
部
機
材
は
老
朽
化
ま
た
は
陳
腐
化
し
て
い
る
。

 
 コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
の
陳
腐
化
が
目
立
つ
。

 
 パ
ソ
コ
ン
が
老
朽
化
し
て
い
る
。
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取
り
あ
え
ず
故
障
が
放
置
さ
れ
て
い
る
も
の
は
な
い
と
思
わ
れ
る
。

 
4.

 現
在
の
施
設
・
設
備
は

適
切
か

 
－

 
3 

1 
3 

0 
1.

00
 

(ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス

)ど
の
よ
う
な
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で
き
る
か
よ
り
も
、
日
本
セ
ン
タ
ー
と
し
て
何
を
カ
ザ
フ
の
人
々

へ
提
供
す
る
の
か
明
確
な
方
針
が
あ
っ
て
始
め
て
判
断
で
き
る
と
思
い
ま
す
。
そ
の
点
で
現
在
の
方
針
が
分
か
り
ま
せ

ん
。

 
 築
後

40
年
程
の
大
学
施
設
で
あ
る
た
め
、
老
朽
化
に
よ
る
不
具
合
が
時
々
、
発
生
す
る
。
こ
の
た
め
、
今
後
と
も
長

期
間
に
わ
た
り
現
施
設
を
使
用
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
大
規
模
な
改
修
が
必
要
で
あ
ろ
う
。

 
 大
人
数
を
収
容
で
き
る
ス
ペ
ー
ス
が
必
要
。

 
 現
在
の
活
動
を
同
程
度
に
行
う
分
に
は
よ
い
が
、
こ
れ
以
上
の
活
動
を
行
う
に
は
教
室
数
な
ど
が
不
足
。

 
実

施
プ
ロ
セ

ス
の
確

認
 

5-
1.

 活
動
は
計
画
通
り
に

実
施
さ
れ
た
か
：
セ
ン
タ

ー
運
営

 

－
 

1 
0 

0 
1 

2.
00

 
 

5-
2.

 活
動
は
計
画
通
り
に

実
施
さ
れ
た
か
：
ビ
ジ
ネ

ス
コ
ー
ス
運
営
事
業

 

－
 

3 
1 

1 
0 

1.
40

 
当
初
の
計
画
で
は

3
年
次
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
が
、
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
調
査
を
終
了
し
、
全
体

業
務
実
施
計
画
書
に
基
づ
く
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
が
ス
タ
ー
ト
し
て
満
１
年
も
経
た
な
い
段
階
で
、
計
画
打
ち
切
り
の
方

針
が
出
さ
れ
、
軌
道
修
正
を
せ
ざ
る
を
得
な
く
な
り
ま
し
た
。

 
 ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
同
窓
会
の
開
設
（

K
JC

の
ス
テ
ー
タ
ス
問
題
等
の
た
め
）

 
5-

3.
 活

動
は
計
画
通
り
に

実
施
さ
れ
た
か
：
日
本
語

コ
ー
ス
運
営
事
業

 

－
 

1 
1 

0 
0 

1.
50

 
中
級
レ
ベ
ル
の
シ
ラ
バ
ス
整
備
に
と
も
な
っ
て
、
中
間
・
期
末
試
験

問
題
も
整
え
る
つ
も
り
だ
っ
た
が
（
試
験
は
毎
学

期
同
じ
物
を
使
用
し
て
い
る
）
で
き
な
か
っ
た
。

 

5-
4.

 活
動
は
計
画
通
り
に

実
施
さ
れ
た
か
：
相
互
理

解
促
進
事
業

 

－
 

1 
1 

0 
0 

1.
50

 
ボ
ラ
シ
ャ
ッ
ク
計
画
と
の
留
学
支
援
連
携
（「

日
・
カ
」
双
方
の
事
情

の
た
め
）
が
実
現
で
き
な
か
っ
た
。

 

5-
5.

 活
動
は
計
画
通
り
に

実
施
さ
れ
た
か
：
広
報
事

業
 

－
 

1 
0 

0 
0 

2.
00

 
 

6.
 プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
全
体
の

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
は
ど
の
よ

う
に
、
ど
の
ぐ
ら
い
の
頻

度
で
実
施
さ
れ
た
か

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

毎
週
開
催
の
定
例
会
お
よ
び
月
次
報
告
書
作
成
時
に
定
期
的
に
進
捗
確
認
し
た
。

 
 ウ
ィ
ー
ク
リ
ー
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
で
各
部
門
の
業
務
の
進
捗
を
確
認
。

 
 定
例
会
議
を
毎
週

1
回
実
施
し
た
。
月
次
報
告
に
お
い
て
進
捗
状
況
と
翌
月
の
課
題
を
報
告
し
た
。
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 月
次
報
告
書
の
提
出
。

 
7.

 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
全
体
の

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
活
動
は
、

方
法
や
頻
度
の
点
か
ら
適

切
だ
っ
た
か

 

－
 

4 
0 

0 
2 

2.
00

 
問
題
が
あ
れ
ば
、
関
係
者
全
員
で
解
決
策
を
考
え
ら
れ
る
た
め
。

 
 モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
費
や
す
時
間
が
、
日
々
の
業
務
に
負
担
が
か
か
ら
な
い
程
度
で
あ
っ
た
た
め
。

 
 月

1
回
と
い
う
頻
度
は
適
当
と
考
え
ら
れ
、
ま
た
ア
ス
タ
ナ
常
駐
の
た
め
、
定
例
会
議
に
は
出
席
で
き
な
い
こ
と
も
あ

り
、
文
書
で
の
や
り
取
り
は
適
切
だ
と
思
わ
れ
た
。

 
8-

1.
 モ

ニ
タ
リ
ン
グ
は
ど

の
よ
う
に
、
ど
の
ぐ
ら
い

の
頻
度
で
実
施
さ
れ
た

か
：
セ
ン
タ
ー
運
営

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

毎
週
開
催
の
定
例
会
お
よ
び
月
次
報
告
書
作
成
時
に
定
期
的
に
進
捗
確
認
し
た
。

 
 月

1
回
の
報
告
書

 

8-
2.

 モ
ニ
タ
リ
ン
グ
は
ど

の
よ
う
に
、
ど
の
ぐ
ら
い

の
頻
度
で
実
施
さ
れ
た

か
：

 ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
運

営
事
業

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

特
に
な
か
っ
た
。

 
 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
進
捗
管
理
表
と
到
達
目
表
を
設
定
し
て
業
務
に
当
た
っ
て
い
た
も
の
の
、

20
07

年
5
月
か
ら

12
月

ま
で
の
期
間
は
、
適
切
な
業
務
量
を
超
え
た
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
の
運
営
に
忙
殺
さ
れ
、
業
務
の
進
捗
管
理
だ
け
で
手
一

杯
の
時
期
が
あ
っ
た
。
そ
の
反
省
に
基
づ
き
、

20
08

年
か
ら
は
毎
週
業
務
の
進
捗
と
、
到
達
目
標
を
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

し
な
が
ら
ス
タ
ッ
フ
内
で
打
ち
合
わ
せ
を
実
施
、
ス
タ
ッ
フ
の
技
術
訓
練
も
こ
の
時
期
に
集
中
的
に
実
施
）
余
談
と
し

て
、
ア
ス
タ
ナ
と
ア
ル
マ
テ
ィ
で
の
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
を
ア
ル
マ
テ
ィ
に
拠
点
を
置
き
な
が
ら
実
施
す
る
こ
と
に
は
無

理
が
あ
っ
た
と
理
解
し
ま
す
。

 
 毎
週
実
施
。
こ
の
内
容
は
、
ウ
ィ
ー
ク
リ
ー
レ
ポ
ー
ト
と
言
う
内
容
で
関
係
者
へ
送
付
し
て
お
り
ま
し
た
。

 
 研
修
効
果
に
関
す
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
際
し
て
は
、
研
修
科
目
毎
に
Ｋ
Ｊ
Ｃ
が
研
修
参
加
者
に
よ
る
研
修
効
果
測
定
の

ア
セ
ス
メ
ン
ト
を
実
施
し
、
研
修
内
容
の
妥
当
性
等
の
評
価
を
実
施
し
て
い
る
。

 
8-

3.
 モ

ニ
タ
リ
ン
グ
は
ど

の
よ
う
に
、
ど
の
ぐ
ら
い

の
頻
度
で
実
施
さ
れ
た

か
：
日
本
語
コ
ー
ス
運
営

事
業

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

定
例
会
議
で
の
毎
週

1
回
進
捗
を
報
告
す
る
た
め
に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
し
た
。
月
次
報
告
で
進
捗
状
況
を
報
告
す
る
た

め
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
し
た
。

 

8-
4.

 モ
ニ
タ
リ
ン
グ
は
ど

の
よ
う
に
、
ど
の
ぐ
ら
い

の
頻
度
で
実
施
さ
れ
た

か
：
相
互
理
解
促
進
事
業

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

相
互
理
解
大
型
行
事
参
加
者
数
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問

 
3 

2 
1 

0 
不 明
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均
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ア
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由
・
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8-
5.

 モ
ニ
タ
リ
ン
グ
は
ど

の
よ
う
に
、
ど
の
ぐ
ら
い

の
頻
度
で
実
施
さ
れ
た

か
：
広
報
事
業

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

 

9-
1.

 達
成
度
の
目
安
と
し

て
い
た
指
標
に
は
ど
の
よ

う
な
も
の
が
あ
る
か
：
セ

ン
タ
ー
運
営

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

フ
ェ
ー
ズ
２
の

R
D
締
結
時
に
合
意
さ
れ
た
数
値
目
標
を
基
本
的
に
す
べ
て
尊
重
し
た
。

 

9-
2.

 達
成
度
の
目
安
と
し

て
い
た
指
標
に
は
ど
の
よ

う
な
も
の
が
あ
る
か
：

 ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
運
営
事
業

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

生
徒
の
評
価
が
す
べ
て
を
物
語
る
。

 
 自
分
の
担
当
業
務
は
、
研
修
計
画
と
コ
ー
ス
運
営
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
総
括
で
す
か
ら
、
カ
国
の
中
小
企
業
の
活
性
化
に
寄

与
で
き
て
、
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
運
営
を
通
じ
て
日
本
の
プ
レ
ゼ
ン
ス
を
高
め
る
こ
と
が
、
指
標
と
考
え
ま
す
。
こ
の
指

標
に
対
し
て
は
現
在
で
も
適
切
だ
と
思
い
ま
す
。
日
本
の
税
金
を
利
用
し
て
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
を
低
料
金
で
運
営
す
る

以
上
、
や
は
り

終
的
に
は
我
が
国
の
プ
レ
ゼ
ン
ス
が
高
め
ら
れ
ね
ば
成
ら
な
い
と
考
え
ま
す
。

 
 研
修
参
加
者
の
研
修
に
対
す
る
満
足
度
（
講
師
の
評
価
を
含
む
）。

 
9-

3.
 達

成
度
の
目
安
と
し

て
い
た
指
標
に
は
ど
の
よ

う
な
も
の
が
あ
る
か
：
日

本
語
コ
ー
ス
運
営
事
業

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

月
次
報
告
で
「
翌
月
の
課
題
」
と
し
て
述
べ
た
こ
と
を
実
施
し
た
か
、
し
な
か
っ
た
か
を
指
標
と
し
た
。

 

9-
4.

 達
成
度
の
目
安
と
し

て
い
た
指
標
に
は
ど
の
よ

う
な
も
の
が
あ
る
か
：
相

互
理
解
促
進
事
業

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

 

9-
5.

 達
成
度
の
目
安
と
し

て
い
た
指
標
に
は
ど
の
よ

う
な
も
の
が
あ
る
か
：
広

報
事
業

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

 

10
-1

. 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
活

動
は
方
法
と
頻
度
の
観
点

か
ら
適
切
だ
っ
た
か
：
セ

ン
タ
ー
運
営

 

－
 

1 
0 

1 
0 

1.
00

 
毎
週
開
催
の
定
例
会
お
よ
び
月
次
報
告
書
作
成
時
に
定
期
的
に
進
捗
確
認
し
た
こ
と
に
よ
り
、
事
業
全
体
の
進
捗
状
況

を
定
期
的
か
つ
確
実
に
把
握
で
き
る
上
、
対
応
策
を
講
じ
る
場
合
で
も
関
係
者
の
合
意
を
即
座
に
得
ら
れ
る
た
め
。

 

10
-2

. 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
活

動
は
方
法
と
頻
度
の
観
点

－
 

1 
0 

1 
1 

1.
00

 
報
告
書
作
成
に
追
わ
れ
、
も
っ
と
業
界
と
の
コ
ン
タ
ク
ト
を
密
に
取
り
た
い
と
願
っ
て
い
た
が
、
思
っ
た
よ
う
に
は
動

け
な
か
っ
た
。
は
っ
き
り
と
も
う
し
ま
す
と
、
報
告
書
が
多
す
ぎ
る
と
思
い
ま
す
。
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
開
催
の
到
達
目



別
添

8 

回
答
者
数

* 
質
問

 
3 

2 
1 

0 
不 明

 

平
均

ス
コ

ア
 

理
由
・
コ
メ
ン
ト

 

か
ら
適
切
だ
っ
た
か
：
ビ

ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
運
営
事
業

 
標
に
向
か
っ
て
も
っ
と
積
極
的
に
活
動
し
た
く
と
も
、
投
入
可
能
な
人
的
資
源
と
予
算
で
は
難
し
い
と
考
え
ま
す
。

 
 参
加
者
の
研
修
満
足
度
が
比
較
的
高
い
為
、
適
切
だ
っ
た
と
考
え
る
。

 
 後
半
は
適
切
で
あ
り
ま
し
た
。
要

す
る
に
、
前
半
は
、
ア
ス
タ
ナ
に

ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
運
営
の
拠
点
は
無
い
が
、
ア
ル

マ
テ
ィ
で
の
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
実
施
回
数
の
約
４
割
に
匹
敵
す
る
コ
ー
ス
を
開
く
こ
と
に
無
理
が
あ
っ
た
と
思
い
ま

す
。

 
10

-3
. 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
活

動
は
方
法
と
頻
度
の
観
点

か
ら
適
切
だ
っ
た
か
：
日

本
語
コ
ー
ス
運
営
事
業

 

－
 

0 
0 

0 
1 

- 
 

10
-4

. 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
活

動
は
方
法
と
頻
度
の
観
点

か
ら
適
切
だ
っ
た
か
：
相

互
理
解
促
進
事
業

 

－
 

0 
0 

0 
1 

- 
 

10
-5

. 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
活

動
は
方
法
と
頻
度
の
観
点

か
ら
適
切
だ
っ
た
か
：
広

報
事
業

 

－
 

0 
0 

0 
1 

- 
 

11
.モ

ニ
タ
リ
ン
グ
活
動
の

結
果
と
し
て
、
当
初
の
計

画
か
ら
活
動
の
軌
道
修
正

に
至
っ
た
項
目

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
講
師
と
し
て
は
講
義
に
関
し
て
責
任
が
あ
り
、
特
に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
さ
れ
な
く
と
も
、

高
の

も
の
を
提
供
す
る
よ
う
に
し
て
い
る
。
管
理
者
か
ら
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
さ
れ
る
必
要
は
な
い
。

K
JC

に
と
っ
て
生
徒
は

顧
客
で
あ
る
、
と
の
意
識
を
持
っ
て
お
り
、
生
徒
の
反
応
・
評
価
が
す
べ
て
で
あ
る
。
生
徒
か
ら
の
反
応
、
指
摘
を
受

け
、
講
義
期
間
中
に
講
義
内
容
の
修
正
で
応
え
て
い
る
。

 
 地
方
展
開
の
考
え
方
と
範
囲
。

 
12

. 
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
カ

ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
と
日
本

人
専
門
家
間
の
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
は
、
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
活
動
の
実
施
の
上

で
、
効
果
的
だ
っ
た
か

 

－
 

2 
2 

2 
2 

1.
00

 
（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
は
存
在
し
な
い
。

 
 （
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
の
ロ
ー
カ
ル
ス
タ
ッ
フ
と
の
連
携
や
指
導
は
実
施
し
た
が
、
カ
ザ
フ
ス
タ
ン

側
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
と
個
別
専
門
家
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
機
会
は
あ
ま
り
無
か
っ
た
為
、
効
果
的
か
ど
う

か
は
、
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い
。

 
 毎
週
の
定
例
会
で
関
係
者
間
の
意
思
疎
通
は
で
き
、
ま
た
カ
ザ
フ
経
済
大
学
（

K
az

EU
）
幹
部
と
の
意
思
疎
通
も
定
例

会
の
ほ
か
、
個
別
の
協
議
や
教
授
会
を
通
じ
て
可
能
で
あ
っ
た
。

 
 



別
添

8 

回
答
者
数

* 
質
問

 
3 

2 
1 

0 
不 明

 

平
均

ス
コ

ア
 

理
由
・
コ
メ
ン
ト

 

頻
度
・
内
容
と
も
に
言
葉
の
壁
が
大
き
い
と
感
じ
た
。

 
13

. 
カ
ザ
フ
経
済
大
学
は

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
に
ど
の
よ
う
な
形

で
ど
の
程
度
関
わ
っ
た
か

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
講
義
に
対
し
、
特
に
か
か
わ
り
は
な
い
。
出

席
者
が
不
足
す
る
際
の
穴
埋
め
に
参
加
す
る
教
師

の
方
々
で
、
講
義
の
邪
魔
に
な
る
方
々
も
お
ら
れ
た
。

 
 （
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
特
に
、
ビ

ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
関
わ
っ
た
と
は
思
っ
て
お
り
ま
せ
ん
。
大
学
の

講
師
陣
を
受
講
者
と
し
て
参
加
さ
せ
ま
し
た
が
、
彼
等
の
能
力
は
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
の
コ
ン
セ
プ
ト
と
合
致
す
る
ビ
ジ

ネ
ス
の
実
践
・
日
本
的
経
営
と
は
距
離
が
あ
る
と
感
じ
て
お
り
ま
し
た
。

 
 毎
週
の
定
例
会
、
ま
た
カ
ザ
フ
経
済
大
学
（

K
az

EU
）
幹
部
と
の
定

例
会
の
ほ
か
、
個
別
の
協
議
や
教
授
会
。

 
 特
に
関
わ
っ
て
い
な
い
。

 
14

. 
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
に

よ
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営

管
理
費
お
よ
び
機
材
維
持

管
理
費
の
拠
出
、
セ
ン
タ

ー
職
員
の
配
置
は
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
を
効
果
的
に
進
め

る
上
で
適
切
だ
っ
た
か

 

－
 

0 
2 

1 
2 

0.
67

 
施
設
の
維
持
管
理
費
お
よ
び
光
熱
水
料
、
総
務
部
門
ス
タ
ッ
フ
の
一
部
配
置
は

K
az

EU
側
で
負
担
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
実
施
上
は
不
可
欠
で
あ
っ
た
。

 
 K

az
EU

派
遣
の
職
員
（
会
計
士
、

掃
除
人
な
ど
）
に
つ
い
て
は
そ
の
業
務
遂
行
に
問
題
が
あ
り
、
現
在
職
務
内
容
の

見
直
し
も
含
め
、
対
処
法
を
検
討
中
。

 
 機
材
維
持
管
理
費
の
拠
出
は
ほ
と
ん
ど
な
し
。
セ
ン
タ
ー
職
員
の
配
置
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
効
果
的
運
営
の
た
め
に
あ

ま
り
役
に
立
っ
た
と
は
言
え
な
い
が
、

R
D
通
り
の
こ
と
を
実
行
し
て
い
る
た
め
、
問
題
と
し
て
提
起
す
る
こ
と
は
不

可
。

 
15

. 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
効

果
促
進
の
た
め
に
特
に
工

夫
し
た
点

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
弊
社
の
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
を
自
費
で
同
行
さ
せ
、
ビ
ジ
ネ
ス
ゲ
ー
ム
を
行
っ
た
こ
と
が
あ
る
。

ビ
ジ
ネ
ス
ゲ
ー
ム
を
実
施
す
る
場
合
、
ど
う
し
て
も
ア
シ
ス
タ
ン
ト
が
必
要
で
あ
る
。
な
お
、
市
場
経

済
を
理
解
さ
せ

る
う
え
で
、
ビ
ジ
ネ
ス
ゲ
ー
ム
は

有
効
な
教
育
手
段
で
あ
る
。
ま
た

、
ビ
ジ
ネ
ス
ド
メ
イ
ン
を
定
義
す

る
際
、
各
チ
ー

ム
に
ア
イ
デ
ア
を
提
供
す
べ
く
、
ビ
ジ
ネ
ス
分
野
ご
と
に
弊
社
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
を
オ
フ
シ
ョ
ア
で
使
い
、
結
果
を
ク

ラ
ス
ル
ー
ム
に
反
映
す
る
こ
と
も
行
い
、
効
果
的
で
あ
っ
た
。
こ
の
よ
う
に
講
義
を
よ
り
効
果
的
に
す
る
た
め
に
は
、

講
師
以
外
の
力
を
使
う
こ
と
が
必
要
と
な
る
。
そ
の
点
に
関
し
、
何
度
か
提
案
し
た
が
、

TO
R
に
反
映
さ
れ
た
こ
と

は
な
い
。

 
 （
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
は
過
去
経
済
発
展
が
著
し
く
、
研
修
参
加
者
の
レ
ベ
ル
は
年
々
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ

し
て
い
る
。
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
が
今
後
派
遣
さ
れ
る
専
門
家
の
人
選
に
際
し
て
は
、
こ
の
点
を
十
分
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

一
度
Ｋ
Ｊ
Ｃ
の
評
価
（
研
修
や
企
業
コ
ン
サ
ル
テ
イ
ン
グ
の
質
）
を
落
と
す
と
、
そ
の
回
復
に
多
大
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
と

時
間
を
要
す
る
。

 
 K

az
EU

幹
部
と
の
意
思
疎
通
に
は

大
限
の
努
力
を
払
い
、
同
幹
部
の
意
向
を
可
能
な
限
り
尊
重
し
た
。

 
妥

当
性
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3 

2 
1 

0 
不 明

 

平
均

ス
コ

ア
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由
・
コ
メ
ン
ト

 

16
. 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

は
、
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー

プ
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て

い
る
か

 

－
 

2 
1 

1 
2 

1.
25

 
（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
合
致
す
る
よ
う
に
、
需
要
測
定
を
行
い
、
コ
ー
ス
設
計
を
実
施
し
た
と
理
解
し
て
お
り
ま
す
。

 
 （
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
研
修
参
加
者
の
数
が
年
々
増
加
し
て
い
る
。

 
 「
カ
イ
ゼ
ン
」、
「
５

S」
、「

TP
S（

ト
ヨ
タ
生
産
方
式
）」

は
ロ
シ
ア
語

版
書
籍
も
市
中
に
出
回
り
、
企
業
関
係
者
に
は

日
本
式
経
営
に
対
す
る
関
心
が
高
い
。
ま
た
ア
ル
マ
テ
ィ
や
ア
ス
タ
ナ
の
み
な
ら
ず
地
方
都
市
で
も
日
本
文
化
や
日
本

語
学
習
へ
の
関
心
を
持
つ
一
般
市
民
も
多
く
、

K
JC

事
業
は
現
地
ニ
ー
ズ
に
大
筋
で
は
合
致
し
て
い
る
。

 
 日
本
語
学
習
者
に
つ
い
て
言
え
ば
、「

相
互
理
解
促
進
」
と
い
う
点
で

は
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て
い
る
と
い
え
る
が
、「

人

材
育
成
」
と
い
う
点
で
は
ニ
ー
ズ
が
ほ
と
ん
ど
な
い
状
況
で
あ
る
。

 
17

. K
JC

で
提
供
し
て
い
る

サ
ー
ビ
ス
は
、
日
本
の
持

つ
技
術
・
知
識
等
を
十
分

生
か
し
た
も
の
で
あ
る
と

言
え
る
か

 

－
 

5 
2 

0 
0 

1.
71

 
（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
他
の
講
師

陣
の
こ
と
が
わ
か
ら
な
い
が
、
私

と
し
て
は
、
日
本
人
に
し
か
で
き

な
い
、
と
確
信

し
て
講
義
を
し
て
き
た
。
例
え
ば
、
ト
ヨ
タ
生
産
管
理
は
、
世
界
中

の
サ
ー
ビ
ス
業
も
含
め
た
優
良
企
業
で
採
用
さ
れ

て
お
り
、
日
本
人
が
教
え
る
の
が

適
で
あ
る
と
考
え
る
。
戦
略
的
経
営
に
関
し
て
も
、
日
本
で
の
事
例
提
供
、
ま
た
、

語
学
の
問
題
か
ら
エ
ッ
セ
ン
ス
の
み
し
か
伝
え
ら
れ
な
い
、
逆
に
言
え
ば
、
エ
ッ
セ
ン
ス
が
却
っ
て
伝
わ
り
や
す
い
と

い
う
点
で
、
英
語
が
第

2
外
国
語
の
カ
ザ
フ
人
に
は
、
日
本
人
講
師
が
適
し
て
い
る
。

 
 （
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
一
例
と
し
て
、
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
で
提
供
し
た
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
は
決
し
て
日
本
の
専
売
特
許

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
む
し
ろ
、
欧

米
で
生
ま
れ
た
コ
ン
セ
プ
ト
で
す
。
し
か
し
、
我
わ
ら
が
ビ
ジ
ネ
ス

コ
ー
ス
で
提
供

し
た
マ
ー
ケ
ッ
ト
は
日
本
ビ
ジ
ネ
ス
の

前
線
で
実
践
さ
れ
て
い
た
具
体
的
な
ツ
ー
ル
を
提
供
す
る
よ
う
に
心
が
け

て
お
り
ま
し
た
。
そ
の
他
、
日
本

が
経
済
成
長
す
る
戦
後
の
歴
史
で
、
ハ
イ
ラ
イ
ト
と
成
っ
た
環
境
保

護
、
中
小
企
業

振
興
、
日
本
式
品
質
管
理
な
ど
に
つ
い
て
は
、
特
に
意
識
し
て
講
座
を
提
供
し
ま
し
た
。

 
 （
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）

K
JC

は
理
論
だ
け
で
な
く
、
日
本
で
の
事
例
を
含
め
た
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
と
ツ
ー
ル
も
提
供
し

て
お
り
、
こ
れ
は

K
JC

の
大
き
な
特
徴
で
あ
る
。
そ
の
意
味
で
日
本
の
持
つ
技
術
・
知
識
等
を
十
分
に
生
か
し
た
サ

ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る
と
い
え
る
。

 
 （
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
日
本
企
業
の
経
験
・
制
度
を
ベ
ー
ス
に
講
義
、
演
習
を
実
施
し
た
。

 
 各
講
座
の
内
容
は
、
そ
の
分
野
の
専
門
家
が
コ
ー
ス
デ
ザ
イ
ン
を
し
て
い
る
た
め
優
位
性
が
あ
る
。

 
 日
本
の
持
つ
技
術
・
知
識
を
生
か
し
た
も
の
以
外
は
提
供
し
て
い
な
い
。

 
有

効
性

 
18

. P
D

M
の
上
位
目
標
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
、
成
果
、

活
動
、
投
入
は
適
切
か
つ

－
 

1 
2 

0 
3 

1.
33

 
（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）「

セ
ン
タ
ー

の
活
動
を
通
じ
て
日
本
の
プ
レ
ゼ
ン
ス
を
高
め
る
」
と
い
う
点
に
対
す
る
明
確
な

記
載
が
必
要
だ
と
感
じ
て
お
り
ま
す
。

 



別
添

8 

回
答
者
数

* 
質
問

 
3 

2 
1 

0 
不 明

 

平
均

ス
コ

ア
 

理
由
・
コ
メ
ン
ト

 

論
理
的
に
関
係
づ
け
ら
れ

て
設
定
さ
れ
て
い
る
と
思

う
か

 
19

. 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

の
達
成
度
合
は
高
い
か

 
2 

1 
0 

0 
4 

2.
67

 
（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）

EB
R

D
の
仕
事
（

Tu
rn

A
ro

un
d 

M
an

ag
em

en
tプ

ロ
グ
ラ
ム
）
で
、
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ン
と
話
す
際

に
、

K
JC

を
話
題
に
す
る
と
、
か
な
り
の
確
率
で
知
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
知
名
度
は
上
が
っ
て
い
る
と
い
え
よ
う
。

ビ
ジ
ネ
ス
界
で
の
相
互
理
解
の
視
点
で
い
え
ば
、

K
JC

が
カ
ザ
フ
の
ビ
ジ
ネ
ス
を
日
本
へ
紹
介
す
る
な
ど
し
て
日
本
に

理
解
さ
せ
る
活
動
は
で
き
て
い
る
の
だ
ろ
う
か
。

 
 （
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
研
修
、
企
業
コ
ン
サ
ル
テ
イ
ン
グ
、
更
に

EB
R

D
と
の
合
同
企
業
コ
ン
サ
ル
テ
イ
ン
グ
、
ロ

ー
カ
ル
・
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
（
大
部
分
は

EB
R

D
-B

A
S
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
登
録
し
て
い
る
）
研
修
も
実
施
済
み
で
あ
り
、

今
後
は
そ
の
充
実
が
期
待
さ
れ
る
。

 
 （
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
日
本
の
企
業
で
の
実
体
験
を
持
た
な
い
現
地
講
師
を
「
日
本
式
経
営
の
講
師
」
と
し
て
名
実
と

も
に
育
成
す
る
の
は
、
不
可
能
に

近
い
。
た
だ
し
、
こ
れ
ま
で
の
日

本
人
講
師
に
よ
る
セ
ミ
ナ
ー
開
催
を
通
じ
、
企
業

経
営
者
へ
の
ノ
ウ
ハ
ウ
、
知
識
の
伝
達
は
達
成
で
き
た
と
考
え
る
。

 
 （
相
互
理
解
促
進
）
現
地
日
本
語
教
師
陣
の
育
成
や
文
化
紹
介
の
知
識
伝
達
も
進
ん
で
お
り
、
ネ
イ
テ
ィ
ブ
・
ス
ピ
ー

カ
ー
の
レ
ベ
ル
を
要
求
し
な
い
限
り
拠
点
と
し
て
の
レ
ベ
ル
に
達
し
つ
つ
あ
る
。

 
20

. 
成
果
か
ら
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目
標
達
成
に
至
る
外

部
条
件
は
満
た
さ
れ
て
い

る
か

 

－
 

2 
1 

0 
3 

1.
67

 
（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
ご
質
問
の
意
味
が
わ
か
り
ま
せ
ん
。（

私
が
、

PD
M

な
ど

O
D

A
用
語
に
精
通
し
て
い
な
い
こ

と
が
原
因
で
し
ょ
う
）

 
 （
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
特
に
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、

20
07

年
当
初
の
方
針
が
変
更
と
な
り
、
カ
ザ
フ
ス
タ

ン
側
関
係
者
か
ら
の
信
頼
が
損
な
わ
れ
た
と
感
じ
て
い
る
。

 
21

. 
上
記
の
外
部
条
件
は

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成

に
影
響
を
与
え
た
か

 

－
 

1 
1 

1 
3 

1.
00

 
（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
ご
質
問
の
意
味
が
わ
か
り
ま
せ
ん
。（

私
が
、

PD
M

な
ど

O
D

A
用
語
に
精
通
し
て
い
な
い
こ

と
が
原
因
で
し
ょ
う
）

 
 （
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
当
初
の
方
針
が
変
更
と
な
り
、
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
関
係
者
か
ら
の
信
頼
が
損
な
わ
れ
た
と
感
じ

て
い
る
。

 
22

. 
上
記
の
外
部
条
件
以

外
で
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

の
達
成
を
促
進
し
た
要
因

ま
た
は
阻
害
し
た
要
因

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

K
az

EU
側
の

K
JC

事
業
へ
の
理
解
、
期
待
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
を
促
進
し
た
要
因
で
あ
る
と
考
え
る
。

 

効
率
性

 
23

. 
日
本
人
長
期
専
門
家

－
 

1 
0 

4 
1 

0.
40

 
（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
上
記
ご
質
問
と
関
係
は
な
い
で
し
ょ
う
が
、
以
下
、
私
見
を
述
べ
ま
す
。

K
JC

は
JI

C
A
が
有



別
添

8 

回
答
者
数

* 
質
問

 
3 

2 
1 

0 
不 明

 

平
均

ス
コ

ア
 

理
由
・
コ
メ
ン
ト

 

と
短
期
専
門
家
の
専
門
性

や
派
遣
人
数
、
派
遣
期
間
、

派
遣
の
タ
イ
ミ
ン
グ
、
技

術
指
導
の
内
容
は
総
合
的

に
判
断
し
て
適
切
だ
っ
た

か
 

す
る
非
常
に
貴
重
な
民
間
（
特
に

ビ
ジ
ネ
ス
）
と
の
接
点
で
す
。
投

融
資
が
な
く
な
り
、
日
本
企
業
と

の
接
点
も
失
っ

た
JI

C
A
と
し
て
、
現
地
の
民
間
企

業
と
の
接
点
は
、

G
-G

ベ
ー
ス
の

O
D

A
以
外
で
実
質
的
に
途
上
国
を

活
性
化
し

支
援
し
て
い
く
う
え
で
、
貴
重
で
す
。
無
論
、
民
間
直
接
支
援
は
難
し
い
か
も
し
れ
ま
せ
ん
が
（
も
っ
と
も
、

EB
R

D
の

TA
M

は
民
間
を
直
接
支
援
し
て
い
ま
す
）、

間
接
的
に
で
も
支
援
す
る
こ
と
が
、
途
上
国
発
展
の
礎
と
な
る
で
し
ょ

う
。
そ
の
重
要
性
か
ら
、
長
期
専
門
家
を
雇
う
の
で
は
な
く
、

JI
C

A
の
特
に
若
手
が

K
JC

の
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
運
営

に
直
接
携
わ
る
こ
と
を
お
勧
め
し
た
い
。
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
会
社
に
一
括
丸
投
げ
で
運
営
を
委
託
し
て
い
て
は
、
折

角
の
貴
重
な
機
会
を

JI
C

A
と
し
て

逃
す
こ
と
と
な
り
、
ま
た
、
運
営
の
質
を
低
下
さ
せ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

 
 （
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
指
示
書
の
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
コ
マ
数
を
こ
な
す
た
め
に
は
、
カ
ザ
フ
へ
到
着
し
て
直
ぐ
に
授
業

を
始
め
、
終
了
し
た
ら
帰
国
と
い
う
日
程
に
成
っ
て
し
ま
い
、
講
師
が
現
地
の
状
況
を
踏
ま
え
た
上
で
指
導
内
容
の
改

善
を
行
う
と
い
う
時
間
は
作
れ
ま
せ
ん
。
で
す
か
ら
、
少
な
く
と
も

数
年
間
は
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
を
継
続
し
、
講
師
の

カ
ザ
フ
に
対
す
る
理
解
を
一
層
深
め
る
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
と
考
え
ま
す
。

 
 （
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
に
お
い
て
、
運
営
の
総
括
以
上
に
講
師
が

重
要
と
考
え
て
い
ま
す
が
、
講

師
の
格
付
け
は
低
い
も
の
と
な
っ
て
い
る
の
が
現
実
で
す
。

 
 （
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
概
ね
適
切
で
あ
っ
た
が
、
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
に
関
し
て
は
専
門
家
派
遣
の
契
約
形
態
が
不
安
定

で
、
年
間
計
画
が
策
定
困
難
な
時

期
も
あ
っ
た
。
受
講
者
が
多
忙
な

企
業
経
営
者
・
幹
部
が
多
く
、
長

期
的
な
セ
ミ
ナ

ー
開
催
計
画
を
確
立
し
、
受
講
者
が
参
加
し
や
す
い
環
境
を
提
供
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
 所
長
・
業
務
調
整
員
と
も
に
前
任
・
新
任
者
の
任
期
に
間
が
あ
り
引
継
ぎ
業
務
に
支
障
を
き
た
す
。
前
任
者
の
帰
任
時

期
は

初
か
ら
わ
か
っ
て
い
る
こ
と
な
の
で
、
余
裕
を
持
っ
た
人
選
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

 
 派
遣
の
タ
イ
ミ
ン
グ
が
悪
い
。
講
座
の
開
講
時
期
を
考
慮
し
て
派
遣
す
べ
き
。

 
 2
度
の
業
務
調
整
員
交
代
時
と
も
に
空
白
期
間
が
あ
っ
た
。
所
長
交

代
時
も
同
様
。
ま
た
、
業
務
一
括
契
約
時
の
ビ
ジ

ネ
ス
コ
ー
ス
な
ど
現
地
事
情
・
語
学
に
通
じ
た
も
の
が
配
置
さ
れ
て
お
ら
ず
効
率
性
の
点
で
問
題
が
あ
っ
た
。

 
24

.プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
供
与

し
た
機
材
の
数
や
質
、
種

類
、
価
格
、
供
与
さ
れ
た

タ
イ
ミ
ン
グ
は
総
合
的
に

判
断
し
て
適
切
で
有
用
だ

っ
た
か

 

－
 

3 
2 

0 
1 

1.
60

 
（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）

JI
C

A
ネ
ッ

ト
の
機
材
が
評
価

IT
EM

に
該
当

す
る
と
考
え
ま
す
。
カ
ザ
フ
側
が
ど
の
様
に
利

用
す

る
か

が
重

要
に

な
る

と
思

い
ま

す
。

な
ぜ

な
ら

機
材

の
運

営
管

理
は

カ
ザ

フ
側

に
移

転
す

る
と

聞
い

て
お

り
ま

す
。

 
 こ
れ
ま
で
は
あ
る
程
度
の
使
用
に
耐
え
て
き
た
が
、
す
で
に
陳
腐
化
し
た
機
材
（

AV
機
材
、
パ
ソ
コ
ン
等
）
も
多
数

あ
り
、
更
新
の
時
期
で
あ
る
。

 
 機
材
不
足
で
講
座
の
運
営
に
支
障
を
き
た
す
こ
と
が
な
か
っ
た
た
め
適
切
で
あ
る
。
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3 

2 
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0 
不 明
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均

ス
コ
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・
コ
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ト

 

25
.カ

ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の

日
本
で
の
研
修
の
受
入
れ

人
数
、
研
修
期
間
、
研
修

の
タ
イ
ミ
ン
グ
、
研
修
内

容
は
総
合
的
に
判
断
し
て

適
切
で
有
用
だ
っ
た
か

 

－
 

1 
3 

0 
2 

1.
25

 
（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
動
機
づ
け
に
は
な
っ
て
い
る
が
、
多
く
の
場
合
、
日
本
へ
来
て
退
職
し
て
い
る
。

 
 （
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
カ
ザ
フ
で

は
、
日
本
の
文
化
・
経
済
・
社
会

状
況
に
つ
い
て
の
理
解
が
進
ん
で
い
る
と
は
感
じ

ま
せ
ん
。
一
般
に
カ
ザ
フ
の
国
民
は
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
方
向
を
向
い
て
い
る
と
感
じ
て
お
り
ま
す
。
従
っ
て
、
少
し
で
も

日
本
の
理
解
者
を
増
や
す
と
い
う
こ
と
は
適
切
だ
と
思
い
ま
す
。

 
 本
邦
研
修
の
イ
ン
パ
ク
ト
は
間
違
い
な
く
あ
る
が
、
転
職
が
頻
繁
な
社
会
で
あ
り
そ
の
効
果
が
持
続
し
な
い
。

 
26

. 
こ
れ
ま
で
の
投
入
お

よ
び
活
動
に
つ
い
て
、
よ

り
早
く
、
効
率
的
に

PD
M

上
の
成
果
を
達
成
す
る
手

段
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
に
つ
い
て
は
日
本
人
講
師
に
は
、

EB
R

D
／

TA
M

経
験
者
の
積
極
的
な
活
用
。
そ
し
て
相
互
理
解
に

つ
い
て
は
「
日
本
語
コ
ー
ス
」
優
秀
者
数
名
の
本
邦
研
修
の
制
度
化
が
効
果
的
な
手
段
に
な
る
と
考
え
る
。

 

27
-1

. K
JC

と
カ
ザ
フ
経
済

大
学
の
連
携
・
協
力
関
係

は
ど
の
よ
う
な
状
況
か

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

協
力
関
係
は
き
わ
め
て
良
好
。
但
し
、
欧
州
、
中
国
、
韓
国
等
の
教
育
機
関
か
ら
の
ア
プ
ロ
ー
チ
も
頻
繁
に
あ
る
た
め
、

今
後
と
も
積
極
的
な
協
力
姿
勢
を
日
本
側
も
と
る
必
要
が
あ
る
。

 
 良
い
。

 
27

-2
. K

JC
と
ユ
ー
ラ
シ
ア

国
立
大
学
の
連
携
・
協
力

関
係
は
ど
の
よ
う
な
状
況

か
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

ユ
ー
ラ
シ
ア
大
学
が
所
在
す
る
ア
ス
タ
ナ
で
は
、

20
06

年
8
月
以
降
、「

K
az

EU
ア
ス
タ
ナ
分
校
」
お
よ
び
「
人
文
法

科
大
学
」
が
協
力
拠
点
。

 
 悪
い
。
前
任
者
よ
り
、
日
本
語
講
座
開
講
に
非
協
力
的
だ
っ
た
と
の
報
告
を
受
け
て
い
る
。

 
 20

06
年

5
月
を
も
っ
て
、
連
携
終
了
。
協
力
関
係
も
実
質
上
今
は
な
い
。

 
27

-3
. K

JC
内
各
事
業
間
の

連
携
・
協
力
関
係
は
ど
の

よ
う
な
状
況
か

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

日
本
語
、
相
互
理
解
の
連
携
・
協
力
は
日
常
的
で
あ
る
。

 
 良
い
。

 
27

-4
. K

JC
ア
ル
マ
テ
ィ
と

ア
ス
タ
ナ
の
連
携
・
協
力

関
係
は
ど
の
よ
う
な
状
況

か
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
ア
ル
マ
テ
ィ
と
ア
ス
タ
ナ
は
カ
ザ
フ
国
内
の
位
置
づ
け
が
異
な
り
ま
す
。
前
者
は
、
商
業
都
市
、

後
者
は
政
治
の
中
心
で
す
。
で
す
か
ら
、
そ
れ
ぞ
れ
で
の

K
JC

の
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
内
容
（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス

の
テ
ー
マ
と
、
受
講
者
対
象
）
は

異
な
っ
て
い
て
当
然
だ
と
思
い
ま
す
。
し
か
し
、
こ
の
点
が
明
確
に

認
識
さ
れ
て
い

た
と
は
思
い
ま
せ
ん
。

 
 す
べ
て
の

K
JC

事
業
に
お
い
て
、
ア
ル
マ
テ
ィ
と
ア
ス
タ
ナ
は
緊
密
に
連
携
し
て
い
る
。

 
 良
い
。

 
27

-5
. K

JC
と
そ
の
他
の
機

関
の
連
携
・
協
力
関
係
は

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）

EB
R

D
と
の
連
携
は
成
功
裏
に
実
施
さ
れ
た
。
今
後
の
更
な
る
連
携
を
期
待
す
る
。

 
 



別
添

8 

回
答
者
数

* 
質
問

 
3 

2 
1 

0 
不 明

 

平
均

ス
コ

ア
 

理
由
・
コ
メ
ン
ト

 

ど
の
よ
う
な
状
況
か

 
ア
ル
マ
テ
ィ
：

U
IB
、

IA
B
、
民
族

大
学
、
外
国
語
大
学
、
ア
ル
マ
テ
ィ
市
当
局
、

AT
A

M
EK

K
EN

、
国

際
Q

C
フ
ォ

ー
ラ
ム
、

EB
R

D
／

B
A

S,
TA

M
、
日
本
人
会
ほ
か
。
ア
ス
タ
ナ
：

K
az

EU
ア
ス
タ
ナ
分
校
（
旧
）、

人
文

法
科
大
、
ボ

ラ
シ
ャ
ッ
ク
事
務
局
ほ
か
。

 
 カ
ザ
フ
人
文
法
科
大
学
は
ア
ス
タ
ナ
で
の
日
本
語
講
座
に
場
所
を
提
供
し
て
く
れ
て
い
る
。
同
講
座
に
協
力
的
で
理
解

を
示
し
て
い
る
。

 
28

. 
前
提
条
件
「
カ
ザ
フ
ス

タ
ン
側
、
日
本
側
双
方
の

責
任
が
強
化
さ
れ
る
」
は
、

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
達

成
に
影
響
を
与
え
た
か

 

－
 

0 
2 

0 
4 

1.
00

 
カ
ザ
フ
、
日
本
側
双
方
の
当
事
者
が
強
い
責
任
感
を
も
っ
て
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
臨
む
の
は
、
当
然
と
考
え
る
。

 

29
. 
上
記
の
外
部
条
件
、
前

提
条
件
以
外
で
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
成
果
達
成
に
影
響

を
与
え
た
要
因

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

 

イ
ン
パ
ク
ト

 
30

. 
上
位
目
標
の
達
成
は
、

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後

3-
5

年
後
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

の
達
成
に
よ
っ
て
引
き
起

こ
さ
れ
る
と
思
う
か

 

0 
5 

1 
0 

0 
1.

83
 

（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
上
位
目
標
の
達
成
に
向
け
た
コ
ー
ス
設
計
を
行
っ
て
い
る
訳
で
す
か
ら
。
し
か
し
、「

日
本
的

経
営
を
ベ
ー
ス
と
し
た
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
の
提
供
」
と
、「

自
立
発
展

」
は
必
ず
し
も
整
合
性
が
取
れ
る
わ
け
で
は
あ

り
ま
せ
ん
。
例
え
ば
、
ビ
ジ
ネ
ス

コ
ー
ス
と
い
う
以
上
、
日
本
で
の
経
験
を
踏
ま
え
た
ビ
ジ
ネ
ス
ツ
ー
ル
の
移
転
が
重

要
と
考
え
ま
す
。
し
か
し
、
自
立
発
展
に
は
現
地
講
師
の
起
用
を
積
極
的
に
進
め
ね
ば
な
り
ま
せ
ん
。

K
JC

の
ビ
ジ
ネ

ス
コ
ー
ス
を
受
講
し
た
者
が
、
受
講
し
た
内
容
を
コ
ピ
ー
し
て
講
座
を
開
く
こ
と
は
或
程
度
可
能
か
も
知
れ
ま
せ
ん

が
、
実
践
を
旨
と
す
る
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
で
は
受
講
者
か
ら
様
々
な
質
問
が
飛
び
交
い
、
ま
た
具
体
的
な
ビ
ジ
ネ
ス
手

法
、
技
術
手
法
に
対
す
る
コ
ン
サ
ル
テ
ー
シ
ョ
ン
的
な
相
談
も
あ
り
ま
す
。
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
を
受
講
し
た
経
済
大
学

の
先
生
に
、
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
の
コ
ン
セ
プ
ト
を
踏
襲
し
た
内
容
の
講
座
が
提
供
で
き
る
と
は
考
え
ま
せ
ん
。
ビ
ジ
ネ

ス
ツ
ー
ル
も
日
々
進
化
し
て
お
り
ま
す
の
で
、
や
は
り
ビ
ジ
ネ
ス
の
現
場
に
近
い
講
師
を
配
し
な
い
限
り
、「

日
本
」、

「
実
践
的
ビ
ジ
ネ
ス
ツ
ー
ル
」
と
い
う
命
題
を
守
れ
な
い
の
で
は
無
い
で
し
ょ
う
か
。

 
 上
位
目
標
１
）
に
つ
い
て
は
、「

市
場
経
済
化
」
に
資
す
る
こ
と
は
ほ
ぼ
間
違
い
な
い
と
考
え
る
が
、
日
本
式
経
営
が

定
着
す
る
か
ど
う
か
は
不
明
で
あ
る
。

K
JC

の
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
受
講
者
は
他
の
欧
米
諸
国
、
ロ
シ
ア
等
の
経
営
セ
ミ

ナ
ー
に
も
参
加
す
る
人
が
多
く
、
彼
ら
自
身
の
社
会
・
企
業
風
土
に
合
っ
た
経
営
方
式
を
模
索
し
て
い
る
よ
う
に
思
わ

れ
る
。

 
上
位
目
標
２
）
に
つ
い
て
は
、
日
本
の
企
業
進
出
も
皆
無
に
近
い
カ
ザ
フ
で
多
く
の
市
民
が
日
本
文
化
や
日
本
語
に
関

心
を
寄
せ
て
い
る
現
況
か
ら
、
今
後
も

K
JC

事
業
を
継
続
す
る
限
り
目
標
は
達
成
で
き
る
と
考
え
る
。
但
し
、
近
年
、

中
国
や
韓
国
か
ら
の
ア
プ
ロ
ー
チ
（
企
業
進
出
等
）
が
激
し
く
、

K
JC

の
協
力
姿
勢
を
弱
め
れ
ば
こ
れ
ら
両
国
の
影
響
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回
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数

* 
質
問

 
3 

2 
1 

0 
不 明

 

平
均

ス
コ

ア
 

理
由
・
コ
メ
ン
ト

 

下
に
飲
み
込
ま
れ
て
し
ま
う
恐
れ
は
十
分
あ
る
。

 
 「
相
互
理
解
」
と
い
う
の
は
何
を
も
っ
て
理
解
し
た
と
判
断
す
る
の
か
明
確
で
な
い
た
め
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
が
達

成
さ
れ
る
か
ど
う
か
を
予
測
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

 
31

. 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

か
ら
上
位
目
標
に
至
る
外

部
条
件
「
カ
ザ
フ
ス
タ
ン

の
市
場
経
済
へ
の
適
応
に

対
す
る
興
味
と
努
力
が
維

持
さ
れ
る
」
は
、
上
位
目

標
の
達
成
に
影
響
を
与
え

る
可
能
性
が
あ
る
か

 

－
 

2 
1 

1 
2 

1.
25

 
 

32
. 
現
在
ま
で
に
、
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
の
実
施
に
よ
っ
て

起
こ
っ
た
望
ま
し
い
ま
た

は
望
ま
し
く
な
い
外
部
へ

の
波
及
効
果
は
あ
っ
た
か

 

－
 

2 
0 

0 
3 

2.
00

 
（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
多
少
は
波
及
効
果
が
あ
っ
た
と
思
い
ま
す
。
環
境
を
テ
ー
マ
と
し
た
講
座
な
ど
を
始
め
と
し
て
、

マ
ス
メ
デ
ィ
ア
を
通
じ
て
ア
ピ
ー
ル
で
き
た
こ
と
が
評
価
で
き
る
と
思
い
ま
す
。

 

自
立
発
展
性

 
33

. 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

や
上
位
目
標
が
目
指
し
て

い
る
効
果
は
、
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
終
了
後
も
持
続
す
る

と
思
う
か

 

－
 

0 
4 

0 
2 

1.
00

 
（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）

K
JC

と
し
て
現
地
化
す
る
戦
略
を
練
れ
ば
、
持
続
可
能
で
あ
る
。

 
 （
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）「

日
本
式
経

営
」
を
ベ
ー
ス
に
考
え
る
な
ら
ば
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
持
続
す
る
こ
と
は

困
難
と
考
え
る
。

 
 （
相
互
理
解
促
進
）
内
容
の
レ
ベ
ル
を
重
視
し
な
け
れ
ば
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
あ
る
一
定
期
間
は
持
続
可
能
と
考

え
る
。

 
 フ
ェ
ー
ズ

2
後
も
日
本
セ
ン
タ
ー
が
継
続
す
る
か
、
ま
た
継
続
す
る
場
合
ど
の
よ
う
な
形
に
な
る
の
か
わ
か
ら
な
い
た

め
、
効
果
が
持
続
す
る
か
ど
う
か
分
か
ら
な
い
。

 
 プ
ロ
ジ
ェ
ク
終
了
後
、
誰
が
ど
の
よ
う
に
事
業
を
現
在
の
事
業
を
引
き
継
ぐ
か
分
か
ら
な
い

 
34

. 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
生

み
出
し
て
き
た
効
果
を
維

持
、
さ
ら
に
発
展
さ
せ
る

た
め
に
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

－
 

2 
2 

1 
1 

1.
20

 
（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
日
本
か
ら
の
支
援
を
ど
う
フ
ェ
ー
ズ
ア
ウ
ト
さ
せ
て
い
く
か
、
真
の
自
立
ま
で
の
シ
ナ
リ
オ
を

描
く
必
要
が
あ
る
。
日
本
企
業
に

と
り
、
カ
ザ
フ
は
、
ロ
シ
ア
を
考

え
る
上
で
の
橋
頭
保
と
な
り
え
、
資
源
大
国
ゆ
え

の
将
来
性
か
ら
見
て
も
、
重
要
な
国
で
あ
る
。
そ
の
懸
け
橋
と
し
て

K
JC

の
存
在
を
位
置
づ
け
る
こ
と
は
可
能
で
あ

ろ
う
。
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3 

2 
1 

0 
不 明

 

平
均

ス
コ

ア
 

理
由
・
コ
メ
ン
ト

 

終
了
後
も

K
JC

が
円
滑
に

運
営
さ
れ
る
見
込
み
が
、

人
的
資
源
（
適
切
な
人
材

配
置
、
知
識
・
技
術
レ
ベ

ル
等
を
含
む
）
の
観
点
か

ら
あ
る
か

 

 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
、
管
理
す
る
人
材
（
日
本
人
専
門
家
）
が
い
な
く
な
る
た
め
難
し
い
。

 
 マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
す
る
人
材
が
い
な
い
た
め
。

 

35
. 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了

後
も

K
JC

運
営
の
た
め
に

引
き
続
き
財
政
的
な
資
源

が
確
保
で
き
る
と
思
う
か

 

－
 

1 
1 

1 
3 

1.
00

 
（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
経
団
連
な
ど
が
昔
の

JA
ID

O
の
よ
う
な
こ
と

を
考
え
れ
ば
、
カ
ザ
フ
の
重
要
性
か
ら
、
財
政

的
な
支
援
を
行
う
の
で
は
な
い
か
。

 
 （
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）

K
JC

の
活
動
収
入
に
よ
り
、
と
い
う
こ
と
で
あ
れ
ば
回
答
は
、「

思
わ
な
い
」
で

す
。

 
日
本
人
講
師
や
ネ
イ
テ
ィ
ブ
・
ス
ピ
ー
カ
ー
の
い
な
い

K
JC

と
な
れ
ば
、
客
離
れ
は
必
然
的
に
起
こ
り
、
財
政
的
な

基
盤
確
保
は
困
難
に
な
る
と
考
え
る
。

 
36

. 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ

っ
て
供
与
さ
れ
た
機
器
・

機
材
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

終
了
後
、

K
JC

に
よ
り
適

切
に
維
持
・
管
理
さ
れ
る

と
思
う
か

 

－
 

1 
3 

0 
2 

1.
25

 
（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
運
営
す
る
方
々
を
雇
用
で
き
る
収
入
の
道
が
あ
れ
ば
、
維
持
さ
れ
る
で
し
ょ
う
。

 
 供
与
機
材
は

K
az

EU
の
エ
ン
ジ
ニ
ア
で
も
維
持
管
理
が
十
分
可
能
な
機
材
の
み
で
あ
る
。

 

37
. 
そ
の
他
、

K
JC

の
自
立

発
展
性
に
影
響
を
及
ぼ
す

で
あ
ろ
う
と
考
え
ら
れ
る

重
要
な
課
題
や
要
因

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
収
益
源
の
確
保
、

K
JC

ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン
作
成

 
 （
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
昨
今
の
米
国
発
の
経
済
危
機
は
カ
ザ
フ
の
経
済
・
産
業
界
に
も
多
大
の
影
響
を
与
え
て
お
り
、

Ｋ
Ｊ
Ｃ
の
研
修
参
加
者
の
研
修
ニ
ー
ズ
や
企
業
コ
ン
サ
ル
テ
イ
ン
グ
の
テ
ー
マ
が
経
済
危
機

“前
後

”で
変
化
し
て
い

る
可
能
性
が
あ
る
。
２
０
０
９
年
度
に
実
施
さ
れ
る
ビ
ジ
ネ
ス
・
コ
ー
ス
活
動
に
は
、
こ
の
変
化
を
取
り
込
ん
だ
弾
力

的
な
研
修
と
コ
ン
サ
ル
テ
イ
ン
グ
の
実
施
を
期
待
す
る
。

 
 ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、

20
08

年
9
月

K
az

EU
に
設
置
さ
れ
た
ビ
ジ
ネ
ス
ス
ク
ー
ル
と

K
JC

の
協
力
関
係
を

い
か
に
す
る
か
具
体
的
な
協
議
は
回
答
者
の
帰
任
時
（

20
08

年
11

月
）
は
、
ま
だ
十
分
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。

K
JC

の
自
立
発
展
性
は
こ
の
ビ
ジ
ネ
ス
ス
ク
ー
ル
の
運
営
に
も
大
き
く
左
右
さ
れ
る
で
あ
ろ
う
。

 
38

. 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
強

み
、
課
題
、
問
題
点
等
、

自
由
意
見

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
）
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
評
価
を
担
当
さ
れ
る
方
は
、
是
非
と
も
実
態
を
十
分
に
把
握
し
た
上
で
評

価
下
さ
い
。
実
際
に
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
の
運
営
に
関
わ
っ
た
経
験
が
無
い
と
、
本
当
の
と
こ
ろ
は
理
解
で
き
な
い
の
で

は
な
い
か
と
感
じ
て
お
り
ま
す
。
ど
の
様
に
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
運
営
管
理
を
通
じ
て
日
本
の
プ
レ
ゼ
ン
ス
を
示
そ
う
か

と
真
剣
で
し
た
。

 
 多
く
の

JI
C

A
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
直

接
、
間
接
的
に
経
験
し
て
き
た
回
答
者
に
と
っ
て
も
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
「
日
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3 

2 
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0 
不 明

 

平
均

ス
コ

ア
 

理
由
・
コ
メ
ン
ト

 

本
人
の
顔
」
が
見
え
る
典
型
的
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
り
、
相
互
理
解
促
進
（
ま
だ
片
方
向
の
色
彩
が
強
い
が
・
・
・
）

に
は
イ
ン
パ
ク
ト
が
あ
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
る
と
確
信
し
て
い
る
。

10
年
間
で
築
き
上
げ
た
足
場
は
将
来
も
確
保

し
、

K
JC

を
拠
点
に
日
本
独
自
の
技
術
や
文
化
情
報
を
発
信
で
き
れ
ば
と
考
え
て
い
る
。
さ
ら
に
日
本
留
学
へ
の
実
質

的
な
窓
口
に
も
な
り
、
将
来
の
国
も
指
導
層
の
育
成
に
も
協
力
で
き
る
場
と
な
る
よ
う
に
関
係
者
の
理
解
を
求
め
た

い
。

 

   



別
添

8 

カ
ザ

フ
ス

タ
ン

人
C
P
お

よ
び

K
J
C
ロ

ー
カ

ル
ス

タ
ッ

フ
（

計
８

名
）

に
対

す
る

質
問

票
及

び
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
調

査
の

回
答

集
計

結
果

 

*ス
コ
ア
は
、
３
が

も
評
価
が
高

く
（
あ
る
い
は
程
度
が

も
高
い
）
、
０
が

も
評
価
が
低
い
（
あ
る
い
は
程
度
が

も
低
い
）
こ
と
を
示
す
。

 

回
答
者
数

* 
質
問

 
3 

2 
1 

0 
不 明

 

平
均

ス
コ

ア
 

理
由
・
コ
メ
ン
ト

 

実
績
の
確
認

 
1-

1.
 成

果
の
達
成
度
合

い
：
セ
ン
タ
ー
運
営

 
－

 
4 

4 
0 

0 
1.

50
 

 

1-
2.

 成
果
の
達
成
度
合

い
：
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
運

営
事
業

 

－
 

4 
2 

0 
1 

1.
67

 
ほ
と
ん
ど
の
成
果
は
達
成
で
き
て
い
る
。
未
達
成
の
も
の
も
終
了
時
ま
で
に
達
成
で
き
る
。

 
 お
そ
ら
く
達
成
で
き
る
。

 
1-

3.
 成

果
の
達
成
度
合

い
：
日
本
語
コ
ー
ス
運
営

事
業

 

－
 

7 
1 

0 
0 

1.
88

 
日
本
語
を
勉
強
し
て
い
る
学
生
の
間
で

K
JC

は
良
く
知
ら
れ
て
い
る
。

 
 実
務
日
本
語
、
学
生
向
け
講
座
、
ア
ス
タ
ナ
で
の
講
座
、
カ
ラ
ガ
ン
ダ
で
の
試
験
的
な
講
座
な
ど
事
業
が
拡
大
し
て
い

る
。

 
 学
生
向
け
講
座
、
夏
期
講
座
、
ア

ス
タ
ナ
で
の
講
座
、
カ
ラ
ガ
ン
ダ
で
の
試
験
的
な
講
座
が

20
08

年
に
実
施
さ
れ
た
。 

 ロ
ー
カ
ル
お
よ
び
日
本
人
講
師
に
よ
る
質
の
高
い
講
義
。
ア
ル
マ
テ
ィ
だ
け
で
な
く
、
ア
ス
タ
ナ
と
カ
ラ
ガ
ン
ダ
で
も

実
施
さ
れ
た
。

 
1-

4.
 成

果
の
達
成
度
合

い
：
相
互
理
解
促
進
事
業

 
－

 
6 

2 
0 

0 
1.

75
 

毎
年
日
本
文
化
デ
ー
が
開
催
さ
れ
て
い
る
。
日
本
人
講
師
が
大
学
で
講
義
を
行
っ
て
い
る
。

 
 カ
ザ
フ
ス
タ
ン
の
様
々
な
地
域
で
文
化
講
座
が
開
催
さ
れ
て
い
る
。

 
 K

JC
図
書
館
で
日
本
に
つ
い
て
の
様
々
な
情
報
が
得
ら
れ
る
。
文
学
、
経
済
、
歴
史
、
芸
術
、
哲
学
、
文
化
や
研
修
な

ど
。

 
1-

5.
 成

果
の
達
成
度
合

い
：
広
報
事
業

 
－

 
2 

6 
0 

0 
1.

25
 

K
JC

は
日
本
語
学
習
者
の
間
で
文
化
セ
ン
タ
ー
と
し
て
知
ら
れ
て
い
る
が
、
ビ
ジ
ネ
ス
事
業
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
は

あ
ま
り
知
ら
れ
て
い
な
い
。

 
 広
報
が
少
な
く
、
立
地
も
悪
い
の
で

K
JC

は
あ
ま
り
知
ら
れ
て
い
な
い
。

 
 ア
ル
マ
テ
ィ
以
外
の
場
所
で
は

K
JC

は
知
ら
れ
て
い
な
い
。

 
 広
報
が
弱
く
、
立
地
が
悪
い
。

 
 立
地
が
悪
い
の
で
あ
ま
り
知
ら
れ
て
い
な
い
。

 
2-

1.
 現

在
の

K
JC

に
お
け

－
 

8 
0 

0 
0 

2.
00

 
総
務
担
当
ス
タ
ッ
フ
を
増
や
す
必
要
が
あ
る
。

 



別
添

8 

回
答
者
数

* 
質
問

 
3 

2 
1 

0 
不 明

 

平
均

ス
コ

ア
 

理
由
・
コ
メ
ン
ト

 

る
人
員
数
お
よ
び
配
属
ス

タ
ッ
フ
の
能
力
・
ス
キ
ル

は
適
切
か

:セ
ン
タ
ー
運
営

 

 日
本
で
研
修
の
機
会
が
あ
れ
ば
よ
い
。

 

2-
2.

 現
在
の

K
JC

に
お
け

る
人
員
数
お
よ
び
配
属
ス

タ
ッ
フ
の
能
力
・
ス
キ
ル

は
適
切
か

:ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー

ス
運
営
事
業

 

－
 

8 
0 

0 
0 

2.
00

 
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
運
営
は
日
本
人
専
門
家
に
よ
っ
て
な
さ
れ
る
べ
き
だ
。

 

2-
3.

 現
在
の

K
JC

に
お
け

る
人
員
数
お
よ
び
配
属
ス

タ
ッ
フ
の
能
力
・
ス
キ
ル

は
適
切
か

: 
日
本
語
コ
ー

ス
運
営
事
業

 

－
 

8 
0 

0 
0 

2.
00

 
日
本
で
研
修
を
受
け
る
機
会
が
与
え
ら
れ
る
べ
き
。

 
 運
営
ス
タ
ッ
フ
が
日
本
で
研
修
を
受
け
知
識
や
技
術
を
高
め
ら
れ
る
と
良
い
。

 

2-
4.

 現
在
の

K
JC

に
お
け

る
人
員
数
お
よ
び
配
属
ス

タ
ッ
フ
の
能
力
・
ス
キ
ル

は
適
切
か

: 
相
互
理
解
促

進
事
業

 

－
 

5 
0 

2 
1 

1.
43

 
相
互
理
解
は
総
務
担
当
と
日
本
語
担
当
ス
タ
ッ
フ
に
よ
り
行
わ
れ
て
い
る
の
で
十
分
で
は
な
い
。

 

2-
5.

 現
在
の

K
JC

に
お
け

る
人
員
数
お
よ
び
配
属
ス

タ
ッ
フ
の
能
力
・
ス
キ
ル

は
適
切
か

: 
広
報
事
業

 

－
 

6 
0 

2 
0 

1.
50

 
広
報
は
総
務
担
当
と
日
本
語
担
当
ス
タ
ッ
フ
に
よ
り
行
わ
れ
て
い
る
の
で
十
分
で
は
な
い
。

 
 マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
と
人
材
開
発
の
研
修
を
ス
タ
ッ
フ
が
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
す
る
べ
き
。

 
 人
員
が
足
り
な
い
。

 
3.

 現
在
の
機
材
の
整
備
状

況
は
適
切
か

 
－

 
6 

0 
2 

0 
1.

50
 

ス
タ
ッ
フ
向
け
お
よ
び
図
書
館
の
パ
ソ
コ
ン
が
古
い
の
で
、
不
便
。

 
 備
品
は

新
の
も
の
で
は
な
い
。

 
 教
室
と
図
書
館
は
設
備
が
十
分
整
っ
て
い
る
。

 
4.

 現
在
の
施
設
・
設
備
は

適
切
か

 
－

 
8 

0 
0 

0 
2.

00
 

 

実
施
プ
ロ
セ

ス
 

5-
1.

 活
動
は
計
画
通
り
に

実
施
さ
れ
た
か
：
セ
ン
タ

ー
運
営

 

－
 

4 
1 

0 
0 

1.
80

 
ま
だ
実
施
さ
れ
て
い
な
い
活
動
が
あ
る
が
、
今
後
予
定
さ
れ
て
い
る
。

 



別
添

8 

回
答
者
数

* 
質
問

 
3 

2 
1 

0 
不 明

 

平
均

ス
コ

ア
 

理
由
・
コ
メ
ン
ト

 

5-
2.

 活
動
は
計
画
通
り
に

実
施
さ
れ
た
か
：
ビ
ジ
ネ

ス
コ
ー
ス
運
営
事
業

 

－
 

0 
0 

0 
0 

- 
 

5-
3.

 活
動
は
計
画
通
り
に

実
施
さ
れ
た
か
：
日
本
語

コ
ー
ス
運
営
事
業

 

－
 

2 
0 

0 
0 

2.
00

 
 

5-
4.

 活
動
は
計
画
通
り
に

実
施
さ
れ
た
か
：
相
互
理

解
促
進
事
業

 

－
 

1 
0 

0 
0 

2.
00

 
 

5-
5.

 活
動
は
計
画
通
り
に

実
施
さ
れ
た
か
：
広
報
事

業
 

－
 

0 
0 

0 
0 

- 
 

6.
 プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
全
体
の

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
は
ど
の
よ

う
に
、
ど
の
ぐ
ら
い
の
頻

度
で
実
施
さ
れ
た
か

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

毎
週
ス
タ
ッ
フ
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
が
開
催
さ
れ
て
い
る
。

JI
C

A
と

K
az

EU
に
よ
っ
て
定
期
的
に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
が
さ
れ

て
い
る
。
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
と
日
本
語
コ
ー
ス
で
は
継
続
的
に
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
が
さ
れ
て
い
る
。

 
 こ
の
質
問
は
所
長
と
業
務
調
整
が
回
答
す
る
べ
き
。

 
 毎
週
金
曜
日
（
現
在
は
月
曜
日
）
に
ス
タ
ッ
フ
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
が
行
わ
れ
て
い
る
。

 
7.

 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
全
体
の

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
活
動
は
、

方
法
や
頻
度
の
点
か
ら
適

切
だ
っ
た
か

 

－
 

7 
0 

0 
0 

2.
00

 
K

JC
の
活
動
の
方
向
性
に
つ
い
て
適
切
な
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
が
さ
れ
て
い
る
。
受
講
者
や
ス
タ
ッ
フ
に
対
す
る
イ
ン
タ
ビ

ュ
ー
が
も
っ
と
行
わ
れ
る
と
良
い
か
も
し
れ
な
い
。

 
 過
去
の
経
験
に
基
づ
い
て
議
論
が
行
わ
れ
て
い
る
。

 
8-

1.
 モ

ニ
タ
リ
ン
グ
は
ど

の
よ
う
に
、
ど
の
ぐ
ら
い

の
頻
度
で
実
施
さ
れ
た

か
：
セ
ン
タ
ー
運
営

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

金
曜
日
の
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
で
毎
週
の
活
動
に
つ
い
て
話
し
合
い
を
行
っ
て
い
る
。
現
在
は
月
曜
日
に
行
わ
れ
て
お
り
、

こ
れ
か
ら
の
計
画
も
話
し
合
わ
れ
る
。

 
 週
１
回
の
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
が
あ
る
。

 
 毎
週
の
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
と
必
要
に
応
じ
て
臨
時
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
が
開
か
れ
る
。

 
 毎
週
の
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
で
進
捗
を
確
認
し
て
い
る
。

 
8-

2.
 モ

ニ
タ
リ
ン
グ
は
ど

の
よ
う
に
、
ど
の
ぐ
ら
い

の
頻
度
で
実
施
さ
れ
た

か
：

 ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
運

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

毎
週
の
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
で
。

 



別
添

8 

回
答
者
数

* 
質
問

 
3 

2 
1 

0 
不 明

 

平
均

ス
コ

ア
 

理
由
・
コ
メ
ン
ト

 

営
事
業

 
8-

3.
 モ

ニ
タ
リ
ン
グ
は
ど

の
よ
う
に
、
ど
の
ぐ
ら
い

の
頻
度
で
実
施
さ
れ
た

か
：
日
本
語
コ
ー
ス
運
営

事
業

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
  

毎
週
１
回
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
が
行
わ
れ
て
い
る
。
そ
れ
ぞ
れ
の
部
門
が
実
施
し
た
活
動
と
、
今
後
の
計
画
を
報
告
す
る
。

 

8-
4.

 モ
ニ
タ
リ
ン
グ
は
ど

の
よ
う
に
、
ど
の
ぐ
ら
い

の
頻
度
で
実
施
さ
れ
た

か
：
相
互
理
解
促
進
事
業

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

 

8-
5.

 モ
ニ
タ
リ
ン
グ
は
ど

の
よ
う
に
、
ど
の
ぐ
ら
い

の
頻
度
で
実
施
さ
れ
た

か
：
広
報
事
業

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

 

9-
1.

 達
成
度
の
目
安
と
し

て
い
た
指
標
に
は
ど
の
よ

う
な
も
の
が
あ
る
か
：
セ

ン
タ
ー
運
営

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

1)
K

JC
ス
タ
ッ
フ
が
ど
の
程
度
担
当
分
野
と
目
的
を
達
成
し
た
か

2)
K

JC
と
コ
ー
ス
が
ど
れ
だ
け
人
気
が
あ
る
か
。

 
 1)
目
標

2)
目
標
が
ど
れ
だ
け
達
成
さ
れ
た
か
。
こ
れ
ら
の
指
標
に
よ
っ
て
、
目
標
の
適
切
性
を
判
断
す
る
。

 

9-
2.

 達
成
度
の
目
安
と
し

て
い
た
指
標
に
は
ど
の
よ

う
な
も
の
が
あ
る
か
：

 ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
運
営
事
業

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

 

9-
3.

 達
成
度
の
目
安
と
し

て
い
た
指
標
に
は
ど
の
よ

う
な
も
の
が
あ
る
か
：
日

本
語
コ
ー
ス
運
営
事
業

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

年
間
（
学
期
）
計
画
。

 

9-
4.

 達
成
度
の
目
安
と
し

て
い
た
指
標
に
は
ど
の
よ

う
な
も
の
が
あ
る
か
：
相

互
理
解
促
進
事
業

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

 

9-
5.

 達
成
度
の
目
安
と
し

て
い
た
指
標
に
は
ど
の
よ

う
な
も
の
が
あ
る
か
：
広

報
事
業

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

 



別
添

8 

回
答
者
数

* 
質
問

 
3 

2 
1 

0 
不 明

 

平
均

ス
コ

ア
 

理
由
・
コ
メ
ン
ト

 

10
-1

. 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
活

動
は
方
法
と
頻
度
の
観
点

か
ら
適
切
だ
っ
た
か
：
セ

ン
タ
ー
運
営

 

－
 

2 
0 

1 
1 

1.
33

 
 

10
-2

. 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
活

動
は
方
法
と
頻
度
の
観
点

か
ら
適
切
だ
っ
た
か
：
ビ

ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
運
営
事
業

 

－
 

1 
0 

0 
0 

2.
00

 
 

10
-3

. 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
活

動
は
方
法
と
頻
度
の
観
点

か
ら
適
切
だ
っ
た
か
：
日

本
語
コ
ー
ス
運
営
事
業

 

－
 

2 
0 

0 
0 

2.
00

 
適
切
だ
っ
た
。
他
の
部
門
の
人
の
意
見
も
聞
け
、
実
績
お
よ
び
計
画
に
つ
い
て
、
正
負
両
方
の
観
点
か
ら
話
し
合
え
る
。 

10
-4

. 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
活

動
は
方
法
と
頻
度
の
観
点

か
ら
適
切
だ
っ
た
か
：
相

互
理
解
促
進
事
業

 

－
 

1 
0 

0 
0 

2.
00

 
 

10
-5

. 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
活

動
は
方
法
と
頻
度
の
観
点

か
ら
適
切
だ
っ
た
か
：
広

報
事
業

 

－
 

0 
0 

0 
0 

- 
 

11
.モ

ニ
タ
リ
ン
グ
活
動
の

結
果
と
し
て
、
当
初
の
計

画
か
ら
活
動
の
軌
道
修
正

に
至
っ
た
項
目

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

印
刷
業
者
と
の
契
約
や
、
技
術
的
な
問
題
、

K
JC

の
人
気
を
高
め
る
た
め
の
工
夫
等
に
つ
い
て
課
題
を
解
決
す
る
よ
う

努
力
し
た
。

 
 そ
の
よ
う
な
項
目
は
な
い
。

 
 参
加
者
が
少
な
す
ぎ
る
場
合
は
講
座
を
開
か
な
い
。

 
12

. 
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
カ

ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
と
日
本

人
専
門
家
間
の
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
は
、
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
活
動
の
実
施
の
上

で
、
効
果
的
だ
っ
た
か

 

－
 

7 
0 

0 
1 

2.
00

 
広
報
が
弱
い
。

 

13
. 
カ
ザ
フ
経
済
大
学
は

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
マ
ネ
ジ

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

K
az

EU
の
管
理
者
は
継
続
的
に
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
参
加
し
て
い
る
。

K
az

EU
の
学
長
は

K
JC

の
管
理
者
た
ち
と

定
期
的
に
集
い
、
問
題
解
決
を
行
っ
て
い
る
。
副
学
長
も

K
JC

に
協
力
し
て
い
る
。

 



別
添

8 

回
答
者
数

* 
質
問

 
3 

2 
1 

0 
不 明

 

平
均

ス
コ

ア
 

理
由
・
コ
メ
ン
ト

 

メ
ン
ト
に
ど
の
よ
う
な
形

で
ど
の
程
度
関
わ
っ
た
か

 
 JC

C
が
毎
年
行
わ
れ
て
い
る
。

K
zE

U
の
管
理
者
は
助
言
を
行
っ
た
り
、
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
関
し

て
意
見
を
述
べ
た
り
し
て
い
る
。

 
 K

az
EU

は
ア
ス
タ
ナ
で
の
ビ
ジ
ネ

ス
コ
ー
ス
の
た
め
に
場
所
を
提
供
し
て
い
る
。

 
 全
て
の
責
務
は
果
た
さ
れ
て
い
る
。

 
 分
か
ら
な
い
。

 
 K

az
EU

は
総
務
、
施
設
、
教
室
の

提
供
を
行
っ
て
い
る
。

 
 K

az
EU

は
必
要
書
類
を
許
可
し
た

り
、
日
本
語
コ
ー
ス
の
教
材
を
印
刷
す
る
の
に
助
言
を
く
れ
た
り
、
ア
ス
タ
ナ
で

の
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
の
た
め
に
場
所
を
提
供
し
た
り
し
て
く
れ
て
い
る
。

 
 合
意
文
書
で
書
か
れ
た
事
項
は
全
て
行
わ
れ
て
い
る
。

 
14

. 
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
に

よ
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営

管
理
費
お
よ
び
機
材
維
持

管
理
費
の
拠
出
、
セ
ン
タ

ー
職
員
の
配
置
は
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
を
効
果
的
に
進
め

る
上
で
適
切
だ
っ
た
か

 

－
 

6 
0 

0 
2 

2.
00

 
特
に
問
題
は
生
じ
て
い
な
い
。

 

15
. 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
効

果
促
進
の
た
め
に
特
に
工

夫
し
た
点

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

K
az

EU
の
教
師
を
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー

ス
に
参
加
さ
せ
た
り
、
他
大
学
ま
た
は
外
国
か
ら
の

K
az

EU
へ
の
訪
問
客
に
対
し

て
K

JC
を
案
内
し
た
り
し
た
。

 
 様
々
な
文
化
講
座
を
開
催
し
た
。
幼
稚
園
を
訪
問
す
る
な
ど
も
し
た
。

 
妥

当
性

 
16

. 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

は
、
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー

プ
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て

い
る
か

 

－
 

8 
0 

0 
0 

2.
00

 
 

17
. K

JC
で
提
供
し
て
い
る

サ
ー
ビ
ス
は
、
日
本
の
持

つ
技
術
・
知
識
等
を
十
分

－
 

6 
1 

0 
1 

1.
86

 
 



別
添

8 

回
答
者
数

* 
質
問

 
3 

2 
1 

0 
不 明

 

平
均

ス
コ

ア
 

理
由
・
コ
メ
ン
ト

 

生
か
し
た
も
の
で
あ
る
と

言
え
る
か

 
効

率
性

 
18

. P
D

M
の
上
位
目
標
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
、
成
果
、

活
動
、
投
入
は
適
切
か
つ

論
理
的
に
関
係
づ
け
ら
れ

て
設
定
さ
れ
て
い
る
と
思

う
か

 

－
 

6 
0 

0 
1 

2.
00

 
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
は
中
小
企
業
振
興
の
た
め
に
行
わ
れ
、
文
化
講
座
は
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
人
と
日
本
人
の
関
係
を
強
化
す

る
た
め
に
行
わ
れ
て
い
る
。

 
 カ
ザ
フ
ス
タ
ン
と
日
本
の
相
互
理
解
促
進
の
た
め
に

K
JC

は
毎
年
様
々
な
文
化
講
座
を
開
催
し
て
い
る
。

 

19
. 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

の
達
成
度
合
は
高
い
か

 
4 

4 
0 

0 
0 

2.
50

 
ほ
ぼ
達
成
で
き
る
と
思
う
。
た
だ
し
、
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
に
関
し
て
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
に
ど
の
よ
う
に
行
わ

れ
る
べ
き
か
検
討
を
要
す
る
。

 
20

. 
成
果
か
ら
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目
標
達
成
に
至
る
外

部
条
件
は
満
た
さ
れ
て
い

る
か

 

－
 

7 
0 

0 
1 

2.
00

 
現
時
点
で
は
判
断
す
る
の
は
難
し
い
が
、
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
政
府
は
こ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
支
持
し
て
い
る
と
思
う
。

 

21
. 
上
記
の
外
部
条
件
は

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成

に
影
響
を
与
え
た
か

 

－
 

7 
0 

0 
1 

2.
00

 
政
府
が
調
整
、
統
制
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 
 ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
に
参
加
す
る
こ
と
に
よ
り
、
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
の
事
業
者
は
効
率
的
な
経
営
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ

う
に
な
る
。
日
本
語
コ
ー
ス
に
参
加
す
る
こ
と
に
よ
り
、
日
本
の
こ
と
を
も
っ
と
よ
く
知
る
こ
と
が
出
来
る
。
文
化
講

座
は
日
本
へ
の
興
味
を
高
め
る
の
に
役
立
つ
。

 
 カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
は
日
本
に
対
し
て
も
っ
と
親
密
な
関
係
を
持
と
う
と
し
て
い
る
。

 
22

. 
上
記
の
外
部
条
件
以

外
で
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

の
達
成
を
促
進
し
た
要
因

ま
た
は
阻
害
し
た
要
因

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

促
進
要
因
：

K
az

EU
と

K
JC

の
協
力
関
係
、

K
JC

ス
タ
ッ
フ
と

K
az

EU
ス
タ
ッ
フ
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
に
向

け
て
一
丸
と
な
っ
て
取
り
組
ん
で
い
る
こ
と
。

 
 ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
が
い
れ
ば
促
進
要
因
に
な
る
と
思
う
。

 
E

ff
ic

ie
nc

y 
23

. 
日
本
人
長
期
専
門
家

と
短
期
専
門
家
の
専
門
性

や
派
遣
人
数
、
派
遣
期
間
、

派
遣
の
タ
イ
ミ
ン
グ
、
技

術
指
導
の
内
容
は
総
合
的

に
判
断
し
て
適
切
だ
っ
た

か
 

－
 

7 
0 

0 
1 

2.
00

 
適
切
。
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添
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答
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問

 
3 

2 
1 

0 
不 明

 

平
均

ス
コ

ア
 

理
由
・
コ
メ
ン
ト

 

24
.プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
供
与

し
た
機
材
の
数
や
質
、
種

類
、
価
格
、
供
与
さ
れ
た

タ
イ
ミ
ン
グ
は
総
合
的
に

判
断
し
て
適
切
で
有
用
だ

っ
た
か

 

－
 

6 
0 

1 
0 

1.
71

 
基
本
的
に
適
切
。
し
か
し
、
技
術
的
に
設
備
や
値
段
は
徐
々
に
変
わ
る
。

 
 す
べ
て
の
設
備
は
古
く
な
っ
て
い
る
。

 

25
.カ

ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の

日
本
で
の
研
修
の
受
入
れ

人
数
、
研
修
期
間
、
研
修

の
タ
イ
ミ
ン
グ
、
研
修
内

容
は
総
合
的
に
判
断
し
て

適
切
で
有
用
だ
っ
た
か

 

－
 

4 
0 

2 
2 

1.
33

 
参
加
し
た
人
か
ら
聞
く
と
適
切
ら
し
い
。

 
 日
本
に
行
く
機
会
の
な
い
部
門
も
あ
る
。
こ
れ
ま
で
実
施
さ
れ
た
研
修
に
つ
い
て
は
適
切
だ
と
思
う
。

 
 参
加
し
た
こ
と
が
な
い
の
で
分
か
ら
な
い
。

 
 日
本
語
コ
ー
ス
運
営
ス
タ
ッ
フ
も
参
加
で
き
れ
ば
良
い
（
こ
れ
ま
で
参
加
者
な
し
）。

 
 研
修
期
間
が
短
す
ぎ
る
。

 
 日
本
語
コ
ー
ス
運
営
ス
タ
ッ
フ
は
研
修
に
参
加
で
き
な
い
。
行
き
た
い
。

 
26

. 
こ
れ
ま
で
の
投
入
お

よ
び
活
動
に
つ
い
て
、
よ

り
早
く
、
効
率
的
に

PD
M

上
の
成
果
を
達
成
す
る
手

段
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

日
本
語
講
座
で
優
秀
な
成
績
を
修
め
た
生
徒
が
日
本
に
行
っ
て
文
化
を
学
べ
る
よ
う
な
機
会
が
提
供
で
き
れ
ば
よ
い
。

 
 新
し
い
ビ
デ
オ
、

D
V

D
、

C
D
な
ど
が
必
要
。

 

27
-1

. K
JC

と
カ
ザ
フ
経
済

大
学
の
連
携
・
協
力
関
係

は
ど
の
よ
う
な
状
況
か

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

良
い
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
促
進
要
因
。

 
 総
務
部
門
お
よ
び
形
式
的
な
支
援
。

 
 合
意
文
書
に
規
定
さ
れ
て
い
る
通
り
。

(2
名

) 
 K

az
EU

の
協
力
の
下
総
務
・
法
的

問
題
が
解
決
し
て
い
る
。

 
 K

az
EU

は
教
室
を
提
供
し
て
い
る

。
 

27
-2

. K
JC

と
ユ
ー
ラ
シ
ア

国
立
大
学
の
連
携
・
協
力

関
係
は
ど
の
よ
う
な
状
況

か
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

あ
る
程
度
良
い
。

 
 フ
ェ
ー
ズ
２
の
初
め
の
と
き
だ
け
協
力
関
係
が
あ
っ
た
。
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問

 
3 

2 
1 

0 
不 明

 

平
均

ス
コ

ア
 

理
由
・
コ
メ
ン
ト

 

20
07

年
に
教
室
を
無
償
で
提
供
し
た
。

(2
名

) 
 ユ
ー
ラ
シ
ア
国
立
大
学
の
生
徒
が

K
JC

の
講
座
を
受
け
に
来
て
い
る
。

 
27

-3
. K

JC
内
各
事
業
間
の

連
携
・
協
力
関
係
は
ど
の

よ
う
な
状
況
か

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

良
い
。

 
 情
報
交
換
し
て
い
る
。

 
27

-4
. K

JC
ア
ル
マ
テ
ィ
と

ア
ス
タ
ナ
の
連
携
・
協
力

関
係
は
ど
の
よ
う
な
状
況

か
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

と
て
も
良
い
。

 
 K

JC
と

2
つ
の
大
学
と
の
提
携
が
あ
る
。

 
 ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
、
日
本
語
コ
ー
ス
、
文
化
講
座
が
お
互
い
協
力
し
て
行
わ
れ
て
い
る
。

 
 ア
ス
タ
ナ
で
の
コ
ー
ス
は
ア
ル
マ
テ
ィ
が
運
営
し
て
い
る
の
で
協
力
関
係
が
強
い
。

 
27

-5
. K

JC
と
そ
の
他
の
機

関
の
連
携
・
協
力
関
係
は

ど
の
よ
う
な
状
況
か

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

K
az

EU
国
際
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
、

B
ek

ke
r &

 C
o
な
ど
の
企
業
、
政
府
機
関
等
と
協
力
関
係
が
あ
る
。

 
 日
本
大
使
館
と
の
文
化
イ
ベ
ン
ト
で
の
協
力
。
カ
ザ
フ
人
文
法
科
大
学
か
ら
の
教
室
の
提
供
。

(3
名

) 
 20

08
年
か
ら
カ
ザ
フ
人
文
法
科
大
学
が
日
本
語
講
座
の
た
め
に
教
室
を
無
料
で
提
供
し
て
い
る
。

A
ki

m
at

s市
か
ら
の

協
力
。

(2
名

) 
28

. 
前
提
条
件
「
カ
ザ
フ
ス

タ
ン
側
、
日
本
側
双
方
の

責
任
が
強
化
さ
れ
る
」
は
、

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
達

成
に
影
響
を
与
え
た
か

 

－
 

5 
0 

0 
3 

2.
00

 
政
府
の
影
響
は
大
き
い
。

 
 文
化
イ
ベ
ン
ト
に
関
し
て
政
府
か
ら
の
協
力
が
得
ら
れ
て
い
る
。

 

29
. 
上
記
の
外
部
条
件
、
前

提
条
件
以
外
で
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
成
果
達
成
に
影
響

を
与
え
た
要
因

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
従
事
す
る
ス
タ
ッ
フ
の
良
心
や
責
任
感
が
影
響
を
与
え
る
。

 

イ
ン
パ
ク
ト

 
30

. 
上
位
目
標
の
達
成
は
、

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後

3-
5

年
後
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

の
達
成
に
よ
っ
て
引
き
起

こ
さ
れ
る
と
思
う
か

 

3 
3 

1 
0 

0 
2.

29
 

ビ
ジ
ネ
ス
、
日
本
語
、
文
化
講
座
を
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
達
成
で
き
る
。

 
 2
カ
国
間
の
関
係
が
良
く
な
る
べ
き
。
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問

 
3 

2 
1 

0 
不 明
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均

ス
コ

ア
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由
・
コ
メ
ン
ト

 

31
. 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

か
ら
上
位
目
標
に
至
る
外

部
条
件
「
カ
ザ
フ
ス
タ
ン

の
市
場
経
済
へ
の
適
応
に

対
す
る
興
味
と
努
力
が
維

持
さ
れ
る
」
は
、
上
位
目

標
の
達
成
に
影
響
を
与
え

る
可
能
性
が
あ
る
か

 

－
 

6 
0 

1 
1 

1.
71

 
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
の
ビ
ジ
ネ
ス
は
発
展
す
る
と
思
う
。

 
 市
場
経
済
化
の
人
材
育
成
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
寄
与
す
る
。

 
 将
来
的
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
事
業
は
両
国
の
関
係
強
化
に
寄
与
す
る
。

 

32
. 
現
在
ま
で
に
、
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
の
実
施
に
よ
っ
て

起
こ
っ
た
望
ま
し
い
ま
た

は
望
ま
し
く
な
い
外
部
へ

の
波
及
効
果
は
あ
っ
た
か

 

－
 

7 
0 

0 
1 

2.
00

 
望
ま
し
い
波
及
効
果
の
み
あ
る
。

 
 人
材
育
成
、
中
小
企
業
支
援
の
望
ま
し
い
波
及
効
果
が
あ
る
。

 
 「

K
JC

ど
う
も
あ
り
が
と
う
」
と
い
う
声
を
聞
く
の
で
、
望
ま
し
い
波
及
効
果
し
か
な
い
と
思
う
。

 
 カ
ザ
フ
ス
タ
ン
国
内
で
の
日
本
文
化
の
人
気
の
高
ま
り
。
日
本
の
経
験
の
様
々
な
産
業
分
野
で
の
適
用
。
日
本
式
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
は

K
JC

ス
タ
ッ
フ
に
影
響
を
与
え
た
。

 
 カ
ザ
フ
ス
タ
ン
の
若
者
の
間
で
漫
画
や
ア
ニ
メ
、
日
本
語
や
日
本
式
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
が
人
気
。

 
自

立
発
展
性

 
33

. 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

や
上
位
目
標
が
目
指
し
て

い
る
効
果
は
、
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
終
了
後
も
持
続
す
る

と
思
う
か

 

－
 

5 
0 

1 
2 

1.
67

 
持
続
可
能
だ
と
思
う
が
、
ど
の
程
度
持
続
可
能
か
は
様
々
な
要
因
に
拠
る
の
で
は
っ
き
り
と
言
え
な
い
。

 
 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
後
も

K
JC

か
ら
得
た
知
識
や
ス
キ
ル
は
役
立
つ
と
思
う
。

 
 日
本
語
講
座
だ
け
が
持
続
す
る
と
思
う
。

 

34
. 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
生

み
出
し
て
き
た
効
果
を
維

持
、
さ
ら
に
発
展
さ
せ
る

た
め
に
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

終
了
後
も

K
JC

が
円
滑
に

運
営
さ
れ
る
見
込
み
が
、

人
的
資
源
（
適
切
な
人
材

配
置
、
知
識
・
技
術
レ
ベ

ル
等
を
含
む
）
の
観
点
か

ら
あ
る
か

 

－
 

6 
0 

0 
2 

2.
00

 
予
測
は
難
し
い
。
効
果
が
失
わ
れ
て
い
く
恐
れ
が
あ
る
と
思
う
。
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ア
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由
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ン
ト

 

35
. 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了

後
も

K
JC

運
営
の
た
め
に

引
き
続
き
財
政
的
な
資
源

が
確
保
で
き
る
と
思
う
か

 

－
 

4 
0 

0 
4 

2.
00

 
経
済
危
機
が
解
決
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
持
続
性
も
担
保
さ
れ
る
の
を
願
っ
て
い
る
。

 
 ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
の
収
益
が
確
保
さ
れ
れ
ば
持
続
可
能
だ
と
思
う
。

 
 ビ
ジ
ネ
ス
と
日
本
語
コ
ー
ス
か
ら
の
収
益
に
よ
り
持
続
可
能
だ
と
思
う
。

 
36

. 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ

っ
て
供
与
さ
れ
た
機
器
・

機
材
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

終
了
後
、

K
JC

に
よ
り
適

切
に
維
持
・
管
理
さ
れ
る

と
思
う
か

 

－
 

3 
0 

1 
4 

1.
50

 
さ
れ
る
べ
き
。

 
 そ
う
思
わ
な
い
。

 
 合
意
文
書
に
よ
れ
ば
、
供
与
機
材
は

K
az

EU
に
所
有
権
が
移
行
す
る
。
そ
の
た
め
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
後
、
ど
う
維
持

管
理
さ
れ
る
か
疑
問
。（

2
名
）
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. 
そ
の
他
、

K
JC

の
自
立

発
展
性
に
影
響
を
及
ぼ
す

で
あ
ろ
う
と
考
え
ら
れ
る

重
要
な
課
題
や
要
因

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

現
在
の
経
済
危
機
が
影
響
を
及
ぼ
す
。
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
の
企
業
に
ど
れ
だ
け
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る

か
に
よ
る
。

 
 K

JC
は
市
の
中
心
か
ら
離
れ
て
い
る
。
立
地
が
良
く
な
れ
ば
訪
問
者
も
増
え
る
。

 
 K

JC
の
こ
と
を
も
っ
と
宣
伝
す
る
べ
き
。
ア
ル
マ
テ
ィ
と
ア
ス
タ
ナ
を
除
い
て
、
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
で
あ
ま
り
知
ら
れ
て

い
な
い
。
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. 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
強

み
、
課
題
、
問
題
点
等
、

自
由
意
見

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

K
JC

の
強
み
は
、
日
本
人
専
門
家

、
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
の
講
師
、
日

本
語
コ
ー
ス
の
教
師
。

K
JC

は
学

生
や
企
業
の
間

で
よ
く
知
ら
れ
て
い
る
。
施
設
は
整
っ
て
い
る
。

 
弱
み
は
、
人
員
不
足
、
ス
タ
ッ
フ
の
給
与
レ
ベ
ル
の
低
さ
、

K
JC

の
立
地
（
市
の
中
心
か
ら
遠
い
）、

パ
ソ
コ
ン
が
古

い
。

 
基
本
的
に
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
効
果
的
に
実
施
さ
れ
、
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
の
市
場
経
済
化
に
大
切
な
役
割
を
果
た
し
て
い

る
と
思
う
。

 
 た
く
さ
ん
の
中
小
企
業
が
自
分
た
ち
の
経
営
に
日
本
の
経
験
や
手
法
を
役
立
て
て
い
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
延
長
さ
れ

る
べ
き
だ
と
思
う
。

 
 K

JC
の
強
み
は
日
本
人
専
門
家
と
講
師
だ
と
思
う
。

 
 K

JC
の
強
み
は
研
修
の
質
の
高
さ
、
受
講
料
の
安
さ
、
日
本
で
の
研
修
の
機
会
が
あ
る
こ
と
、
よ
く
整
備
さ
れ
た
教
室
。
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